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１ 計画策定の趣旨 

福岡県では、これまで「福岡県青少年健全育成総合計画（福岡県青少年プラン）」、「福岡県子ど

もの貧困対策推進計画」、「ふくおか子ども・子育て応援総合プラン」等のこどもに関する計画を

個別に策定し、こども施策を推進してきました。 

一方で、少子化の進展、いじめ・児童虐待・不登校などの増加、こどもの貧困の問題など、こ

どもを取り巻く状況は、ますます多様化し、相互に関連しあっています。また、大規模災害や感

染症の発生、情報通信技術の急激な進展など、先を見通すことが難しい時代になってきています。 

このような中、令和５年４月に施行された「こども基本法」に基づき、国は、全てのこどもが

権利を保障され、健やかに成長し、幸福な生活を送ることができる社会（こどもまんなか社会）

づくりを目的に、従来の３つの個別大綱である「子供・若者育成支援推進大綱」、「子供の貧困対

策に関する大綱」、「少子化社会対策大綱」を「こども大綱」に一元化しました。 

そこで、本県では、こどもに関する複合的な課題に対応し、総合的にこども施策を推進してい

くため、国の「こども大綱」を踏まえ、こどもに関する計画を一本化した「福岡県こども計画」

を策定するものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

○本計画は、こども基本法第 10 条第１項に基づく「都道府県こども計画」として策定します。 
 

○また、同条第４項に規定されているとおり、県こども計画は、こども施策に関係する以下の計

画と一体的に策定します。 
 

・福岡県青少年健全育成条例第８条第１項に基づく青少年健全育成総合計画 

・子ども・若者育成支援推進法第９条第１項に基づく都道府県子ども・若者計画 

・こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第 10 条第１項に基づく都道府県計画 

・次世代育成支援対策推進法第９条第１項に基づく都道府県行動計画 

・子ども・子育て支援法第 62 条第１項に基づく都道府県子ども・子育て支援事業支援計画 

・国の社会的養育推進計画策定要領に基づく都道府県社会的養育推進計画 

・母子及び父子並びに寡婦福祉法第 12 条第１項に規定する自立促進計画 

・国の成育医療等基本方針に基づく計画 
 

○なお、本計画は、県政推進の指針である福岡県総合計画と整合性を図りつつ実施していきます。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総論 

 

こども基本法第 10 条 

都道府県は、こども大綱を勘案して、当該都道府県におけるこども施策についての計画（以下この条において

「都道府県こども計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

（略） 

４ 都道府県こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第一項に規定する都道府県子ども・若者計画、

子どもの貧困対策の推進に関する法律第九条第一項に規定する都道府県計画その他法令の規定により都道府県

が作成する計画であってこども施策に関する事項を定めるものと一体のものとして作成することができる。 
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３ 計画の期間 

2025（令和７）年度から 2029（令和 11）年度までの５年間とします。 

 

４ 計画の推進体制 

（１）県の推進体制 

本計画の推進のためには、福祉・労働、保健・医療、教育、商工、建築、警察等幅広い関係部

局による多方面にわたる取組が必要です。 

このため、知事を本部長とする全庁横断的な推進本部の下、関係部局間の連携を図り、効果的

に施策を推進します。 

（２）審議会の設置 

本計画を推進するためには、行政はもとより、幅広い関係団体･者による取組が必要です。 

行政、事業主、子育て支援団体、保健・医療・福祉、教育、労働等の幅広い関係者や学識経験

者等で構成する福岡県こども審議会を設置し、計画を推進します。 

（３）市町村との連携 

こども基本法において、市町村は、国のこども大綱及び県こども計画を勘案して、市町村こど

も計画を策定するよう努めることとされています。 

本計画で推進するこども施策の中には、市町村が実施主体となるものも多くあることから、県

では、市町村に対し、本計画の内容を踏まえ、こども計画を策定するよう働きかけるとともに、

県と市町村で連携して総合的にこども施策が円滑に推進されるよう、必要な支援や働きかけを行

います。 

また、子ども・子育て支援新制度は、住民に身近な市町村が実施主体となるため、県は各市町

村が円滑に取組を推進できるよう、必要な支援や広域的な調整を行います。 

 

５ 計画の進捗状況の点検・評価 

毎年度、本計画に掲載している全施策・事業の実施状況及び目標数値を設定している施策・事

業の到達状況を集約し、全庁横断的な推進本部に報告の上、点検・評価を行うとともに、適宜、

施策・事業の見直し・充実を図ります。 

 また、その内容については、毎年度公表することとします。 
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６ 対象とする「こども」の範囲 

本計画における「こども」とは、こども基本法第２条第１項に規定された定義に合わせ、「心身

の発達の過程にある者」とします。 

なお、「こども」の表記については、以下のような特別な場合を除き、平仮名表記の「こども」

を用いています。 

① 法令に根拠がある語を用いる場合 

② 固有名詞を用いる場合（既存の予算事業名や組織名等） 

③ 他の語との関係で「こども」表記以外の語を用いる必要がある場合 

 

  
（参考） 

・ 児童福祉法における「児童」 ： 満 18歳に満たない者 

・ 子ども・子育て支援法における「子ども」 ： 18 歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある者 

・ 「福岡県青少年健全育成総合計画（福岡県青少年プラン）」における「青少年」 ： 乳幼児期から青年期までの者 

・ 「                     〃                         」における「若者」 ： 思春期、青年期の者。施策によって 

は、 ポスト青年期の者も対象 

                           

乳幼児期 学童期 思春期 青年期 ポスト青年期 

  0 歳         6 歳        12 歳        18 歳        30 歳 

 青少年 

若者 
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７ 第２期子ども・子育て応援総合プラン、第６次青少年プラン 
及び第２期子どもの貧困対策推進計画の検証 

 

 

〇 県では、国の「少子化社会対策大綱」、「子供・若者育成支援推進大綱」、「子供の貧困

対策に関する大綱」を踏まえ、３つの計画を策定し、様々な施策を実施してきました。 

 

〇 計画の実効性を確保するため、各計画において数値目標を設定し、施策の進捗を管理

しており、状況は次のとおりとなっています。 

  

  【数値目標の進捗状況】 

計画名 （計画期間） 目標数 〇 △ × 

ふくおか子ども・子育て応援総合プラン（R2～R6） 40 30 ７ ３ 

福岡県青少年健全育成総合計画（R4～R8） 43 22 14 ７ 

福岡県子どもの貧困対策推進計画（R3～R7） 19 11 ４ ４ 

  ※ 〇・・・順調  △・・・低調  ×・・・後退 
 

○ 少子化の流れを食い止めることを目指し、結婚応援や子育て支援の充実等に取り組む

「子ども・子育て応援総合プラン」では、保育所の待機児童が 1,232 人（R1）から 56

人（R5）と５年間で大幅に減少するなど、改善した項目も見られました。 

一方で、合計特殊出生率は、1.49（H30）から 1.26（R5）と 0.23 ポイント減少し、

少子化に歯止めがかかっていません。 

 

〇 こどもが権利の主体であることの明確化及び家庭養育優先の原則の徹底を目指した

「社会的養育推進計画（子ども・子育て応援総合プランの個別計画）」では、ファミリ

ーホームが６か所（H30）から 13か所（R5）と約２倍に増加しました。 

一方で、「虐待等により家庭で暮らせないこどもの里親への委託率」（R5）は、平成

30 年度から増加したものの、目標に届いていません。 

 ・３歳未満 10％→31.5％  ・就学前 16％→30.6％  ・就学期以降 23％→28.8％ 

 

〇 「豊かな心と志を持つたくましい青少年」像を目指した「青少年健全育成総合計画」

では、アスリートの遠征・合宿費用の助成や理数系科目に係る教育の充実により、国民

体育大会や「科学の甲子園」では、それぞれ 11位（R1）から７位（R5）、13 位（H29～

R2 の平均）から 10 位と上昇するなど、一部改善した項目が見られました。 

  一方、「10代の 1,000 人あたりの刑法犯少年数」は 2.5 人（R2）から 3.1 人（R5）と

増加しています。 

 

〇 「子どもの貧困対策推進計画」では、こどもが経済的な理由で進学を諦めるようなこ

とがないよう取組を進め、児童養護施設のこどもの大学進学率は 24.2％（R1）から

45.9％（R5）と約２倍に増加しました。 

一方で、生活保護世帯のこどもの大学進学率は 40.5％（R1）から 34.7％（R5）と

5.8 ポイント減少しています。 
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８ 基本的な考え方と基本方向 

○こども計画が目指す福岡県の姿 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 
 

国が、こども施策を総合的に推進するために策定した「こども大綱」では、「全てのこども・若

者が身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態で生活を送ることができる社会」（こ

どもまんなか社会）を目指すとしており、「全てのこども・若者」を主体としています。 
 

こども計画に一本化する「福岡県青少年健全育成計画（福岡県青少年プラン）」では、「人こそ

が『財（たから）』」であるという考えのもと、「青少年が自らの可能性に気づき、能力を磨き、チャ

レンジすることができる福岡県」を目指してきました。また、「福岡県子どもの貧困対策推進計画」

では、「すべての子どもたちが夢と希望を持って成長していける社会」を目指してきました。 

「こどもまんなか社会」の実現を目指すこども大綱においても、「夢や希望」について様々なラ

イフステージ等で言及されています。 

 

こども計画は、県政推進の指針である「福岡県総合計画（以下、「総合計画」という。）」と整合

性を図りつつ推進していきます。総合計画では、福岡県の目指す姿（将来像）として、「だれもが

安心して、たくさんの笑顔で暮らせる福岡県」を掲げています。 

 

これらを踏まえ、こども計画が目指す福岡県の姿を、 

「全てのこどもが 夢や希望を持ち たくさんの笑顔で暮らせる福岡県」 

とし、全てのこどもが、心身の状況や置かれている環境等にかかわらず、個々の状況や支援ニー

ズに応じたきめ細かな支援を通じて、今とこれからに、夢や希望を持ち笑顔で暮らせることを目

指します。 

  

全てのこどもが 夢や希望を持ち  
たくさんの笑顔で暮らせる 福岡県 
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○基本的な考え方 
 
〇 こどもを権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を保障し、こ

どもの今とこれからの最善の利益を図る 
 
〇 こどもや子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、ともに進め

ていく 
 
〇 こどもや子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十分に支援する 
 
〇 予測困難な時代をこどもが生き抜く力を育成する 
 
〇 良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこどもが幸せな状態で成

長できるようにする 
 
〇 若い世代が結婚や子育てに夢や希望を持ち、その希望がかなえられるよう生活の基

盤の安定を図るとともに、子育てをみんなで支える社会づくりに取り組む 

 

○基本方向（４つの柱） 

 
 Ⅰ 全てのこどもが持つ権利の保障  
 
こどもを権利の主体として社会全体で認識し、こどもが、意見を表明する機会や多様な社会的

活動に参画する機会を確保され、年齢や発達の程度に応じて、意見が尊重され、最善の利益が優

先して考慮されるよう支援するとともに、社会の理解促進に取り組むことによってこどもが持つ

権利を保障する。 

 

 Ⅱ 成長段階に応じたこどもへの支援、未来を切り拓く人財の育成 
 
こどもの状況に応じて必要な支援が特定の年齢で途切れることなく行われ、自分らしく社会生

活を送ることができるようになるまで、その健やかな成長を社会全体で切れ目なく支える。 

一人一人が自分の可能性に気づいて、その能力を磨き、様々な分野で才能を活かしながらはば

たくことができるよう、こどもが失敗を恐れず夢に向かって果敢にチャレンジすることを応援する。 

 

 Ⅲ きめ細かな対応が必要なこどもへの支援 
 
全てのこどもが幸せな状態で成長できるよう、困難な状況におかれているこどもを、個々の状

況や支援ニーズに応じてきめ細かく支援する。 

 

 Ⅳ 結婚・子育ての希望をかなえ、こどもを安心して産み育てることができるための支援 
 
若い世代が結婚や子育てに夢を抱き、その希望がかなえられるよう、若い世代の経済的、社会

的自立を促進するとともに、地域社会全体で結婚応援を推進する。 

家庭や地域、職場において、子育てへの理解が深められるとともに、安心して、また、喜びを持っ

てこどもを産み育てることができるよう、子育てをみんなで支える社会づくりを進める。 
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９ 施策体系 

 

Ⅰ 全てのこどもが持つ権利の保障                 

１ こどもが権利の主体であることの社会全体での理解促進    

 

２ こどもの意見表明とその尊重       

 

Ⅱ 成長段階に応じたこどもへの支援、未来を切り拓く人財の育成                    

１ 妊娠前、妊娠期からこどもの成長に合わせた切れ目のない保健・医療等の確保 

   ① 妊娠前からの出産に向けた支援 

   ② 妊産婦等への保健医療施策の充実 

   ③ 新生児・乳幼児保健対策、小児医療の充実 

   ④ 慢性疾病・難病を抱えるこどもへの支援 

２ 幼児教育・保育の充実       

① 幼児教育・保育の環境整備 

   ② 幼児教育・保育の質の向上 

３ こどもの生きる力の育成       

   ① 学力の向上 

   ② 豊かな心の醸成 

   ③ 人権意識の醸成 

   ④ 健やかな体の育成 

   ⑤ 食育の推進 

   ⑥ 教育環境の整備・充実 

４ こどもの成長を支える環境の整備      

   ① インターネット適正利用の推進 

   ② 犯罪被害・性暴力等からこどもを守る環境整備 

   ③ 安心して外出できる環境づくり 

   ④ 非行の防止と自立支援 

５ グローバル社会で活躍を目指すこどもの応援     

   ① 世界にはばたくこどもの応援 

   ② 異文化理解力と外国語能力の向上 

６ こどもの新たなチャレンジの応援      

   ① 個性や能力を伸ばそうとするこどもの応援 

② 次世代のリーダーとなるこどもの応援 

   ③ 次世代の競技者や芸術家の支援 

   ④ 様々な分野で担い手となるこどもの応援 

７ こどもの社会的自立を支える取組の推進     

   ① キャリア教育の推進 

② 就労支援の充実 

③ 高等教育の就学支援、高等教育の充実 

   ④ 進路等相談体制の充実 

８ 多様な遊びや体験活動、社会参画の推進     

   ① 遊びや体験活動の推進 

   ② 社会参画の推進 

   ③ こどもの可能性を広げていくための男女共同参画の推進 

９ 居場所づくりの推進        

   ① 全てのこどもの健やかな成長につなげる居場所づくり 

   ② 様々なニーズや個々の状況に応じたこどもの居場所づくり 
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Ⅲ きめ細かな対応が必要なこどもへの支援                       

１ 児童虐待の予防・防止       

   ① 児童相談所の相談体制の強化 
   ② 市町村や関係機関との役割分担及び連携の推進 

③ 発生予防から再発防止までの総合的な施策の実施 

２ 社会的養護の充実        

   ① こどもの権利擁護の強化 
   ② 家庭と同様の環境における養育の推進 
   ③ こどもの自立支援の推進 

３ 貧困の状況にあるこどもへの支援      

   ① こどもの教育に関する支援 
   ② こどもの生活の安定のための支援 
   ③ 保護者の就労支援 

④ 経済的支援 

４ ひとり親家庭への支援       

   ① 生活と子育ての支援 
② 就業支援 
③ 養育費の確保支援 
④ 経済的支援 

５ 障がいのあるこどもへの支援       

   ① 障がいのあるこどもの育成 
② 特別支援教育推進体制の整備 

６ 不登校やいじめ、ひきこもり等に対する取組の推進    

   ① 不登校等に対する取組の推進 
   ② いじめの防止 

③ ひきこもりに対する取組の推進 
   ④ 自殺対策 

７ ヤングケアラー、性的マイノリティ、外国人のこども等への支援   

   ① ヤングケアラーへの支援 
   ② 性的マイノリティのこどもへの支援 

 ③ 外国人のこども等への支援 
 

 

Ⅳ 結婚・子育ての希望をかなえ、こどもを安心して産み育てることができるための支援     

１ 次代の親の育成               

２ 若い世代の生活の基盤の安定への支援             

   ① きめ細かな就職支援  
   ② 所得向上に向けた支援 

３ 出会い・結婚応援の推進              

４ 子育て世帯の経済的負担の軽減 

① 全ての子育て家庭への経済的負担の軽減 
   ② きめ細かな対応が必要な家庭への経済的支援 

５ 男女ともに仕事と子育てを両立できる環境づくり              

   ① 働きながら子育てできる環境づくり 
   ② 職場・家庭における男女共同参画の推進 

６ 地域、家庭でこどもを育む環境づくり                   

   ① 地域全体でこどもを育てる取組の促進 
   ② 家庭教育支援の充実 
   ③ 子育てしやすい住環境づくり 
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福岡県におけるこどもを取り巻く現状と課題 
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〔共通データ〕 

  

国立社会保障･人口問題研究所｢日本の地域別将来人口推計(2023(令和５)年)｣によると､本県

の総人口は 513 万 5千人(2020(令和２)年国勢調査)から 30年後(2050(令和 32)年)には､447 万 9

千人になると予測されています｡また､年齢別(３区分)でみると､こどもの数(０～14 歳)は

1980(昭和 55)年以降減少し続けており､2020(令和２)年の 66万 2千人から2030(令和 12)年には

57 万 7 千人､2050(令和 32)年には 50 万 6 千人にまで減少すると予測されています｡ 

これに伴い､生産年齢人口(15～64 歳)は 2020(令和２)年の 291 万 1 千人から 2030(令和 12)年

には 293 万 2 千人､さらに 2050(令和 32)年には 240 万 1 千人まで減少し､人口に占める割合は､

2020(令和２)年の 56.7%から 2050(令和 32)年の 53.6%まで減少すると予測されています｡ 

一方､老年人口(65 歳以上)は､2020(令和２)年の 139万 5千人から 2050(令和 32)年には 157 万

1千人､人口に占める割合は､2020(令和２)年の27.2%から 2050(令和32)年の35.1%と３人に１人

以上が高齢者となり､少子高齢化が更に進行すると推計されています｡【図 1】  

社会を担う中核である生産年齢人口の減少は､社会の活力の維持や労働力の確保という点での

影響が懸念されます｡ 

 

【図 1】福岡県の総人口・年齢区分別人口の推移 

 
資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計」 

       ※2020 年以前は、総務省「国勢調査」各年 10 月 1 日現在 

                 ※2025 年以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計」（2023 年推計） 

※老年人口：65 歳以上、生産年齢人口：15～64 歳、こども：0～14 歳  

2020(令和２)年の国勢調査では､本県の総人口は 5,135,214 人、30 歳未満の人口は 1,393,906

人となっています｡ 

1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

65歳～ 292,516 426,495 597,869 870,290 997,798 1,123,376 1,304,764 1,395,142 1,468,948 1,480,619 1,499,607 1,557,611 1,575,946 1,571,247

15～64歳 2,791,505 3,073,049 3,287,878 3,393,080 3,326,610 3,227,932 3,057,855 2,911,353 2,979,017 2,931,548 2,837,365 2,664,643 2,518,789 2,401,316

0～14歳 943,395 1,049,782 910,356 742,740 701,195 684,124 676,045 662,179 624,547 576,964 548,624 539,775 528,083 506,458

年齢不詳 0 4,135 14,947 9,589 24,305 36,536 62,892 166,540 0 0 0 0 0 0

総人口 4,027,416 4,553,461 4,811,050 5,015,699 5,049,908 5,071,968 5,101,556 5,135,214 5,072,512 4,989,131 4,885,596 4,762,029 4,622,818 4,479,021

0.1 0.3 0.2 0.5 0.7 1.2 3.2

23.4 23.1 18.9
14.8 13.9 13.5 13.3

12.9
12.3 11.6 11.2 11.3 11.4 11.3

69.3

67.5 68.3
67.6 65.9 63.6 59.9 56.7

58.7 58.8 58.1
56.0

54.5 53.6

7.3

9.4
12.4 17.4 19.8 22.1 25.6 27.2

29.0
29.7

30.7
32.7

34.1
35.1

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
（千人）

2025（令和７）年以降は推計値



10 
 

 また､総人口に占める 30 歳未満人口の割合は､27.1%となっています｡【図 2】 

 

【図 2】総人口・30 歳未満人口及び総人口に占める 30 歳未満人口の割合 

 

2020(令和２)年国勢調査では､本県の一般世帯数は 231 万 8 千世帯で､１世帯当たりの人員の

平均は 2.15 人です｡ 

また､本県の 18 歳未満の世帯員のいる世帯数のうち､３世代同居世帯は減少傾向にある一方

で､ひとり親家庭の世帯数は横ばいの状況にあります｡【図 3】 

 

【図 3】18 歳未満の世帯員のいる世帯数の推移 
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 本県と他県との人口移動を、東京圏・中部・関西・九州山口、その他県外という地域ブ

ロック別に見ると、九州山口からの転入超過と、東京圏への転出超過の構造が見られるこ

とがわかります。【図 4】 

 

【図 4】福岡県の人口の地域間のやり取り 

 
資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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〔柱Ⅱ関係のデータ〕 

 

幼稚園の利用児童数については減少傾向にある一方、保育の必要性の認定を受け保育所等を

利用している利用児童数は 2020(令和２)年度まで上昇し、最近は横ばいとなっています。【図 

5】 

【図 5】幼稚園、保育所等の利用児童数の推移 
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                                こども家庭庁「保育所等利用待機児童数調査」 

                                   ※保育所等：保育所、認定こども園、地域型保育事業 

 

近年､本県の児童生徒数は､横ばいの状況にあります｡【図 6】 

 

【図 6】小学校、中学校及び高等学校の生徒数の推移 
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県内の小・中学校の児童数は、福岡地域で 2004（平成 16）年以降、増加傾向にありますが、

その他の地域では減少傾向が続いています。【図 7】 

 

【図 7】県内の地域別小・中学校児童数の推移 

 

※ 出典…福岡県教育委員会「教育便覧」 
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本県の過去 10 年間の母親の年齢階層別の出生数をみると､34 歳までは減少傾向､30 歳代後半

も緩やかな減少傾向にあります｡一方､40 歳以上では横ばいとなっています｡【図 8】 

また､第 1 子出生時の母親の平均年齢(全国値)は､1975(昭和 50)年から上昇傾向にありました

が､最近は横ばいになっています｡【図 9】 

 

【図 8】福岡県の母親の年齢階層別出生数 

 

 

【図 9】第１子出生時の母親の平均年齢（全国）  

  

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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本県のこどもの学力について､文部科学省｢全国学力･学習状況調査｣(2021(令和３)年度)にお

ける標準化得点※は､公立小学校及び公立中学校の全教科区分で､調査開始以来､初めて､全国の

平均より高い結果となりました｡【図 10】 

 本県のこどもの体力は､スポーツ庁｢全国体力･運動能力､運動習慣等調査｣(2023(令和５)年度)

では､小学校男子及び中学校の男女の区分で全国平均を上回っています｡【図 11】 

※標準化得点=(本県の平均正答数)/(全国の平均正答数)×100 

 

【図 10】標準化得点の推移 

 

資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 

 

【図 11】体力合計点平均値の推移（全国・福岡県） 

 

資料：スポーツ庁「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」 
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2023(令和５)年度に実施した福岡県｢青少年の意識・ニーズに関する調査｣によると､こどもの

健全育成に必要な取組としては､いずれの保護者とも｢家庭でのしつけや教育の充実｣が最も多

く､次いで｢学校での道徳教育や生徒指導の充実｣となっています｡【図 12】 

 

【図 12】こどもの健全育成のために必要な取組（保護者調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 

こどもの規範意識は､年齢が上がるにつれて｢悪くない｣の割合が増加傾向にあります｡ 

前回調査(2020(令和２)年度)と比較すると､｢ゲームサイト等で知り合った人と交際すること｣

｢深夜(午後 11 時以降)に外出すること｣については､｢悪くない｣の割合が増加しています｡また､

その他の項目についても､｢悪くない｣と回答した割合は増加傾向にあります｡【図 13】 

 

【図 13】小・中学生および高校生が「悪くない」と思う行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 

※『悪くない』は、「あまり悪くない」と「まったく悪くない」を合わせたもの。 
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こどものスマートフォンの保有状況について保護者に尋ねたところ、小学生保護者で５割半

ば、中学生保護者で８割半ば、高校生保護者でほぼ全員がスマートフォンを保有しています。

【図 14】 

 また､インターネットを利用できる機器を所有している小･中･高校生にインターネットの利用

時間を尋ねたところ、小・中・高校生の３割以上が平日に学校以外で､３時間以上インターネッ

トを利用しています｡【図 15】 

 

【図 14】自分専用のスマートフォン（携帯電話を含む）の所有状況 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 

 

【図 15】平日の学校以外でのインターネット利用時間 

 
資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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多くの小･中･高校生は､インターネットで、メールや LINE 等の利用やホームページや

TikTok､YouTube 等を見ています｡【図 16】 

インターネットを利用するようになってから変化したことで､｢増えたり､広がったりし

た｣回答が多いのは､小･中･高校生のすべてで｢生活の楽しさ･面白さ｣､中学生､高校生で｢友

達とのコミュニケーション｣､高校生で｢新しい知人を得る機会｣です｡一方で､｢減ったり､狭

まったりした｣回答が多いのは､｢睡眠時間｣､｢読書時間｣､｢学習時間｣で､年齢が上がるほど

その傾向が強くなっています｡【図 17】 

 

【図 16】学校以外でのインターネット利用状況 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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【図 17】インターネットを利用するようになってから変化したこと  
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インターネット上には､違法･有害な情報が氾濫していますが､本県の児童生徒のフィルタリン

グの使用状況は４割以下にとどまっています。【図 18】 

 

【図 18】スマートフォン（携帯電話）のフィルタリング使用状況 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 

 
 

学校が休みの日にすることとして､小･中･高校生いずれも｢一人でテレビ、ゲーム、ＤＶＤ､音

楽を楽しむ｣が７割以上と最も多くなっています｡ 

前回調査(2020(令和２)年度)と比較すると､｢パソコン、スマートフォン（携帯電話）、タブレ

ットなどでインターネットを利用したり、オンラインゲームやメールのやりとりをしたりする｣

はやや増加している一方､｢スポーツ活動をする｣､｢友達と自分の家や友達の家で遊ぶ｣はやや減

少しています｡【図 19】 

 

【図 19】学校が休みの日にすること 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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2023(令和５)年中の本県における刑法犯少年の検挙補導人員は､1,452 人であり､全国的に見

ると依然として高い水準にあります。【図 20】 

また、2023(令和５)年中に福祉犯※の被害を受けたことにより保護された少年は 263 人で、

そのうち、86.7％(228 人)が女子の被害となっています。【図 21】 

※福祉犯：児童買春・児童ポルノ禁止法違反・児童福祉法違反等、少年の心身に有害な影響を及ぼし、健全な育成を著

しく阻害する犯罪 

 

【図 20】刑法犯少年検挙補導人員の推移 

 

資料：福岡県警察本部少年課 

【図 21】福祉犯被害少年の推移 

 

資料：福岡県警察本部少年課 
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本県の 2023(令和５)年中の性犯罪の認知件数(警察に被害の届出がなされた件数)のうち､被

害者の 45.0%が 20 歳未満となっています｡【図 22】 

 また、ＳＮＳに起因した犯罪被害では､児童ポルノ､青少年健全育成条例違反(いん行)､児童

買春等による性的被害が多く発生しています｡【図 23】 

 

【図 22】2023 年性犯罪認知件数(228 件)の被害者の年代別構成割合 

 

資料：福岡県警察本部生活安全総務課 

 

【図 23】ＳＮＳに起因する犯罪被害に遭った 18 歳未満の者の推移（罪種別） 

 

資料：福岡県警察本部少年課 

罪　　種 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

児童ポルノ 31 31 49 42 47
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その他
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2 4 6 4 5

合　　計 120 81 111 111 105
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｢青少年の意識・ニーズに関する調査｣によると､保護者の８割以上が､こどもが海外に出るこ

とに賛成しているのに対し､小･中学生､高校生の７割前後が､海外留学や海外で仕事をしたいと

思っていません｡【図 24】【図 25】 

 

【図 24】海外留学や海外で仕事をしたいと思うか 

 

【図 25】こどもが海外留学や海外で仕事をすることについての意識（保護者調査） 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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海外留学や海外で仕事をしたいと思わないと思う理由としては､小･中･高校生のすべてで｢語

学の自信のなさ｣が最も多くなっています｡【図 26】 

 

【図 26】海外留学や海外で仕事をしたいと思わない理由 

 

 

 

社会貢献の一つであるボランティア活動に参加していない割合は、ボランティア活動に参加

する割合に比べ高くなっています｡【図 27】 

 

【図 27】ボランティア活動に参加する 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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新規学卒就職者の卒業後３年以内に離職する割合は､中学卒､高校卒､大学卒のすべてにおいて

全国平均よりも高くなっています｡【図 28】 

また､若年無業者※は､全国で約 59 万人いると推定されています｡【図 29】 

※若年無業者:15 歳～34 歳の非労働力人口のうち､家事も通学もしていない者 

 

【図 28】新規学卒就職者の卒業後３年以内の離職率（全国・福岡県） 

 

資料：厚生労働省「新規学卒者の離職状況」及び福岡労働局「新規学卒者の採用手引」 

 

【図 29】 若年無業者の推移（全国） 

 

資料：総務省「労働力調査」 
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1 年間の学校外での体験活動について｢実際したこと｣と｢したいこと｣の両方を尋ねて比較す

ることで､こどもが希望する体験活動を行うことができているかについて検討しました｡また､小

学生の保護者にはこどもに｢してほしいこと｣を尋ねて､こどもの体験活動との比較を行いまし

た｡特に小学生の保護者の希望どおりにこどもは体験活動を実施できていません。【図 30】 

 

【図 30】１年間の学校外での体験活動（保護者や自身の希望と実施したこと） 

 

資料：国立青少年教育振興機構「青少年の体験活動等に関する意識調査」(2022 年度) 
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こどもの自然体験の機会について 2012(平成 24)年から 2022(令和４)年までの 10 年

間を比較すると、2010 年代を通じて､やや減少傾向がみられ､コロナ禍を経た 2022(令

和４)年にはさらに減少しています｡【図 31】 

 

【図 31】自然体験の経年変化(小４～小６､中２､高２) 

 

資料：国立青少年教育振興機構「青少年の体験活動等に関する意識調査」(2022 年度) 

 

 2021 年に福岡県社会教育総合センターが実施した「令和３年度幼児（３・４・５歳児）を

養育する保護者の家庭教育に関する調査」によると、｢お子さまを体験活動に参加させたいと思

うか｣という問いに対して、｢大いに思う｣と｢まあまあ思う｣を合わせた『思う』と回答した割合

は９割を超えています｡【図 32】 

 

【図 32】体験活動の機会があればこども（養育する幼児）を参加させたいか 

 
資料：福岡県社会教育総合センター「令和３年度幼児（３・４・５歳児）を養育する保護者の家庭教育に関する調査」(2021 年度) 
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県内のこども食堂は増加傾向にあり、2024（令和６）年度のこども食堂数は調査開始以降で最

も多い 443 カ所となっています。【図 33】 

 

【図 33】県内のこども食堂数の推移 

 
資料：認定 NPO 法人全国こども食堂支援センター・むすびえ「こども食堂全国箇所数調査」 

  福岡県こども未来課「福岡県こども食堂把握調査」 

 

放課後児童クラブの利用児童数は増加傾向にあり、2024（令和６）年度の利用児童数は制度開

始以降で最も多い 69,105 人となっています。【図 34】 

 

【図 34】放課後児童クラブ利用児童数の推移 

 

資料：こども家庭庁「令和６年度放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況調査」 
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〔柱Ⅲ関係のデータ〕 

 

福岡県（政令市除く。）の児童虐待対応件数は年々増加しており、2023（令和５）年度は過去

最高の 7,547 件となっています。虐待対応が年々増加している主な理由は、関係機関や地域住民

の児童虐待に対する関心の高まりにより児童相談所への通告が増加していること、また、こども

の目の前で配偶者に暴力をふるう、いわゆる「面前ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）」に

よる心理的虐待について、警察からの通告が増加していることなどが考えられます。【図 35】 

 

【図 35】県所管児童相談所の種類別虐待対応件数 

 

資料：厚生労働省「福祉行政報告例」 

※2023（令和５）年度の福岡県の虐待対応件数は県独自に集計した件数 
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本県所管の児童相談所による一時保護件数については、2023（令和５）年度までの５年間

は 2,200 件から 2,500 件の間で推移しており、ほぼ横ばいです。里親や施設等で一時保護

したこどもについてもほぼ横ばいです。【図 36】 

 

【図 36】県所管児童相談所による一時保護件数 

 

資料：福岡県こども福祉課 

 

児童相談所では、登録されている養子縁組里親と新たな家庭を必要とするこどもとのマッチ

ングを行っており、2019（令和元）年度から 2023（令和５）年度の５年間で 32 件の特別養子

縁組が成立しています。【図 37】 

 

【図 37】県所管児童相談所が関与した特別養子縁組成立件数 

 

資料：福岡県こども福祉課 
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本県では、2012（平成 24）年度から県が所管する各児童相談所に里親専任職員を配置し、里

親制度の普及啓発や里親の新規開拓、養育体験事業などに取り組んでおり、2023（令和５）年度

末の里親等委託率（政令市除く。）は 29.4％となっています。【図 38】 

 

【図 38】里親登録世帯数及び里親等委託率の推移（政令市除く） 

 

資料：福岡県こども福祉課 
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 県では、様々な理由により家庭で暮らせないこどもに対しても、できる限り良好な家庭

的環境を提供するため、地域小規模児童養護施設や分園型小規模グループケアの設置を促

進しています。2023（令和５）年度の地域小規模児童養護施設及び分園型小規模グループ

ケアへ措置されたこどもの割合（政令市除く。）は 22.4％となっています。【図 39】 

 

【図 39】地域小規模児童養護施設及び分園型小規模グループケアへ措置されたこどもの割合（政

令市除く） 

 

資料：福岡県こども福祉課 

 

児童養護施設等を退所した高校生の大学や専門学校などへの進学率は、2019（令和元）年度の

42.5％から 2023（令和５）年度には 46.5％に増加しています。【図 40】 

 

【図 40】児童養護施設入所児童等の高校卒業後の状況（政令市除く） 

 

資料：福岡県こども福祉課 
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国民生活基礎調査によると､相対的貧困率は､2018(平成 30)年では 15.7%であったものが

2021(令和３)年には 15.4%と減少し､これらの世帯で暮らす 17 歳以下のこどもの貧困率も､

14.0%から 11.5%へと改善しています｡ 

また､こどもがいる現役世帯のうち､大人が一人の世帯の貧困率は 44.5%と､大人が二人以上い

る世帯の貧困率 8.6%に比べて非常に高い水準となっています｡【図 41】 

 

【図 41】貧困率の年次推移 

 
資料：国民生活基礎調査 

※相対的貧困率：貧困線を下回る等価可処分所得しか得ていない者の割合をいう。 

※貧困線：等価可処分所得の中央値の半分の額をいう。 

※等価可処分所得：世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得をいう。 

※可処分所得：収入から直接税・社会保険料を除いたいわゆる手取り収入をいう。 

※こどもの貧困率：こども全体に占める、貧困線に満たないこどもの割合をいう。 

※こどもがいる現役世帯の貧困率：現役世帯に属する世帯員全体に占める、等価可処分所得が貧困線に満たない世帯の世帯員の割合を

いう。      

※旧基準及び新基準：OECD の作成基準（当課可処分所得の中央値の半分以下の所得の者）で算出。 

新基準は左記基準の可処分所得から、自動車税や仕送り額等を差し引いたものをいう。 

※大人とは 18 歳以上の者、こどもとは 17 歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が 18 歳以上 65 歳未満の世帯をいう。 

 

【参考】相対的貧困率の算出方法 

 

 

 

令和3年

旧基準 新基準 新基準

15.7% 16.0% 16.1% 15.7% 15.4% 15.7% 15.4%

14.2% 15.7% 16.3% 13.9% 13.5% 14.0% 11.5%

12.2% 14.6% 15.1% 12.9% 12.6% 13.1% 10.6%

大人が一人 54.3% 50.8% 54.6% 50.8% 48.1% 48.3% 44.5%

大人が二人以上 10.2% 12.7% 12.4% 10.7% 11.7% 11.2% 8.6%

127万円 125万円 122万円 122万円 127万円 124万円 127万円貧困線

　

相対的貧困率

こどもがいる現役世帯

こどもの貧困率

平成18年 平成21年 平成24年 平成27年
平成30年



34 
 

県内の生活保護受給世帯数は､2023(令和５)年度平均で 94,046 世帯､受給者数は 118,783 人､

保護率は 2.32%となっており､2019(令和元)年度平均と比較すると､世帯数､受給者数及び保護率

のいずれも減少しています｡【図 42】 

 

【図 42】生活保護の状況 

 

資料：県福祉労働部保護・援護課調べ及び被保護者調査(2023 年度)       

※市部、郡部及び県全体は、年間延べ数を 12 月で除したものである。    

※年度平均のため、各項目の合計が県全体の数値と一致しない場合がある。  

 

 

【参考】地域別生活保護の状況 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度平均 令和２年度平均 令和３年度平均 令和４年度平均 令和５年度平均

被保護

世帯数

被保護

人　員
保護率

被保護

世帯数

被保護

人　員
保護率

被保護

世帯数

被保護

人　員
保護率

被保護

世帯数

被保護

人　員
保護率

被保護

世帯数

被保護

人　員
保護率

（世帯） （人） （％） （世帯） （人） （％） （世帯） （人） （％） （世帯） （人） （％） （世帯） （人） （％）

24,215 31,846 1.89 23,980 31,156 1.86 23,899 30,807 1.83 23,728 30,405 1.82 23,602 30,111 1.81

13,330 19,149 3.19 13,187 18,713 3.13 13,068 18,334 3.05 12,934 17,903 2.99 12,810 17,578 2.95

18,367 22,916 2.42 18,316 22,671 2.41 18,154 22,326 2.38 18,166 22,249 2.39 18,164 22,107 2.39

33,570 42,897 2.72 33,648 42,591 2.67 33,813 42,456 2.63 33,953 42,383 2.62 34,183 42,520 2.61

5,118 6,549 2.15 5,213 6,559 2.16 5,289 6,615 2.18 5,292 6,538 2.16 5,287 6,469 2.15

94,600 123,357 2.41 94,344 121,690 2.38 94,223 120,538 2.35 94,073 119,479 2.33 94,046 118,783 2.32

北九州市

福岡市

久留米市

市　部

郡　部

県全体

10,900

15,516

94,046 118,785

29,29323,664

2.32計

福岡

北九州

筑後

筑豊

被保護世帯数（世帯）

13,489

20,581

2.04

2.37

1.72

5.30

被保護人員（人）

55,422

保護率（%）

43,966
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県内における 2023(令和５)年度の生活保護を受給する世帯の 17 歳以下のこどもの数は､

11,346 人です｡生活保護受給者に占める割合は､この５年間で徐々に減少し､2023(令和５)年度

は 9.6%となっています｡ 

また､生活保護を受給する 17 歳以下のこどもの保護率は､2023(令和５)年度で 1.46%となって

います｡【図 43】 

 

【図 43】年齢別生活保護受給者数の推移 

 
資料：県福祉労働部保護・援護課調べ及び被保護者調査(2023 年度) 

※ 受給者数は、各年 7 月 31 日現在の人数である。 

※ 構成比は、生活保護受給者に占める 17 歳以下の比率である。 

※ 17 歳以下の保護率は、17 歳以下の生活保護受給者を各年 10 月 1 日現在の人口で除したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度

(人) (人) (人) (人) (人) (人)

0～5歳 3,177 3,011 2,836 2,755 2,560 2,507

6～11歳 4,998 4,718 4,416 4,176 3,889 3,766

12～14歳 3,029 2,862 2,708 2,682 2,529 2,423

15～17歳 3,381 3,183 3,009 2,924 2,712 2,650

小計 14,585 13,774 12,969 12,537 11,690 11,346

構成比 11.7% 11.2% 10.7% 10.4% 9.8% 9.6%

18・19歳 818 833 899 876 819 829

20～29歳 3,209 3,127 3,124 3,124 3,252 3,460

30～39歳 6,385 6,125 5,855 5,789 5,622 5,713

40～49歳 11,663 11,175 10,968 10,791 10,314 10,103

50～59歳 15,016 14,684 14,639 14,845 14,998 15,259

60歳～ 73,062 72,982 72,634 72,595 72,080 71,427

小計 110,153 108,926 108,119 108,020 107,085 106,791

合計 124,738 122,700 121,088 120,557 118,775 118,137

1７歳以下の

保護率（％）
1.80% 1.71% 1.63% 1.59% 1.49% 1.46%
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市町村では生活保護の対象となる要保護児童生徒､また､要保護児童生徒に準ずるものとして

市町村が認定する準要保護児童生徒に対して就学援助を行っています｡ 

福岡県における要保護及び準要保護児童生徒の数は､2022(令和４)年度において 84,871 人で

あり､公立小中学校の全児童生徒数に占める割合は 20.8%となっています｡また､2018(平成 30)年

度調査と比較してみると､年々減少傾向にあります｡【図 44】 

 

【図 44】要保護及び準保護児童生徒数の推移 

 

資料：文部科学省「就学援助実施状況等調査」 

 

【参考】地域別要保護及び準要保護児童生徒数（2022 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

（人） （人） （人） （人） （％）

小学校 中学校 計 小学校 中学校 計 小学校 中学校 計 小学校 中学校 計 小学校 中学校 計

平成30年度 277,777 126,706 404,483 4,850 2,905 7,755 56,778 26,376 83,154 61,628 29,281 90,909 22.2% 23.1% 22.5%

平成31年度 278,433 127,083 405,516 4,582 2,737 7,319 57,044 25,789 82,833 61,626 28,526 90,152 22.1% 22.4% 22.2%

令和2年度 277,892 129,016 406,908 4,292 2,625 6,917 54,455 26,433 80,888 58,747 29,058 87,805 21.1% 22.5% 21.6%

令和3年度 276,733 132,017 408,750 3,697 2,350 6,047 53,292 26,428 79,720 56,989 28,778 85,767 20.6% 21.8% 21.0%

令和4年度 275,849 133,023 408,872 3,735 2,412 6,147 52,385 26,339 78,724 56,120 28,751 84,871 20.3% 21.6% 20.8%

（R4全国） 6,078,347 2,964,985 9,043,332 50,618 34,263 84,881 742,460 429,962 1,172,422 793,078 464,225 1,257,303 13.0% 15.7% 13.9%

5月1日現在の公立小中学校の

児童生徒数

(a)

要保護児童生徒数

(b)

準要保護児童生徒数

(c)

要保護・準要保護児童生徒数

(b)+(c)

要保護・準要保護児童生徒数/公立

小中学校の児童生徒数

((b)＋(c)/(a)）

84,871

地域別全ての児童生徒

数に占める割合（％）
20.0% 18.8% 19.8% 20.8%

児童生徒数（人）

筑豊 計

33.7%

10,47644,664 17,415 12,316

福岡 北九州 筑後



37 
 

2023(令和５)年度に実施した福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」によると、

過去１年間の家計の状況として､お金が足りず支払えなかったことがあるか尋ねたところ､｢よく

あった｣｢時々あった｣｢まれにあった｣の３つを合わせた『あった』の割合は､｢電気料金｣では

9.4%､｢ガス料金｣では 7.8%､｢水道料金｣では 8.3%となっています｡【図 45】 

また､｢食料｣又は｢衣服｣が買えないことが『あった』の割合はそれぞれ 20.3%､24.6%となって

います｡【図 46】 

 

【図 45】電気・ガス・水道料金の未払い経験 

 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年度) 

 

【図 46】食料又は衣服が買えない経験 

 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年度) 
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 2021(令和３)年度に実施した福岡県ひとり親世帯等実態調査によると､県内の母子家庭の世帯

数は 68,025 世帯､父子家庭の世帯数は 8,087 世帯となっており､2016(平成 28)年度と比較する

と､母子家庭は約 4,300 世帯減少しており､父子家庭は約 2,000 世帯減少しています｡【図 47】 

 

【図 47】ひとり親家庭等の世帯数の推移 

 

資料：福岡県ひとり親世帯等実態調査(2021 年度) 

 

  世帯の年間平均収入は､母子家庭が 289 万円､父子家庭が 481 万円となっており､母子家庭は

｢200 万円～300 万円未満｣の収入が２割以上で最も高い割合を占めています｡また､母子家庭に

おいては､300 万円未満の割合が全体の６割を超えています｡【図 48】 

 

【図 48】世帯の年間収入（税込み） 

 

資料：福岡県こども未来課調べ 

※ 年間収入（税込み）の平均額は、「150 万円未満」は 75 万円、「150 万円～200 万円未満」は 175 万円など、 

それぞれの中間値をとり、「1,000 万円以上」は 1,200 万円とし、「収入はない」と「無回答」を除いた標本数で算出したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

推計
世帯数

出現率
（％）

推計
世帯数

出現率
（％）

推計
世帯数

出現率
（％）

推計
世帯数

出現率
（％）

推計
世帯数

出現率
（％）

推計
世帯数

出現率
（％）

市　部 714,182 765,482 23,662 3.31 23,100 3.02 3,377 0.47 2,899 0.38 331 0.05 187 0.02

郡　部 281,423 273,140 10,312 3.66 8,556 3.13 1,648 0.59 1,086 0.40 148 0.05 107 0.04

北九州市 427,941 436,956 14,708 3.44 13,897 3.18 2,322 0.54 1,782 0.41 - - - -

福岡市 779,910 841,819 20,377 2.61 19,613 2.33 2,304 0.30 1,862 0.22 - - - -

久留米市 131,794 138,425 3,256 2.47 2,859 2.07 501 0.38 458 0.33 - - - -

県全体 2,335,250 2,455,822 72,315 3.49 68,025 2.77 10,152 0.47 8,087 0.33 - - - -

平成28年度 令和3年度 平成28年度 令和3年度 令和3年度

総世帯数 母子家庭 父子家庭 養育者世帯

平成28年度

平成28年度

令和3年度

150 万円
未満

150万円
～

200 万円
未満

200万円
～

300 万円
未満

300万円
～

400 万円
未満

400万円
～

500 万円
未満

500万円
～

700 万円
未満

700万円
～

1,000 万円
未満

1,000 万円
以上

無回答
平均額

（万円）

母子家庭 17.0 17.7 25.9 17.6 7.7 6.5 2.0 1.0 4.6 289

父子家庭 5.6 6.3 12.8 18.9 16.9 18.7 12.1 4.8 3.9 481
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  就業形態については､母子家庭､父子家庭ともに｢正社員･正職員｣が最も多いが､父子家庭では

｢正社員･正職員｣が７割を超えているのに対して､母子家庭は５割程度にとどまっており､母子家

庭は父子家庭よりも非正規雇用※による就業の割合がかなり高くなっています｡母子家庭では３

割以上が｢パートタイマー｣による就業となっています｡【図 49】 

 ※非正規雇用とは､期間を定めた短期契約で職員を雇う雇用形態で、パート・アルバイトや派遣･契約社員等をいう｡ 

【図 49】就業形態 

 

資料：福岡県こども未来課調べ 

 

  

4.7 

1.0 

47.5 

10.1 

33.4 

0.8 

0.1 

1.7 

0.7 

14.6 

1.5 

72.5 

5.1 

3.4 

1.1 

0.0 

1.2 

0.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

自営業主

家族従業者

正社員・正職員

派遣・契約社員

パート・アルバイト

臨時・日雇

内職

その他

無回答

母子家庭（N＝3,665） 父子家庭（N＝1,773）
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養育費の取り決めについて、2021(令和３)年度に実施した福岡県ひとり親世帯等実態調査に

よると､｢裁判所または強制執行認諾条項付き公正証書により､取り決めをしている｣､｢裁判所ま

たは強制執行認諾条項付き公正証書以外の文書により､取り決めをしている｣､｢文書を交わして

いないが､取り決めはしている｣をあわせた『取り決めをしている』が母子家庭では５割以上､父

子家庭では３割以上となっています｡【図 50】 

また、母子家庭では約３割が養育費を「現在も受けている」となっていますが、「受けたこと

がない」も５割以上となっています。父子家庭では「受けたことがない」が８割を超える結果

となっています。【図 51】 

 

【図 50】養育費の取決めをしているひとり親の割合 

 

資料：福岡県こども未来課調べ 

【図 51】養育費の受給状況 

 

29.3

12.1

11.3

10.2

13.6

15.7

44.5

61.2

1.3

0.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

母子家庭

（N=3,442）

父子家庭

（N=1,326）

裁判所または強制執行認諾条項付き公正証書により、取決めをしている

裁判所または強制執行認諾条項付き格子柄証書以外の文書により、取り決めをしている

文書を交わしていないが、取り決めはしている

取り決めをしていない

無回答

33.5

8.9

12.2

4.1

51.1

82.4

3.2

4.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

母子家庭

（N=3,442）

父子家庭

（N=1,362）

現在も受けている 受けたことはあるが、現在は受けていない

受けたことがない 無回答

資料：福岡県こども未来課調べ 
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特別支援学校､特別支援学級に在籍する児童生徒数や通級による指導を受けている児童生徒数

は､増加しています｡【図 52】 

【図 52】特別支援学校・特別支援学級・通級指導教室対象者数の推移 

 

資料：福岡県教育委員会「特別支援教育資料」 

 

 本県の小・中学校における不登校児童生徒数は、増加傾向にあります。2023(令和５)年

度の本県の 1,000 人当たりの不登校児童生徒数は、小・中学校が 43.4 人、高等学校が

29.2 人で、いずれも全国平均を上回っています。【図 53】 

 

【図 53】不登校児童生徒数と 1,000 人当たりの不登校児童生徒数の推移（全国・福岡県） 

 

資料：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 
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本県の高等学校の中途退学率(在籍者数に占める中途退学者数の割合)は全国値と同程度とな

っています｡【図 54】 

 

【図 54】中途退学者数と中途退学率の推移（全国・福岡県） 

 
資料：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 

  

 

いじめ防止対策推進法の制定後、いじめの認知件数は全国的に増加傾向にあり、2023(令和

５)年度の本県のいじめの認知件数は、小学校 13,065 件、中学校 3,412 件、高等学校 666 件と

なっています。本県の 1,000 人当たりの認知件数は、31.1 件となっており、全国値に比べて低

い状態で推移しています。【図 55】 

【図 55】いじめの認知件数と 1,000 人当たりのいじめ認知件数の推移（全国・福岡県） 

 
資料：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 
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こどもの自殺者は､近年､全国的に増加傾向にあり､本県も同様です｡本県における 29 歳以下の

自殺者数は､2023(令和５)年には過去５年間で､2021(令和３)年と並んで最も多い 153 人となっ

ています｡【図 56】 

 

【図 56】自殺者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 
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2023(令和５)年度に実施した福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」によると、小学

生で自分がお世話をしている家族がいる割合は 14.6%､中学生は 10.1%､高校生は 4.9%となって

います｡【図 57】 

また、｢ヤングケアラー｣の説明を掲げたうえで､自分がヤングケアラーに当てはまるかどうか

尋ねたところ､｢あてはまる｣は小学生で 2.2%､中学生で 1.8%､高校生で 1.6%でした｡【図 58】 

 

【図 57】お世話をしている家族がいるこどもの割合 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 

 

 

【図 58】ヤングケアラーという自覚 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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〔柱Ⅳ関係のデータ〕 

 

本県の出生数は､2015(平成27)年以降は８年連続で減少しており､2023(令和５)年は33,942人

で過去最低となっています｡      

合計特殊出生率は、2003(平成 15)年及び 2004（平成 16）年の 1.25 を底に増加に転じ、2015（平

成 27）年には 1.52 まで増加しましたが、その後は減少し、2023（令和５）年は 1.26 で、全国

平均を上回っていますが、現状の人口を維持するために必要とされる水準である 2.07 を下回っ

ている状況です。【図 59】 

 

【図 59】福岡県の出生数と合計特殊出生率の推移 

  

 
 

合計特殊出生率：その年次の 15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率の合計１人の女性が、その年次の年齢別出生率で一生の間に産

むと仮定したときのこども数に相当 

1.57 ショック ：過去最低であった 1966 年（ひのえうま）の合計特殊出生率 1.58 を下回った。 

ベビーブーム  ：赤ちゃんの出生が一時的に急増することをいう。日本では、第２次世界大戦後２回のベビーブームがあった。第１次ベ

ビーブーム世代（1947～49 年生まれ）は「団塊の世代」、第２次ベビーブーム世代（1971～74 年生まれ）は、団塊ジュ

ニア」と呼ばれている 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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2023(令和５)年度に実施した福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」によると、

少子化対策に必要な施策について尋ねたところ､｢子育てをしている家庭への経済的な支援を充

実した方がよい｣(29.7%)が最も多く､次いで｢若者の就労支援や賃金上昇を図る事業を実施した

方がよい｣(16.9%)､｢こどもを安心して育てられる環境を整備した方がよい｣(16.1%)の順となっ

ています｡【図 60】 

【図 60】少子化対策に必要な施策 

 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023 年度） 

              ※は R5 年度調査から追加した選択肢 

 

また、｢こどもを健やかに生み育てるために期待する施策｣について尋ねたところ､｢出産費用

の援助や保育所や幼稚園等の費用負担の軽減など子育てのための経済的支援の拡充｣(31.9%)が

最も多く､次いで｢育児に関する休暇･休業を取りやすい職場環境の整備｣(28.9%)､｢延長保育､休

日保育など多様なニーズにあった保育サービスの拡充｣(23.9%)の順となっています｡【図 61】 

【図 61】こどもを健やかに生み育てるために期待する施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識調査」（2023 年度） 

※複数回答（3 つまで） 

※上位 10 項目 

※（※）は R5 年度調査から追加した選択肢 

※H30 年度調査は「子育てのための経済的支援の拡充」38.8%、 

「保育所や幼稚園などの費用負担の軽減」26.8%あり 

H30年度

32.7

若者の就労支援や賃金上昇を図る事業を実施した方がよい（※） -

22.7

20.7

6.6

6.5
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3.7
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結婚や出産は個人の問題であり、行政が関与すべき問題ではない

こどもを安心して育てられる環境を整備した方がよい

女性が仕事を続けられる環境を整備した方がよい

出会いの場を提供して結婚の手伝いをする事業を実施した方がよい

その他・無回答 7.9

3.0

4.2

5.1

5.6
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16.1

16.9
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2000(平成 12)年以降､本県の 15～49 歳の女性人口は減少を続けており､国立社会保障･人口問

題研究所の｢日本の地域別将来推計人口｣によると､今後当分の間､この減少傾向は続くと予測さ

れています｡【図 62】 

【図 62】15～49 歳女性人口の推移 

2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

45～49歳 186,909 159,432 156,522 166,991 188,085 176,692 161,584 141,041 132,103 133,039 128,115

40～44歳 159,500 155,808 167,091 190,248 172,342 161,756 141,206 132,425 133,428 128,498 130,429

35～39歳 155,736 165,914 189,258 172,601 156,088 141,519 132,935 134,008 129,080 131,007 128,440

30～34歳 166,750 188,786 171,353 155,718 135,526 134,194 135,402 130,388 132,245 129,689 119,568

25～29歳 191,626 172,379 155,870 134,465 125,866 135,539 130,496 132,542 130,131 120,110 106,065

20～24歳 181,246 163,070 138,706 127,063 126,199 129,050 131,703 129,691 119,944 105,871 102,669

15～19歳 160,447 138,843 126,211 123,231 116,999 120,489 119,452 110,224 97,170 94,707 94,447

0
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2025（令和7）年以降は推計値

 

 

 

本県の婚姻件数は､第１次ベビーブーム世代(1947(昭和 22)年～1949(昭和 24)年生まれ)が 25

歳前後であった1972(昭和 47)年の40,903組をピークとして減少傾向となり､1987(昭和 62)年の

26,509 組を底に増減を繰り返しながら､年間３万組前後で推移してきました｡ 

近年は､減少傾向にあり､2023(令和５)年は 20,549 組と４年連続で減少しています｡【図 63】 

【図 63】福岡県の婚姻件数の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計」 

※2020 年以前は、総務省「国勢調査」各年 10 月 1 日現在 

※2025 年以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計」（2023 年推計） 
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本県の未婚率は上昇が続いており､未婚化が進んでいますが､近年では横ばいとなっています｡ 

年代別の未婚率を 2020(令和２)年と 1990(平成２)年で比較すると､男性では､40～44 歳(1990(平

成２)年は9.9%､2020(令和２)年は26.9%で 17.0ポイント上昇)､女性では30～34歳(1990(平成２)

年は 16.5%､2020(令和２)年は 36.6%で 20.1 ポイント上昇)が最も未婚率が上昇しています｡【図 

64】 

【図 64】福岡県の年齢階層別未婚率  

 
                                 資料：総務省「国勢調査」 

※配偶関係不詳を除く人口を分母として算出 

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年
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25～29歳 52.6 57.4 62.3 65.5 67.7 70.5 69.5 69.9 69.0

30～34歳 19.2 25.6 30.5 35.2 41.4 45.3 45.1 44.2 44.2
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40～44歳 4.1 6.0 9.9 14.5 16.6 20.8 27.2 27.7 26.9

91.1 91.6 93.4 93.1 92.7 93.3 93.5 94.0 94.1 

52.6 
57.4 

62.3 
65.5 

67.7 
70.5 69.5 69.9 69.0 

19.2 

25.6 
30.5 

35.2 

41.4 
45.3 45.1 44.2 44.2 

6.9 

12.1 
16.9 

20.4 
24.0 

29.3 
33.6 32.6 32.1 

4.1 6.0 9.9 
14.5 

16.6 
20.8 

27.2 27.7 26.9 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
（％）

福岡県の未婚率（男性）

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年

20～24歳 79.5 82.1 86.8 87.6 88.8 89.7 89.8 90.8 91.3

25～29歳 28.8 34.1 44.0 51.7 57.0 62.4 62.5 62.2 62.3

30～34歳 12.1 13.3 16.5 22.6 29.9 34.9 37.9 36.9 36.6

35～39歳 7.3 8.9 9.8 12.2 16.0 21.0 25.5 26.0 25.2

40～44歳 5.7 6.5 7.7 8.7 10.4 14.1 19.8 21.2 21.1

79.5 
82.1 

86.8 87.6 88.8 89.7 89.8 90.8 91.3 

28.8 

34.1 

44.0 

51.7 

57.0 

62.4 62.5 62.2 62.3 

12.1 13.3 
16.5 

22.6 

29.9 
34.9 

37.9 36.9 36.6 

7.3 
8.9 9.8 

12.2 
16.0 

21.0 
25.5 26.0 25.2 

5.7 6.5 7.7 8.7 10.4 
14.1 

19.8 21.2 21.1 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
（％）

福岡県の未婚率（女性）



49 
 

本県の 50 歳時未婚率(生涯未婚率)をみると､男性の場合､2020(令和２)年は 26.66%で 1990(平

成２)年の 4.59%から 22.07 ポイント上昇しています｡女性の場合は､2020(令和２)年は 19.66%で

1990(平成２)年の 5.58%から 14.08 ポイント上昇しています｡【図 65】 

【図 65】50 歳時未婚率（生涯未婚率）の推移（男女別、全国・福岡県） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」 
※50 歳時未婚率（生涯未婚率）：45～49 歳と 50～54 歳未婚率の平均値 
※2015 年、2020 年は配偶関係不詳をあん分等によって補完した不詳補完値に基づく 
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本県の平均初婚年齢は､2023(令和５)年で夫が 30.8 歳(全国は 31.1 歳)､妻が 29.7 歳(全国は

29.7 歳)となっており､全国平均と同様に上昇の傾向を示しています｡1970(昭和 45)年と比較す

ると男性は 3.9 歳､女性は 5.2 歳上昇しており､特に女性の上昇幅が大きくなっています｡しかし

2015(平成 27)年以降は横ばいとなっています｡【図 66】 

 

【図 66】平均初婚年齢の推移（男女別、全国・福岡県） 

   

 

 一方、本県の初婚年齢のピークは、2023（令和５）年で夫が 27 歳（全国も 27 歳）、妻が 26

歳（全国も 26 歳）となっており、実際には 27 歳前後で結婚する人が最も多くなっています。

【図 67】 

 

【図 67】初婚年齢（全国・福岡県） 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」（2023 年） 
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2023(令和５)年度に県が実施した｢子育て等に関する県民意識･ニーズ調査｣において､独身者

に結婚の意向を尋ねると､｢出来るだけ早く結婚したい｣(16.5%)と｢いずれ結婚したい｣(29.8%)を

合わせると結婚したいと考える人の割合は 46.3%であり､2018(平成 30)年度に実施した前回調査

時(｢出来るだけ早く結婚したい｣(17.0%)と｢いずれ結婚したい｣(36.9%))を下回っています｡【図 

68】 

また､希望する結婚年齢は､｢25～30 歳未満｣が 27.0%と最も多く､次いで｢30～35 歳未満｣が

23.6%となっており､平均年齢は 32.8 歳と前回調査時 2018(平成 30)年の 32.8 歳と同じになって

います｡【図 69】 

 

【図 68】未婚者の結婚の意向 

 

 

 

【図 69】希望する結婚年齢 
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資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023 年） 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023 年） 
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結婚していない人に独身でいる理由を尋ねると､｢適当な相手にまだめぐり合わないから｣

(51.9%)が最も多く､次いで｢結婚する必要性をまだ感じないから｣(27.3%)､｢結婚した後の経済力

に不安があるから｣(23.0%)の順となっています｡【図 70】 

 

【図 70】独身でいる理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H30年度

適当な相手にまだめぐり会わないから 56.7

結婚する必要性をまだ感じないから 25.4

結婚した後の経済力に不安があるから 21.9

独身の自由さや気楽さを失いたくないから 20.0

今は、仕事（または学業）に打ち込みたいから 21.1

今は、趣味や娯楽を楽しみたいから 17.9

結婚するにはまだ若すぎるから 12.8

異性とうまくつきき合えないから 15.7

結婚資金が足りないから 15.7

結婚生活のための住居のめどがたたないから 2.8

親や周囲が結婚に同意しない（だろう）から 3.1

その他・無回答 10.19.6
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17.3
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20.7

23.0
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資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年) 
※複数回答（3 つまで） 
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結婚年齢上昇の原因について尋ねると､｢収入が低い､貯蓄が足りないなど､経済的に結婚でき

ないと考える人が増えたから｣(56.3%)が最も多く､次いで｢趣味や娯楽を楽しみたいと考える人

が増えたから｣(46.1%)｢適当な結婚相手が見つからない人が増えたから｣(33.6%)の順となってい

ます｡【図 71】 

｢結婚したいと思う人が結婚できるために必要な要素｣について尋ねると､｢子育てと仕事の両

立ができる環境があること｣(63.5%)､｢若者が就業して安定した収入を得られること｣(60.6%)が

特に多い回答となっています｡【図 72】 

 

【図 71】結婚年齢上昇の原因 

 

 

 

【図 72】結婚したいと思う人が結婚するために必要な要素 
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適当な結婚相手が見つからない人が増えたから 31.8

女性に経済力がついたから 26.6

仕事に打ち込みたいと考える人が増えたから 17.2

独身でいることに対する社会の目が変わったから 16.3

時間に余裕がなく、結婚を後回しにする人が増えたから（※） -

単身生活が便利になったから 13.4

子育てをしたくないと考える人が増えたから 3.2

女性の大学や大学院への進学率が高くなっているから 5.2

その他・無回答 12.6

収入が低い、貯蓄が足りないなど、経済的に結婚できないと

考える人が増えたから（※）
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資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年) 

※複数回答（3 つまで） 

※H30 年度調査は 2 つまで選択。（※）は R5 年度調査から追加した選択肢 

※H30 年度調査は「定職に就かない若者、非正規雇用の若者が増えたから」28.2%あり 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意・ニーズ識調査」(2023 年) 
※複数回答（2 つまで） 
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全国の夫婦が持つ平均出生こども数(完結出生児数)は､1972(昭和 47)年以降およそ 30 年にわ

たって 2.20 人前後で推移していましたが､2005(平成 17)年には 2.09 人に減少し､2010(平成 22)

年には 1.96 人とはじめて２人を下回りました｡【図 73】 

こどもの数は､2015(平成 27)年には｢１人｣の夫婦が増加し､｢３人｣の夫婦の割合を上回ってい

ます｡【図 74】 

 

【図 73】夫婦の完結出生児数（全国） 

 
資料:国立社会保障･人口問題研究所｢出生動向基本調査｣ 
※対象：結婚持続期間が 15～19 年の初婚どうしの夫婦 

 

【図 74】出生こども数（夫婦が持つこどもの数）の分布（全国） 

 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」 
※対象：結婚持続期間が 15～19 年の初婚どうしの夫婦 
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2023(令和５)年度に実施した福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」によると、

｢理想のこどもの数｣は､２人(44.5%)が最も多く､前回調査から 1.7 ポイント減少しています｡逆

に､1 人(3.0%)は前回調査から 0.9 ポイント増加しています｡理想のこどもの数の平均は 2.34 人

で､前回調査の 2.44 人から減少しています｡ 

また､｢実際に持つつもりのこどもの数｣も２人(38.1%)が最も多く､次いで３人(18.3%)､１人

(15.7%)となっています｡実際に持つつもりのこどもの数の平均は 1.96 人で､前回調査の 2.08 人

から減少しています｡【図 75】 

 

【図 75】「理想のこどもの数」と「実際に持つつもりのこどもの数」 

 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年) 
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理想より実際に持つつもりのこどもの数が少ない理由は､子育ての負担面では｢こどもを育て

るのにお金がかかる｣(53.2%)が最も多く、子育ての環境面では｢仕事と育児の両立は困難｣

(46.2%)が最も多くなっています｡【図 76】【図 77】 

 

【図 76】理想より実際に持つつもりのこどもの数が少ない理由（子育ての負担面） 

 

 

 

【図 77】理想より実際に持つつもりのこどもの数が少ない理由（子育ての環境面） 

 

 

 

 

 

H30年度

こどもを育てるのにお金がかかる 57.9

世帯の収入が少ない 28.6

育児の体力的な負担が大きい 25.4

健康上又は年齢的な理由で無理 28.4

育児の心理的負担が大きい 12.0

自分の人生を大切にしたい 2.7

-

その他・無回答 15.5

家事・育児に対する配偶者の協力が
得られないと思うから（※）
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H30年度

仕事と育児の両立は困難 49.2

教育をめぐる状況に対して不安が大きい 22.7

こどもの将来が不安である 15.8

子育てに対して社会が寛容ではない（※） -

住居が狭い、部屋が少ない 11.1

こども全員に手が行き届かない 11.1

こどもがのびのび育つ生活環境がない 8.0

配偶者の育児への協力が不足している 13.1

配偶者がこどもを欲しがらない 4.2

その他・無回答 21.19.4
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8.4

9.7

17.7

18.2

20.8
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資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年) 
※複数回答（2 つまで） 
※（※）は R5 年度調査から追加した選択肢 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年) 
※複数回答（2 つまで） 
※（※）は R5 年度調査から追加した選択肢 
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子育ての楽しさについて尋ねたところ､｢こどもがかわいくてたまらない｣､｢こどもを育てるの

は楽しくて幸せなことだと思う｣など多くの項目で９割以上の人が｢そう思う｣､｢ややそう思う｣

と肯定的にとらえています｡【図 78】 

 

【図 78】子育ての楽しさ 

 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年度) 
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子育ての悩みや不安の内容を尋ねたところ､心理面においては､｢こどもの心身の発達に

応じたしつけや教育の仕方がよくわからない｣(32.2%)が最も多く､次いで｢こどもの成績や

勉強の指導が不安だ｣(30.2%)､｢子育てに追われて自分のやりたいことができない｣(28.8%)

の順となっています｡【図 79】 

環境面においては､｢こどもの教育費や稽古ごとなどにお金がかかる｣(47.2%)が最も多く､

次いで｢子育てと仕事や家事との両立がしにくい｣(34.1%)､｢こどもの保育費用にお金がか

かる｣(26.6%)の順となっています｡【図 80】 

 

【図 79】子育ての悩みや不安の内容（心理面） 

 
                            資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年) 

※複数回答（3 つまで）   

※上位 6 項目    

※H30 年度調査は 2 つまで選択 

  

【図 80】子育ての悩みや不安の内容（環境面） 

         

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年)  
※複数回答（3 つまで） 
※上位 6 項目 
※H30 年度調査は 2 つまで選択 
（※）は R5 年度調査から追加した選択肢 
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福岡県内のこどもがいる夫婦の生活時間を比較した場合､妻の有業無業にかかわらず､夫の家

事関連時間は１日に１時間前後と､妻に比べて非常に短くなっています｡【図 81】 

 

【図 81】こどもがいる世帯における夫と妻の生活時間の比較 

 
資料：総務省「社会生活基本調査」（2021 年）   
※こどもがいる世帯の時間            

   家事関連時間：家事、介護・看護、育児、買い物  
仕事等：仕事、通勤・通学、学業         

 

 

 厚生労働省の「第 11 回 21 世紀成年者縦断調査（平成 24 年成年者）」の結果では、こどもが

１人以上いる夫婦では、「家事、育児時間なし」で 40.0％、家事、育児時間ありでは７割以上

の家庭で第２子以降が生まれており、夫の休日の家事・育児時間が長いほど、第２子以降の生

まれる割合が高くなる傾向があるとされており、男女がともに子育てに関わることができる環

境づくりが重要です。【図 82】 

 

【図 82】こどもが１人以上いる夫婦での夫の休日の家事育児時間別にみたこの 10 年間の第２

子以降の出生状況（全国） 

 

86.2

40.0

78.0

84.5

90.3

88.7

13.8

60.0

22.0

15.5

9.7

11.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

家事・育児時間

なし

２時間未満

２～４時間未満

４～６時間未満

６時間以上

第２子以降の出生あり
第２子以降

の出生なし

資料：厚生労働省「第 11 回 21 世紀成年者縦断調査（平成 24 年成年者）」(2022 年) 
※家事・育児時間の「総数」には、「家事・育児時間」の不詳を含む 
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｢男女がともに子育てに参加するために必要な施策｣については､｢労働時間短縮や育児に関す

る休暇制度を普及させること｣(44.5%)が最も多く､次いで｢｢男は仕事､女は家庭｣などの性別によ

る固定的な役割分担の意識を改めること｣(34.9%)､｢企業中心という社会全体の仕組みを改める

こと｣(23.6%)の順となっています｡【図 83】 

 

【図 83】男女がともに子育てに参加するために必要な施策 

 
資料：福岡県「子育て等に関する県民意識調査」（2023 年度） 

※複数回答（2 つまで）                  

※H30 年度調査は 3 つまで選択               

  

本県の雇用者（役員を除く）のうち非正規雇用者（パート、アルバイト、派遣社員、契約社

員等）の割合は、2022（令和４）年では、女性は 54.8％、男性は 24.5％となっています。ま

た、2017（平成 29）年と 2022（令和４）年を比較すると、女性の 30 歳代及び 40 歳代の非正規

雇用者の割合が大きく減少しています。【図 84】 

 

【図 84】福岡県の非正規就業者の割合 
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資料：総務省「就業構造基本調査」 

※「全体」には、20～40 歳代以外の年代も含む 
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全国の労働者の賃金をみると､正社員･正職員とそれ以外の労働者では､正社員･正職員は年齢

が高くなるにつれて賃金の上昇が見られますが､正社員･正職員以外の労働者は､男女ともに年齢

に伴う賃金の上昇があまり見られません｡【図 85】 

 

【図 85】雇用形態･男女･年齢階層別賃金(全国)  

 

 

 

  

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」(2023 年度) 
※賃金とは、調査実施年６月分の所定内給与額の平均 
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就業している女性の数は増加傾向にあり､2020(令和２)年の国勢調査によると､本県の女性の

労働力率は 53%となり､５割を超えました｡【図 86】 

 女性の年齢階級別正規雇用比率は、20 代後半をピークに低下し、30 代以降は非正規雇用中心

となる、いわゆる「L 字カーブ」を描いています。出産・育児を機に非正規雇用へと働き方を

変えるケースが多いことが伺えます。【図 87】 

 

【図 86】福岡県の女性の労働力率 

 

 

 

【図 87】福岡県の女性の年齢階級別正規雇用比率 

 
資料：総務省「就業構造基本調査」 
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資料：総務省「国勢調査」 
※「労働力率」は、15 歳以上人口に占める労働力人口の割合。労働力状態「不詳」の者を除いて算出。 
※「労働力人口」は、15 歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたもの。 
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就業形態別による男性の未婚率は､パート・アルバイト等が正規の職員･従業員より高くなっ

ていますが､女性の場合は正規の職員･従業員がパート・アルバイト等より高い傾向にあります｡

【図 88】 

 

【図 88】福岡県の就業形態別未婚率 

  資料：総務省「国勢調査」（2020 年） 
※配偶関係不詳を除く人口を分母として算出 
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家族は社会を構成する最も基本的な単位であり､こどもの成長に大きく影響します｡ 

2020(令和２)年の｢国勢調査｣によると､本県の６歳未満の世帯員がいる世帯については､全国

を上回る 91.2%が核家族世帯となっています｡【図 89】 

 

【図 89】６歳未満の世帯員がいる世帯の家族類型（全国・福岡県） 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」(2020 年) 
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柱Ⅰ 全てのこどもが持つ権利の保障 

 

■ 2023（令和５）年４月に、日本国憲法および児童の権利に関する条約（以下、「こどもの権利条

約」※という。）の精神にのっとった「こども基本法」が施行されました。 

■ こども基本法に基づき、こども施策を総合的に推進するため、2023（令和５）年 12 月に閣議決

定された「こども大綱」では、こどもは生まれながらに権利の主体であると明記され、その権利の

保障がうたわれています。 

■ 全てのこどもが権利を保障され、健やかに成長し、幸福な生活を送ることができる社会づくり

に向けて、こどもが権利の主体であることを社会全体で共有することが求められます。 

■ また、こどもの最善の利益を実現する観点から、年齢や発達の程度に応じて、こどもが自己に

直接関係することについて意見を表明できる機会を確保するとともに、その意見を尊重すること

が必要です。 

■ 県では、本計画において、こどもが権利の主体であることをこのⅠの柱で明確に位置づけ、Ⅱ

からⅣの各柱に記載された具体的なこども施策に取り組んでいくこととしています。 

 

※ 我が国は、1994（平成６）年に児童の権利に関する条約を批准しました。 

※ 条約締約国は、いかなる差別もなしに、この条約に定める権利を尊重し、確保することが求められていま

す。 
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１ こどもが権利の主体であることの社会全体での理解促進 

【現状と課題】 

○ こどもが権利の主体であることを社会全体で共有し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を

保障し、こどもの今とこれからの最善の利益を図るための取組を進めていくことが求められてい

ます。 

○ こどもだけでなく大人に対しても、こどもが権利の主体であることについて理解の促進を図る

必要があります。 

○ 全てのこどもが身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる「こどもまんなか社

会」の実現に向けて、こどもの健やかな成長を社会全体で後押しすることが求められます。 

○ こども家庭庁が 2023（令和５）年度に実施した「こども政策の推進に関する意識調査」では、

「こどもまんなか社会の実現に向かっている」と思う人の割合は 15.7％にとどまっています。 

 

【施策の方向】 

○ こどもが権利の主体であることを、学校現場、出前講座、各種広報媒体等において、こどもやこ

どもに関わる大人、県民全体に対し広く伝えることで、社会全体への啓発を推進します。 

○ 「こどもまんなか社会」を実現するため、県民や事業者による取組を広く働きかけていきます。 

 

【具体的な施策・事業】 

 

  

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
こどもが権利の主体
であることの啓発 

こどもが権利の主体であることの理解を促進するため、市町
村と連携し、広報媒体を活用した啓発、県民向け出前講座の
実施、「福岡県こどもまんなかポータルサイト」を通じた学
習コンテンツの提供や市町村における取組等の周知を行いま
す。 
周知・啓発にあたっては、国が作成する普及啓発素材等も活
用しながら、ポータルサイトや SNS 等で発信するなど、こど
もに伝わりやすい方法を検討します。 

こども未来課 

２ 
学校現場におけるこ
どもの権利に関する
理解促進 

こどもの権利に関して、児童生徒及び教職員の理解促進を図
るとともに、学習指導要領や生徒指導提要に基づいた教育活
動を推進します。 

高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育課 
人権・同和教育課 

３ 
こどもまんなか社会
づくりの推進 

「福岡県こどもまんなかポータルサイト」において、こども
の権利の啓発や、こども施策に対するこどもや保護者等の意
見紹介、県民等の「こどもまんなか」の取組紹介等を実施
し、社会全体でこどもまんなか社会づくりを進める気運を醸
成します。 

こども未来課 
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２ こどもの意見表明とその尊重 

【現状と課題】 

○ こども基本法においては、こども施策の基本理念として、「全てのこどもについて、その年齢及

び発達の程度に応じて、自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明する機会及び多様な

社会的活動に参画する機会が確保されること」、「全てのこどもについて、その年齢及び発達の程

度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮されること」が掲げられてい

ます。 

○ また、国や地方公共団体は、こども施策の策定・実施等にあたり、施策の対象となるこども等の

意見を幅広く聴取して反映させるために必要な措置を講ずることとされています。 

○ いじめ、体罰・不適切な指導、児童虐待、性暴力等はこどもへの権利侵害であり、決して許され

ないということについて、社会への理解の浸透を図るとともに、当事者であるこどもの意見や意

向を尊重しながら、対策を行う必要があります。 

○ 特に、虐待等により自身の権利を侵害されたこどもたちの支援にあたっては、こどもの意見・

意向を丁寧に聴取し、十分勘案しながら、こどもの最善の利益を図るよう、特段の配慮を行う必

要があります。 

 

【施策の方向】 

○ 全てのこどもが自らに関係するこども施策に対して意見を表明しやすい環境の構築に努めると

ともに、こども施策に反映させる仕組みづくりを進めます。 

○ 校則の見直しの過程に児童生徒が参画できるようにするなど、こども基本法の基本理念を踏ま

えた教育活動を推進します。 

○ 困難な状況に置かれたこどもが、安心して意見を表明し、その意見が施策に反映されるよう、

多様な意見聴取の取組を進めるとともに、相談窓口等の情報を広く周知します。 

○ 一時保護所や児童養護施設等に入所するこどもの処遇にこども自身の意見が反映されるよう、

その意見の形成・表明を支援するとともに、こどもの最善の利益を保障しつつ、こどもが表明し

た意見に適切に対応できる体制を整備します。 
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【具体的な施策・事業】 

 

  

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
こども施策に対する
こどもの意見反映 

こどもや保護者等の意見をこども施策に反映させるため、幅
広い年齢や様々な環境のこども、保護者、関係団体の意見聴
取を実施するとともに、「福岡県こどもまんなかポータルサ
イト」において、こども施策に対するこどもや保護者等の意
見募集を実施します。なお、意見聴取にあたっては、意見を
考えるために必要な情報が伝わりやすいよう工夫することと
し、意見については、ポータルサイト等を活用し、フィード
バックを行います。 

こども未来課 

２ 
こどもの権利に関す
る相談対応の推進 

こどもが困難を抱えるときに助けを求められるよう、「福岡
県こどもまんなかポータルサイト」において、「福岡県いじ
めレスキューセンター」や「子どもホットライン２４相談窓
口」などそれぞれの悩みに応じた相談窓口等の情報を周知し
ます。 

こども未来課 

３ 
一時保護所や児童養
護施設等におけるこ
どもの権利擁護 

一時保護所や児童養護施設等に入所するこどもの権利擁護の
一層の推進を図るため、「こどもの権利ノート」の配布によ
るこどもの権利についての周知啓発、こども意見表明支援セ
ンターの運営、こどもの申し立てに応じ調査・審議を行う体
制の整備を行います。 

こども福祉課 
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柱Ⅱ 成長段階に応じたこどもへの支援、未来を切り拓く人財の育成 

 １ 妊娠前、妊娠期からこどもの成長に合わせた切れ目のない  

保健・医療等の確保 

① 妊娠前からの出産に向けた支援 

【現状と課題】 

○ 核家族化、地域のつながりの希薄化等により、地域において妊婦やその家族を支える力が弱く

なっている中で、安心して妊娠・出産をするためには、若い世代を対象に早い段階から、妊娠・出

産に関する正しい知識の啓発や気軽に相談できる体制が必要です。 

○ 不妊治療を受ける方は年々増加傾向にあるため、不妊・不育に悩む方に対して精神的、経済的

支援を総合的に行っていく必要があります。 

○ また、流産・死産や出生後早期にこどもを亡くした方に対する支援の必要性も求められていま

す。 

 

【施策の方向】 

○ 思春期からの人々を対象に、性や妊娠に関する正しい知識を身に付け、健康管理を促すための

プレコンセプションケアを推進します。 

○ 不妊・不育に悩む方への相談支援、経済的支援を総合的に行うとともに、不妊治療と仕事の両

立に関する啓発を行います。 

○ 流産・死産や出生後早期にこどもを亡くした方に対する相談支援等を行います。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 

プレコンセプション
ケアの推進 
【Ⅱ３④、Ⅱ７④、
Ⅳ１に再掲】 

「福岡県プレコンセプションケアセンター」を設置し、思春
期からの人々を対象に性と健康に関する正しい知識の発信や
相談対応を行います。 

子育て支援課 

２ 
妊娠・出産に関する
正しい知識の普及啓
発 

市町村等関係機関と連携して、妊娠・出産と、飲酒、喫煙等
の生活習慣や年齢、体重との関係など、妊娠・出産に関する
正しい知識の啓発普及に努めます。 

子育て支援課 

３ 
若年者への性知識啓
発 

望まない妊娠や人工妊娠中絶の減少を図るため、県のＳＮＳ
アカウントを活用し正しい性知識を普及啓発するとともに、
相談希望者を「SOS 電話相談」へ案内します。 

子育て支援課 

４ 
不妊・不育と性に関
する相談支援 

各保健福祉（環境）事務所に「不妊・不育と性の相談センタ
ー」を設置し、専用電話で思春期～更年期の各ライフステー
ジに応じた相談対応を行い、必要に応じて専門医相談に繋ぎ
ます。また、流産・死産を経験した方の支援を行います。 

子育て支援課 

５ 
不妊・不育に悩む方
への経済的支援 
【Ⅳ４①に再掲】 

先進医療による不妊治療費、不育症検査・治療費の一部助成
により、不妊・不育に悩む方に対する経済的負担の軽減を図
ります。 

子育て支援課 
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② 妊産婦等への保健医療施策の充実 

【現状と課題】 

○ 出産年齢の上昇などにより、妊娠と直接関係のない偶発合併症が増加傾向にあることから、ハ

イリスクの妊婦であっても安心して出産できる周産期医療体制の整備を引き続き行うことが必要

です。また、急変時において、地域の分娩取扱施設と周産期母子医療センター等との連携が必要

です。 

○ 妊婦の居住地にかかわらず、安全・安心に妊娠・出産ができる環境を整備することが必要です。 

○ こどもの健やかな成育のためには、成育過程にあるこども及びその保護者並びに妊産婦に対し、

その各段階における心身の健康課題等に適切に対応する支援等を切れ目なく提供するための施策

を総合的に推進する必要があります。 

○ 妊婦健康診査は、妊婦や胎児の健康状態を把握し、母体の保護と新生児の健やかな成長を図る

ために極めて重要です。 

○ 妊産婦は、妊娠・出産、産後の期間に様々な不安や負担を抱え、ホルモンバランスの乱れ、環境

の変化やストレスなどで心身のバランスを崩しやすいため、うつ病など、メンタルヘルスに関す

る問題が生じやすい状況にあり、妊娠期からの支援体制構築と支援強化が必要です。 

○ 虐待による死亡事例（心中以外）の約半数を０歳児が占め、さらにその多くを月齢０カ月児が

占めていることを踏まえ、新生児の虐待予防を図っていく必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ リスクの高い妊婦が安心して出産できるよう、周産期母子医療センターの運営や施設・設備整

備を支援するほか、コーディネーター配置による母体搬送受入の調整、周産期医療関係者への研

修など、周産期医療体制の充実を図ります。 

○ 産科医療機関等での妊婦健診や遠方の分娩取扱施設での出産を行う必要がある妊婦の経済的負

担を軽減するための支援の充実を図ります。 

○ 妊娠期から子育て期を通じた切れ目ない支援を提供できる体制を構築するため、市町村のこど

も家庭センターにおける母子に対する心身のケアや育児サポート等を促進するとともに、関係機

関と連携し広域的な調整や母子保健従事者の専門性の向上等に努めます。 

○ 妊産婦の産前・産後の育児等の負担を軽減するための支援の充実を図るとともに、市町村が実

施する産後ケア事業の利用促進を図り、産後の母子の健やかな生活を支援します。 

○ 妊娠の早期届出や妊婦健康診査が重要であることの啓発や、妊産婦に対する理解と配慮の促進

に努めます。 

○ 妊娠期から子育て期に渡る様々な悩みや不安に対し、専門職が電話・メール相談に応じる相談

体制を整え、相談者の悩みや不安の軽減を図るとともに、妊産婦のメンタルヘルスに関する課題

への対応の強化を図ります。また、歯周病リスクが高い妊婦に対し、歯科健診の受診を勧奨しま

す。 

○ 関係機関の多職種と連携し、情報共有を行う妊娠期からのケア・サポート事業により、支援が

必要な妊産婦を妊娠初期から把握するとともに、健康管理、育児等の不安の軽減、ハイリスク児
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の養育支援を行い、児童虐待の未然防止を図ります。 

○ 産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図る観点から、市町村における産婦健康診査の実施

を促進します。 

 

【具体的な施策・事業】 

  

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
周産期医療体制の充
実 

○周産期医療協議会の設置：周産期医療協議会を設置し、周
産期医療に関する医療情報や統計情報などを基に、本県の周
産期医療体制の整備について総合的に協議します。 
○周産期医療体制の整備：高度な周産期医療を担う周産期母
子医療センターの運営を支援するため、運営費等の助成を行
います。また、産科・新生児科医師確保対策として、分娩手
当・新生児手当などを支給している病院等に対して助成を行
います。福岡地域の周産期母子医療センター及び協力病院
で、受入可否情報の共有化を行うとともに、母体搬送調整を
行う「母体搬送コーディネーター」を設置し、円滑な搬送体
制の確保を図ります。 
○周産期医療関係者への研修：医療従事者に対し、周産期医
療に必要な専門知識・技術向上を目指した研修を行います。 
○院内助産所・助産師外来の設置促進：新たに「院内助産
所」「助産師外来」を開設しようとする病院・診療所に対し
て、施設・設備整備費への財政的支援を行います。 

医療指導課 

２ 
妊婦健診・分娩時に
かかる交通費等支援 

遠方の分娩取扱施設での出産や産科医療機関等での妊婦健診
を行う必要がある妊婦を対象に、移動にかかる交通費や宿泊
費の助成を行う市町村に対して、事業費の一部を補助しま
す。 

子育て支援課 

３ 

こども家庭センター
の機能強化 
【Ⅲ１③に掲載、Ⅲ
１②に再掲】 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行う「こど
も家庭センター」において、悩みを抱える保護者等を早期に
発見し相談支援につなげるため、先進事例紹介や研修等を実
施し市町村の取組を支援します。 

子育て支援課 

４ 
出産・子育て応援交
付金事業 
【Ⅳ４①に再掲】 

妊婦や子育て家庭に寄り添い、面接や情報発信により必要な
支援につなぐ伴走型相談支援や、出産・育児用品の購入費助
成のための経費的支援を行う市町村に対して、事業費の一部
を補助します。 

子育て支援課 

５ 
乳児家庭全戸訪問事
業 

すべての乳児家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や
要支援家庭に対するサービス提供の検討、関係機関との連絡
調整を行う市町村の取組に対して、事業費の一部を補助しま
す。 

子育て支援課 

６ 養育支援訪問事業 
養育支援が特に必要な家庭に対し、保健師・助産師・保育士
等が居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行う市町村
の取組に対して、事業費の一部を補助します。 

子育て支援課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

７ 
妊娠・出産包括支援事
業 

「妊娠出産包括支援体制整備検討会」を設置し、母子保健
施策の充実強化及び施策の総合的かつ効率的な推進を図り
ます。 

子育て支援課 

８ 
母子保健従事者の専門
性の向上 

市町村の求めに応じた広域的、専門的支援を行うことによ
り、母子保健従事者の質の向上を図ります。 

子育て支援課 

９ 
産後ケア事業の利用促
進 
【Ⅳ４①に再掲】 

市町村が実施する産後ケア事業の利用料減免に要する経費
や市町村の運営費の一部を補助することで、利用促進を図
り、産後の母子の健やかな生活を支援します。 

子育て支援課 

10 
妊娠・出産への理解と
配慮の啓発 

妊娠の早期届出や妊娠健康診査の重要性について啓発する
小冊子を市町村等で配布し、妊産婦に対する理解と配慮を
促すために活用してもらいます。 

子育て支援課 

11 
SOS 電話相談～妊娠・
子育て・思春期 

妊娠期から子育て期、思春期の様々な悩みや不安に対し、
専門職が電話・メール相談に応じることにより、相談者の
悩みや不安の軽減を図ります。 

子育て支援課 

12 
妊娠期からのケアサポ
ート事業 
【Ⅲ１③に再掲】 

支援が必要な妊婦を妊娠初期から把握、支援し、出産後の
育児不安軽減などのための養育支援を行います。必要に応
じ市町村や医療機関と連携し支援体制の充実を図ります。 

子育て支援課 

13 
ハイリスク妊産婦等へ
の支援 
【Ⅲ１③に再掲】 

妊娠中に問題が生じやすい若年や高齢、多胎など要支援者
を早期把握し、健康管理の向上を図り未熟児等ハイリスク
児の出生を予防するとともに、市町村・医療機関等と連携
した養育支援により、児童虐待の未然防止に努めます。 

子育て支援課 

14 
妊産婦へのメンタルヘ
ルス支援の強化 

メンタルヘルスの課題を有し支援が必要な妊産婦を、地域
の精神科医療機関での受診や支援に繋げるための体制強化
に努めます。 

子育て支援課 

15 
妊婦期における歯周病
予防の啓発 

妊婦期は歯周病のリスクが高まることから、歯科健診の重
要性について理解促進を図り、受診勧奨に努めます。 

健康増進課 

16 
産婦健康診査の実施拡
大 

産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図る観点から、
市町村における、産後２週間、 産後１か月などの出産後
間もない時期の産婦に対する健康診査の実施を促進しま
す。 

子育て支援課 

17 
特定妊婦等への生活、
育児支援 
【Ⅲ１③に掲載】 

若年出産や予期せぬ妊娠、貧困など、特に丁寧な支援が必
要な特定妊婦等に対し、児童福祉施設において、妊娠期か
ら出産後まで継続して生活、育児支援を行います。 

こども福祉課 
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③ 新生児・乳幼児保健対策、小児医療の充実 

【現状と課題】 

○ 保護者の不安を解消し、安心して子育てできる環境をつくるため、必要な時に適切な医療が受

けられる小児救急医療体制や在宅医療を必要とする小児の円滑な在宅療養移行に向けた体制の整

備が求められています。 

○ こどもの健やかな発育・発達や健康維持・増進、疾病予防の観点から、早期に新生児・乳幼児の

疾病、障がいを発見することが重要です。 

○ 食べる、飲み込むなどの基礎がつくられる乳幼児期に、口腔機能を正しく育てることが必要で

す。 

○ 本県の低出生体重児の出生割合は全国値を上回っており、また、多胎児分娩も一定の割合で推

移しているため、ハイリスク児に対する支援が必要です。 

○ 予防接種を行うに際して、より専門的な知識と慎重な判断が求められる予防接種要注意者への

対応が必要です。 

 

【施策の方向】 

○ 地域の実情に応じた休日・夜間の診療体制の整備を進めるため、地域の小児拠点病院とかかり

つけ医療機関をはじめとする地元開業小児科医との連携等を促進し、小児救急医療体制の確保を

図ります。また、こどもの急な病気やケガ等について保護者の不安解消を図るため、平日夜間・休

日における電話相談を行います。 

○ 在宅医療を必要とする小児が安心して療養できるよう、小児等の在宅医療を支える体制の構築

に取り組みます。 

○ 新生児・乳幼児の疾病、障がいを早期に発見するための検査体制等を整備・充実することによ

り、早期治療や療育に適切につなげます。 

○ 乳幼児期の口腔機能を正しく育てるため、口腔機能獲得・発達のための支援に取り組みます。 

○ また、市町村における低出生体重児や多胎児等ハイリスク児の支援体制構築を促進します。 

○ 予防接種要注意者に対応するため、県内６か所の医療機関を予防接種センターとして指定して

います。 
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【具体的な施策・事業】 

 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 小児医療体制の充実 

○小児医療協議会の設置：小児医療協議会を設置し、小児
医療に関する医療情報や統計情報などを基に、本県の小児
医療体制の整備について総合的に協議します。 
○小児医療体制の整備：小児の救急医療体制の整備を図る
ため、小児救命救急センターや小児高度専門医療を担う医
療機関へ、設備整備費、運営費を助成します。 
○小児医療に関する情報提供及び相談体制の充実：・「ふ
くおか医療情報ネット」を通じて、救急医療情報や医療機
関情報を広く県民に提供しています。・「小児救急医療ガ
イドブック」の配付により適正な受診を啓発し、小児救急
医療の機能確保を図ります。・こどもの急な病気（発熱、
下痢、嘔吐、けいれん等）、ケガに関する相談を、経験豊
かな看護師、または必要に応じて小児科医が助言を行う夜
間の電話相談（小児救急医療電話相談事業）の実施によ
り、小児を持つ保護者の不安軽減及び小児科医の負担軽減
を図ります。 

医療指導課 

２ 
小児救急医療電話相
談事業 

こどもの急な病気やケガ等について保護者の不安解消を図
るため、平日夜間・休日における電話相談を行います。 

医療指導課 

３ 小児在宅医療の推進 

○小児等在宅医療推進事業拠点病院において、小児在宅医
療を担う人材の育成、多職種連携を図るための研修会等を
開催します。 
○医療的ケア児の円滑な在宅療養への移行を支援する小児
等地域療育支援病院に対し、運営費等を助成します。 
○医療的ケア児を一時的に預かり、家族の負担軽減を図る
在宅療養児一時受入支援事業を実施する医療機関に対し、
病床確保等の費用を助成します。 

高齢者地域包括
ケア推進課 

４ 
こども医療費支給制
度 
【Ⅳ４①に再掲】 

子育て世帯の経済的負担の軽減とこどもの健康保持及び福
祉の増進を図るため、必要とする医療を受けることができ
るよう、医療保険による自己負担額の一部を公費で負担し
ます。 

こども未来課 

５ 
新生児マススクリー
ニング検査の体制整
備 

新生児への先天性代謝異常等のスクリーニング検査体制を
整備し、早期発見・早期治療等に繋げます。また、検査項
目の拡充を検討します。 

子育て支援課 

６ 
新生児聴覚検査の体
制整備 
【Ⅲ５①に掲載】 

「福岡県乳幼児聴覚支援センター」および「新生児聴覚検
査体制整備検討会議」を設置し、先天性聴覚障がいの早期
発見・早期療育体制整備を図ります。 

子育て支援課 

７ 
乳幼児期における口
腔機能獲得・発達 

乳幼児期の口腔機能獲得・発達の重要性や適切な訓練方法
等の理解促進に努めます。 

健康増進課 

８ 
乳幼児の発達に関す
る検査・相談 

市町村の乳幼児健診等で把握された心身の発達に問題があ
るこども又はそのおそれのあるこどもに対し、市町村との
連携のもと、保健福祉（環境）事務所において、発達診
査・相談を行い、必要に応じて発達訓練・指導を実施しま
す。 

子育て支援課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

９ 
未熟児等ハイリスク
児の養育支援 

養育医療が必要な未熟児へ医療給付を行う市町村に対し
て、医療費の一部を負担します。医療機関及び市町村と連
携し、市町村が行う未熟児等育児支援の技術的支援を行い
ます。 

子育て支援課 

10 
子育てに関する知識
の普及啓発 
【Ⅳ６②に掲載】 

こどもの発達段階ごとの保護者の対応法を掲載した育児小
冊子を市町村等で実施する乳幼児健診等で保護者に配布
し、家庭での育児や保健師の育児支援に活用してもらいま
す。 

子育て支援課 

11 
定期の予防接種への
支援 

予防接種の実施主体である市町村に対して、予防接種に関
する知識の普及及び技術的支援を行います。また、予防接
種の実施にあたり、安心して予防接種が受けられる体制を
整備することによって、予防接種率の向上と予防接種によ
る健康被害の発生防止に努めます。 

がん感染症疾病対
策課 
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④ 慢性疾病・難病を抱えるこどもへの支援 

【現状と課題】 

○ 小児慢性特定疾病児童等の養育等において、育児負担の大きい親等への身体的・精神的な負担

軽減のための支援が求められています。 

○ また、小児慢性特定疾病にかかっているこどもの健全育成の観点から、医療費の負担軽減が求

められています。 

○ がん治療によって主に卵巣、精巣等の機能に影響を及ぼし、妊孕
よう

性が低下することがあります。

妊孕
よう

性温存療法は、原疾患に対する費用に加えた高額な自費診療となり、特に若年のがん患者等

にとって経済的な負担となっています。 

○ 人生の最終段階における療養場所として、一定数のがん患者が自宅や地域で過ごすことを希望

している中、小児・ＡＹＡ世代のがん患者の在宅での療養環境の整備が求められています。 

 

【施策の方向】 

○ 在宅で人工呼吸器装着等の医療的ケアを必要とする小児慢性特定疾病児童等が、家族等の介護

者の休息等の理由により、一時的に在宅で介護等を受けることが困難になった場合に、円滑に適

切な医療機関に入院できるよう受入体制を整備するとともに、受入れに必要な費用を負担します。 

○ 小児慢性特定疾病にかかっているこどもに係る医療費を助成します。 

○ 将来こどもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代のがん患者が、希望をもってがん治療に

取り組むことができるよう、関係者等と連携し、「小児・ＡＹＡ世代がん患者等妊孕
よう

性温存治療費

助成事業」の情報発信や指定医療機関の拡大等を行うことにより、事業の活用を選択する機会の

確保に努めます。 

○ 在宅療養に係る財政支援等を通じた在宅療養環境等の体制整備を推進します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
小児慢性特定疾病医
療費の負担軽減 
【Ⅳ４②に再掲】 

小児慢性特定疾病に罹患している患児に係る医療費の自己
負担分（一部または全部）を助成します。 

がん感染症疾病
対策課 

２ 
小児慢性特定疾病児
童等レスパイトへの
支援 

在宅で人工呼吸器装着等の医療的ケアを必要とする小児慢
性特定疾病児童等が、家族等の介護者の休息等の理由によ
り、一時的に在宅で介護等を受けることが困難になった場
合に、円滑に適切な医療機関に入院できるよう受入体制を
整備するとともに、受入れに必要な費用を負担します。 

がん感染症疾病
対策課 

３ 

小児・ＡＹＡ世代の
がん患者等への妊孕

よう

性温存治療の支援 
【Ⅳ４②に再掲】 

将来、こどもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代の
がん患者等が希望を持ってがん等の治療に取り組むことが
できるよう妊孕

よう

性温存治療費と温存後の生殖補助医療に係
る費用の一部を助成します。 

がん感染症疾病
対策課 

４ 

小児・ＡＹＡ世代の
がん患者の在宅療養
の支援 
【Ⅳ４②に再掲】 

小児・ＡＹＡ世代のがん患者が住み慣れた自宅で安心して
生活を送ることができるよう、在宅介護サービスに係る利
用料の助成を行う市町村に対して経費を補助します。 

がん感染症疾病
対策課 
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２ 幼児教育・保育の充実 

① 幼児教育・保育の環境整備 

【現状と課題】 

○ 乳幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期であり、質の高い幼児教育・

保育を提供できる環境の充実を図り、こどもの健やかな成長を支えていく必要があります。 

○ 保育ニーズについては市町村ごとの状況に差異が生じており、ニーズの増大が続いている市町

村においては、待機児童解消に向けた受け皿整備を図る必要があります。一方で、人口減少が進

む過疎地域においては、重要な子育て支援の拠点である保育所等を維持していく必要があります。 

○ 「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）によると、こどもを健やか

に産み育てるために期待する施策として「多様なニーズにあった保育サービスの拡充」が上位と

なっていることから、多様な保育サービスの充実を図る必要があります。 

○ 保育所等での障がい児の受入れが増加していることから、特別な配慮を必要とするこどもの保

育所等における円滑な受入体制の整備を進める必要があります。 

○ 子育て当事者が地域の中で孤立しないよう、地域の身近な場を通じた子育て支援を充実するこ

とが重要です。 

 

【施策の方向】 

○ 幼児教育・保育の提供体制の充実を図るため、新たに保育士を目指す方への資格取得支援、離

職者の再就職の促進、保育士・保育所の魅力発信など、保育人材確保の取組を実施します。 

○ 安心してこどもを預けられる体制を整備するため、保育所・認定こども園・幼稚園に対する指

導監督や運営費支援を実施するとともに、保育ニーズが増大している市町村における受け皿整備

の支援を行います。また、過疎地域における保育所の多機能化等、保育機能の維持に向けた検討

を進めます。 

○ 病児保育の利用について、子育て世帯の負担軽減を図るとともに、施設の整備や広域化の促進

を支援します。また、延長保育、一時預かり等の充実を図ります。 

○ 市町村が実施する障がい児や医療的ケア児の保育に係る受入体制の構築等を支援します。 

○ 認定こども園、保育所、幼稚園などにおける、幼児教育・保育や多様な保育サービスの充実を図

ります。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 新規保育士の確保 

指定保育士養成施設の学生に対する修学資金の貸付や保育
所等に勤務している保育士資格を保有しない者の保育士資
格取得支援など、新たに保育士を目指す方への支援に取り
組み、保育士確保を促進します。 

子育て支援課 

２ 
潜在保育士の復帰促
進 

保育士・保育所支援センター（ほいく福岡）における就業
マッチング支援や保育所等に就職する際の準備金の貸付な
ど、保育現場を離れている保育士資格保有者を対象とした
就職支援を実施します。 

子育て支援課 

３ 
保育・保育所の魅力
発信 

高校生や保育士養成校学生など未来の保育士の担い手や保
育士試験合格者など、ターゲットに応じた保育士・保育所
の魅力発信を行い、保育人材の確保に取り組みます。 

子育て支援課 

４ 
保育所・認定こども
園・幼稚園 

保育所・幼稚園の認可、指導監督を行うとともに、就労形
態に関わりなく利用可能で、幼児教育と保育を一体的に提
供する認定こども園制度の活用を支援します。また、質の
高い幼児教育の提供のための財政支援を行います。 

私学振興課 
子育て支援課 

５ 届出保育施設 

知事等の認可を受けていない保育施設における安全確保を
図るため、定期的に施設へ立入調査・改善指導等を行うと
ともに、指導監督基準を満たしている施設に対して証明書
を交付します。 

子育て支援課 

６ 待機児童の解消 
市町村との協議会における待機児童の発生要因に応じた対
策の検討、保育士不足の保育所等に対する人材確保策の助
言等の取組により、待機児童の解消を図ります。 

子育て支援課 

７ 延長保育 
就労形態の多様化に伴う保育時間の延長の需要に対応する
ため、延長保育の促進に努めます。 

子育て支援課 

８ 病児保育 

保育士確保、施設の整備及び備品購入の支援、広域化の促
進等により、こどもが病気の際に家庭での保育が困難な場
合に、病院等でこどもを一時的に保育する病児保育の促進
に努めます。 

子育て支援課 

９ 
一時預かり、預かり
保育 

保育所、認定こども園等で乳幼児を一時的に預かる一時預
かり事業、幼稚園の行う預かり保育事業に関する取組を促
進します。 

私学振興課 
子育て支援課 

10 休日保育・夜間保育 
保護者の就労形態の多様化に伴う休日、夜間の保育需要に
対応するため、市町村が実施する休日保育や夜間保育を支
援します。 

子育て支援課 

11 
障がい児保育等受入
体制支援 
【Ⅲ５①に再掲】 

保育所における障がい児等の円滑な受入れをすすめるた
め、障がい児保育等に係る標準モデルや市町村別の支援策
を示すとともに、障がい児保育に係る専門研修を実施する
など、受入体制の構築に係る支援を実施します。 

子育て支援課 

  



 

  79 

 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

12 
医療的ケア児保育受
入体制支援 
【Ⅲ５①に再掲】 

看護師等を配置する経費に対する助成や、医療的ケア児の
保育に係る研修を実施することにより、医療的ケア児の保
育受入体制構築のための支援を行います。 

私学振興課 
子育て支援課 

13 
幼児教育・保育に関
する情報提供 

幼児教育・保育に関する施設の情報について、情報収集や
検索が容易にできるよう県のホームページや子ども・子育
て支援情報公表システム「ここ de サーチ」により、情報提
供の充実に努めます。 

子育て支援課 

14 
幼児教育・保育への
多様な主体の参入促
進 

新規参入事業者に対する相談、助言等の巡回支援を行うこ
と等により、多様な事業者の能力を活用した特定教育・保
育施設等の設置又は運営を促進します。 

子育て支援課 

15 
幼児教育・保育の無
償化の実施 
【Ⅳ４①に掲載】 

保護者の負担軽減を図るため、幼稚園、保育所、認定こど
も園を利用する３歳から５歳までの全てのこどもたちの利
用料を無償化します。また、０歳から２歳までのこどもた
ちについては、住民税非課税世帯等を対象として利用料を
無償化します。 

私学振興課 
子育て支援課 
義務教育課 

16 

幼児教育・保育利用
に要する保護者負担
の軽減 
【Ⅳ４②に掲載】 

保護者の世帯所得の現状を勘案して、特定教育・保育施設
等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具等の実費に
ついて、その費用の一部を助成します。 

私学振興課 
子育て支援課 

17 
病児保育の利用料無
償化 
【Ⅳ４①に掲載】 

病児保育の利用料を助成することにより、子育て世帯の経
済的負担を軽減し、子育て支援の充実を図ります。 

子育て支援課 

18 

保育所への優先入
所、放課後児童クラ
ブの優先利用の促進 
【Ⅲ４①に掲載】 

市町村におけるひとり親家庭のこどもの保育所への優先入
所や放課後児童クラブの優先利用の取組を支援します。ま
た、求職活動・職業訓練等を行っている場合にも、就労し
ている場合と同等の事情にあるとして、優先入所や優先利
用を促進します。 

こども未来課 
子育て支援課 

19 
在留外国人のこども
の保育に関する対応 
【Ⅲ７③に掲載】 

保育所等の利用を希望する外国人子育て家庭を支援するた
め、市町村による通訳配置や多言語音声翻訳システムの導
入等、多言語対応のための体制の整備を図ります。 

子育て支援課 
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② 幼児教育・保育の質の向上 

【現状と課題】 

○ 乳幼児期のこどもに、質の高い幼児教育・保育を提供し、一人一人のこどもの健やかな成長を

支えていくためには、幼児教育・保育従事者の専門性の向上を図る必要があります。 

○ また、幼児教育・保育に携わる人材の確保や職場環境の改善を推進することが重要です。 

○ 幼児教育・保育従事者の更なる処遇改善を進めるため、子ども・子育て支援法の改正により、

2025（令和７）年度から保育所等における職員の処遇等に関する情報を公表することとされてい

ます。 

○ 全てのこどもが、格差なく質の高い学びへ接続できるよう、学びの連続性を踏まえ、幼保小の

連携を図る必要があります。 

○ 2024（令和６）年度から、保育士の配置基準が、「４・５歳児 30 人につき保育士１人」から「25

人につき１人」へ改善されました。また、１歳児についても、2025（令和７）年度以降、こども・

子育て支援加速化プラン期間中の早期に「１歳児６人につき保育士１人」から「５人につき１人」

へ改善を進めることとされています。 

 

【施策の方向】 

○ 幼児教育・保育従事者に対し、幼児教育・保育に必要な専門的な知識や技術等に関して必要な

研修を実施するとともに相談窓口を設置し、職員の資質の向上を図ります。 

○ 保育所等から報告された職員の処遇などの経営情報の適切な公表に努めるとともに保育所等に

おける処遇改善の取組を促進します。 

○ 保育所等に対し、保育現場の業務負担軽減に係る支援を行うことにより職場環境の改善を推進

します。 

○ 配置基準の改善に伴い必要となる保育士の確保を支援します。 

○ 幼児教育・保育と小学校教育の連続性を確保し、円滑な接続を図るため、幼保小の関係者の双

方向の連携を促進するとともに、幼児教育・保育の質の向上に取り組みます。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
幼児教育・保育従
事者に対する研修 

新任保育士から園長まで経験年数や役割に応じた階層別
研修や保育現場が直面している課題に応じた専門研修
等、保育所、認定こども園、幼稚園等の職員に対する研
修を実施し、幼児教育・保育の質の向上を図ります。 

私学振興課 
子育て支援課 
義務教育課 

２ 
保育士等キャリア
アップ研修 

保育士等の専門性の向上を図るとともに、処遇改善加算
の要件となる研修を実施します。 

子育て支援課 

３ 
保育従事者のため
の相談窓口 

保育士・保育所支援センターに「保育の相談窓口」を設
置し、保育従事者が、就労状況やメンタルヘルスなどに
ついて、外部人材に相談しやすい体制を整備します。 

子育て支援課 

４ 
保育事業者に対す
る巡回支援 

保育事業者に対し社会保険労務士等の専門家を派遣し、
保育所等の業務負担軽減や保育士確保に係る相談・助言
を実施することで、職場環境改善を図ります。 

子育て支援課 

５ 
保育士配置改善に
係る支援 

配置基準の改善に伴う保育士確保を支援するため、短時
間勤務保育士の雇用に応じた助成を実施し、保育の質の
維持・向上を図ります。 

子育て支援課 

６ 
保育補助者等の配
置支援 

保育に係る周辺業務や保育士の補助を行う保育補助者等
を保育所等に配置する費用を助成することにより、保育
士の業務負担軽減を図ります。 

子育て支援課 

７ 
幼稚園・保育所等
と小学校との連携
強化 

幼児教育・保育と小学校教育との円滑な接続を図るた
め、望ましい連携の在り方について情報提供を行うな
ど、幼保小の関係者の連携を促進します。 

私学振興課 
子育て支援課 
義務教育課 

８ 
苦情解決体制の整
備 

保育所等に対し、苦情解決の責任者や担当者を設置し、
利用者からの苦情解決に努めるとともに、第三者委員を
設置して苦情解決の客観性の確保に努めるよう助言・指
導します。 

子育て支援課 

９ 
第三者評価事業の
推進 

保育所等の保育内容を第三者機関が客観的に評価する制
度を推進し、利用者が保育所を選ぶ際の判断に役立てる
とともに、保育所が評価されることによる保育の質の向
上に努めます。 

子育て支援課 

10 
届出保育施設にお
ける健康診断の支
援 

届出保育施設に勤務する保育従事者や利用児童の健康診
断の実施を支援することにより、感染症の予防など利用
児童の安全・衛生確保に努めます。 

子育て支援課 

11 
保育所等の園外活
動時の安全確保 
【Ⅱ４③に掲載】 

市町村、関係機関と連携し、ハード、ソフト両面の対策
を具体化し、ガードレールの設置や集団移動経路の見直
しなど、必要な対策を講じていきます。 

私学振興課 
子育て支援課 
障がい福祉課 
道路維持課 
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３ こどもの生きる力の育成 

① 学力の向上 

【現状と課題】 

○ 自分で課題を見つけ、考え、主体的に判断し、適切に課題を解決する能力を育成するため、学ぶ

意欲等を高める指導法や主体的で参画型の授業を推進すること等が求められています。 

○ 学童期に、基礎的な「読む力」、「書く力」、「計算する力」等を習得し、活用することが、その後

の長期にわたる学習にとって重要となります。 

○ 学力向上に向け、取組を行う市町村、学校への支援のほか、大学等の地域の教育資源を活用し

た学習活動の推進等、様々な取組を強化する必要があります。 

○ 現在、ＩＣＴがあらゆる分野で活用されていることから、情報活用能力が必要不可欠になって

います。今後、生活手段・学習手段としてますます重要になる情報活用能力をこどもたちに身に

付けさせることが求められています。 

 

【施策の方向】 

○ ＩＣＴの積極的な活用により、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実を図り、

「主体的対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を推進します。 

○ 各学校において学力向上に向けた実効性のある検証改善サイクルを構築するため、年間計画と

ロードマップを作成し、各学校の学力層に着目した分析により、各学力層を踏まえたきめ細やか

な学習指導の充実に向けた取組の充実を図ります。 

○ 確かな学力の定着に向け、指導体制、指導方法の改善、習熟度別指導等の少人数指導を推進し

ます。 

○ 義務教育段階の一貫した指導方法が継続できるよう、小学校と中学校が連携・協働した学習指

導等の取組の充実を通して、授業の質の向上を図り、こども一人一人の学習内容の理解度・定着

度の向上と学びの高度化に向けた取組を推進します。 

○ コミュニケーション能力や課題解決に必要な思考力、判断力、表現力等の育成及び主体的に学

習に取り組む態度の育成に向けた取組を進めます。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
ＩＣＴを活用した教
育推進事業 
【Ⅲ５②に再掲】 

これまでの教育実践とＩＣＴを最適に組み合わせた「新し
い教育」の実現に向けて、ＩＣＴを活用した先進的教育モ
デルの研究、プログラミング教育の充実に向けた取組や普
及啓発を行います。 

高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育課 

２ 
ふくおか学力アップ
推進事業 

県内の児童生徒の学力向上を図るため、学力・学習状況と
市町村の学力向上に向けた取組状況を調査分析し、学力向
上に有効な施策を提供することで、市町村教育委員会の学
力向上に向けた主体的な取組の充実に資します。 

義務教育課 

３ 

次代の人材育成に向
けた高校教育ＤＸ推
進事業 
【Ⅱ３⑥に再掲】 

１人１台端末を活用した多彩な教育資源の共有による、学
校の枠を越えた学習活動の実施、データ分析による生徒の
学びの充実及び教員の指導改善、学校のＩＣＴ活用を推進
する支援体制などにより県内どこにいても生徒が学びを深
める環境の充実を図ります。 

高校教育課 

４ 学習サポート事業 
福岡県立大学において、学生に筑豊地域の市町村等が行う
補充学習を紹介し、小学生・中学生の学習支援を行うこと
で、こどもの学力向上を図ります。 

青少年政策課 
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② 豊かな心の醸成 

【現状と課題】 

○ 幼少期から読書をしたり、様々な文化芸術に触れたりすることは、想像力、思考力を身に付け、

感性を磨き、表現力を高め、多様性の尊重や相互理解の精神といった豊かな人間性や、オリジナ

リティあふれるアイデアを生み出す想像力を養う上で有効な役割を果たすことから、地域や学校

等との連携により、読書活動の推進や文化芸術に触れる機会の充実が必要です。 

○ 豊かな情操、人権意識、自尊感情、規範意識、生命の尊重、他者への思いやり、社会性、公共の

精神等を育むことは、こどもが自立した社会生活を営む上での基礎となるものです。 

○ 規範意識は幼児期からしっかりと学習することが大切であり、学童期には、必要な道徳や命の

大切さを学ぶとともに、学校での集団生活の中で善悪の判断を自ら行う能力を身に付けることが

求められます。 

○ 生命の尊さを学び、生命を大切にする教育、自分や相手、一人一人を尊重する教育を推進して

いくことが重要です。 

○ 自然体験や社会体験、生活体験の不足が課題とされている中、社会教育施設の充実したサービ

スの提供が求められています。 

○ 環境と経済の好循環を実現する持続可能な社会の構築に向け、こどもが自ら環境について考え

て行動し、よりよい環境を将来へ引き継いでいくことが重要です。 

 

【施策の方向】 

○ 「福岡県子ども読書推進計画」に基づき、こどもの発達段階に応じた効果的な取組を推進しま

す。また、保護者への啓発のため、保育所･幼稚園や小学校、公民館において、地域の読書ボラン

ティアの活用を図ります。 

○ 公立図書館及び学校図書館等のネットワーク化や公立図書館による学校支援を推進し、こども

の読書活動の充実を図ります。 

○ 次世代を担うこどもが優れた文化芸術や郷土の伝統文化に触れ親しむことができるよう、文化

芸術を鑑賞・体験する機会や、文化芸術活動に参加し、その成果を発表できる場の充実を図りま

す。 

○ 学校の教育活動全体を通して、「自分を大切にする心」や、「思いやりの心」、「人を尊敬する心」、

「感謝の気持ち」、「家族を大切にする心」等を育てる心の教育を推進します。 

○ 「特別の教科 道徳」において、体験活動や問題解決的な学習等を取り入れ、それらの活動等で

学んだ内容の意義や人間としての生き方等について考え、議論するような指導の充実を図ります。 

○ 学校の教育活動全体を通じて、授業の公開や地域教材の開発・活用等に家庭や地域の人々、各

分野の専門家等の積極的な参加や協力を得る等、学校・家庭・地域が一体となった道徳教育の質

の向上と一層の充実を図ります。 

○ 社会教育施設の機能の充実を図り、利用者のニーズに即した学習プログラムの開発に取り組み

ます。 

○ 環境問題に対する正しい理解と認識のもと、次代を担うこどもたちが環境保全活動に積極的に
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参加することを目指し、こどもの頃から環境問題に関心を持てるよう、こども向けの環境教育教

材を作成し、提供します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
こどもが文化芸術に
触れる機会の充実 

こどもの文化活動の発表の場や芸術文化を鑑賞する機会を
提供し、こども文化活動の充実を図ります。 

社会教育課 

２ 
福岡県子ども読書推
進計画 

４つの基本方針に沿って、こどものそれぞれの発達段階に
応じた読書習慣の形成、定着、確立を図ります。 
① 家庭・地域・学校・民間におけるこどもの読書活動の推進 

② 施設・設備等の環境の整備・充実 

③ 図書館間及び学校図書館等との連携・協力・ネットワーク化 

④ こどもの読書活動に関する理解と関心を深める取組の普及 

社会教育課 

３ 
読書好きを育む環境
づくりの推進 

乳幼児から中学生までを対象とした発達段階に応じた読書
活動の取組や保護者への啓発、読書活動の気運を高める特
色ある取組の支援を通して、「読書が好きな子ども」が育
まれる環境づくりを推進します。 

社会教育課 

４ 
柔道・剣道研修を通
じたこどもの健全育
成 

柔道・剣道研修を通じて、仲間との連帯意識や規範意識を
醸成するとともに、目標を持った「志」のあるこどもの育
成を図ります。 

少年課 

５ 
文化芸術の鑑賞・体
験機会の提供 

様々な文化芸術や伝統芸能等を鑑賞・体験する機会をこど
もたちに提供するため、小・中・特別支援学校や小児医療
施設、児童養護施設の芸術家等の派遣や、主に小・中学生
を対象に文化芸術鑑賞事業や体験型事業を実施する団体に
対して助成を行います。 

文化振興課 

６ 
スクール・ミュージ
アム事業（アートコ
ース） 

県内の公立学校を対象に、県立美術館において、様々な学
習・鑑賞プログラムを実施します。 

社会教育課 

７ 
読書活動推進ボラン
ティアの養成及び活
用促進 

読書活動推進のために指導者やボランティア養成を目的と
した講座等を実施するとともに、読書に関する事業やイベ
ントでの活用促進を図ります。 

社会教育課 

８ 
図書館間の連携・協
力・ネットワーク化
の推進 

「福岡県図書館情報ネットワーク」による県内図書館間の
図書資料相互貸借及び横断検索システムを拡充します。 

社会教育課 

９ 
命の大切さを学ぶ教
室 

中学生・高校生等の次代を担うこどもを対象に、犯罪被害
者遺族による講演や犯罪被害者等の手記の朗読を開催する
ことにより、犯罪被害者等への配慮・協力への意識のかん
養等や規範意識の向上を図ります。 

被害者支援・相
談課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

10 がん教育の推進 
学校におけるがん教育を推進することにより、がんに対す
る正しい理解とがん患者に対する正しい認識及び命の大切
さについて理解を深めます。 

体育スポーツ健康
課 

11 
環境教育副読本の作
成 

小学校高学年を対象とした環境教育副読本を作成、配布し
ます。 

環境政策課 

12 
県立社会教育施設の
機能充実 

県民のニーズを踏まえた学習プログラムを開発するととも
に、それぞれの施設の特徴や魅力を生かした運営・サービ
スの充実を図ります。 

社会教育課 

13 芸術文化活動の振興 
高等学校芸術・文化連盟、中学校文化連盟を支援し、学校
における芸術文化活動の活性化を図ります。 

社会教育課 

14 

規範的な行動を促す
道徳、特別活動、総
合的な学習・探究の
時間等の教育活動の
充実 

小・中学校においては、道徳教育推進の核となる指導者を
養成するとともに、「道徳教育実践ハンドブック vol.2」
等の活用を促進します。 
県立学校においては、道徳教育推進教師を中心に、人間と
しての在り方生き方に関する教育を学校の教育活動全体を
通じて行います。 

高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育課 

15 電子書籍の整備 
学校教育のＩＣＴ化に伴う電子書籍の活用促進、読書バリア
フリーに資するため、県立図書館の電子書籍をはじめとした
デジタル資料の充実を図ります。 

社会教育課 

16 

どこでもケンビ（バ
ーチャル美術館・
edukenbi（えでゅけ
んび））の公開 

県立美術館の所蔵作品を鑑賞でき、こどもの学習に役立つ
サイトを公開します。 

社会教育課 

17 青少年囲碁交流 

囲碁を通じて、こどもたちが目標へ挑戦する心や洞察力、
礼節を重んじる心を育むとともに、幅広い視野を持ったた
くましい青少年を育成するため、福岡県青少年囲碁大会を
開催します。 

青少年育成課 

18 
自立と協働を学ぶ体
験活動推進事業 
【Ⅱ８①に掲載】 

県立中学校・中等教育学校の第１学年を対象に集団体験活
動を実施し、多様な体験活動を通して、自立と協働の精神
を育成するとともに、自己存在感や規範意識を醸成し、夢
や志を持って学校生活を送ることができる生徒を育成しま
す。 

高校教育課 

19 
文化交流展（平常
展）の観覧料無料化 
【Ⅱ５②に掲載】 

九州国立博物館において、これからを担うこどもに、日本
とアジア諸地域との文化交流の歴史を楽しく学ぶ機会を提
供するため、高校生以下または 18 歳未満の観覧料を無料と
しています。 

文化振興課九州国
立博物館・世界遺
産室 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

20 
折り紙ヒコーキ大会
の開催 
【Ⅱ８①に掲載】 

地域を越えて小学生が交流し、創意工夫しながら切磋琢磨
する体験となる折り紙ヒコーキ大会を開催します。 

青少年育成課 

21 
市町村等体験活動支
援事業 
【Ⅱ８①に掲載】 

青少年育成に取り組む自治会や企業等の多様な主体ととも
に連携して体験活動を実施する市町村を支援します。 

青少年育成課 

22 
企業による体験活動
支援事業 
【Ⅱ８①に掲載】 

体験活動を提供する企業を開拓し、企業による体験活動を
直接こどもにつなげる体制を構築します。 

青少年育成課 

23 
体験活動スタッフの
養成 
【Ⅱ８①に掲載】 

体験活動の運営サポートや企画ができる人材を養成しま
す。 

青少年育成課 

24 
青少年育成県民運動
の推進 
【Ⅱ８①に掲載】 

国や県の施策に呼応して総合的な県民運動を展開し、青少
年の健全育成に寄与することを目的として事業を実施して
いる福岡県青少年育成県民会議に対する助成を行い、将来
を担う青少年の健全育成を行います。 

青少年育成課 

25 
青少年団体活動の強
化推進 
【Ⅱ８①に掲載】 

青少年団体相互の連絡提携を図るとともに、青少年の健全
育成に寄与する目的で青年リーダーやジュニアリーダー養
成事業を実施している福岡県青少年団体連絡協議会に対し
て助成を行います。 

青少年育成課 

26 
夏休み子ども企画展 
【Ⅱ８①に掲載】 

主に小学生を対象とした体験活動の機会とともに、福岡県
のことを学び、理解を深めていただくためのパネル展を実
施します。 

青少年育成課 

27 
成長段階に応じた体
験活動の提供 
【Ⅱ８①に掲載】 

こどもたちの成長段階に応じ、主体的・対話的で深い学び
の場を通じた思考力、判断力、社会性の習得や職業観の形
成、及び自己の考えを広げ深めるための体験活動や交流会
について検討します。 

青少年育成課 

28 
体験活動情報の一元
的な提供 
【Ⅱ８①に掲載】 

こどもたちの成長段階に応じた体験活動についての情報を
一元化して提供するプラットフォームを構築するととも
に、体験活動による効果を可視化し発信する仕組みについ
て検討します。 

青少年育成課 
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③ 人権意識の醸成 

【現状と課題】 

○ 人権尊重社会の確立に向け、あらゆる機会を通じて人権教育・人権啓発に関する施策を総合的

に推進した結果、人権に対する認識は高まっていますが、依然として、同和問題（部落差別）をは

じめ、女性、子ども、高齢者、障がいのある人、外国人、性的少数者等に対する偏見や差別が、学

校、地域、家庭、職場等の社会生活の様々な場面において存在しています。 

○ 同和問題（部落差別）に関しては、現在もなお差別落書きや差別につながる土地の調査等の差

別が存在し、インターネットの普及をはじめとした情報化の進展に伴って部落差別に関する状況

の変化が生じています。特に、インターネット上では、個人や団体を誹謗中傷する書き込み、不当

な差別的取扱いを助長・誘発する目的で同和地区の所在地情報を流布する等の問題が発生してい

ます。 

○ 国際化や情報化の進展などを背景に新たな人権問題が顕在化する一方で、個別の人権課題の解

決に向けた法整備が進むなど、人権を取り巻く状況は大きく変化しています。 

○ 「人権問題に関する県民意識調査」（2021（令和３）年）では、「人権問題にあまり関心がない」、

「関心がない」と回答した人は、合わせて約３割となっており、引き続き人権尊重の意識を高め

る教育が求められています。また、「小学生の保護者の家庭教育に関する調査」からは、子どもに

豊かな心を育んでほしいという保護者の願いが大きいことがうかがえます。このようなことから、

社会教育については、学校内外において、多様な教育活動を展開し、人権尊重精神の育成を図る

ことが必要です。 

○ ＡＩなどの先端技術が高度化し、社会の在り方そのものが劇的に変わる Society5.0 時代が到来

しつつある中、国連において採択された「人権教育のための世界計画第４フェーズ行動計画」は、

青少年リーダーの育成を喫緊の課題として挙げ、グローバルな視野に立った人権問題の解決に取

り組める人材の育成を求めています。それらをふまえ、これからの学校教育においては、こども

の視野を国内外に広げ、人権問題の解決に向けて主体的に行動できる総合的な課題解決能力の育

成に取り組んでいく必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ 人権尊重の意識や行動が定着するよう、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」、「福岡県

人権教育・啓発基本指針」に基づき、あらゆる機会をとらえて人権教育・人権啓発を推進します。 

○ 県民啓発の拠点施設である福岡県人権啓発情報センターにおいて、事業の一層の充実を図り、

人権問題に係る啓発を推進します。 

○ 同和問題（部落差別）について、部落差別を解消する必要性に対する県民一人一人の理解を深

めるよう、啓発活動を充実強化するとともに、市町村、地域、企業等における啓発活動や研修に対

する支援を行い、学校や地域、家庭において、部落差別に関する差別意識の解消に向けた教育を

推進します。また、部落差別に関する相談体制の充実や必要に応じて部落差別の実態に係る調査

を行うとともに、インターネット上で部落差別に関する情報を確認し、発見した際は、プロバイ

ダ（インターネット接続事業者）等に対し、削除要請を行います。 
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○ 学校教育及び社会教育において、様々な人権問題に関する、より高度な課題解決能力や指導方

法を探求する機会を設けます。 

 さらに、「福岡県人権教育・啓発基本指針」に基づき、学校教育活動全体を通して人権教育を推進

するための企画・立案を行うことができる人権教育の指導者を養成することを目指して連続講座

を実施します。 

○ 市町村職員などを対象として、人権に関する学習活動の企画・立案に携わる人権教育指導者を

養成する研修会を開催し、本県人権教育の充実を図ります。 

○ 県内市町村立中学校または県立学校に在籍する生徒及び教員を対象に、ワークショップや意見

交流・発表などで構成する合宿型研修を実施し、人権問題の解決に向けた生徒の人権リーダーシ

ップの育成及び主体的学びを促す教員の指導力向上を図ります。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 

少年期の人権啓発の
推進（福岡県人権・
同和問題啓発事業費
補助金） 

少年期における人権意識の高揚を図るため、異年齢のこども
同士の人権学習活動・体験学習活動等人権啓発を推進する事
業を対象に、実施市町村に事業費を補助します。 

人権・同和対策局
調整課 

２ 

スポーツ組織と連
携・協力した人権啓
発活動（地域人権啓
発活動活性化事業） 

県とプロバスケットボールチームが連携・協力して「人権・
スポーツ教室」を開催し、その中でプロバスケットボール選
手による人権啓発の講話を実施します。 

人権・同和対策局
調整課 

３ 

大学等と連携した
「若者人権講座」の
実施（地域人権啓発
活動活性化事業） 

若年層の人権意識の高揚を図るため、大学、専門学校生を対
象とした人権講座を開催します。 

人権・同和対策局
調整課 

４ 
福岡県人権啓発情報
センター事業 

県民の人権意識の高揚を図り、人権が尊重される社会を確立
するため、人権啓発のより一層の充実や、県民一人一人があ
らゆる機会を通して人権学習ができるよう、展示事業や人権
問題に関する研究、啓発活動に必要な各種の資料・情報の収
集及び提供等を行います。 

人権・同和対策局
調整課 

５ 

性の多様性に関する
理解促進事業 
【Ⅱ８③に掲載、Ⅲ
７②に再掲】 

性の多様性に関する正しい理解と認識を深めるための啓発を
行います。 

人権・同和対策局
調整課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

６ 
人権教育実践交流
会・人権教育指導者
養成連続講座 

多様な校種や職種での実践交流や研究協議を行い、学校教育
及び社会教育において、様々な人権問題に関する、より高度
な課題解決能力や指導方法を探求する機会を設けます。 

人権・同和教育課 

７ 
人権教育コーディネ
ーター養成講座 

市町村職員などを対象として、人権に関する学習活動の企
画・立案に携わる人権教育指導者を養成する研修会を開催
し、本県人権教育の充実を図ります。 

人権・同和教育課 

８ 

人権が大切にされた
社会をめざす生徒の
リーダーシップ育成
事業 
【Ⅱ６②に再掲】 

県内市町村立中学校または県立学校に在籍する生徒及び教員
を対象に、ワークショップや意見交流・発表などで構成する
合宿型研修を実施し、人権問題の解決に向けた生徒の人権リ
ーダーシップの育成及び主体的学びを促す教員の指導力向上
を図ります。 

人権・同和教育課 

９ 

交際相手からの暴力
（デートＤＶ）防止
対策の推進  
【Ⅱ４②に掲載】 

中学生・高校生に対し、交際相手からの暴力防止に関するリ
ーフレットを作成・配付するとともに、希望する学校に講師
を派遣し、啓発を行います。 

男女共同参画推進
課 
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④ 健やかな体の育成 

【現状と課題】 

○ 新型コロナウイルス感染症をはじめ、ＳＡＲＳ、ＭＥＲＳ等の新興感染症の多くは人獣共通感

染症です。これに対応するためには、「人と動物の健康と環境の健全性は一つ」と考えるワンヘル

スの理念に基づく取組が重要です。 

○ 学童期は、乳歯から永久歯に生え変わる時期です。生えたばかりの永久歯は未成熟であるため、

特にう蝕が集中的に発症します。う蝕は一度罹患すると自然治癒しません。 

○ う蝕を予防するためには、保護者や学校関係者等が予防方法を正しく理解し、児童生徒が効果

的に実践できる環境を整えることが求められます。 

○ 未成年は発育期の細胞のため感受性が高く、喫煙すると依存しやすいといわれています。 

○ 学童期・思春期のこどもたちが、喫煙についての正しい知識を身につけ、責任をもった行動が

取れるよう、喫煙防止教育や、健康相談が受けられる環境を整えることが必要です。 

○ スポーツ庁「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」（2023（令和５年度）)において学校の体育

の授業以外で運動やスポーツをしないこどもがいるという課題があります。 

○ こどもに運動やスポーツの楽しさを実感させるとともに、運動やスポーツをする習慣の定着に

努め、体力向上を図ることが重要です。 

○ メンタルヘルスに関する問題や性に関する不安・悩み等、こどもの健康課題が多様化・深刻化

する傾向にあります。 

 

【施策の方向】 

○ 「福岡県ワンヘルス推進基本条例」に基づき、県民のワンヘルスに関する理解を促進するため、

県民及び事業者に対する啓発や児童生徒に対する教育等を推進します。 

○ 児童生徒や保護者、学校関係者等に対して、フッ化物の効果や安全性への理解促進を図ること

により、フッ化物洗口の実施拡大に取り組みます。 

○ 学校保健と連携して、喫煙防止教育を早期から行います。併せて、保護者や教師、地域の理解と

協力のもとに、未成年者に喫煙させない（防煙）環境づくりを推進します。 

○ こどもたちのスポーツへの動機付けと習慣化を図るため、運動やスポーツをする機会を充実さ

せる取組を推進します。 

○ 教員を対象とした研修会を通じて、運動やスポーツへ取り組むきっかけとなる体育科・保健体

育科の授業を工夫・改善し、「運動が好き」「体育が楽しい」感じる児童生徒の育成を目指します。 

○ 性や心に関する不安・悩みを抱える生徒に対して専門家（産婦人科医・精神科医等）による個別

相談の更なる充実を図ります。 

○ 県教育委員会が作成した指導資料の普及を図り、性に関する指導の充実に努めます。 

○ 関係機関と連携した外部講師の有効活用を促すなど、学校におけるがん教育を推進します。 

○ 本県で開催される国際大会や強化合宿等に参加する国内外の選手と県民との交流を促進します。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ ワンヘルス推進事業 
イベントの開催による県民への普及啓発を行うことでワン
ヘルスの理念の浸透を図り、ワンヘルスの取組を推進しま
す。 

ワンヘルス総合推
進課 

２ 
ワンヘルス推進強化
事業 

ワンヘルスの理念に則った県民の行動及び活動を促進しま
す。また、県民が身近にワンヘルスを学び、体験できるよ
う市町村を支援します。 

ワンヘルス総合推
進課 

３ 
生物多様性に関する
ワンヘルス教育推進
事業 

ワンヘルスの取組の一つである「生物多様性の保全」をテ
ーマに、屋外ワンヘルス体験学習・研究ゾーン（仮称）を
活用したワンヘルス教育プログラムを策定し、小学生に自
然とのふれあいの中で生物多様性に関する理解の促進を図
ります。 

自然環境課 

４ 
ワンヘルスの普及啓
発 

県民に対し、安全安心な畜産物を通じて広くワンヘルス概
念の普及啓発活動を実施します。 

畜産課 

５ 
私立学校におけるワ
ンヘルス教育の推進 

私立学校を対象に、ワンヘルスの理念と実践に対する指導
者の意識醸成を図るセミナーの開催や、学校の特色にあっ
たワンヘルス教育について助言する専門家派遣を検討しま
す。 

私学振興課 

６ 
ワンヘルス教育総合
推進事業 
【Ⅲ５②に再掲】 

児童生徒が生涯にわたって健康や環境を適切に管理・改善
していくための資質・能力を身に付けるため、義務教育段
階から高等学校段階まで系統性のある「ワンヘルス教育」
の推進を図ります。 

高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育課 
体育スポーツ健康
課 
社会教育課 

７ 歯の健康づくり事業 
「福岡県歯科口腔保健啓発週間」等におけるイベントや講
演会等を通じて、食習慣や歯磨き方法、フッ化物の利用な
ど、う蝕予防に関する正しい知識の普及啓発を図ります。 

健康増進課 

８ 
市町村歯科保健事業
実施状況調査 

市町村における乳幼児の歯科健康診査、健康教育等の実施
状況の情報を収集するとともに、情報の共有を図ることで
効果的な取組の促進を図ります。 

健康増進課 

９ 

母性及び乳幼児の健
康づくりの担い手で
ある人材の資質の向
上及び確保 

保育所等の特定給食施設で栄養管理に従事する職員や市町
村の保健師、栄養士等の質の向上に係る研修等を開催する
とともに、特定給食施設の栄養士、管理栄養士、市町村に
おける保健師、栄養士等の配置促進を図ります。 

健康増進課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

10 
性感染症に関する啓
発、相談 

県の保健所において、エイズ・性感染症の感染予防及び
まん延防止のため、地域住民に対し、正しい知識の普及
啓発を行います。また、地域住民がエイズ等の性感染症
に関する相談や検査を安心して受けることができる体制
の整備として、相談窓口を設置し、無料・匿名でＨＩ
Ｖ・梅毒・クラミジア・淋菌検査を実施することで感染
の早期発見と二次感染を予防します。 

がん感染症疾病対
策課 

11 
たばこ知らずの未成
年者育成 

学校保健と連携して、喫煙防止教育を早期から行いま
す。併せて、保護者や教師、地域の理解と協力のもと
に、未成年者に喫煙させない環境づくりを推進します。 

健康増進課 

12 
学童期フッ化物洗口
導入促進事業 

学童期におけるう蝕予防を推進するため、フッ化物洗口
を実施する市町村への支援及び実施拡大に向けた協議等
を行い、小学校におけるフッ化物洗口の普及を図りま
す。 

健康増進課 

13 
こどもの体力向上に
係る取組の充実 

発達段階に応じた児童生徒の運動・スポーツへの動機付
け、習慣化を図るとともに、体力向上を目的とした総合
的な事業を推進します。 

体育スポーツ健康
課 

14 
福岡県体力向上総合
推進事業 

小・中・高等学校・特別支援学校等において、スポコン
広場の実施や部活動指導員の配置等、総合的に体力向上
に関する事業を実施・充実させることで、本県のこども
の体力向上を図ります。 

体育スポーツ健康
課 

15 薬物乱用防止教育 

学校、地域等で実施される薬物乱用防止講習会に外部講
師を派遣します。また、外部講師（薬物乱用防止講習会
講師団講師）に対して、研修会を実施し、資質向上に努
めます。 

薬務課 

16 健康教育の推進 

県立高等学校の生徒等の性や心の健康に関する正しい知
識の普及と不安や悩みの解消のため、専門家による講演
や相談、及び健康教育の推進及び教員の指導力向上のた
めの研修を実施します。 

体育スポーツ健康
課 

17 

プレコンセプション
ケアの推進 
【Ⅱ１①に掲載、Ⅱ
７④、Ⅳ１に再掲】 

「福岡県プレコンセプションケアセンター」を設置し、
思春期からの人々を対象に性と健康に関する正しい知識
の発信や相談対応を行います。 

子育て支援課 

18 武道教育等の充実化 
中学校の保健体育科教員を対象に、安全に配慮した武道
等授業の進め方や生徒の実態に応じた段階的な指導方法
の習得等、武道等学習の指導体制等の充実を図ります。 

体育スポーツ健康
課 

19 

部活動指導員配置事
業 
【Ⅱ３⑥に掲載、Ⅳ
６①に再掲】 

学校部活動に係る技術的な指導に従事する指導員を配置
し、学校部活動の指導体制の充実及び教職員の負担軽減
を図ります。 

体育スポーツ健康
課 

20 
トップアスリートに
よる合宿誘致・交流
の促進 

海外、県外からのトップアスリートによるスポーツ合宿
に対する助成を行います。 

スポーツ企画課 
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⑤ 食育の推進 

【現状と課題】 

○ 食をめぐる状況は、朝食の欠食、偏食等の食生活の乱れや野菜の摂取不足など栄養バランスの

偏りが見られ、こどもたちの心身の発達に大きな影響を与えています。 

○ こどもたちの豊かな心を育み、健全な身体を育てるためには、早い時期から食生活に関する正

しい知識や習慣を身につけさせることが重要です。 

○ 特に、学校における食育は、こどもたちが「生きる力」の基礎を育む上で非常に重要です。 

○ こどもたちの食や食を支える農林水産業への理解を深めるため、食育とあわせて地産地消の取

組を推進していく必要があります。 

○ 核家族化、共働きの増加などにより、家庭での望ましい食習慣の形成が難しい状況にあるため、

保育所等において栄養管理された食事が提供されるとともに、こどもや保護者への食に関する指

導が求められます。 

 

【施策の方向】 

○ 食育に関する情報提供、普及・啓発を行い、地域における食育に関する取組を支援します。 

○ 関係機関と連携しながら、食育・地産地消の取組を県民運動として推進します。 

○ 学校教育活動全体を通して、家庭や地域と連携し、学校における食育の取組を推進します。 

○ 保育所をはじめとする児童福祉施設等における健全な食環境の整備を図るとともに、こどもの

健康づくりを担う人材の確保、資質向上に取り組みます。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 食育活動の支援 

県内地域の食生活改善実践活動の推進を図るため、食生活
改善推進連絡協議会に対して助言や指導を行うとともに、
食生活改善推進員のリーダー等に対して「食と健康教室」
などの研修を実施します。 

健康増進課 

２ 学校における食育 
栄養教諭を中心とした食に関する指導の推進校事業、福岡
県学校給食研究指定委嘱事業、「ふくおか弁当の日」の推
進等、学校における食育の推進を図ります。 

体育スポーツ健
康課 

３ 
家庭と連携した食育 
【Ⅳ６②に再掲】 

関係団体と連携したＰＴＡ学校給食教室や学校給食フェア
の実施、朝食を食べる習慣の定着を促す取組み等、家庭と
連携した食育の推進を図ります。 

体育スポーツ健
康課 

４ 
こどもが作る「ふく
おか弁当の日」の拡
大 

こどもが弁当を作ることを通して、食べ物やそれらを作っ
てくれる人への感謝の心を養い、自己肯定感を育むなど高
い教育効果が期待できる「ふくおか弁当の日」の普及・拡
大に取り組みます。 

体育スポーツ健
康課 

  



 

  95 

 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

５ 
食に関する指導体制
整備の推進 

栄養教諭等を対象に、食に関する指導の充実に向けた研修
会等を実施し、栄養教諭等の資質向上を図ります。また、
学校給食の充実を図るため、給食調理員を対象にした学校
給食料理コンクールを実施します。 

体育スポーツ健康
課 

６ 
学校保健・食育指導
事業 

教員を対象に、学校保健・安全・給食に関する研修会を開
催し、教員の資質向上を図ります。 

体育スポーツ健康
課 

７ 
食育・地産地消県民
運動 

農林水産団体、教育機関等の関係機関等と連携し、学校給
食への県産農林水産物の利用促進や、小中学生等を対象と
した食育出前講座の実施などにより、食育と地産地消を一
体的に推進します。 

食の安全・地産地
消課 

８ 特定給食施設指導 
保育所等の給食施設の指導を行い、栄養管理された食事が
提供されるよう食環境の整備を図ります。 

健康増進課 
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⑥ 教育環境の整備・充実 

【現状と課題】 

○ ＩＣＴを活用した教育や実践的な英語教育等を推進するため、教員の指導力向上が求められて

います。 

○ 学校の抱える課題が複雑化・多様化し、その役割が拡大する中、授業改善や教育活動の一層の

充実が求められており、教員の長時間勤務が課題となっています。 

○ デジタル化の急速な進展、児童生徒・学生の興味・関心や進路希望等の多様化等に伴い、様々な

教育ニーズに対応する必要があります。 

○ 学校施設の多くが建設後 30 年以上経過していることから、安全性及び快適性を確保するため、

計画的な老朽化対策が求められます。 

○ 全てのこどもが等しく学校教育のＩＣＴ化の恩恵を受けられるよう、教育環境の整備を図る必

要があります。 

○ 公教育の一翼を担う私立学校は、少子化による生徒数の減少により、厳しい経営環境に直面し

ています。各学校がそれぞれの建学の精神に基づき、独自の特色ある教育の推進を図り、個性的

で魅力あふれる学校をつくることが求められています。 

 

【施策の方向】 

○ 教員の指導力向上のため、学校において求められる立場、役割、資質・能力に応じた研修の実施

等、教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図ります。 

○ スクールカウンセラー等多様な専門スタッフの活用により、学校の組織力を高め、教員がこど

もの指導に専念できる環境の整備を進めます。 

○ 教職員のワーク・ライフ・バランスの取れた生活を実現し、健康でやりがいを持って働くこと

ができる環境を整備するとともに、「教職員が子どもと向き合う時間」を十分に確保し、学校教育

の質の維持・向上を図ります。また、教員の仕事の魅力発信に取り組みます。 

○ 多様な教育ニーズに応じるため、県立高校の特色化を推進するとともに、中学生が適切な進路

選択ができるよう県立高校における情報発信力の向上を図ります。 

○ 県立学校については、「福岡県立学校施設長寿命化計画（個別施設計画）」に基づく改築や大規

模改修などの老朽化対策や学校空調の適切な維持管理を実施します。 

○ 市町村に対しては、老朽化対策が円滑に進むよう国の方針や補助制度なの情報を提供します。 

○ 普通教室等への高速大容量通信ネットワークの整備や児童生徒一人一人に端末を配備すること

などにより、県立学校のＩＣＴ環境の充実を図るとともに、義務教育段階の公立学校における 1人

1台端末の着実な更新を実施します。 

○ 私立学校の教育条件の維持・向上、保護者負担軽減及び学校経営の健全性を高めるため、私立

学校に対する助成を行います。併せて、私立学校の経営努力や教育改革等、県民の教育ニーズに

対応するため、自主的な取組を支援します。 

○ こどもたちがスポーツ・文化芸術に継続して親しむことができるよう、各市町村における新た

なスポーツ・文化芸術環境を整備する取組を支援します。 
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○ 学校部活動における指導体制の充実のため部活動指導員の配置及び活用を促進します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 教員の資質向上 

優秀な教員を採用するため、採用試験の工夫改善を図りま
す。若年教員、中堅教員、ベテラン教員それぞれのニーズ
に対応した基本研修、今日的教育課題に応じた課題研修、
教員や学校の課題に応じた専門研修を実施し、教員の資
質・能力の向上を図ります。 

教職員課 
高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育課 

２ 
教員の資質・能力や
学校の組織力の向上 

私立学校の教職員を対象として専門性の高い教育研修、人
権研修について支援し、教育内容の向上と教育環境の充実
を図ります。 

私学振興課 

３ 
教職員の働き方改革
の推進 

教職員の働き方改革取組指針に基づき、校務を情報化する
ことによる業務の効率化や適正化等、教職員の働き方改革
を進めます。生徒の出欠や成績処理等の情報を一元管理す
るシステム並びに教員間の情報共有のための学校用グルー
プウェア及び保護者等への連絡のためのメール連絡網を普
及・推進し、学校の業務改善に取り組みます。情報通信技
術支援員を配置し、ＩＣＴの活用を推進するとともにＩＣ
Ｔ機器の増加に伴う教員の業務負担の軽減を図ります。よ
り専門的な技術指導を行う体制の整備及び教職員の負担軽
減のため、中学校・高等学校及び特別支援学校等の部活動
に部活動指導員を配置するほか、運動部活動指導者の指導
力向上を図るための研修会を実施します。 

教職員課 
施設課 
高校教育課 
体育スポーツ健
康課 

４ 
部活動改革推進事業 
【Ⅳ６①に掲載】 

公立中学校における休日の部活動の地域移行等を推進する
ため、地域移行に向けた実証事業等を実施します。 

体育スポーツ健
康課 

５ 

部活動指導員配置事 
業 
【Ⅱ３④、Ⅳ６①に
再掲】 

学校部活動に係る技術的な指導に従事する指導員を配置
し、学校部活動の指導体制の充実及び教職員の負担軽減を
図ります。 

体育スポーツ健
康課 

６ 教員の魅力発信 
教員免許を持ちながら教職に就いていない者に、教職魅力
を再認識し、就業への意欲を高められるよう、学校現場に
触れる機会の提供について検討します。 

教職員課 

７ 学校施設の整備 
「福岡県立学校施設長寿命計画（個別施設計画）」に基づ
き、計画的な老朽対策を実施します。 

施設課 

８ 学校空調の管理 
学校空調について、適切な維持管理を行うことで生徒の安
全確保や、教育活動の円滑な実施を図ります。 

財務課 
施設課 

９ 県立学校整備事業 
老朽校舎等の改築や長寿命化改修、グラウンド造成等によ
り学校施設の整備・充実を図ります。 

施設課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

10 
県立学校ＩＣＴ環
境整備事業 

児童生徒の１人１台端末や大型提示装置等のＩＣＴ機器を安
心して活用できる教育の環境を整備します。 

施設課 

11 
ＩＣＴ環境整備事
業 

普通教室等への高速大容量通信ネットワークの整備や児童生
徒一人一人に端末を配備することなどにより、県立学校のＩ
ＣＴ環境の充実を図るとともに、義務教育段階の公立学校に
おける 1 人 1 台端末の着実な更新を実施します。 

施設課 

12 

次代の人材育成に
向けた高校教育Ｄ
Ｘ推進事業 
【Ⅱ３①に掲載】 

１人１台端末を活用した多彩な教育資源の共有による、学校
の枠を越えた学習活動の実施、データ分析による生徒の学び
の充実及び教員の指導改善、学校のＩＣＴ活用を推進する支
援体制などにより県内どこにいても生徒が学びを深める環境
の充実を図ります。 

高校教育課 

13 
スクールカウンセ
ラー活用事業 

学校におけるカウンセリング機能を充実させるため、公立小
中学校にスクールカウンセラーを配置し、相談体制の整備を
図ります。 

義務教育課 

14 
私立学校経常費補
助(生徒指導の充
実) 

私立学校等において、臨床心理士等、専ら生徒のカウンセリ
ングや福祉の支援を担当する教職員を配置する取組を促進し
ます。 

私学振興課 

15 
高等学校情報提供
事業 

多様な教育ニーズに応じるため、県立高等学校の特色化を推
進するとともに、中学生が適切な進路選択ができるよう県立
高校の学校紹介、施設見学、授業見学、進路相談等を行いま
す。 

高校教育課 

16 
専門学科及び特色
ある学科・コース
の充実 

地域や学校・生徒の実態等に応じて、専門学科及び特色ある
学科・コースの改善・充実を図ります。 

高校教育課 

17 
入学者選抜制度及
び転編入学制度の
改善 

受検生の多様な個性を様々な角度から評価するため、推薦入
学制度や特色化選抜制度、各校の特色に応じた学校独自の面
接、作文又は実技を行う個性重視の特別試験などを実施しま
す。 

高校教育課 

18 
中学校・高等学校
の連携促進 

中・高連絡会において、進路指導や生徒指導に関する情報共
有の促進を図ります。 

高校教育課 

19 
私立学校一人一台
端末整備費補助金 

私立学校における一人一台端末の整備に対し助成を行いま
す。 

私学振興課 
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４ こどもの成長を支える環境の整備 

① インターネット適正利用の推進 

【現状と課題】 

○ 「青少年の意識・ニーズに関する調査」（2023（令和５）年度）によると、小・中・高校生の３

割以上が平日に学校以外で、３時間以上インターネットを利用しています。また、小学生で５割

半ば、中学生で８割半ば、高校生で９割台後半が、自分専用のスマートフォン等を所持していま

す。 

○ インターネットは匿名性が高く、情報を容易に複写できる等の特性があり、誹謗中傷や著作権

侵害等の問題が起きやすいため、情報モラルを培うとともに、ルールを理解し、守った上で利用

することが必要です。 

○ スマートフォン等の普及に伴い、ＳＮＳ等が介在したいじめ、性的犯罪等の被害、長時間利用

による生活の乱れ等の問題が起きています。インターネットの適正利用に向けて、こどもや保護

者に対する教育・啓発等の取組が必要になっています。 

○ こどものインターネット利用の拡大・低年齢化が進む中、インターネット上での人とのつなが

りを居場所と感じているこどももいます。インターネット上には、間違った情報やこどもの健や

かな成長を著しく阻害する有害情報が氾濫し、こどもがトラブルに巻き込まれたり、非行や犯罪

被害につながるといった重大な問題が起きており、インターネットの適正利用に向けて、こども

や子育て当事者に対する教育・啓発等の取組が必要になっています。 

 

【施策の方向】 

○ 福岡県青少年健全育成条例に基づき、県民や事業者に対する広報・啓発活動を通じて、情報を

適切に取捨選択して利用する等、インターネットの適切な利用を推進します。 

○ フィルタリングサービスの活用を進め、こどもが安全に安心してインターネットを利用できる

環境をつくります。 

○ こどもが悪質なサイトを利用し、犯罪被害に遭わないため、こども、子育て当事者、事業者等に

対するフィルタリングの必要性等の広報啓発活動を推進します。 

○ こどもが安全に安心してインターネットを利用できるよう、保護者に対する啓発を実施します。 

○ 学校、ＰＴＡ、事業者、ＮＰＯ等と連携し、安心・安全なインターネット利用を推進するための

課題の共有や有効な施策の検討等を行います。 

○ スマートフォンやＳＮＳが急速に普及する中で、日常のモラルに加え、情報技術の特性、各種

技術サービスの有用性や活用の仕方、トラブルの際の対処法等を理解した上で、犯罪被害を含む

危機を回避し、情報を正しく安全に利活用できるようにするために、発達段階に応じた情報モラ

ル教育に取り組みます。 

○ 情報モラル教育に関する教員研修の充実、学校で活用できる教材等に関する情報提供等を通じ

て、各学校の情報モラル教育を支援します。 

○ インターネット利用に起因した非行や被害について、実例を基づいた広報啓発を行い、情報モ
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ラル教育を推進することで、非行や被害の防止を図ります。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 

福岡県青少年の安
心・安全なインター
ネット利用推進連絡
会議 

ネット問題に詳しい専門家や通信事業者、ＰＴＡ、行政
（知事部局、教育庁、警察）など関係機関・団体からなる
連絡会議を設置し、有効な施策の検討や課題の共有等を行
います。 

青少年育成課 

２ 

生徒自身がインター
ネットの適正利用を
考えるワークショッ
プの開催 

中学生と高校生が共にインターネットに関する問題点や利
用の仕方について議論し、発表するワークショップを開催
します。 

青少年育成課 

３ 

インターネット適正
利用・非行防止をテ
ーマとした学習会へ
の講師紹介 
【Ⅱ４④に再掲】 

地域やＰＴＡなどが、インターネット適正利用や非行防止
に係る学習会（講演会、研修等）を実施する場合に、主催
者の依頼内容に応じて講師を紹介します。 

青少年育成課 

４ 
インターネット適正
利用に向けた啓発 

スマートフォン等の情報端末は利便性と危険性を併せ持つ
ことを周知し、学校と家庭が連携し、使用の際に守るべき
ルールやマナーについての指導の充実を図ります。 

高校教育課 

５ 
情報モラル教育の充
実 

教員研修や研究推進によって教員の情報モラル指導力の向
上を図るとともに、保護者、児童生徒への情報モラルの啓
発を行います。 

義務教育課 

６ 
インターネット利用
に起因した非行・被
害防止対策 

ネット利用に起因した非行や被害について、実例を基に製
作したＤＶＤ教材の活用を教育現場に促し情報モラル教育
を推進することで、非行や被害の防止を図ります。 

少年課 

７ 

ＳＮＳに起因するこ
どもの犯罪被害防止
活動 
【Ⅱ４②に再掲】 

サイバーパトロールにより、こどもの性被害につながるお
それのあるＳＮＳ上の不適切な書き込みを発見し、注意を
促すメッセージを送信することで、犯罪被害の防止を図り
ます。 

少年課 

８ 
フィルタリング普及
啓発活動の推進 

こどもが悪質なサイトを利用し被害に遭わないため、こど
も、子育て当事者、事業者等に対するフィルタリングの必
要性等に係る啓発活動を推進します。 

少年課 

９ 

青少年健全育成条例
の施行 
【Ⅱ４②に掲載、Ⅱ
４③、Ⅱ４④に再
掲】 

青少年健全育成条例に基づく青少年に有害な図書類及び興
行等の指定、立入調査を行い、状況によっては適正化を指
導します。また、こどもを有害環境から守る自主的措置を
事業者に促すとともに、保護者に対し、フィルタリングの
活用等について情報の提供を行います。 

青少年育成課 
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② 犯罪被害・性暴力等からこどもを守る環境整備 

【現状と課題】 

○ こどもを犯罪被害からまもることが、全てのこどもが健やかに育つための大前提となります。 

○ 県の刑法犯認知件数は、2002（平成 14）年の約 16 万８千件をピークに減少し、2021（令和３）

年に２万 6,337 件と戦後最小を記録した後、２年連続で増加に転じていますが、2023（令和５）

年は、約３万３千件で、ピーク時からは、約８割減となっています。こどもに対する犯罪被害は、

こどもの生命・尊厳・安全を脅かす深刻な問題であることを踏まえ、こどもを犯罪被害から守る

ための防犯対策が重要です。 

○ 県の性犯罪（不同意性交等、不同意わいせつ）の認知件数は、依然として高い水準で推移してお

り、2023(令和５)年は 362 件です。約５割が 20 歳未満の被害です。 

○ 性暴力を根絶し、被害者も加害者も出さない社会、性暴力を許さず被害者に寄り添う心を共有

する社会をつくるためには、発達の段階に応じた総合的な教育・啓発を行っていくことが重要で

す。 

○ また、年齢や性別にかかわらず、また、どのような状況に置かれたこどもであっても、性被害に

遭うことはあってはならないとの認識の下、こどもへの加害の防止を進めていくことが重要です。 

○ こどもへの教育、保育等の役務を提供する行政や民間事業者に対し、その役務従事者等による

こどもへの性暴力防止等を義務付ける、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象

性暴力等の防止等のための措置に関する法律（以下、「こども性暴力防止法」という。）が、2024

（令和６）年６月 26 日に公布（※）されました。 

※ 施行期日：公布の日から起算して 2年 6 月を超えない範囲の政令による指定日 

○ 交際相手からの暴力である「デートＤＶ」の認知度について、「言葉も、その内容も知っている」

割合は、女性より男性が低い傾向にあり、若年世代、とりわけ男性に対し、加害者にも被害者にも

ならないためのＤＶに関する正しい理解を促進する必要があります。 

○ 困難な問題を抱える若年女性は、困りごとを抱えながらも自ら相談につながりにくい傾向にあ

ります。 

○ 人格形成の途上にあるこどもが犯罪被害を受けた場合、その後の健やかな成長に与える影響が

大きいことから、被害を受けたこどもの心のケア等、関係機関が連携して必要な支援をしていく

ことが大切です。 

○ 2023(令和５)年に、こどもの心身に有害な影響を与え、こどもの福祉を害する犯罪（福祉犯）の

被害に遭ったことにより保護された児童数は 263 人であり、近年はＳＮＳに起因した児童買春、

児童ポルノ製造等による性的被害が依然として後を絶たない状況にあります。 

○ 成年年齢引き下げに伴い、18 歳以上であれば保護者の同意なく契約できることから、知識や経

験の不足、コミュニケーションに対する苦手意識などのぜい弱性につけ込まれ、様々な消費者ト

ラブルに巻き込まれる可能性が指摘されています。 

 

【施策の方向】 

○ 防犯のための情報提供、広報啓発を推進します。 
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○ 学校、家庭、地域、警察等の関係機関が連携し、学校における防犯教育やこどもの安全を確保す

る取組の充実を図ります。 

○ 道路、公園等における防犯環境設計の指針の普及促進を行うとともに、防犯ボランティア団体

等への活動支援や、誰でも気軽に実践できる「ながら防犯」活動の取組みを推進します。また、防

犯カメラの設置促進など、犯罪が起きにくい環境整備に努めます。 

○ 「福岡犯罪被害者総合サポートセンター」及び「性暴力被害者支援センター・ふくおか」におい

て、総合的な被害者支援を実施するとともに、研修の実施等により被害者支援等に携わる関係機

関・団体職員の対応能力の向上と二次的被害の防止を図ります。 

○ また、「福岡県性暴力根絶条例」に基づき、学校等に性暴力対策アドバイザーを派遣するととも

に、啓発冊子を配布することにより、児童生徒の発達段階に応じた性暴力の根絶及び性暴力の被

害者の支援に関する総合的な教育・啓発を推進します。 

○ 性犯罪の被害を防止するため、その前兆とされる声かけ・つきまとい等に対応するとともに、

様々な情報発信ツールによる広報啓発、こどもに対する自己防衛教育の推進により、自主防犯行

動の促進を図ります。 

○ 「こども性暴力防止法」の施行後の円滑な対応や関係機関との連携を適切に図ることができる

よう、必要な情報の収集等を行います。 

○ 中学生や高校生、大学生等の若年層に対し、様々な機会を活用して、交際相手からの暴力の防

止に関する啓発を行い、加害者と被害者を生まないための教育を推進します。 

○ 相談支援につながりにくい若年女性を対象に、声かけや電話・メール・ＳＮＳ等による相談対

応、安心・安全な場所の提供、公的機関への同行支援等を行います。 

○ 犯罪被害に遭ったこどもの早期発見・保護を行い、そのこどもや家族に対する継続的な支援に

より、犯罪被害に遭ったこどもの立ち直りを図ります。支援を行うに当たっては、「秘密を守って

ほしい」というこどもの意見を尊重し、秘密の保持には十分に留意します。 

○ こどもの福祉を害する犯罪の取締りを強化するとともに、被害防止に向けた広報啓発を推進し

ます。 

○ 消費者自らが適切に判断・行動できるよう情報提供を充実するとともに、消費者被害に遭いや

すい若年者に対し、市町村や教育機関等と連携して消費者教育・啓発を推進します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 防犯環境設計の普及 
道路、公園、駐車（輪）場や共同住宅等における犯罪をな
くすため、防犯環境整備を促進するための具体的手法を示
した「防犯環境指針」の普及を図ります。 

生活安全課 
生活安全総務課 

２ 
防犯ボランティアと
の連携、活動に対す
る支援 

防犯ボランティア団体に対し、犯罪情報の提供や合同パト
ロールの実施等を行うとともに、関係機関・団体と連携し
て、活動物品等の助成、活動ノウハウに関する研修会の開
催、「ながら防犯」の普及促進等により、防犯ボランティ
ア団体の活動の活性化を図り、こどもの見守り活動を支援
します。 

生活安全課 
生活安全総務課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

３ 
ながら防犯活動の推
進 

「通勤・通学」「買い物」「ジョギング」「犬の散歩」な
ど、日常の生活行動の中で気軽に実践できる防犯活動「な
がら防犯」を推進し、県民全体で安全・安心まちづくりに
取り組む気運の醸成を図ります。 
「ながら防犯」に取り組む企業・団体を「みんなで防犯応
援隊」として登録する制度により、パトロールステッカー
等の活動グッズを配布し、活動の推進を図ります。 

生活安全課 

４ 
安全・安心まちづく
りの推進 

県民が安心して暮らすことができる安全な地域社会づくり
を推進するため、地域防犯活動やながら防犯等の安全・安
心まちづくりに係る地域の各種活動を定着、拡大させるこ
とにより、安全・安心まちづくり県民運動の活性化を図り
ます。 

生活安全課 

５ 

青少年健全育成条例
の施行 
【Ⅱ４①、Ⅱ４③、
Ⅱ４④に再掲】 

青少年健全育成条例に基づく青少年に有害な図書類及び興
行等の指定、立入調査を行い、状況によっては適正化を指
導します。また、こどもを有害環境から守る自主的措置を
事業者に促すとともに、保護者に対し、フィルタリングの
活用等について情報の提供を行います。 

青少年育成課 

６ 
こども・若者を性犯
罪被害から守るため
の対策の推進 

性犯罪の被害を防止するため、様々な情報発信ツールによ
る広報啓発、こどもや若者に対する防犯教育の推進によ
り、自主防犯行動の促進を図ります。 

生活安全総務課 

７ 
登下校防犯プランに
基づくこどもの犯罪
被害防止対策の推進 

こどもの犯罪被害を防止するため、政府が決定した登下校
防犯プランに基づき、①地域における連携の強化、②通学
路の合同点検の徹底及び環境の整備・改善、③不審者情報
等の共有及び迅速な対応、④多様な担い手による見守りの
活性化、⑤こどもの危険回避に関する対策の促進について
推進していきます。 

義務教育課 
生活安全総務課 

８ 
犯罪被害者等に対す
る支援の充実・強化 

犯罪被害者等が必要な支援を受けられるよう、被害者支援
等に携わる関係機関・団体職員の対応能力の向上と二次的
被害の防止などを図るため、支援者向けマニュアルのＨＰ
掲載や担当職員向け研修を実施します。 

生活安全課 

９ 
犯罪被害者に対する
支援 

「福岡犯罪被害者総合サポートセンター」において、電話
相談や面接・カウンセリング、病院・裁判所などへの付添
い支援等、犯罪被害者等の早期回復に向けた被害直後から
の総合的な被害者支援を実施します。 

生活安全課 

10 
犯罪被害に遭ったこ
どもに対する立ち直
り支援の推進 

被害に遭ったこどもの早期救出・保護を図るとともに、精
神的なダメージを軽減するための助言、カウンセリング等
を行います。 

少年課 

11 
若年者を対象とした
消費者教育の推進 

消費者被害に遭いやすい若年者に対し、市町村や教育機
関、消費者団体等と連携した消費者教育を推進すること
で、自らが適切に判断・行動できる消費者の育成を図りま
す。 

生活安全課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

12 消費者教育の充実 
家庭科、公民科及び特別活動等で、消費者として自立し、
主体的な判断の下、適切な意思決定のできる生徒を育成し
ます。 

高校教育課 

13 

警察職員による大学
生向け講義（警察実
務から学ぶ安全・安
心な生活） 

対象大学において、県警の幹部職員が、学生に対し、県警
の取組や学生に身近な問題・トラブル等について講義を行
い、犯罪被害から自分や他者の身を守る方法等について学
生の理解を深めます。 

警務課 

14 

交際相手からの暴力
（デートＤＶ）防止
対策の推進  
【Ⅱ３③に再掲】 

中学生・高校生に対し、交際相手からの暴力防止に関する
リーフレットを作成・配付するとともに、希望する学校に
講師を派遣し、啓発を行います。 

男女共同参画推
進課 

15 
交際相手からの暴力
防止対策 

デートＤＶ等の被害者の安全を最優先に、的確な事件化等
の措置を図ります。 
デートＤＶ等防止に係るリーフレット等を製作し、学校に
おける防犯教室の機会等を通じて、こどもに対する被害者
にも加害者にもならないための広報啓発を図ります。 

人身安全対策課 

16 
こどもの福祉を害す
る犯罪からの被害防
止対策の推進 

児童買春、児童ポルノなどこどもの心身に有害な影響を与
え、こどもの福祉を害する犯罪の被害防止に向けた各種広
報啓発及び取締りを推進します。 

少年課 

17 
困難を抱える若年女
性の支援 

困難を抱える若年女性の自立を支援するため、夜間の街頭
での声掛け、電話・メールによる相談、居場所の確保や公
的機関への同行支援などを実施します。 

男女共同参画推
進課 

18 
性犯罪被害者に対す
るワンストップ支援 

性暴力被害者が安心して相談でき、医療面のケアを含め必
要な支援を迅速に受けることができるよう、「性暴力被害
者支援センター・ふくおか」において、被害者の早期回復
に向けた被害直後からの総合的な被害者支援を実施しま
す。 

生活安全課 

19 
性暴力対策アドバイ
ザーの派遣 

「福岡県における性暴力を根絶し、性被害から県民等を守
るための条例（平成 31 年福岡県条例第 19 号）」の規定に
基づき、学校、大学、事業所等に、性暴力に関する専門的
な知識及び経験を有する専門家等を派遣し、性暴力の根絶
及び性暴力の被害者の支援に関する総合的な教育、研修を
実施します。 

生活安全課 

20 
性暴力根絶のための
広報啓発 

「福岡県における性暴力を根絶し、性被害から県民等を守
るための条例（平成 31 年福岡県条例第 19 号）」の規定に
基づき、小学生等に対し、発達段階に応じて、性暴力の根
絶及び性暴力の被害者の支援に関する啓発を実施します。 

生活安全課 

21 

ＳＮＳに起因するこ
どもの犯罪被害防止
活動 
【Ⅱ４①に掲載】 

サイバーパトロールにより、こどもの性被害につながるお
それのあるＳＮＳ上の不適切な書き込みを発見し、注意を
促すメッセージを送信することで、犯罪被害の防止を図り
ます。 

少年課 
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③ 安心して外出できる環境づくり 

【現状と課題】 

○ 大雨、台風、地震等、災害の発生が増加しており、こどもの安全確保が課題となっています。 

○ これらの災害からこども安全を確保し、全てのこどもが安心して学校に通うことができる環境

を整える必要があります。 

○ こどもを交通事故から守るため、交通ルール教育やヘルメットの着用などの自転車の安全利用

の促進や、チャイルドシートの正しい使用の徹底を図るための取組を進めることも必要です。ま

た、未就学児を中心にこどもが日常的に集団で移動する経路などの安全確保を進めることが必要

です。 

○ 段階的かつ体系的に参加・体験・実践型の交通安全教育を行うことが効果的です。また、地域の

実情に即した交通安全教育を推進するため、交通安全教育に当たる指導者の育成を図るとともに、

地域における交通事故を様々な角度から分析し、事故の発生要因に応じた効果的な事故防止対策

を策定することが必要です。 

○ 交通事故の被害者になりやすいこどもの安全な通行を確保するため、交通量が多く事故の危険

性が高い通学路においては、危険個所の改善が課題となっています。車道や歩道の幅員が十分に

確保されていない道路の整備が必要となっています。 

○ 飲酒運転によりこどもの命がなくなることがないように、こどもは「もっと安全に車を運転し

てほしい」と願っています。飲酒運転撲滅意識の更なる醸成に向け、飲酒運転の危険性等をより

深く理解させるための交通安全教育及び広報啓発を推進することが必要です。 

○ 妊産婦、乳幼児連れの方が外出する場合、歩道の段差や建物の出入り口、階段、駐車場の状況等

によって移動が不便であったり、施設が使えなかったりして困ることがあります。このような障

壁（バリア）を取り除いて誰もが安心して外出し、施設を利用したり、社会活動に参加したり、自

然とふれあったりできるよう、道路や公共交通機関、建築物、公園等のバリアフリー化の推進が

必要です。 

 

【施策の方向】 

○ こどもが自らの判断で、安全を確保する能力を身に付ける防災教育を推進します。災害時の学

校における児童生徒の保護者への引き渡し手順の整備を進めます。 

○ 自転車利用者に対する交通安全教育にあたる指導者の育成や、ヘルメット着用をはじめとする

ルール・マナーの広報啓発活動を推進するとともに、万一に備えるため県自転車条例により義務

となっている自転車損害賠償保険等への加入を徹底します。また、車両同乗のこどもの命を守る

ため、チャイルドシートの正しい使用について周知啓発を図ります。 

○ 交通安全教育にあたる指導者の育成を図るとともに、様々な交通安全教育を実施します。地域

の実情に応じて、関係機関・団体と連携し、交通安全教育及び広報啓発活動を推進します。 

○ 都市計画道路の整備等を進め、市街地の自動車の通行や、歩行者の安全を確保します。市町村、

関係機関と連携し、ハード、ソフト両面で、未就学児の移動経路の安全確保対策を講じていきま

す。 



 

  106 

 

○ 県民の飲酒運転撲滅意識の定着を図るため、関係機関・団体と連携し、飲酒運転撲滅に係る交

通安全教育及び広報啓発を推進します。 

○ 鉄道駅、バスターミナル等の主要な旅客施設と公共施設及び福祉施設等を結ぶ道路について、

歩道の拡幅・段差解消、勾配改善、視覚障がい者誘導用ブロックの設置等のバリアフリー化を進

めます。建築物のバリアフリー化、県営公園のバリアフリー化、河川の水辺にアプローチしやす

い環境整備、商店街の安全・安心で快適な買い物環境づくり等に努めます。 

 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
歩道空間のバリアフ
リー化 

鉄道駅、バスターミナル等の主要な旅客施設と公共施設及
び福祉施設等を結ぶ道路について、歩道の拡幅・段差解
消、勾配改善、視覚障がい者誘導用ブロックの設置等を行
います。 

道路維持課 

２ 通学路の歩道整備 
小学校等に通うこどもが利用する通学路において、歩道整
備等の交通安全対策を行います。 

道路維持課 

３ 交通安全対策事業 
通学路における交通安全を確保するため、通学路等の歩道
整備を実施します。 

道路維持課 

４ 
道路事業（街路事
業） 

都市計画道路においてバイパス整備や歩道整備等を行うこ
とにより、生活道路への自動車流入を減らし、通学路の安
全性を確保します。 

公園街路課 

５ 
保育所等の園外活動
時の安全確保 
【Ⅱ２②に再掲】 

市町村、関係機関と連携し、ハード、ソフト両面の対策を
具体化し、ガードレールの設置や集団移動経路の見直しな
ど、必要な対策を講じていきます。 

私学振興課 
子育て支援課 
障がい福祉課 
道路維持課 

６ 福祉のまちづくり 
福祉のまちづくりに関する普及・啓発を行います。「ふく
おか・まごころ駐車場」制度の運用を行います。 

障がい福祉課 

７ 
不特定かつ多数が利
用する建築物のバリ
アフリー化 

「福岡県福祉のまちづくり条例」に基づき、必要な情報の
提供や技術的な助言を行うことで、不特定かつ多数の者が
利用する建築物のバリアフリー化に努めます。 

建築指導課 

８ 
県営公園のバリアフ
リー化 

新たに整備を進めている県営公園については、「福岡県福
祉のまちづくり条例」に基づき整備を進めています。 
また、既存の県営公園については今後も条例に基づいた施
設の改修を適切に行います。 

公園街路課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

９ 
交通安全教育指導者
の拡充 

地域ぐるみの交通安全活動を推進するため、県、関係機
関・団体、地域社会が互いに連携して地域における交通安
全教育指導者の育成に努め、地域における交通安全教育の
普及促進を図ります。 

交通企画課 

10 
段階的かつ体系的な
交通安全教育 

幼児から高齢者まで各年齢層に応じた段階的、体系的な交
通安全教育を推進します。 

交通企画課 

11 交通安全教室 

学校における交通安全教室の開催を促進するとともに、二
輪車通学を許可している県立高等学校等を対象として、二
輪車の安全な乗り方や点検整備等の実技講習を関係機関と
連携して行うことにより、生徒の交通安全意識の高揚や安
全運転技能の向上を図ります。 

高校教育課 
義務教育課 

12 
こどもの交通安全の
推進 

こどもの交通安全意識高揚を図るための「こどもの交通安
全大会」のほか、四季の交通安全県民運動や、チャイルド
シートの適正使用啓発などにより、こどもの交通安全を推
進します。 

生活安全課 

13 
交通安全意識醸成の
ための広報啓発活動 

大学と警察との交通事故防止懇話会の開催等を通じて、大
学による自主的な交通安全教育を促進し、大学生の交通安
全意識の醸成・向上を図ります。 

交通企画課 

14 

交通安全教育センタ
ー（ふっけいコアセ
ンター）における交
通安全教育活動 

交通安全教育センター（ふっけいコアセンター）において
交通安全に携わる者に対する講習を行い、交通安全行動を
実践する社会人を育成します。 

交通企画課 

15 
交通安全こども自転
車大会の開催 

小学生を対象に、自転車利用の基本的知識と安全運転技能
を身に付けさせ、将来の良き交通社会人育成を図ります。 

交通企画課 

16 
自転車の交通ルール
ブック配布による交
通事故の抑止 

小学校４年生を対象に、自転車運転の正しいルールとマナ
ーを身に付けさせるため、「自転車の交通ルールブック」
を配布して、交通事故の抑止を図ります。 

交通企画課 

17 

交通安全教育車に積
載された歩行者シミ
ュレーターを活用し
た交通安全教育活動 

交通安全教育車に積載された歩行者シミュレーターを活用
し、小学生等に道路横断の基本的な知識を身に付けさせ、
将来の良き交通社会人育成を図ります。 

交通企画課 

18 
交通安全アドバイス
集等を活用した交通
安全教育活動 

歩行者用・自転車用・園外活動用の「交通安全アドバイス
集」等を幼稚園・小学校等に配布して、学校・家庭内での
日常的かつ恒常的な交通安全教育を推進します。 

交通企画課 

19 
交通安全施設整備の
推進 

歩行者等の安全な通行を確保するため、通学路等の交通安
全施設（信号機、横断歩道など）の整備を図ります。 

交通規制課 

  



 

  108 

 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

20 
自転車通行空間の
整備 

自転車の安全で快適な通行空間の整備を行います。 道路維持課 

21 
自転車の交通安全
の促進 

自転車事故の割合が高い若年層に対し、ヘルメット着用を
はじめとする自転車の安全利用を促進するため、漫画形式
の啓発冊子などを配布します。また、小・中・高等学校教
諭等に対して自転車の安全な乗り方の指導法について講習
します。 

生活安全課 

22 

自転車の安全利用
とヘルメット着用
促進のための交通
安全教育 

自転車の安全利用とヘルメット着用を促進するため、県警
ウェブサイトに「ｅｰラーニングコンテンツ」を構築して交
通安全教育を推進します。 

交通企画課 

23 
飲酒運転撲滅意識
の醸成 

飲酒運転撲滅活動アドバイザーを学校等へ派遣し、講演や
体験型講習の実施により若年層に対する飲酒運転防止教育
を推進します。また、学校等に対する漫画形式の啓発冊子
の配布、(一財)福岡県交通安全協会主催の小・中学生交通
安全図画・作文コンクールでの「飲酒運転撲滅特別賞（知
事賞）」の表彰などにより、飲酒運転撲滅意識の醸成を図
ります。 

生活安全課 

24 

飲酒運転撲滅に向
けた交通安全教育
活動及び広報啓発
活動 

あらゆる世代に対して、交通安全教育用ＶＲを活用した飲
酒運転撲滅教育等を取り入れるよう働き掛け、大学生等に
飲酒運転の危険性等を理解させる交通安全教育を推進し、
飲酒運転撲滅意識の高揚を図ります。 

交通企画課 

25 
学校安全総合支援
事業 

小・中学校においては、市町村教育委員会を単位としたモ
デル地域を指定し、地域全体での学校安全推進体制の構築
を図るとともに、県内へその仕組みや好事例を普及するこ
とにより、学校安全の取組の推進を図ります。 
県立学校においては、実践校を指定し、実践校での安全教
育手法の研究を行い、各学校へ研究成果を普及することに
より、学校安全の取組を推進します。 

高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育課 

26 
バリアフリー化の
促進 
【Ⅳ６③に掲載】 

本県独自のモデル住宅「生涯あんしん住宅」の活用による
「段差の解消」「広い廊下」「手すりの設置」等の乳幼児
や妊産婦に配慮した住宅のバリアフリー化の普及促進に努
めます。 

住宅計画課 

27 

青少年健全育成条
例の施行 
【Ⅱ４②に掲載、
Ⅱ４①、Ⅱ４④に
再掲】 

青少年健全育成条例に基づく青少年に有害な図書類及び興
行等の指定、立入調査を行い、状況によっては適正化を指
導します。また、こどもを有害環境から守る自主的措置を
事業者に促すとともに、保護者に対し、フィルタリングの
活用等について情報の提供を行います。 

青少年育成課 

28 
地域薬物乱用防止
対策 
【Ⅱ４④に掲載】 

薬物乱用防止「ダメ。ゼッタイ。」普及運動・ヤング街頭
キャンペーン等を実施し、県民の薬物乱用問題に対する意
識を高め、薬物乱用防止を図ります。 

薬務課 
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④ 非行の防止と自立支援 

【現状と課題】 

○ 本県においては、刑法犯で検挙補導されたこどもの数が、全国的に見ると高い水準にあります。 

○ 社会全体として、非行防止や非行に及んだこどもに対する理解を深め、育ちを見守る社会気運

の向上を図る必要があります。 

○ 家庭や学校に居場所がなく悩んでいたり、非行等の問題を抱えるこどもに対し、生活基盤を安

定させるための就労支援等、立ち直りや社会的自立を促すための取組が必要です。 

○ 暴走族は、交通ルールを無視した走行や騒音運転を行うなど、地域住民や道路利用者に多大な

迷惑を及ぼしています。すべてのこどもに対して、その危険性や迷惑性を教えていくことが必要

です。 

○ 大麻乱用で検挙補導されたこどもが急増しており、大麻に重点を置いた薬物乱用防止の啓発を

推進する必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ こどもの規範意識を育てるとともに、こどもが困難を抱える時に助けを求め回復する方法を学

べる取組を行います。 

○ 学校、地域住民、ボランティア、警察、市町村等が連携し、街頭補導活動や立ち直り支援を行う

などして、こどもを見守る社会気運を醸成します。 

○ 非行等の問題を抱えるこどもが社会的に自立できるよう、自己肯定感の向上に資する体験活動

の提供や、生活基盤を安定させるための就労・定着支援を行います。 

○ 中学校及び高校の関係者と緊密な連携を図り、問題兆候のある生徒の把握を行うとともに、中

学生、高校生等に対する暴走族等加入阻止教室の積極的な開催に努めます。 

○ 大麻の危険性と乱用を防止するための広報啓発を行うとともに、大麻乱用に及んたこどもに対

する再乱用防止のための取組を推進します。 

○ 小・中・高等学校等での薬物乱用防止教室の実施と内容の充実を図ります。 

○ 大麻に関する悩みを抱えたこどもや家族者を対象にＳＮＳ相談、面談等を行い、大麻乱用から

の立ち直りを支援します。 

○ 薬物乱用防止教育の推進のため、教員を対象とした研修を実施します。 

○ こどもの健やかな成長を著しく阻害する薬物密売事件等の取締りを強化します。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 街頭補導活動の推進 

警察、行政、地域、ボランティア、学校等との連携により
街頭補導活動を強化し、こどもを見守る社会気運の醸成を
図るとともに、非行進度が進む前の段階での非行防止を図
ります。 

少年課 

２ 非行防止教室の開催 

学校において、万引きや自転車盗等、具体的な非行事例を
題材として直接児童生徒に語りかけ、こども自身の規範意
識を向上させることにより、こどもの非行防止を図りま
す。 

少年課 

３ 
風俗環境浄化対策の
推進 

歓楽街を中心としたこどもの補導活動や風俗営業の営業者
等に対する助言など、こどもを有害環境から守るための諸
活動を推進します。 

少年課 

４ 相談支援の推進 
警察署や少年サポートセンターにおいて、非行などの問題
に関する相談支援を推進します。 

少年課 

５ 
思春期のこどもを持
つ子育て当事者に対
する非行防止講話 

思春期のこどもを持つ子育て当事者に対して、非行をはじ
めとした問題行動への向き合い方など、こどもたちへの接
し方を伝えることにより、非行防止及び健全育成を図りま
す。 

少年課 

６ 

スクールサポーター
制度を通じた非行・
犯罪被害の防止 
【Ⅲ６②に再掲】 

警察署管内の小学校・中学校・高等学校等に直接赴いて、
学校が抱えている非行問題等の解消や安全対策の支援、い
じめ問題への対応等、学校と警察のパイプ役となってこど
もの非行防止と犯罪被害防止を図るための活動を行いま
す。 

少年課 

７ 
保護者と学ぶ児童生
徒の規範意識育成事
業 

児童生徒の社会規範等に対する理解の深化や非行行為に走
らない判断力や実践力、保護者の規範意識や養育に関する
責任感を高めるため、「規範意識育成学習会」及び「児童
生徒と保護者が共に学ぶ学習会」を実施します。 

高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育課 

８ 
こども若者総合相談
窓口の強化 

家庭や学校に居場所がなく、適切な相談・支援機関につな
がっていないこども若者に対して、アウトリーチ支援を検
討します。 

青少年育成課 

９ 

虐待等により居場所
がないこども・若者
への支援 
【Ⅱ９②に掲載、Ⅲ
１③に再掲】 

虐待や貧困などの様々な事情により家庭等に居場所がない
こどもや若者が、一時的に必要な支援を受けることができ
る安全な居場所の確保を検討します。 

こども福祉課 

10 暴力団排除教室 
中学・高校を対象にこどもの暴力団加入阻止と暴力団から
の犯罪被害防止を目的とした教育を実施するなど、幅広い
広報啓発活動に取り組みます。 

組織犯罪対策課 

11 
暴走族等加入阻止対
策の推進 

中学校・高校の生徒指導者等と連携を図り、暴走族等加入
阻止教室等を推進します。 

交通指導課悪
質・危険運転対
策室 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

12 
暴走族等離脱・立ち
直り支援の推進 

保護観察所等の関係機関と連携して暴走族等の非行に及ん
だこどもに対する個別面接指導等を行い、グループからの
離脱と立ち直り支援対策を推進します。 

交通指導課悪質・
危険運転対策室 

13 
暴走族等根絶に向け
た広報活動の推進 

暴走族等根絶に向けて、企業等と連携したキャンペーン
や、ＳＮＳを利用した広報活動を推進します。 

交通指導課悪質・
危険運転対策室 

14 
青少年健全育成アワ
ード 

他の模範となる活動を継続している青少年団体並びに青少
年の育成、指導及び支援に関して顕著な功績がある青少年
育成団体等の労に報い、その一層の発展に資するととも
に、青少年育成活動の振興と青少年自身の自覚を促しま
す。 

青少年政策課 

15 
社会奉仕・体験活動
の提供 

非行等の問題を抱えるこどもの自己肯定感等の向上による
立ち直りを促進するため、福祉施設や各種団体の協力を得
て、こどもに社会奉仕やスポーツ等の多様な体験活動の機
会を提供します。 

青少年育成課 

16 
非行少年等の就労支
援 

非行等の問題を抱える無職少年に対し、進路相談、就労体
験、就職活動、就職後の定着支援まで一貫した寄り添い型
の就労支援を行います。 

青少年育成課 

17 
非行少年等の就労身
元保証 

非行等の問題を抱える少年が、協力雇用主に損害を与えた
場合に見舞金を支払う制度を実施します。 

青少年育成課 

18 
非行に及んだこども
に手を差し伸べる立
ち直り支援活動 

非行に及んだこども及びその子育て当事者への継続的な連
絡や訪問・面接により助言・指導を行うとともに、少年警
察ボランティア等と協働した体験活動等への参加促進、就
学・就労の支援等を行い、個々のこどもの状況に応じた支
援活動を推進します。 

少年課 

19 
地域薬物乱用防止対
策 
【Ⅱ４③に再掲】 

薬物乱用防止「ダメ。ゼッタイ。」普及運動・ヤング街頭
キャンペーン等を実施し、県民の薬物乱用問題に対する意
識を高め、薬物乱用防止を図ります。 

薬務課 

20 
少年の大麻乱用防止
相談支援 

大麻に関する悩みを持つこどもを対象にＳＮＳ相談を行
い、必要に応じて面談を実施して、適切な専門機関へつな
ぎ、大麻乱用からの立ち直りを支援します。 

薬務課 

21 
少年の麻再乱用防止
対策の推進 

大麻事犯で検挙補導されたこどもや大麻を止めたいこども
の薬物再乱用防止を目的として、「少年用大麻再乱用防止
プログラム」を実施します。 

薬務課 
少年課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

22 
薬物乱用防止対策の
推進 

大麻等の薬物乱用を防止するための広報啓発活動を推進す
るとともに、こどもの健やかな成長を著しく阻害する薬物
密売等に対する取締りを強化します。 

少年課 

23 薬物乱用防止の啓発 私立学校における薬物乱用防止教育の促進を図ります。 私学振興課 

24 
薬物乱用防止教育の
充実 

薬物乱用防止教育に係る教員の指導力向上のための指導者
研修会を実施するとともに、児童生徒の薬物乱用を防止す
るため各学校における薬物乱用防止教室の開催及び内容の
充実を推進します。 

体育スポーツ健康
課 

25 
青少年支援に携わる
人の研修会 

こどもの相談、補導活動等の業務に携わる職員の資質向上
と、相互の情報交換を目的とした研修会を開催します。 

青少年育成課 

26 
福岡県保護司会連合
会への補助 

保護司会連合会が取り組む補導活動や、非行少年の更生及
び犯罪予防の諸活動を支援し、非行防止を図ります。 

青少年育成課 

27 
警察ボランティアへ
の研修 

地域における非行防止活動の牽引役である少年補導員や少
年指導委員の知識・技能の向上を図り、少年補導員等を地
域におけるボランティアリーダーとして養成するための研
修を行います。 

少年課 

28 

青少年健全育成条例
の施行 
【Ⅱ４②に掲載、Ⅱ
４①、Ⅱ４③に再
掲】 

青少年健全育成条例に基づく青少年に有害な図書類及び興
行等の指定、立入調査を行い、状況によっては適正化を指
導します。また、こどもを有害環境から守る自主的措置を
事業者に促すとともに、保護者に対し、フィルタリングの
活用等について情報の提供を行います。 

青少年育成課 

29 

インターネット適正
利用・非行防止をテ
ーマとした学習会へ
の講師紹介 
【Ⅱ４①に掲載】 

地域やＰＴＡなどが、インターネット適正利用や非行防止
に係る学習会（講演会、研修等）を実施する場合に、主催
者の依頼内容に応じて講師を紹介します。 

青少年育成課 
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５ グローバル社会で活躍を目指すこどもの応援 

① 世界にはばたくこどもの応援 

【現状と課題】 

○ グローバル社会が急激に進展する中で、国際的な視野を持ち、異文化や多様な価値観を尊重し

ながら、他者と協働することができるこどもが求められています。 

○ 本県の将来を担い、豊かな心、幅広い視野、それぞれの志を持って、国際的に活躍する人材の育

成が求められています。 

○ 国際的に活躍する人材の育成を推進するため、短期留学研修プログラムへの参加や海外の大学

への留学を目指すこどもを支援する取組が必要です。 

 

【施策の方向】 

○ 国際的な視野を備え、世界を舞台に活躍するこどもを育成するため、海外に派遣するなどの各

年代に応じた様々な交流・体験の機会を提供します。 

○ 海外に留学し学位取得を目指す学生に奨学金を交付します。また、これから留学を目指す若者

が、留学サポーター（福岡県から海外の大学に進学した学生）に自由に質問できるプラットフォ

ーム（ホームページ）を設置します。 

○ 未来を担う高校生が海外に目を向ける契機となるよう、留学支援の充実に取り組み、将来、世

界で活躍する人材を育成します。また、県内大学生等を対象に、国連機関等で活躍できる人材の

育成を図ります。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
世界に挑む人材育成
事業 

海外の高校への留学経費の支援を行い海外留学を促進する
など、世界に挑む志を持ち、国際社会の発展に寄与する意
欲や態度を養うための取組を実施し、将来、世界を舞台に
活躍し、国際社会の持続的発展を支える優れた人材を育成
します。 

高校教育課 

２ 
グローバル人財の育
成 
【Ⅱ５②に再掲】 

幼児から小中高生まで各年代に応じた、様々な国際交流や
海外体験の機会の提供について検討します。 

青少年育成課 

３ 
アンビシャス外国留
学支援事業 

国際的に活躍する人材を育成するため、外国の大学（正規
課程）に留学する県内のこどもに奨学金を交付します。 

青少年政策課 

４ 
「福岡から世界へ」
人材育成プロジェク
ト 

未来を担う高校生が海外に目を向ける契機となるよう、短
期留学研修プログラムを実施し、海外企業や大学等でのハ
イレベルな研修やアントレプレナーシップを育成する活動
を通して、将来、世界で活躍する人材を育成します。 

高校教育課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

５ 
内閣府青年国際交流
事業への県内青年の
派遣 

内閣府実施の青年国際交流事業へ県内青年を派遣し、外国
青年との交流による相互理解を深め、広い国際的視野と国
際協力の精神を養い、国際化の進む社会の各分野で活躍で
きる青年を育成します。 

青少年政策課 

６ 
ジュニアアスリート
育成事業 
【Ⅱ６③に掲載】 

県内の優秀な中・高校生アスリートの国内及び海外遠征に
要する経費等を支援します。 

体育スポーツ健
康課 

７ 
海外留学を目指す若
者を支援するプラッ
トフォームの設置 

留学サポーター（福岡県から海外の大学に進学した学生）
に自由に質問できるプラットフォーム（ホームページ）を
設置します。 

青少年政策課 

８ 
国連機関等で活躍で
きる人材育成 

県内大学生・大学院生が国連機関や国際企業で活躍できる
ための、国連機関と連携した実践的な人材育成プログラム
の実施について検討します。 

国際政策課 
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② 異文化理解力と外国語能力の向上 

【現状と課題】 

○ 「青少年の意識・ニーズに関する調査」（2023（令和５）年度）では、小・中・高校生の約７割

が、海外留学や海外で仕事をしたいと思っておらず、その理由としては、小・中・高校生の全てで

「語学の自信のなさ」が最も多くなっています。 

○ 社会のグローバル化が急速に進展する中、次世代の異文化理解や国際感覚を育む国際理解教育

の重要性が高まっています。 

○ また、国際的な視野を備え、将来的に世界を舞台に活躍する人材の育成が求められています。 

○ 一方で、学校現場ではその知識やノウハウが不足し、外国文化や人々に触れる機会も限られて

います。 

○ 将来、こどもたちがグローバル社会において活躍するために必要な実践的な英語力を身に付け

るには、４技能５領域（聞くこと・読むこと・話すこと［やり取り・発表］・書くこと）を総合的

に育成することが重要です。 

○ 国際的な視野を持ち、異文化や多様な価値観を尊重しながら他者と協働することができる人材

を育成するためには、国外の大学等との連携により、多様な交流活動等を促進する必要がありま

す。 

○ 様々な国の人々と交流することで、自らの可能性に気付き、能力や個性を伸ばすためにも、ス

ポーツを通じて次代を担う人材を育成する取組の推進が必要です。 

○ これまでに締結したスポーツに関する海外とのＭＯＵに基づき、各競技団体と連携しながら、

締結した国、地域とのスポーツを通じた相互交流を推進していくことが必要です。 

○ 九州において古くからどのような異文化交流があり、それがどのように日本の文化に影響した

のか理解を深める機会や手段が必要です。 

 

【施策の方向】 

○ 海外からの留学生や青年海外協力隊ＯＢ・ＯＧを講師に派遣し、講座を通じてこどもの国際理

解を促進します。また、学校教職員の関心を高め、国際理解教育の開催やノウハウ習得を支援す

ることで、教育実施の裾野を広げます。 

○ 友好提携地域との連携により、海外との交流に意欲的なこどもに対して、海外での学びや交流

の機会を提供することで、本県の将来を担い、幅広い視野を持った国際的に活躍する人材を育成

します。 

○ こどもの異文化理解を深め、国際感覚を高めるため、英語でのコミュニケーション等による異

なる文化背景をもつ人々と英語を通して触れ合う体験活動を推進します。 

○ ネイティブ英語教員の配置や英語以外の教科におけるイマージョン教育の実施、ＡＬＴの効果

的な活用等により、生徒の高度な英語力の育成を図ります。 

○ グローバル化に対応できる人材育成を推進するため、英語によるディベートやプレゼンテーシ

ョン等、英語を用いた活動を通して、コミュニケーション能力を育成するとともに、ＩＣＴを効

果的に活用する等、英語授業における指導方法の改善・充実を図ります。 
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○ 学校教職員の関心を高め、国際理解教育の開催やノウハウ習得を支援することで、教育実施の

裾野を広げます。 

○ 県が設立している三公立大学法人※において、異文化交流の機会を拡大し、国際的視野を持つ人

材を育成するため、アジアをはじめ世界の大学との学術交流、外国人留学生の受入れ等を促進し

ます。 

※三公立大学法人：公立大学法人九州歯科大学（北九州市）、公立大学法人福岡女子大学（福岡市）、公立大
学法人福岡県立大学（田川市）のこと。 

○ 競技力の向上、多様性の理解などに繋がる人材を育成するため、本県が国際交流を進める国、

地域とスポーツを通じた国際交流を行います。 

○ 本県で開催される国際大会や強化合宿等に参加する国内外の選手と県民との交流を促進します。 

○ こどもに、日本とアジア諸地域との文化交流の歴史を学ぶ機会を提供するため、九州国立博物

館において、高校生以下または 18歳未満の観覧料を無料としています。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
Stanford e-Fukuoka
プログラム 

高校生を対象に、米国スタンフォード大学が開発・運営す
る異文化理解教育プログラムを本県仕様にした英語による
教育プログラムをオンラインにより実施し、ハイレベルな
学びの機会を提供します。 

私学振興課 

２ 
高校生イングリッシ
ュ・キャンプ 

福岡女子大学において、県内外の女子高生を対象に、全英
語の授業、留学生との交流会等、大学内での１泊２日のキ
ャンプを実施し、異文化への理解を深めるとともに、留学
意欲の向上を図ります。 

青少年政策課 

３ 
英語教育における外
国人人材の活用 

英語を母国語とする青年を外国から招致し、小学校、中学
校、高等学校において英語学習のティームティーチングを
実施し、コミュニケーション能力を高めます。 

高校教育課 
義務教育課 

４ 
グローバル化に対応
した英語教育推進事
業 

小学校教員及び中学校・高等学校英語教員の英語力・指導
力を高めるとともに、小・中・高で一貫性のある英語教育
を実施し、英語力や英語で積極的にコミュニケーションを
図る態度を身に付けた人材を育成します。 

高校教育課 
義務教育課 

５ 
青少年国際理解促進
支援事業 

県内の小・中・高等学校等において、青年海外協力隊経験
者や留学生等が、自らの体験を紹介する講座を通じ、青少
年の異文化理解や国際感覚の醸成を図ります。 

国際政策課 

６ 
アジア太平洋こども
会議・イン福岡事業 

国際感覚あふれる青少年の育成と地域レベルでのアジア太
平洋諸国との相互理解及び国際交流を促進するため、ＮＰ
Ｏ法人アジア太平洋こども会議・イン福岡が派遣事業及び
招聘事業等を実施します。 

青少年政策課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

７ 
三公立大学法人に
おける異文化交流 

三公立大学法人において、海外大学との学術交流、外国人
留学生の受入れなどを促進し、異文化交流の機会拡大を図
ります。 

青少年政策課 

８ 
ハワイ州との食分
野での青少年交流
事業 

食や栄養学等を専攻する福岡県とハワイ州の学生を相互に
派遣し、両地域の「食」の強みを活かし、英語を用いた学
生の交流事業を行うことにより、若い世代の国際感覚を養
い、福岡県の食文化を世界に発信する国際人材を育成しま
す。 

国際交流課 

９ 

福岡県・バンコク
都アントレプレナ
ーシップ人財育成
事業 

スタートアップに関心のある福岡県とバンコク都の大学生
や社会人を相互に派遣し、経済発展や社会変革に貢献する
起業家精神（アントレプレナーシップ）を持つ人材を育成
します。 

国際交流課 

10 
スポーツを通じた
海外との交流の促
進 

競技力の向上、多様性の理解などに繋がる人材を育成する
ため、スポーツを通じた国際交流を行います。 

スポーツ企画課 

11 
ラグビーによる交
流の推進 

中学生の競技者を対象として異文化理解の促進やグローバ
ル人材の育成を目指した交流フェスタを開催します。 

スポーツ企画課 

12 

文化交流展（平常
展）の観覧料無料
化 
【Ⅱ３②に再掲】 

九州国立博物館において、これからを担うこどもに、日本
とアジア諸地域との文化交流の歴史を楽しく学ぶ機会を提
供するため、高校生以下または 18 歳未満の観覧料を無料と
しています。 

文化振興課九州国
立博物館・世界遺
産室 

13 
文化体験施設「あ
じっぱ」 
【Ⅱ８①に再掲】 

九州国立博物館において、日本と古くから交流のあったア
ジアやヨーロッパの国々の文化を五感で楽しむ体験型展示
室を設置しています。 

文化振興課九州国
立博物館・世界遺
産室 

14 
グローバル人財の
育成 
【Ⅱ５①に掲載】 

幼児から小中高生まで各年代に応じた、様々な国際交流や
海外体験の機会の提供について検討します。 

青少年育成課 
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６ こどもの新たなチャレンジの応援 

① 個性や能力を伸ばそうとするこどもの応援 

【現状と課題】 

○ グローバル化や超高齢社会・人口減少社会の到来・ＤＸの進展等、社会が大きく変化する中で、

困難な課題を解決に導くためには、既存の発想にとらわれず、課題に対して柔軟に向き合い、新

しい解決方法を考えてチャレンジしていくことが必要となります。 

 

【施策の方向】 

○ グローバル化、少子高齢化やＤＸ等が急激に進展する中で、これからの社会を支える意志と実

践力を持った気概のあるこどもを育てる教育の充実を図ります。 

○ 全ての学習活動において、本県独自の指導方法である「鍛ほめ福岡メソッド」を実践し、かつ全

てのこどもに対して、個々に応じた最適で主体的な学習活動となるよう「こども本位」の指導を

行い、学ぶ意欲や自尊感情、向上心、チャレンジ精神、勤勉性、困難に立ち向かう心等を育成しま

す。 

○ プログラミング的思考力を育成するため、小・中・高等学校の発達段階に応じたプログラミン

グ教育を推進します。また、幅広い分野で新たな価値を創出する資質・能力をこどもにバランス

よく身に付けることができるようＳＴＥＡＭ教育等の教科等横断的な学習を推進します。 

○ 科学技術等における次代を担う人材を育成する取組等を通じて、こどもたちが持つ多様で特色

ある能力や個性の伸長を図ります。 

○ 高い志を持って様々な社会課題などに向き合い、柔軟な発想を持って、多様な価値観を持った

人々と協働しながら、これらの解決にチャレンジするこどもを応援します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
未来をつくる高校生
チャレンジ 

チャレンジしたいことがある高校生（個人・グループ）に
対し、専門家のアドバイスや資金の援助を行い、高校生の
チャレンジ実現を応援します。 

青少年育成課 

２ 
次世代の科学技術を
担う人材育成事業 

科学技術に関するコンテストを実施し、「科学の甲子園」
及び「科学の甲子園ジュニア」などの全国大会で入賞でき
る能力を養うとともに、科学技術系人材の裾野を広げ、将
来、国際社会で活躍できる優秀な人材を育成します。 

高校教育課 
義務教育課 

３ 
高校生知の創造力育
成セミナー事業 

大学教授などをファシリテーターとした合宿セミナーにお
いて、知の最先端に触れ、自ら課題を設定し、科学的に熟
考し、熟議によって課題解決策を創造する力の育成を図り
ます。 

高校教育課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

４ 
「鍛ほめ福岡メソッ
ド」総合推進事業 

福岡県独自の指導方法「鍛ほめ福岡メソッド」の実践を
通して、こどもの学ぶ意欲や自尊感情、向上心やチャレ
ンジ精神、勤勉性や困難に立ち向かう心等を育成すると
ともに、その成果を県内に普及します。 

義務教育課 
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② 次世代のリーダーとなるこどもの応援 

【現状と課題】 

○ 急激に変化する社会の中で、こどもが自立的に自分の未来を切り拓いていくためには、高い志

と意欲をもって課題に向き合い、柔軟な発想を持って、多様な価値観を持った人々と協働しなが

ら課題を解決することが求められます。 

○ こどもが自ら課題を見つけ、学び、考え、判断して解決に向けて行動し、意見を表明できる力を

備えることにより、将来、地域をはじめ様々な場で活躍する人財を育成する必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ 世界や日本で活躍する一流の講師陣による教養、ビジネス、国際等、多様な分野の講義を行う

「日本の次世代リーダー養成塾」を開催します。 

○ 地域に縁のある各界の著名人等による講義や主体的な学びと成長、社会での活躍を促す体験活

動等からなる人財育成の取組を進めます。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
日本の次世代リーダ
ー養成塾 

豊かな経験と広い視野を持ち、世界で活躍できる能力を持
ったリーダーを育成するために、全国の高校生を対象に合
宿を実施します。教養、ビジネス、国際、各種演習など多
彩な講義を行います。 

青少年育成課 

２ 
未来の地域リーダー
育成プログラム 

市町村と協力し、中学生を対象に、地域に縁のある企業経
営者による講義やグループワークなどの将来地域のリーダ
ーとして活躍する人財を育成するプログラムを展開しま
す。 

青少年育成課 

３ 

人権が大切にされた
社会をめざす生徒の
リーダーシップ育成
事業 
【Ⅱ３③に掲載】 

県内市町村立中学校または県立学校に在籍する生徒及び教
員を対象に、ワークショップや意見交流・発表などで構成
する合宿型研修を実施し、人権問題の解決に向けた生徒の
人権リーダーシップの育成及び主体的学びを促す教員の指
導力向上を図ります。 

人権・同和教育
課 
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③ 次世代の競技者や芸術家の支援 

【現状と課題】 

○ 国の「第３期スポーツ基本計画」、「福岡県ＤＸ戦略」及び「福岡県スポーツ推進条例」におい

て、スポーツに関する科学的な知識の活用について明記されています。より効果的な強化事業の

実施に向けてＩＣＴを活用する必要があります。 

○ 福岡県タレント発掘事業の選考会参加者は近年、増加傾向にあります。しかし、参加者数は市

町村によって偏りが見られるため、より多くの小・中学生に本事業について周知する必要があり

ます。 

○  障がいのある選手が将来、トップアスリートとなり、国際大会等で活躍することは、県民に大

きな感動をもたらし、夢や希望を与えてくれることから、パラアスリートの発掘・育成を推進す

る必要があります。 

○ 過疎化や少子高齢化等の社会状況の変化により、文化芸術の担い手の減少が危惧されているた

め、芸術家や文化芸術活動を支える人材を目指すこどもたちを支援する取組が必要です。 

 

【施策の方向】 

○ デジタル技術を活用した先進的なトレーニング方法や戦術分析等を研究するとともに、アスリ

ートへの効果的な提供が可能な仕組みを構築します。 

○ 市町村教育委員会との連携を強化し、より多くの小・中学生に本事業について周知します。 

○ トップアスリートを目指す県内のジュニアアスリートに対して、競技力向上のための豊富な経

験を積むことができるよう支援します。 

○ 福岡県タレント発掘事業への参加者を拡大し、より多くの対象者の中から高い競技適性を有す

る人材の発掘を行います。また、そのノウハウを競技団体と共有することにより、競技適性に応

じた人材の発掘システムを構築し、競技力の向上に取り組みます。 

○ パラスポーツの優れた素質や潜在的な能力を持つ方を発掘・育成し、福岡から世界で活躍する

パラアスリートを継続的に輩出するため、競技団体等と連携し、「フクオカ・パラスター・プロジ

ェクト」に取り組みます。 

○ 美術家や音楽家、伝統芸能継承者等を目指すこどもたちに対して、文化芸術活動に触れる機会

を提供するとともに、育成から活動までを支援します。 

 

  



 

  122 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
福岡県タレント発掘
事業 

こどもたちがスポーツにふれあう機会や世界で活躍できる
機会を創ることを目的とし、自己の能力に気づいていない
こどもたちを「見つけ」「育てる」とともに自分にあった
競技を探し「活かす」ために３つのプログラムを実施しま
す。 

体育スポーツ健
康課 

２ 
ジュニアアスリート
育成事業 
【Ⅱ５①に再掲】 

県内の優秀な中・高校生アスリートの国内及び海外遠征に
要する経費等を支援します。 

体育スポーツ健
康課 

３ 
女性アスリート支援
事業 

女性アスリートの育成強化システムの確立を図るため、遠
征合宿や大会参加に係る経費を支援します。 

体育スポーツ健
康課 

４ 
ＩＣＴを活用した競
技者育成システムの
構築 

ジュニアアスリートに、より効果的で機能的な育成・強化
等を行うＩＣＴ環境を整備します。 

体育スポーツ健
康課 

５ 

福岡県パラスポーツ
タレント発掘・育成
事業 
【Ⅲ５①に掲載】 

パラスポーツの優れた素質や潜在的な能力を持つ方を発
掘・育成し、福岡から世界で活躍するパラアスリートの輩
出を目指します。 

スポーツ振興課 

６ 次世代音楽家の育成 

「アクロス福岡」において、プロのヴァイオリニストを目
指すこどもたちを対象としたセミナーの開催やセミナー卒
業生を対象としたステップアップの場である「アクロス弦
楽合奏団」の提供など、育成から活動の場の提供まで長期
にわたって若手芸術家を支援します。 
また広く県内において、こどもたちが、将来音楽家を志す
契機となるような体験機会を提供します。 

文化振興課 

７ 
若手芸術家の支援
（新進気鋭の芸術家
育成事業） 

県内在住又は県出身の若手芸術家を対象に、創作活動を行
うための経済的・環境的支援や発表機会を提供するほか、
新たな表彰制度を設立し、一層の飛躍を後押しします。 

文化振興課 
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④ 様々な分野で担い手となるこどもの応援 

【現状と課題】 

○ 福岡県の看護職の第７次需給見通しでは、県内の看護職はいまだ不足している状況です。また、

少子化の中、今後の看護職を担う人材を確保するには、看護職を志し、看護師等学校養成所へ進

学する学生を確保することが求められます。 

○ 介護の仕事は、社会的意義が大きく、やりがいのある仕事ですが、一方で、「きつい」、「大変」

といった画一的なマイナスイメージが定着し、人材参入の阻害要因となっています。 

○ 農林漁業を取り巻く情勢は、担い手の減少や高齢化の進行、気象災害などにより大きく変化し

ており、これからの変化に対応できる人材の育成が必要です。 

○ 建設業就業者に占める若年層の割合が低く、高齢化が進んでいることから、若者の担い手確保

を促進していく必要があります。 

○ 産業分野において、多くの中小企業が技術人材の不足を懸念しており、これからの時代の変化

にも対応できる担い手を育成する必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ 福岡県の中学校・高等学校に現職の看護職員を派遣し、看護職の仕事に関わる講話や簡単な実

技指導を行うことにより、学生の看護系学校・養成所への進学意欲を高めます。 

○ １日看護体験の中で施設見学や看護師の仕事を体験してもらい、高校生に看護職について理解

を深めてもらうことで、県内看護師等学校養成所への進学意欲を高めます。 

○ 関係団体・事業者等と連携して、小学生、中学生、高校生や保護者、教員を対象に、介護の仕事

に対する正しい理解の促進や魅力の発信に取り組みます。 

○ 農業大学校において、農業経営に必要な知識や技術を習得することにより、即戦力となる人材

を育成します。 

○ 林業従事者の経験年数に応じた研修を実施し、安全で効率的な作業を実践できる人材を育成し

ます。 

○ 水産高校生を対象に漁業現場研修を実施することで、県内漁業への就業を促進し、次世代を担

う人材の確保・育成を行います。 

○ 若者に、ＰＲ動画や魅力発信セミナーを通じて、建設産業の魅力を知る機会を提供します。 

○ ものづくり技能の重要性や素晴らしさを広く発信してものづくりへの関心を高め、技能者を目

指す動機付けを図ります。 

○ 県内の高等専門学校・工業高校等の学生向けの企業見学・出前授業を実施することにより、風

力発電メンテナンス技術者を育成します。 

○ 将来、県内の技術系企業で働く人材を生み出すため、小中学生・高校生・大学生等に対し、それ

ぞれの段階に応じて県内技術系企業の優れた技術、将来性を知る・学ぶ・体験する機会を増やす

人材育成事業を展開します。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

 

１ 
ふれあい看護体験事
業 

高校生に、希望する病院での１日看護体験（施設見学や看
護師の仕事を体験）をしてもらうことで、看護師等養成施
設への進学意欲を高める機会とします。（県看護協会への
補助事業） 

医療指導課医
師・看護職員確
保対策室 

２ 
みんなで話そう看護
の出前授業事業 

看護職の仕事やいのちの大切さなどの講話を通して、いの
ちの尊さへの理解を深めるとともに、看護師等養成施設へ
の進学意欲を高めます。（県看護協会への補助事業） 

医療指導課医
師・看護職員確
保対策室 

３ 
「介護の仕事」理解
促進事業 

「介護の仕事」に対する正しい理解の促進や、職業の選択
肢としての動機付けのため、介護事業者、学校と連携して
施設見学、就業体験などを行います。 

高齢者地域包括
ケア推進課介護
人材確保対策室 

４ 
福岡テクノロジー人
材創生塾 

進路選択期の県内中・高生を対象に、半導体分野や宇宙分
野の最先端技術の研究者や技術者から学ぶ教育プログラム
を実施し、将来、理系への進路や県内技術系企業を志望す
る人材を創出します。 

商工政策課技術
人材育成室 

５ 
｢福岡県 HACK -
Academia」の開催 

基本的なプログラミングの知識がある県内の大学生、高専
生、専門学校生を対象に、県内ＩＴ企業のエンジニアをコ
ーチに招き、エッジコンピューティング等の分野の実践的
な講座を開催します。 

新産業振興課 

６ 
未来のＩＴ人材の育
成 

小中高生を対象に、ＩＴ人材の育成に向けた体験ワークシ
ョップ等の機会の提供を図ります。 

新産業振興課 

７ 
農業大学校における
人材の育成 

農業大学校において、農業経営に必要な知識や技術を習得
することにより、即戦力となる人材を育成します。 

経営技術支援課
後継人材育成室 

８ 
農大就農支援・教育
体制強化費 

農業大学校においてＧＡＰの知識や実践力を身に付けた次
世代農業者の育成を図ります。 

経営技術支援課
後継人材育成室 

９ 林業従事者の育成 
林業従事者に対し、安全な伐採技術や崩れにくい作業道の
作設等の実践的な研修や労働安全研修を実施します。 

林業振興課 

10 
次世代における漁業
人財の育成 

水産高校生を対象に漁業現場研修を実施し、次世代を担う
人財を育成します。 

水産振興課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

11 

建設産業魅力発信事
業（建設産業魅力発
信・女性活躍セミナ
ー） 
【Ⅱ８③、Ⅳ２②、
Ⅳ５②に再掲】 

業界団体と連携し、若者に対して効果的に建設産業の魅力
を発信し、担い手確保を促進します。また、女性技術者の
様々な働き方、悩みを共有する場を設けることにより、女
性技術者のキャリアアップや技術・技能の向上につなげま
す。 

建築指導課 
県土整備企画課 

12 
ものづくり技能の継
承 

ものづくり技能の重要性や素晴らしさを、県民、特にこど
もに広く発信することで、ものづくりへの関心を持っても
らい、こどもが将来ものづくり技能者を目指す動機付けを
図ります。 

職業能力開発課 

13 
風力発電設備のメン
テナンスを行う技術
者の育成 

県内の高等専門学校・工業高校等の学生向けの企業見学・
出前授業を実施することにより、風車メンテナンス技術者
を育成します。 

総合政策課エネ
ルギー政策室 

14 
高等学校における
ＤＸ人材の育成 

あらゆる分野でデジタル技術を活用して社会に貢献できる
人材を育成します。 

高校教育課 

15 
情報・先端技術教育
の充実 

県内成長産業を支える人材育成に向け、中学校及び高等学
校における情報・先端技術教育の充実を検討します。 

高校教育課 
義務教育課 

16 
職業実践専門課程の
促進 

「職業実践専門課程」として国に認定された学科を設置す
る専門学校に対して企業等と共同で編成したカリキュラム
による職業実践教育に必要な経費等を助成し、企業等が求
める人材の育成を図ります。 

私学振興課 
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７ こどもの社会的自立を支える取組の推進 

① キャリア教育の推進 

【現状と課題】 

○ 社会人、職業人として生きていくためには、望ましい勤労観・職業観や基礎的・汎用的な能力を

身に付けるとともに、自己の適性を理解し、実践的で専門性の高い知識、技能を伸ばすことが重

要です。 

○ 社会に出て、安心して働くためには、基本的な労働法規や制度等について理解を深めることが

重要です。 

 

【施策の方向】 

○ 地元の企業・経済団体と連携した教育を通して、こどもの発達段階に応じた勤労観・職業観を

育み、自立した生き方を考えるようにするためのキャリア教育を推進します。 

○ 長期間のインターンシップや、ものづくりや先端技術に関する専門性の高い実践的な教育活動

を推進します。 

○ 自立した消費者として適切な意思決定を行い、責任ある消費行動をとることができるようにす

るため、学習指導要領に基づき、発達段階に応じて、多様な契約や消費者の権利と責任、消費者保

護の仕組みの理解、家計管理の重要性や金融等についての学習を行います。 

○ 大学生等を対象とした就業体験の実施など、県内のインターンシップの取組を推進します。 

○ 就業前の生徒（主に高等学校３年生）を対象に社会保険労務士を派遣して、講座を実施し、労働

法の基礎知識及び働くことの権利・義務に関する知識についての教育や情報提供を行います。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
高校生キャリア教育
推進事業 

高校生に適したインターンシップやジョブシャドウイング
などの就業体験を実施し、生徒のキャリア教育の充実を図
ります。 

高校教育課 

２ 
就業前労働講座 
【Ⅳ２②に再掲】 

就業前の生徒（主に高等学校３年生）を対象に社会保険労
務士を派遣して、講座を実施し、労働法の基礎知識及び働
くことの権利・義務に関する知識についての教育や情報提
供を行います。 

労働政策課 

３ 
高校生インターンシ
ップ 

私立高校生の県庁での職場体験活動を実施し、職業観・勤
労観を育成する取組を促進します。 

私学振興課 

４ 
大学生等向けインタ
ーンシップの推進 

大学生等を対象に県内企業や県庁におけるインターンシッ
プを推進し、自身の職業適性やキャリアについて考える機
会を提供することで、学生の職業観の育成を図ります。 

就業支援課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

５ 
金融リテラシー教育
の推進 
【Ⅳ１に再掲】 

県立高校生が金融リテラシーを身に付けられるよう、教材
の開発や外部人材を活用した授業を実施します。 

高校教育課 

６ 
県立工業高校産業人
材育成事業 

インターンシップの推進や企業人の招へい等により、高度
な技術や実践的なものづくり技能を持つ人材を育成しま
す。 

高校教育課 

７ 
専門高校における実
践的・専門的な人材
の育成 

ＳＫＢ（専門高校物産展）やものづくりコンテストの実施
及び資格取得・ＧＡＰ認証取得等の取組により、生徒の得
意技を磨き、実践的で専門的な職業人として地域の担い手
となる人材を育成します。 

高校教育課 

８ 
社会人講師の積極的
な活用 

産業界の実践に基づく知識や熟練した技術・技能を直接生
徒に指導する社会人講師を授業や特別活動などで積極的に
活用します。 

高校教育課 

９ 

警察職員による大学
生向けキャリア教育
支援講義（学生の職
業観・勤労観の形
成） 

対象大学において、県警の幹部職員が、学生に対し、県警
の取組や学生に身近な問題・トラブル等について講義を行
い、治安情勢や警察活動に対する学生の理解を深め、学生
の職業観・勤労観を形成します。 

警務課 

10 
高校生の県内技術系
企業への就職促進 

県内企業と学校をマッチングするコーディネーターを配置
し、優れた技術をもつ県内企業の魅力を教員に紹介するこ
とで生徒の進路選択の幅を広げ、県内企業への就職を促進
する。 

私学振興課 
高校教育課 
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② 就労支援の充実 

【現状と課題】 

○ 本県の有効求人倍率は 2020（令和２）年１月に 1.47 倍になるなど、雇用情勢の改善傾向が続い

てきたところですが、新型コロナウイルス感染症の影響により、2024（令和６）年７月の有効求人

倍率は 1.13 倍となり、県内で新型コロナウイルス感染症が発生する前の 1.47 倍と比べると、0.34

ポイント低下しています。 

○ 市町村やハローワーク等の関係機関と連携し、若年求職者へのきめ細かな支援を行い、就職活

動の促進を図る必要があります。 

○ 本県の新規学卒者の就職率は高い状況にありますが、卒業後、就職した者のうち、３年以内に

離職する割合は、中学卒、高校卒、大学卒のすべてにおいて全国平均よりも高くなっています。 

○ 農林漁業における新規就業者数は順調に推移していますが、人手不足による就業者の需要は高

まっており、継続した支援が必要です。 

 

【施策の方向】 

○ 若者一人一人の置かれた状況やニーズに応じた、きめ細かな就職支援を市町村やハローワーク

等の関係機関と連携し行います。 

○ 高校において、求人開拓や生徒面談等の支援強化を図るとともに、早期離職を防ぐためにも、

生徒のうちから必要な勤労観・職業観の育成を行います。また、新規高卒者就職面談会等の関係

機関と連携した取組を実施します。 

○ 農林漁業への就業希望者に対する相談・斡旋体制の強化など、産地の受入体制を整備し、新規

就業者の確保・定着を促進します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 資格等の取得向上 
各種認定資格や本県の技術認定制度である福岡県高等学校
職業教育技術認定制度による資格等の取得向上に努め、生
徒の知識・技術の向上を図ります。 

高校教育課 

２ 
中途退学者への情報
提供 

中途退学した生徒に対して、次の進路を支援するため、高
等学校卒業程度認定試験や高等学校、就職についての情報
を提供します。 

高校教育課 

３ 
若者の農林漁業への
参入と定着促進 

県内農林漁業への新規就業を希望する県内外の若者を対象
に、情報発信や相談会を行うことで、農林漁業への参入を
促進します。 

経営技術支援課
後継人材育成室 

４ 
若者の農林漁業参入
定着支援費 

求人者と求職者をつなぐ「福岡県農林漁業就業マッチング
センター」を活用し、就業斡旋を行い、意欲ある参入希望
者の就業を支援します。 

経営技術支援課
後継人材育成室 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

５ 
若者の農業参入定着
支援費 

就農希望者への情報発信や農業次世代人材投資資金の交付
等により、農外からの意欲ある参入者が就農・定着できる
よう支援し、新規就農者を確保します。 

経営技術支援課
後継人材育成室 

６ 
新規就農者育成強化
費 

就農前後の資金面の支援、機械・施設等の導入支援、就農
後のサポート体制構築支援を行います。 

経営技術支援課
後継人材育成室 

７ 
明日を担う漁業者の
育成 

新規漁業就業希望者への情報提供により、新規漁業就業者
を確保します。 

水産振興課 

８ 
福岡県介護福祉士等
修学資金貸付事業 

介護福祉士又は社会福祉士の養成及び確保に資するため、
介護福祉士・社会福祉士の養成施設に在学する者等に対し
修学資金の貸付を行います。 

高齢者地域包括
ケア推進課介護
人材確保対策室 

９ 
高校生みらい支援事
業 
【Ⅲ３①に掲載】 

県立高等学校に進路支援コーディネーターを配置し、生活
困窮世帯等の高校生に対して、進学や就職の支援を行いま
す。 

高校教育課 

10 

無業の若者に対する
職業的自立支援 
【Ⅳ２①に掲載、Ⅱ
７④、Ⅲ６③に再
掲】 

働くことに不安や悩みを抱える 15 歳から 49 歳までの方を
対象に、若者サポートステーションにおいて心理相談、グ
ループワーク、就労体験などを実施し、職業的自立を支援
します。また、ひきこもり等の長期無業者を対象に、メタ
バース空間を活用した支援を推進することでより多くの長
期無業者の就職や社会参加を実現します。 

就業支援課 

11 
若者就職支援センタ
ー事業 
【Ⅳ２①に掲載】 

おおむね 39 歳までの若者を対象に、個別就職相談をはじ
め、セミナーや合同会社説明会などを実施し、将来に向け
た進路選択や、その後の就職活動をきめ細かに支援するこ
とにより、円滑な就職を促進します。 

就業支援課 

12 
高等技術専門校等に
おける職業訓練・就
職支援 

新規学卒者や離転職者を対象に、高等技術専門校及び福岡
障害者職業能力開発校における施設内訓練や民間の教育訓
練機関等を活用した委託訓練を実施します。併せて、訓練
生への就職相談や就職指導、企業とのマッチング等を行い
就職を支援します。 

職業能力開発課 

13 

若まど（若者自立相
談窓口）の設置 
【Ⅱ７④に掲載、Ⅲ
６①、Ⅲ６③、Ⅳ２
①に再掲】 

若者の様々な悩みや不安をワンストップで受け付け、その
方の状況に合わせて適切な支援機関につなぐ相談体制を充
実します。 

青少年育成課 
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③ 高等教育の就学支援、高等教育の充実 

【現状と課題】 

○ 少子化の進行に伴い大学間競争が激化するなか、県が設立している三公立大学法人が地（知）

の拠点として、社会から高く評価されるためには、各大学の個性・特色を生かし、魅力ある大学を

つくることが求められます。 

○ 障がいをはじめ合理的な配慮を必要とする学生が、障がい等を理由に修学を断念することがな

いよう、修学機会を確保するための合理的な配慮が求められます。 

○ 成長分野をけん引する高度専門人材の不足や、諸外国に比べて特に女性の理工系入学者の割合

が低いことが指摘されるなか、多様な人材の活躍推進観点からも、女性の理工系人材の育成が求

められています。 

○ 県内の小・中・高校でワンヘルス教育が導入されている中、県内の大学においてもワンヘルス教育

の普及と活性化を図る必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ 県が設立している三公立大学法人において、特色ある人づくりに主眼を置いた中期目標を掲げ、

大学の個性・強みを生かした教育・研究を行い、地域社会の発展に貢献できる優秀な人材を育成

します。 

○ 県立三大学において、合理的な配慮を必要とする学生に対する支援体制の構築や大学施設の整備

など、学生が平等に学ぶことができる教育環境の整備を促進します。 

○ 福岡女子大学において、デジタル・グリーン等の成長分野で活躍できる女性の理工系人材を育成し

ます。 

○ 県内の大学がワンヘルス教育研究を推進しやすい環境を整備し、ワンヘルス教育の普及を図ります。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 

県立三大学授業料等
減免事業 
【Ⅲ３①、Ⅳ４②に
再掲】 

学ぶ意欲のある学生が経済的理由により修学を断念するこ
とがないよう、県立三大学が行う住民税非課税世帯および
多子世帯の学生を対象とした授業料及び入学金の減免に対
して助成します。 

青少年政策課 

２ 
県立三大学の特色あ
る人づくり 

県立三大学において、大学の個性・強みを生かした教育・
研究を行い、地域社会の発展に貢献できる優秀な人材を育
成します。 

青少年政策課 

３ 

県立三大学における
合理的な配慮を必要
とする学生の修学機
会の確保 

県立三大学において、学生寮の改修等、合理的な配慮を必
要とする学生の修学機会の確保を図ります。 

青少年政策課 

  



 

  131 

 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

４ 
福岡女子大学の学科
再編 

福岡女子大学において、国際文理学部環境科学科を再編
し、デジタル・グリーン等の成長分野で活躍できる女性
の理工系人材の育成を推進します。 

青少年政策課 

５ 
大学におけるワンヘ
ルス教育推進事業 

県内の大学におけるワンヘルス教育プログラムの導入を促進
し、ワンヘルス教育の普及を図ります。 

青少年政策課 
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④ 進路等相談体制の充実 

【現状と課題】 

○ 「青少年の意識・ニーズに関する調査」（2023（令和５）年度）では、小・中・高校生の約４割

は、何らかの悩みごとがあり、そのうち約２割は「誰にも相談しない」と回答しています。 

○ メールやＳＮＳは、青少年にとって身近なツールであることから、これらを活用することによ

る相談体制の充実が必要です。 

○ 学童期・思春期は、大人に向けての準備期間であり、心と身体の変化の著しい時期です。この時

期の保健対策は次世代の心と身体の健康づくりにつながるため、問題解決には十分に適切な対応

をとる必要があります。 

○ 様々な悩みや不安を抱える若者が、どの窓口に相談すべきかが分からず適切な機関につながっ

ていないことがあります。 

 

【施策の方向】 

○ 電話、メール、ＳＮＳ等、こどもの相談に係る多様な選択肢を用意し、様々な悩みに対する助言

を行います。 

○ 思春期の心と身体に関する相談に、電話や面接、メールにより対応します。 

○ 若者の様々な悩みや不安をワンストップで受け付け、その方の状況に合わせて適切な支援機関

につなぐ相談窓口を実施します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 

若まど（若者自立相
談窓口）の設置 
【Ⅱ７②、Ⅲ６①、
Ⅲ６③、Ⅳ２①に再
掲】 

若者の様々な悩みや不安をワンストップで受け付け、その
方の状況に合わせて適切な支援機関につなぐ相談体制を充
実します。 

青少年育成課 

２ 

あすばる相談支援事
業 

【Ⅲ７②に再掲】 

福岡県男女共同参画センター「あすばる」において、女
性、男性やＬＧＢＴＱの方などすべての方が抱える、心、
家族、暮らし等、広範多岐な悩みについて、電話等による
相談を実施し、相談者自身が問題解決に向けて自己選択、
自己決定していくよう支援します。 

男女共同参画推
進課 

３ 
ＳＮＳを活用した相
談体制整備 

相談業務に関する知識・経験を有する民間団体と連携した
事業者に業務を委託し、ＳＮＳによる相談窓口を運用する
ことにより、教育相談体制の強化を図ります。 

私学振興課 
高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育課 

４ 
子どもホットライン
２４相談事業 

児童生徒指導相談員を配置し、24 時間相談体制を整備しま
す。 

高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育課 

  



 

  133 

 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

５ 思春期相談 
精神保健福祉センター及び保健福祉（環境）事務所が実施
している思春期の心に関するこどもや保護者からの相談の
充実に努めます。 

健康増進課こころ
の健康づくり推進
室 

６ 
思春期の相談機関の
連携と知識の普及・
啓発 

精神保健福祉センターにおいて、思春期の相談に携わる職
員の相談技術の向上と相互連携を目的とした研修会を実施
し、思春期の心の問題に関する知識の普及と啓発に努めま
す。 

健康増進課こころ
の健康づくり推進
室 

７ 
心の健康づくり推進
事業 

精神保健福祉センター及び各保健福祉（環境）事務所にお
いて思春期精神保健相談を実施します。 

健康増進課こころ
の健康づくり推進
室 

８ 

無業の若者に対する
職業的自立支援 
【Ⅳ２①に掲載、Ⅱ
７②、Ⅲ６③に再
掲】 

働くことに不安や悩みを抱える 15 歳から 49 歳までの方を
対象に、若者サポートステーションにおいて心理相談、グ
ループワーク、就労体験などを実施し、職業的自立を支援
します。また、ひきこもり等の長期無業者を対象に、メタ
バース空間を活用した支援を推進することでより多くの長
期無業者の就職や社会参加を実現します。 

就業支援課 

９ 

ひきこもり対策推進
事業 
【Ⅲ６③に掲載、Ⅱ
９②に再掲】 

精神保健福祉センターに「ひきこもり地域支援センタ
ー」、筑豊及び筑後地域に「ひきこもり地域支援センター
サテライトオフィス」を設置し、ひきこもり支援のための
核となる機関として相談対応、関係者への研修及び連携会
議等を行います。 

健康増進課こころ
の健康づくり推進
室 

10 

プレコンセプション
ケアの推進 
【Ⅱ１①に掲載、Ⅱ
３④、Ⅳ１に再掲】 

「福岡県プレコンセプションケアセンター」を設置し、思
春期からの人々を対象に性と健康に関する正しい知識の発
信や相談対応を行います。 

子育て支援課 

11 

不登校・ひきこもり
サポートセンター事
業 
【Ⅲ６①に掲載、Ⅱ
９②、Ⅲ６③に再
掲】 

福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」に
おける不登校・ひきこもりのこども、保護者や学校関係者
等に対する専門的な相談等の支援の充実について検討しま
す。 

青少年政策課 

12 

学校外からのアプロ
ーチによるいじめ解
消に向けた支援 
【Ⅲ６②に掲載】 

いじめの相談窓口「福岡県いじめレスキューセンター」を
設置し、学校外の立場で、いじめに悩むこどもや保護者を
支援します。 

こども未来課 

  



 

  134 

 

８ 多様な遊びや体験活動、社会参画の推進 

① 遊びや体験活動の推進 

【現状と課題】 

○ 遊びや体験は、こどもの健やかな成長の原点であり、遊びや体験活動を通じて、こどもが自己

有用感、自己肯定感を高め、チャレンジ精神、コミュニケーション能力、他者への思いやり等を養

うことが必要です。 

○ こどもの生活において、異年齢の仲間や地域の大人との交流、生活体験・社会体験・自然体験な

どの減少が指摘されています。集団や社会、自然環境の中での経験を通して、こどもの思いやり

や規範意識、目的意識とともに、豊かな人間性や社会性などを育む必要があります。 

○ 福岡県内にある世界遺産について、小学生の頃から学ぶ機会を提供することが必要です。 

○ 異文化に直接触れる機会が少ないため、こどもが異文化を体験し楽しく学ぶ機会を提供するこ

とが必要です。 

○ お米の生産現場や田んぼの役割を知らないこどもが多くなっています。社会全体で取組を推進

していくことが必要です。 

○ 農林漁業体験や生産者との交流などを通して、こどもたちが主体的に農林水産業への理解を深

めることが必要です。 

○ 自然体験活動等、様々な体験活動を通して、こどもの豊かな感情、好奇心、思考力等の基礎が培

われることから、こどもが日常的に自然や生きもの、または地域の方々等と触れあえる環境づく

りが必要です。 

 

【施策の方向】 

○ 市町村やＮＰＯ、企業等の多様な主体と連携し、県内各地において、外遊びを含む遊びや、自然

体験、職業体験など多様な体験の機会が充実するよう取り組んでいきます。（未来子どもチャレン

ジ応援プロジェクト） 

○ 学校と地域が連携・協働した地域学校協働活動を推進し、地域人材の協力を得て、地域ぐるみ

でこどもを育てる環境を整えます。 

○ 福岡県内にある世界遺産について、オンライン講座の開催や小学生が理解しやすい内容のリー

フレットの作成・配布を通じて、学びの機会の提供や来訪促進を図ります。九州国立博物館内に

日本と古くから交流のあったアジアやヨーロッパの国々の文化を五感で楽しむ体験型展示室を設

置し、無料で体験できる機会を提供します。 

○ 小学生を対象に、農業用施設の見学や農業体験を通じ、農業や農村の持つ役割や重要性、多面

的機能について、理解を深めてもらうために「田んぼの学校」を実施します。 

○ 食や食を支える農林水産業に対する理解を深めてもらうために、農林漁業体験ツアーを実施し

ます。 

○ 自然観察会、植樹、キャンプ、登山、環境美化活動などに取り組む緑の少年団を支援します。福

岡県緑化センターによる「子ども緑の教室」の開催等、こどもたちに自然に触れ、緑の大切さを感
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じる機会を提供します。 

○ こどもたちが地域の中で楽しみながら自主的に取り組む環境学習・保全活動や自然体験活動を

支援し、広げていきます。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
折り紙ヒコーキ大会
の開催 
【Ⅱ３②に再掲】 

地域を越えて小学生が交流し、創意工夫しながら切磋琢磨
する体験となる折り紙ヒコーキ大会を開催します。 

青少年育成課 

２ 
市町村等体験活動支
援事業 
【Ⅱ３②に再掲】 

青少年育成に取り組む自治会や企業等の多様な主体ととも
に連携して体験活動を実施する市町村を支援します。 

青少年育成課 

３ 
企業による体験活動
支援事業 
【Ⅱ３②に再掲】 

体験活動を提供する企業を開拓し、企業による体験活動を
直接こどもにつなげる体制を構築します。 

青少年育成課 

４ 
体験活動スタッフの
養成 
【Ⅱ３②に再掲】 

体験活動の運営サポートや企画ができる人材を養成しま
す。 

青少年育成課 

５ 
青少年育成県民運動
の推進 
【Ⅱ３②に再掲】 

国や県の施策に呼応して総合的な県民運動を展開し、青少
年の健全育成に寄与することを目的として事業を実施して
いる福岡県青少年育成県民会議に対する助成を行い、将来
を担う青少年の健全育成を行います。 

青少年育成課 

６ 
青少年団体活動の強
化推進 
【Ⅱ３②に再掲】 

青少年団体相互の連絡提携を図るとともに、青少年の健全
育成に寄与する目的で青年リーダーやジュニアリーダー養
成事業を実施している福岡県青少年団体連絡協議会に対し
て助成を行います。 

青少年育成課 

７ 
夏休み子ども企画展 
【Ⅱ３②に再掲】 

主に小学生を対象とした体験活動の機会とともに、福岡県
のことを学び、理解を深めていただくためのパネル展を実
施します。 

青少年育成課 

８ 
成長段階に応じた体
験活動の提供 
【Ⅱ３②に再掲】 

こどもたちの成長段階に応じ、主体的・対話的で深い学び
の場を通じた思考力、判断力、社会性の習得や職業観の形
成、及び自己の考えを広げ深めるための体験活動や交流会
について検討します。 

青少年育成課 

９ 
体験活動情報の一元
的な提供 
【Ⅱ３②に再掲】 

こどもたちの成長段階に応じた体験活動についての情報を
一元化して提供するプラットフォームを構築するととも
に、体験活動による効果を可視化し発信する仕組みについ
て検討します。 

青少年育成課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

10 

地域学校協働活動の
推進 
【Ⅳ６①に掲載、Ⅱ
９①に再掲】 

学校と地域が連携・協働した地域学校協働活動（学校支
援・学習支援・体験活動）を推進し、地域人材の協力を得
て、地域ぐるみでこどもを育てる体制を整えるとともに、
教師の働き方改革を推進し、教師がこどもと向き合う時間
を確保します。また、放課後等における学習支援・体験活
動の実施による、安全安心な放課後の居場所づくりと子育
て世代の働きやすい環境づくりを推進します。 

社会教育課 

11 
自立と協働を学ぶ体
験活動推進事業 
【Ⅱ３②に再掲】 

県立中学校・中等教育学校の第 1 学年を対象に集団体験活
動を実施し、多様な体験活動を通して、自立と協働の精神
を育成するとともに、自己存在感や規範意識を醸成し、夢
や志を持って学校生活を送ることができる生徒を育成しま
す。 

高校教育課 

12 
地域におけるこども
の体験活動の支援 
【Ⅳ６①に再掲】 

こどもの生きる力を育むため、生活体験、社会体験、学習
活動などの地域活動の推進や、家庭・地域の教育力の向上
を図る地域活動指導員を配置する市町村を支援します。 

社会教育課 

13 

自立と社会参加に向
けた体験学習推進事
業 
【Ⅲ５②に再掲】 

県立特別支援学校に在籍する児童生徒に対し、障がいの種
類や状態等に応じた多様な体験学習を実施することで、各
教科における学習内容の理解を深めます。 

特別支援教育課 

14 
明治日本の産業革命
遺産 世界遺産キッ
ズアカデミー 

世界遺産の構成資産が所在する北九州市、大牟田市、中間
市の小学生を対象とした世界遺産を学ぶオンライン連続講
座で、各こどもから地元の資産を紹介する発表会等も実施
します。 

文化振興課九州
国立博物館・世
界遺産室 

15 

「神宿る島」宗像・
沖ノ島と関連遺産群 
世界遺産楽習帳を活
用した小中学生向け
学習プログラム 

“楽しみながら遺産群を学べる”ことをテーマとして制作
した「世界遺産楽習帳（地理歴史編・海の環境学習編）」
を宗像・福津市内の小学生や遺産群を来訪する小中学生に
配布し、学びの機会の提供や来訪促進を図ります。 

文化振興課九州
国立博物館・世
界遺産室 

16 
ふくおか水辺の安全
講座 

小学３年生～中学３年生を対象に、川の危険性や危険個所
等を学ぶほか、自然環境の中での川遊びやロープを使った
レスキュー方法を体験する事で、川に対する危機管理意識
を高め、水難事故の防止を図ります。 

河川整備課 

17 
中山間ふるさと水と
土保全対策事業（田
んぼの学校） 

小学生を対象に、農業用施設の見学や農業体験を通じ、農
業や農村の持つ役割や重要性、多面的機能について、理解
を深めてもらうために「田んぼの学校」を実施します。 

農山漁村振興課 

18 森林環境教育の実施 
小学生に体験活動等を通して森林に親しんでもらい、森林
の働きや大切さについて学んでもらいます。 

林業振興課 

19 緑の少年団の育成 
緑の少年団交流集会を年１回開催し、活動発表、自然に関
する学習活動・レクリエーション活動を行います。 

林業振興課 

20 農林漁業体験の推進 
本県農林水産業・農山漁村への理解向上を図るため、ふく
おか地産地消応援ファミリーを対象とした農林漁業体験ツ
アーを実施します。 

食の安全・地産
地消課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

21 
こどもエコクラブ活
動の促進 

幼児から高校生までを対象としたこどもエコクラブの活
動を促進し、こどもたちが自発的、継続的に環境学習、
環境活動を行う機会を提供します。 

環境政策課 

22 
文化体験施設「あじ
っぱ」 
【Ⅱ５②に掲載】 

九州国立博物館において、日本と古くから交流のあった
アジアやヨーロッパの国々の文化を五感で楽しむ体験型
展示室を設置しています。 

文化振興課九州国
立博物館・世界遺
産室 

  



 

  138 

 

② 社会参画の推進 

【現状と課題】 

○ こども基本法においては、こども施策が行われるに当たっての基本理念として、全てのこども

について「多様な社会活動に参画する機会が確保されること」が掲げられており、こどもの社会

参画と意見反映を車の両輪として進めていくことが求められています。こどもが意見を持つため

の様々な支援を行い、社会づくりに参画できる機会を保障することが重要です。 

○ 社会や地域に関心を持ち、地域活動や福祉活動等のボランティア活動を通じて社会の構成員と

して様々な分野で貢献する若者の育成が求められます。 

○ 社会教育活動の充実を図るために、社会教育関係団体の支援、連携を推進する取組が必要です。 

○ 県民の納税意識の向上を図る観点から、様々な広報活動（租税教室など）を実施し、税に関する

正しい知識と理解を深めることが必要です。 

○ 若者が政治、選挙を身近なものと感じ、選挙の大切さを知ってもらえるよう啓発が必要です。 

○ 環境と経済の好循環を実現する持続可能な社会の構築に向け、こどもが自ら環境について考え

て行動し、よりよい環境を将来へ引き継いでいくことが重要です。 

 

【施策の方向】 

○ ボランティアの活動促進等を目的とした「ふくおか“きずな”フェスティバル」の開催や、ボラ

ンティア団体等の活動に対する助成により住民参加型の地域活動の促進を図ります。 

○ 社会教育関係団体への支援、連携を強化します。 

○ 国、地方自治体、教育機関及び税務関係民間団体が相互に話し合い、協力して、児童生徒等に対

する租税教育を推進します。 

○ 若者が積極的に選挙に参加するための啓発を引き続き進めます。 

○ 主権者としての自覚に基づく積極的な政治参加の意思や態度を育むため、学習指導要領に基づ

き、発達段階に応じて、政治参加の重要性や選挙の意義等についての学習を行います。 

○ 県民、事業者、ＮＰＯ・民間団体等、多様な主体との協働により、脱炭素社会、循環型社会、自

然共生社会の実現に向けて、次世代を担うこどもたちへ、省エネルギー・省資源の取組などの環

境教育を進めていきます。 

○ こどもが生物多様性の重要性を認識し、暮らしの中で生物多様性に配慮した行動を選択できる

よう普及・啓発を進めます。 

  



 

  139 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
社会教育指導者の育
成 

社会教育関係団体の指導者等を対象に、社会教育の推進に必
要な知識・技術を習得させ、指導者の養成を図ります。 

社会教育課 

２ 
ボランティア活動支
援事業 

ボランティア団体等の活動支援のための助成、及び「ふくお
か”きずな”フェスティバル」の開催を行います。（県社会
福祉協議会への補助事業） 

福祉総務課 

３ 
ボランティア振興事
業 

福祉教育セミナーの開催など福祉教育推進事業、地域共生社
会づくりのための市町村社協活動支援事業、及び広報紙「ふ
くおかのふくし」発行など広報・啓発事業を行います。（県
社会福祉協議会への補助事業） 

福祉総務課 

４ 税務広報 
県民の納税意識の向上を図る観点から、様々な広報活動を実
施します（租税教室の実施など）。 

税務課 

５ 
若年層向け選挙啓発
事業 

若年層が政治に関心を持ち、選挙に積極的に参加するよう、
啓発を行います。 

行財政支援課 

６ 
地域における環境活
動の促進 

地球温暖化対策、３Ｒの推進、自然共生分野に関して、地域
の実情に応じた事業を実施し、こどもたちを含めた地域住民
や事業所の環境意識の醸成を図り、地域の環境活動を促進す
るため、研修会や自然観察会などを開催します。 

環境政策課 

７ 
生物多様性保全推進
事業 

生物多様性に関する情報を一元的に発信・提供する「生物多
様性情報総合プラットフォーム（ホームページ）」等で普
及・啓発を行います。 

自然環境課 
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③ こどもの可能性を広げていくための男女共同参画の推進 

【現状と課題】 

○ 社会のあらゆる分野で、性別にかかわらず誰もが個性と能力を十分に発揮できる社会を実現す

るため、家庭、学校、地域、職場等におけるジェンダー平等・男女共同参画の推進が必要です。 

○ 男女がともに働き方・暮らし方の変革を進めていく上で、固定的な性別役割分担意識や無意識

の思い込み（アンコンシャス・バイアス）が大きな障壁となっています。 

○ 固定的な性別役割分担意識は着実に解消に向かっていますが、未だ「男は仕事、女は家庭」とい

った固定的な性別役割分担意識が存在しています。こうした意識が、若者の進路選択（例えば、女

子生徒の理工系選択が少ないこと）にも影響を与えているとされています。 

○ 性的少数者が、周囲の心ない好奇の目にさらされるなど、社会生活の中で、性的指向や性自認

を理由とした偏見や差別があります。これを踏まえ、性的指向及び性自認の多様性に関する理解

を深めるための取組が必要です。 

 

【施策の方向】 

○ ジェンダー平等・男女共同参画への理解を促進するため、啓発・教育の充実を図ります。 

○ ジェンダー平等・男女共同参画と人権尊重の理念に基づく学校教育を進めるとともに、キャリ

ア教育・進路指導において固定的な性別役割分担意識にとらわれず、誰もが主体的に進路を選択

できるよう進路指導の充実を図ります。 

○ 若者が固定的な性別役割分担意識にとらわれず、柔軟な発想と幅広い視野で将来のキャリアを

考えられるよう、様々な職域やキャリアを知り、関心を高めるための機会を提供します。 

○ 地域社会や職場において、性の多様性に関する正しい理解と認識を深めるため、庁内関係課や

企業、支援団体等と連携し、講演会や研修の開催、啓発資料の配布など様々な手法による啓発を

推進します。 

○ 双方又は一方が性的少数者であるカップルのための「パートナーシップ宣誓制度」を推進しま

す。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
高校生×ジェンダー
平等ワークショップ 
【Ⅳ１に再掲】 

若者のジェンダー平等への理解を促進するため、高校生等を
対象としたワークショップを開催し、その成果を福岡県ジェ
ンダー平等フォーラム等で発信します。 

男女共同参画推
進課 

２ 
男女共同参画教育の
推進 

児童生徒の発達段階に応じて、男女の平等や相互の理解、男
女が共同して社会に参画することの重要性、各人の生き方、
能力、適性を考え、性別にとらわれず主体的に進路を選択す
ることの重要性について指導を推進します。 

高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

３ 
女子中高生のための
キャリアデザイン応
援 

女子中高生などの若者が、柔軟な発想と幅広い視野で将来の
キャリアを考えられるよう、様々な分野で活躍する女性ロー
ルモデルによるトークイベント等を開催します。 

女性活躍推進課 

４ 
未来の女性医師発掘
事業 
【Ⅳ５②に掲載】 

県内高等学校に女性医師を講師として派遣する出前講座の実
施や女子高校生が女性医師と交流できる機会を提供すること
で、主に女子高校生の医学部への進学意欲を高め、医師を将
来の職業の選択肢としてもらい、医療施設における医師の確
保につなげます。 

医療指導課医
師・看護職員確
保対策室 

５ 

建設産業魅力発信事
業（建設産業魅力発
信・女性活躍セミナ
ー） 
【Ⅱ６④に掲載、Ⅳ
２②、Ⅳ５②に再
掲】 

業界団体と連携し、若者に対して効果的に建設産業の魅力を
発信し、担い手確保を促進します。また、女性技術者の様々
な働き方、悩みを共有する場を設けることにより、女性技術
者のキャリアアップや技術・技能の向上につなげます。 

建築指導課 
県土整備企画課 

６ 

性の多様性に関する
理解促進事業 
【Ⅱ３③、Ⅲ７②に
再掲】 

性の多様性に関する正しい理解と認識を深めるための啓発を
行います。 

人権・同和対策
局調整課 

７ 
パートナーシップ宣
誓制度 
【Ⅲ７②に再掲】 

双方又は一方が性的少数者のカップルが、日常生活において
相互に協力し合い、人生を共にすることを県に宣誓し、県が
「パートナーシップ宣誓書受領証カード」を交付します。 

人権・同和対策
局調整課 
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９ 居場所づくりの推進 

■ 2023（令和５）年 12 月に国が定めた「こどもの居場所づくりに関する指針」において、こども

の「居場所」とは、こどもが過ごす場所・時間・人との関係性全てであるとされています。 

■ 地域コミュニティの変化、こどもに関する課題の複雑化、社会の価値観の多様化などが進む中、

全てのこどもが自己肯定感を高めながら、幸せな状態で、健やかに成長できるよう、こどもの居

場所づくりを進めることが必要です。 

■ 指針において、居場所は、物理的な「場」だけでなく、遊びや体験活動、オンライン空間といっ

た多様な形態をとり得るものとされており、こども本人が居場所と感じるかが重要とされていま

す。そのため、こどもの視点に立って、その声を聞きながら、こどもの居場所づくりを進めること

が重要です。 

① 全てのこどもの健やかな成長につなげる居場所づくり 

【現状と課題】 

○ こどもの居場所づくりに当たっては、市町村が民間団体・機関と連携しながら計画的に推進し、

県は、市町村の取組を支えながら、広域的なこどもの居場所づくりの環境整備を行うことが求め

られています。 

○ ＮＰＯや地域のボランティアが行うこども食堂は、2024（令和６）年９月現在で 443 箇所と、

2018（平成 30）年の 90箇所から約５倍に増加しており、貧困対策にとどまらず、学年を超えた学

びの場や幅広い世代の地域交流の場など、こどもたちの未来につながる大切な居場所となってい

ます。その安定的・継続的な活動のためには、運営資金やスタッフ、食材、開催場所、物資保管場

所の確保が重要です。 

○ 「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）では、学校や家庭以外でこ

どもの居場所として必要と思う場として、「公園やプレーパークなど、全てのこどもを対象とした

外遊びの場」（48.3％）、「教育支援センター（適応指導教室）やフリースクールなど、学校に居場

所がないこどもたちを対象とした場」（39.0％）、「図書館や公民館、児童館など、全てのこどもを

対象とした公共の施設」（33.9％）など、多様な場があげられています。 

 

【施策の方向】 

○ 全てのこどもが居場所につながることができるよう情報提供を行うとともに、市町村や企業・

団体等と連携し、こどもの意見を聞きながら、こどもの視点に立った居場所づくりを進めます。 

○ こども食堂の活動がすべてのこどもの身近な場所で行われ、安定・継続して活動できるよう、

市町村や企業・団体などとともに支援するネットワークづくりを進めるとともに、市町村や民間

団体と連携した支援を行います。 

○ 多くのこどもの居場所となっている公園、児童館、隣保館、学習支援の場など、地域にある多様

な居場所、子ども会やスポーツ少年団などの遊びや体験活動、公民館や図書館などの社会教育施

設などについて、こどもの様々なニーズや状況に応じてより良い居場所となるよう取り組みます。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
こどもの居場所に関
する情報提供 

こどもが必要とする居場所につながることができるよう、
県ホームページ等でこどもの居場所に関する情報を発信し
ます。 

こども未来課 

２ 

こども食堂ネットワ
ーク支援 
【Ⅲ３②、Ⅳ６①に
再掲】 

こども食堂と市町村との関係づくりにより、支援が必要な
こどものセーフティネットを構築するとともに、こども食
堂が地域で安定して運営できるよう、こども食堂の地域レ
ベルのネットワーク化を促進します。 

こども未来課 

３ 
こども食堂応援プロ
ジェクト 

クラウドファンディングでのふるさと納税等を活用して募
集した寄附金を財源に、民間団体と連携し、県産食材をこ
ども食堂に届け、こどもに食事を提供します。 

こども未来課 

４ 
フードバンク活動の
普及・啓発 
【Ⅲ３②に掲載】 

市町村や関係機関、フードバンクと連携し、こども食堂な
どの民間支援団体が、企業から無償提供された食品等を生
活困窮世帯のこどもたちに提供するフードバンクの取組の
普及・啓発を図ります。 

こども未来課 
循環型社会推進
課 

５ 

公益財団法人福岡県
スポーツ協会補助金
（福岡県スポーツ少
年団交流会助成事
業） 

地域交流の促進や九州ブロック・全国大会等への指導者・
団員の参加経費を補助することにより、スポーツ少年団の
育成及び活動活性化を図り、スポーツを通した地域社会に
おけるこどもの居場所づくりにつなげます。 

スポーツ振興課 

６ 
隣保館運営費等補助
金 

市町村が設置する隣保館が、地域社会全体の中で福祉の向
上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれたコミュニテ
ィセンターとして、生活上の各種相談事業や人権課題の解
決のための各種事業を総合的に行うための運営費等に対
し、国及び県が補助を行います。 

人権・同和対策
局調整課 

７ 
地方改善施設整備費
補助金 

市町村が設置する隣保館の施設整備事業に対する補助を行
います。 

人権・同和対策
局調整課 

８ 

地域学校協働活動の
推進 
【Ⅳ６①に掲載、Ⅱ
８①に再掲】 

学校と地域が連携・協働した地域学校協働活動（学校支
援・学習支援・体験活動）を推進し、地域人材の協力を得
て、地域ぐるみでこどもを育てる体制を整えるとともに、
教師の働き方改革を推進し、教師がこどもと向き合う時間
を確保します。また、放課後等における学習支援・体験活
動の実施による、安全安心な放課後の居場所づくりと子育
て世代の働きやすい環境づくりを推進します。 

社会教育課 

９ 
児童館・児童センタ
ー 
【Ⅳ６①に掲載】 

こどもに健全な遊びを提供して、その健康を増進し、情操
を豊かにするための児童館を整備する市町村等を支援しま
す。 

子育て支援課 
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② 様々なニーズや個々の状況に応じたこどもの居場所づくり 

【現状と課題】 

○ 不登校やひきこもり、児童虐待など、様々な困難を抱えるこどもが増加する中、居場所がない

ことは人とのつながりが失われ、孤独・孤立の問題と深く関係する重大な問題です。また、厳しい

環境で育つこどもは、居場所を持ちにくく、失いやすいと考えられることから、こうした様々な

ニーズや個々の状況にきめ細かに対応した居場所づくりが必要です。 

○ 共働き家庭の増加等に伴い、放課後児童クラブの利用児童数は年々増加しており、保育所等の

利用時からの環境の変化により共働き家庭等が直面する「小 1 の壁」を打破し、待機児童を解消

するためには、放課後児童クラブのさらなる受け皿整備が必要です。また、全ての就学児童が放

課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができる居場所づくりも必要です。 

 

【施策の方向】 

○ こどもが安全で安心して過ごせる居場所を身近な地域で切れ目なく持つことができるよう、市

町村や企業・団体等と連携しながら、家庭や学校に居場所がないこどもなど、一人一人の状況に

寄り添って、必要な支援を行う居場所づくりを進めます。また、市町村が地域の状況に応じて実

施するこどもの居場所づくりの取組を支援します。 

○ 市町村が行う放課後児童クラブの整備や運営を支援するとともに、放課後児童支援員等の確保

と処遇改善、資質の向上に取り組みます。また、放課後子供教室との連携など、地域の実情に応じ

た放課後等のこどもの居場所づくりを支援します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 

養育環境等に課題を
抱えるこどもの居場
所づくり（児童育成
支援拠点事業） 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない
こども等に居場所となる場を開設し、こどもとその家庭
が抱える多様な課題に応じた支援を行う市町村に対し、
施設の運営に必要な経費の助成を行います。 

こども未来課 

２ 

こどもの社会的自立
に向けた居場所づく
り 
【Ⅲ６①に掲載】 

不登校児童生徒が、豊かな自然環境の中でのびのびと過
ごすことができる場所を整備し、こどもの社会的自立に
つなげるための支援に取り組みます。 

社会教育課 

３ 

虐待等により居場所
がないこども・若者
への支援 
【Ⅱ４④、Ⅲ１③に
再掲】 

虐待や貧困などの様々な事情により家庭等に居場所がな
いこどもや若者が、一時的に必要な支援を受けることが
できる安全な居場所の確保を検討します。 

こども福祉課 

４ 
社会的養護自立支援
拠点の設置 
【Ⅲ２③に掲載】 

児童福祉や法律などの専門スキルを持つスタッフが、施
設等に入所中から退所後まで一貫した相談支援、生活支
援、就業支援等を行うことにより、地域生活及び自立を
支援するとともに、退所したこどもたちが集い、意見交
換や情報交換等を行うことができる場を提供します。 

こども福祉課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

５ 

市町村等が運営す
る日本語教室の支
援（日本語教育環
境整備事業） 
【Ⅲ７③に掲載】 

在留外国人の日本語学習の場にとどまらず、地域住民と
の交流の場ともなる日本語教室への支援を行い、外国人
の親等の居場所づくりにつなげます。 

国際政策課 

６ 
フリースクールへ
の支援 
【Ⅲ６①に掲載】 

不登校児童生徒の受け皿となっているフリースクールの
活動を支援するため、一定の財政支援を行います。 

私学振興課 

７ 

生活困窮世帯のこ
どもに対する学
習・生活支援 
【Ⅲ３①に掲載、
Ⅲ３②に再掲】 

生活困窮世帯のこども（小中学生）を対象に、大学生、
教員ＯＢなどの支援員が、町村の施設において、学習支
援及び生活習慣改善支援等を実施します。 

こども未来課 

８ 
学習支援事業参加
者への食品の提供 
【Ⅲ３②に掲載】 

企業から無償提供された食品等を、地域の団体が運営す
る学習支援事業等に参加するこどもたちに提供します。 

こども未来課 

９ 
自殺予防ＳＮＳ相
談事業 
【Ⅲ６④に掲載】 

若年層及び女性の自殺者数の増加を抑制するため、自殺
予防ＳＮＳ相談を実施します。 

健康増進課こころの
健康づくり推進室 

10 

不登校・ひきこも
りサポートセンタ
ー事業 
【Ⅲ６①に掲載、
Ⅱ７④、Ⅲ６③に
再掲】 

福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」
における不登校・ひきこもりのこども、保護者や学校関
係者等に対する専門的な相談等の支援の充実について検
討します。 

青少年政策課 

11 

ひきこもり対策推
進事業 
【Ⅲ６③に掲載、
Ⅱ７④に再掲】 

精神保健福祉センターに「ひきこもり地域支援センタ
ー」、筑豊及び筑後地域に「ひきこもり地域支援センタ
ーサテライトオフィス」を設置し、ひきこもり支援のた
めの核となる機関として相談対応、関係者への研修及び
連携会議等を行います。 

健康増進課こころの
健康づくり推進室 

12 

メタバースを活用
した居場所づくり
事業 
【Ⅲ６④に掲載】 

インターネット上にメタバースを活用した居場所「おい
でよ きもちかたりあう広場」を設置し、孤独・孤立の
気持ちを抱える若年層を対象としたレクリエーション等
を実施します。 

健康増進課こころの
健康づくり推進室 

13 
放課後児童クラブ
の運営支援 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校のこども
を放課後や夏休み等の長期休暇に小学校の余裕教室等で
預かり、適切な遊びや生活の場を提供します。市町村と
連携し、地域のニーズに応じた施設の整備を進めるとと
もに、障がい児の受入の促進等、地域の実情に応じた運
営を支援します。 

こども未来課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

14 
放課後児童支援員
の確保 

放課後児童支援員として必要となる知識及び技能を習得
するための研修の実施や、放課後児童クラブに就職を希
望する方への相談・斡旋等による就職支援について検討
します。 

こども未来課 

15 
放課後児童支援員
の質の充実 

放課後児童支援員のスキルアップのための研修などによ
り、支援員の質の充実を図ります。 

こども未来課 

16 
放課後児童支援員
等の処遇改善 

勤続年数や研修履修実績等に応じた放課後児童支援員等
の処遇改善を行う市町村に対して、その費用の一部を助
成します。 

こども未来課 

17 
放課後児童クラブ
利用料の減免支援 

生活保護世帯等のこどもが放課後児童クラブを利用しや
すい環境づくりを促進するため、市町村が実施する生活
保護世帯等に対する放課後児童クラブの利用料減免に要
する経費の一部を助成します。 

こども未来課 
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柱Ⅲ きめ細かな対応が必要なこどもへの支援 

１ 児童虐待の予防・防止 

① 児童相談所の相談体制の強化 

【現状と課題】 

○ 虐待は、こどもの権利を著しく侵害し、その心身の成長及び人格の形成に重大な影響を与える

行為であり、何人も決してこれを行ってはならず、許してはなりません。 

○ しかし、児童虐待相談対応件数（政令市除く。）は、近年、高い水準で推移し、2023（令和５）

年度は 7,547 件と過去最多となっており、また、複雑・困難なケースも増加しています。 

○ 一時保護件数（政令市除く。）は、2019（令和元）年度以降 2,000 件を超えて推移しており、2023

（令和５）年度は過去最高の 2,480 件となりました。 

○ 児童虐待の早期発見やこどもの適切な保護を行うためには、児童相談所の体制強化や専門性の

向上などに向けた取組が必要です。 

 

【施策の方向】 

○ こどもや家庭への専門的な支援や虐待を受けたこどもの安全確保など、児童相談所が担うべき

業務を円滑に行えるよう、職員の計画的な増員や組織の見直し等により、児童相談所の体制を強

化します。 

○ 児童福祉司等に対し、課題を抱える家族への接し方や支援に係る研修、虐待の兆候に気付きに

くいケースを想定した演習等を実施し、児童虐待事案の複雑・困難化に対応できるよう、専門性

の向上を図ります。 

○ 児童相談所及び一時保護所の運営について、児童福祉の専門家等の外部有識者による第三者評

価を実施し、業務の質の向上を図ります。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
児童相談所の職員体
制の充実 

児童相談所管内人口に応じた職員配置や虐待対応件数に応じ
た加算、里親支援担当職員の配置など児童福祉法施行令で示
された配置基準を踏まえ、児童福祉司及び児童心理司を計画
的に増員し、職員体制の充実を図ります。 

こども福祉課 

２ 
児童相談所の職員研
修の充実 

相談業務に携わる職員を対象とした、こどもの保護や家族援
助を適切に行うための専門的な研修や、こどもの権利擁護に
関する職員の意識や援助技術の向上などを目的とした研修を
実施します。 

こども福祉課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

３ 法的対応機能の整備 

こどもの安全確保や虐待を行う保護者への指導などにあた
り、児童相談所が法的知見を踏まえた的確かつ迅速な対応が
できるよう、児童相談所への弁護士の常勤配置などにより、
法的対応機能の維持・向上を図ります。 

こども福祉課 

４ 
医学的対応機能の整
備 

虐待を受けたこどもへの心理的ケアや一時保護中のこどもの
ヘルスケア、保護者への指導などにあたり、医学的知見に基
づく診断や対応ができるよう、児童相談所に医師及び保健師
を配置します。 

こども福祉課 

５ 
24 時間 365 日こども
家庭相談体制の整備 

児童相談所において、夜間・休日を含めて 24 時間 365 日、
いつでもこどもや家庭からの相談を受けるとともに、必要に
応じてこどもの安全確認や保護など適切に対応できるよう体
制を整備します。 

こども福祉課 

６ 
第三者評価による児
童相談所の業務の質
の向上 

児童相談所が行うこどもの保護や処遇について、児童福祉の
専門家などの外部有識者による第三者評価を実施し、業務の
質の向上を図ります。 

こども福祉課 
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② 市町村や関係機関との役割分担及び連携の推進 

【現状と課題】 

○ 児童虐待を予防・防止するための支援は、一つの機関や職種のみではなし得ないことから、地

域の関係機関が協働して取り組むことが何よりも大切です。 

○ また、児童虐待が発生した時に、迅速・的確に対応することができるよう、関係機関が緊密に連

携することが求められています。 

○ 効果的な連携を行うためには、児童相談所やこども家庭センター、保育所、学校、医療機関、警

察などの関係機関が、それぞれの機能を理解し合い、適切な役割分担の下、ネットワークを構築

していくことが必要です。 

 

【施策の方向】 

○ 市町村が、児童相談所や保育所、学校、医療機関、警察などの関係機関と連携しながら、地域の

相談等に適切に対応できるよう、市町村が設置するこども家庭センターや要保護児童対策地域協

議会の充実・強化を促進します。 

○ 市町村のこども家庭センターの職員に対し、適切なアセスメント等を行うことができるよう研

修を実施するほか、医療機関や警察なども含めた他職種・他機関による合同研修の開催等により、

相互理解の促進や連携強化を図ります。 

○ 児童虐待の早期発見、再発防止を図るため、児童相談所と警察は緊密に連携しながら、こども

の安全確保や情報共有を行う等、虐待事案に迅速かつ的確に対応します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 

要保護児童対策地域
協議会を通じた市町
村や関係機関との連
携の推進 

市町村が設置し、関係機関で構成する要保護児童対策地域協
議会において、要保護児童等の情報を的確に共有し、役割分
担の上、こどもや家庭への支援に取り組むとともに、支援対
象となった全ての虐待ケースについて、主体的に緊急度・重
症度の判断を行い、必要に応じて市町村に対して助言を行う
など連携強化を図ります。 

こども福祉課 

２ 

こども家庭センター
の機能強化 
【Ⅲ１③に掲載、Ⅱ
１②に再掲】 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行う「こど
も家庭センター」において、悩みを抱える保護者等を早期に
発見し相談支援につなげるため、先進事例紹介や研修等を実
施し市町村の取組を支援します。 

子育て支援課 

３ 
市町村相談関係職員
研修の充実 

市町村が、こどもやその保護者への適切なアセスメントやケ
ースマネジメント等を行うことができるよう、相談に携わる
こども家庭センターの職員に対する専門的な研修の充実を図
ります。 

こども福祉課 

４ 
児童家庭支援センタ
ーを活用した市町村
支援 

児童家庭支援センターにおいて、こどもへの心理的なケアや
虐待を行った保護者への指導、児童虐待相談に対するリスク
判断への助言など、市町村への専門的な支援を行います。 

こども福祉課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

５ 
児童養護施設等を活
用した地域こども家
庭支援 

児童養護施設等に家庭支援専門相談員を配置し、児童相談所
や市町村などの関係機関と連携の上、こどもや保護者の状況
に応じて、一時保護や措置・委託を解除となったこどもの見
守り、保護者への相談支援・育児指導、ショートステイ、親
子関係再構築等の調整を行います。 

こども福祉課 

６ 
地域医療機関とのネ
ットワークの構築 

児童虐待の早期発見、早期介入のため児童虐待対応へのノウ
ハウを有する病院を拠点病院に指定し、地域におけるネット
ワークづくりを行うことにより、地域医療機関の児童虐待へ
の対応力向上を図ります。また、医療従事者を対象とした虐
待対応研修の開催、病院受診時の虐待の早期発見や児童相談
所、こども家庭センターとの連携強化を図ります。 

こども福祉課 

７ 
警察との連携による
迅速なこどもの安全
確保 

虐待の早期発見・再発防止を図るため、県、県警察、北九州
市、福岡市の４者で情報共有に関する協定を締結していま
す。児童虐待事案に的確に対応するため重篤な事案はもとよ
り、注意を要する事案についても警察と情報共有を図りま
す。 
また、虐待を受けたこどもの安全を迅速に確保するため、管
轄の警察署や児童相談所に配置された警察官と同行した立入
調査、合同訓練に取り組むなど、警察との緊密な連携を図り
ます。 

こども福祉課 
少年課 

８ 

児童虐待事案への早
期対応に向けた関係
機関との連携及び環
境の整備 

県・児童相談所、警察、医療機関等の児童虐待に対応する関
係機関が相互に連携し、児童虐待の被害からこどもを守る活
動を推進します。 

少年課 
刑事総務課 
捜査第一課 

９ 
児童虐待の早期発見
に向けた職員研修等
の開催 

児童虐待事案の早期発見、被害児童の早期保護をはじめとし
た児童虐待への的確な対応について警察職員の資質向上を図
るため、研修等を実施します。 

少年課 

10 
配偶者暴力相談支援
センターと児童相談
所等との連携強化 

市町村の要保護児童対策地域協議会などを通して、配偶者暴
力相談支援センターと児童相談所、市町村などの関係機関の
間で、ＤＶ被害者とそのこどもの状況について、情報共有を
図り、保護が必要な場合は、連携して対応できるよう、体制
の強化を図ります。 

男女共同参画推
進課 
こども福祉課 

11 
ＤＶに関する理解促
進のための研修の実
施 

ＤＶ被害者及び被害児童への支援の充実のため、女性相談支
援員や児童相談所職員等を対象に、ＤＶと児童虐待の特性・
関連性の理解促進を図る研修を実施します。 

男女共同参画推
進課 
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③ 発生予防から再発防止までの総合的な施策の実施 

【現状と課題】 

○ こどもの生命と権利を守り、健全な成長・発達を保障するためには、児童虐待の早期発見・早期

対応だけでなく、発生予防や再発防止のための家族関係再構築、自立支援等に至るまで、切れ目

のない総合的な支援を講じる必要があります。 

○ 児童虐待による死亡事例（心中以外）のうち、０歳児の乳児が４割以上を占めており（「こども

虐待による死亡事例等の検証結果等について 第 20 次報告」 2024（令和６）年９月）、その背景

には妊婦を取巻く複雑かつ困難な社会的課題があることから、虐待の発生を予防するためには、

育児に不安を抱えているなど、支援が必要な妊産婦等に対して、妊娠期から子育て期を通じた切

れ目のない総合的な支援を行うことが必要です。 

○ こどもの健やかな育ちにとって、親や家族との関係性は非常に重要な要素であることから、虐

待により傷ついた親子の関係の再構築を図ることは、こどもの育ちを支える上で重要です。 

○ 保護者や学校、地域等の社会全般に、こどもの権利の尊重や児童虐待防止のための取組の必要

性等について理解を得ること、虐待を受けているこどもが自ら声を上げることができるよう、こ

どもに対して権利や相談窓口などを啓発・周知することが重要です。 

○ こどもの目の前で行われるＤＶ（面前ＤＶ）は、こどもに著しい心理的外傷を与え、心理的虐待

にあたります。ＤＶがこどもに及ぼす影響について、理解を進める必要があります。 

○ ＤＶが行われる家庭においては、こども自身が身体的な虐待を受け、精神的にも傷ついている

例が多くあります。 

 

【施策の方向】 

○ 児童福祉と母子保健の一体的な相談支援等を行うこども家庭センターにおいて、悩みを抱える

保護者等を早期に発見し相談支援につなげるとともに、親子間における適切な関係性の構築を図

ることにより、児童虐待の予防を図ります。 

○ 若年出産や予期せぬ妊娠、貧困など、特に丁寧な支援が必要な特定妊婦を妊娠初期から把握す

るとともに、産後も母子が安心・安全に生活できるよう、一人一人のニーズに応じた支援を行う

ことができる体制を整備します。 

○ 虐待により離れて暮らす親子が再び一緒に暮らせるよう支援します。 

○ 児童虐待防止のための広報活動を実施するとともに、事例検証など児童虐待の再発防止に向け

た取組を行います。 

○ こどもに関わる様々な立場の関係者が、ＤＶに関する正しい知識をもつとともに、面前ＤＶが

「児童虐待」であるという理解を深めるための啓発を行います。 

○ ＤＶ被害者が同伴するこどもの心理的なケア、保育機能の充実を図ります。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 

こども家庭センター
の機能強化 
【Ⅱ１②、Ⅲ１②に
再掲】 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行う「こ
ども家庭センター」において、悩みを抱える保護者等を早
期に発見し相談支援につなげるため、先進事例紹介や研修
等を実施し市町村の取組を支援します。 

子育て支援課 

２ 
妊娠期からのケアサ
ポート事業 
【Ⅱ１②に掲載】 

支援が必要な妊婦を妊娠初期から把握、支援し、出産後の
育児不安軽減などのための養育支援を行います。必要に応
じ市町村や医療機関と連携し支援体制の充実を図ります。 

子育て支援課 

３ 
ハイリスク妊産婦等
への支援 
【Ⅱ１②に掲載】 

妊娠中に問題が生じやすい若年や高齢、多胎など要支援者
を早期把握し、健康管理の向上を図り未熟児等ハイリスク
児の出生を予防するとともに、市町村・医療機関等と連携
した養育支援により、児童虐待の未然防止に努めます。 

子育て支援課 

４ 
子育て世帯訪問支援
事業 
【Ⅳ６②に再掲】 

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、
妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭を訪問し、不安や悩
みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を実施する
市町村の取組を促進します。 

子育て支援課 
こども未来課 

５ 
特定妊婦等への生
活、育児支援 
【Ⅱ１②に再掲】 

若年出産や予期せぬ妊娠、貧困など、特に丁寧な支援が必
要な特定妊婦等に対し、児童福祉施設において、妊娠期か
ら出産後まで継続して生活、育児支援を行います。 

こども福祉課 

６ 子育て短期支援事業 
児童福祉施設等においてこどもの一時的な養護・保護や夜
間または休日に生活指導や食事の提供などを行う市町村の
取組を促進します。 

子育て支援課 

７ 
親子関係形成支援事
業 

こどもとの関わり方や子育てに悩みを抱えている子育て家
庭に対して、ペアレント・トレーニングの実施等により、
健全な親子関係の形成を支援する市町村の取組を促進しま
す。 

子育て支援課 

８ 
母子生活支援施設へ
の入所 
【Ⅲ４①に掲載】 

様々な理由により家庭での養育が困難となった場合でも、
親子を分離することなく、母と子を一体的に支援するた
め、措置やショートステイ等により、母子生活支援施設を
活用します。 

こども福祉課 

９ 

虐待等により居場所
がないこども・若者
への支援 
【Ⅱ９②に掲載、Ⅱ
４④に再掲】 

虐待や貧困などの様々な事情により家庭等に居場所がない
こどもや若者が、一時的に必要な支援を受けることができ
る安全な居場所の確保を検討します。 

こども福祉課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

10 
家族の再統合に向
けた支援（親子の
きずな再生事業） 

児童相談所において、虐待を理由に離れて暮らす親子などに
対し、個々の家庭の課題や環境に合わせて作成した支援計画
に基づき、こどもや保護者への支援・指導を行い、親子のき
ずなの再生に努めます。 
また、虐待を行った保護者へ効果的な指導を行うため、医療
的・心理的プログラムの活用について検討します。 

こども福祉課 

11 
児童虐待防止に係
る広報啓発 

児童福祉週間（５月５ 日から１週間）及びオレンジリボ
ン・児童虐待防止推進キャンペーン期間（11 月）等におい
て、県民の児童虐待への関心を高め、虐待に関する理解を深
めてもらうため、県や市町村の広報媒体等を活用した広報啓
発を実施します。 
また、関係機関・団体に対し、会議・研修等の場を通じて虐
待防止に係る広報啓発を実施します。 

こども福祉課 

12 
児童虐待による死
亡事例等の重大事
例の検証 

児童虐待による死亡事例など、こどもが心身に著しく重大な
被害を受けた事例が発生した場合、福岡県社会福祉審議会児
童福祉専門分科会に設置する「児童重大事例等検証部会」で
関係機関の対応や連携の課題等を検証し、その結果を踏まえ
て具体的改善策に取り組むことにより、再発防止に努めま
す。 

こども福祉課 

13 
ＤＶがこどもに与
える影響について
の啓発 

配偶者からの暴力の根絶に向けた啓発の中で、「児童が同居
する家庭における配偶者に対する暴力」は、児童虐待の中の
心理的虐待に該当することについても周知します。 

男女共同参画推
進課 

14 
配偶者暴力相談支
援センターによる
支援 

ＤＶ被害者からの相談に応じ、必要に応じて被害者と同伴す
るこどもの緊急時の安全確保及び一時保護を行い、被害者が
自立して生活することを支援するための就業の促進、住宅の
確保等に関する情報提供等を行います。 

男女共同参画推
進課 

15 
ＤＶ被害者に同伴
するこどもへのケ
アの充実 

ＤＶ被害者等の一時保護において関係機関と連携し、同伴す
るこどもの精神的ケアや保育機能、学習支援の充実を図りま
す。 

男女共同参画推
進課 
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２ 社会的養護の充実 

① こどもの権利擁護の強化 

【現状と課題】 

○ 虐待などの理由により、自らの家庭で暮らすことができないこどもたちの支援にあたっては、

こどもの意見・意向を丁寧に聴取し、十分勘案しながら、こどもの最善の利益を図るよう、特段の

配慮を行う必要があります。 

○ そのため、こどもが自身の持つ権利について認識し、また、処遇にあたる児童相談所職員や施

設職員も、こどもが持つ権利を常に意識し、日常的にこどもの権利を尊重することが重要です。 

○ また、こどもの権利を尊重するためには、こども自身が意見を表明しやすい環境や、表明され

た意見に対して適切に対応が行われる仕組みの整備が必要です。 

○ こどもの最善の利益を図るためには、永続的な家族関係をベースとした家庭という育ちの場を

保障することが重要です。そのため、実親の死亡等により実親との生活が望めないこどもについ

ては、特別養子縁組を積極的に検討する必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ こどもたちが自らの持つ権利について適切に認識した上で、必要に応じて自らの意見を表明で

きるよう、その手段や権利擁護の仕組み等について啓発を行います。 

○ 児童相談所や施設等において、こどもの権利に関する職員の意識の向上を図るとともに、適切

にこどもの意見・意向を聴取し、尊重できるような取組を充実させます。 

○ 取組の推進にあたっては、定期的にこどもたちへアンケートなどを行い、こどもの権利に関す

るこどもの理解度や支援制度の認知度などを確認し、必要に応じて見直しを行います。 

○ 特別養子縁組制度の普及を図るため、積極的な広報啓発を行うとともに、縁組成立後もこども

が安心して生活できるよう、市町村などの関係機関と連携し、適切な支援に努めます。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
こども自身が持つ権
利に関する周知啓発 

一時保護所や児童養護施設等に入所するこどもに対し、
「こどもの権利ノート」の配布などにより、こどもの権利
の意義や意見表明の手段について周知啓発を行い、こども
たちが意見を表明しやすい環境を提供します。 

こども福祉課 

２ 
こども意見表明支援
センターの運営 

こども意見表明支援センターにおいて、施設の職員や入所
中のこどもを対象とした研修等により、こどもの持つ権利
について啓発を行うとともに、施設入所等のこどもの処遇
にこども自身の意見が反映されるよう、意見の形成・表明
を支援し、こどもの権利擁護の一層の推進を図ります。 

こども福祉課 

  



 

  155 

 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

３ 
こどもの権利擁護機
関の設置 

児童相談所や児童養護施設等がこどもの権利を守っていな
いと考えられる場合や、こどもの意向が児童相談所の対応
と一致しない場合に、こどもが自ら申し立てを行い、その
申し立てに応じ、調査・審議を行う機関を設置し、児童相
談所や施設等において適切な対応が図られる体制を整備し
ます。 

こども福祉課 

４ 
被措置児童等の虐待
の防止 

児童相談所や施設等の職員に対する研修等を充実し、施設
等での虐待の防止に取り組みます。また、発見した場合に
は、児童相談所がこどもを保護するなど、適切な対応を図
ります。 

こども福祉課 

５ 
特別養子縁組制度の
普及啓発 

様々な機会や広報媒体を活用し、特別養子縁組希望者の増
加を図るとともに、地域社会における養子縁組家庭への理
解促進に努めます。 

こども福祉課 

６ 
新生児里親委託（赤
ちゃん縁組）の推進 

思いがけない妊娠などの相談に対応する様々な機関や産科
医を始めとする医療機関などと連携し、特別養子縁組を前
提とした新生児の里親委託を推進します。 

こども福祉課 

７ 
養子縁組成立後の家
庭への支援 

児童相談所が、家庭訪問などにより養子縁組家庭の状況を
把握するとともに、必要に応じてこどもや養親、養親の実
子への相談援助等を行います。 

こども福祉課 
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② 家庭と同様の環境における養育の推進 

【現状と課題】 

○ 家庭は、こどもの成長・発達にとって最も自然な環境であり、安定した養育環境で特定の大人

と愛着関係を形成することは、こどもの心身の健やかな成長や発達のために重要であることから、

様々な理由で家庭で暮らせないこどもについても、家庭と同様の環境における養育を推進する必

要があります。 

○ そのため、家庭においてこどもの養育を行う里親・ファミリーホームへの委託を推進すること

が非常に重要です。 

○ 里親やファミリーホームへの委託率は年々上昇しており、2023（令和５）年度末の里親等委託

率（政令市除く。）は 29.4％となっています。 

○ 里親等への委託を推進するにあたっては、多様なこどものニーズに対応できるよう、県内各地

に幅広く里親を確保・育成するとともに、委託前の丁寧なマッチングから委託終了後までの一貫

した支援を実施することが重要です。 

○ 支援の実施にあたっては、地域ごとに児童相談所や里親支援センター等が連携しながら包括的

な支援体制を構築し、地域全体で里親・ファミリーホームの支援を行うことが求められます。 

○ 乳児院や児童養護施設における養育についても、できる限り良好な家庭的環境を提供する必要

があります。 

○ 専門的なケアを要するこどもについては、養育に関わる施設職員に高い専門性が求められるた

め、それぞれのこどものニーズに応じた適切なケアを提供できる体制の構築が必要です。 

○ 一時保護についても、できる限り家庭的で、開放的な養育環境及びこどもがその適性・能力に

応じた教育を受けられるのに十分な学習環境を提供する必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ こどもの養育への理解や熱意があり、温かい愛情を持つ里親家庭やファミリーホームでの養育

を推進します。 

○ 児童相談所等の関係機関と連携しながら、里親制度の普及啓発や地域の里親・ファミリーホー

ムを包括的に支援する「里親支援センター」を設置します。 

○ 里親委託にあたっては、こどものニーズや里親家庭の状況などを勘案し、委託先となる里親の

検討を十分に行った上で、可能な限り委託前に一時保護委託や面会等による交流期間を設けるな

ど、丁寧なマッチングを行います。 

○ 地域小規模児童養護施設の設置を促進するなど、乳児院や児童養護施設の小規模かつ地域分散

化を推進します。 

○ 専門的なケアを要するこどもについては、養育に携わる施設職員の質の向上を図るとともに、

心理療法担当職員などの専門職員の配置を推進し、こどものケアニーズに応じた質の高い支援を

実施します。 

○ 一時保護においても、できる限り家庭的で、開放的な養育環境を提供するため、児童養護施設

等に一時保護専用施設の設置を進めるとともに、一時保護委託が可能な里親の開拓を推進します。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
里親制度等の普及啓
発 

里親やファミリーホームに関心のある方を対象に里親制度
に関する説明会を市町村単位などで実施するほか、里親制
度の周知を行うためのホームページを開設するなど、様々
な広報媒体や機会を活用し、里親登録者の増加を図るとと
もに地域社会における理解促進に努めます。 

こども福祉課 

２ 
里親支援センターに
よる里親養育包括支
援 

質の高い里親養育を行うため、児童相談所に里親専任職員
を配置するとともに、県内全域に里親支援センターを設置
し、里親・ファミリーホームとの信頼関係の構築や適切な
アセスメントの下、里親の開拓から研修、委託後のサポー
トまでを包括的に支援します。 

こども福祉課 

３ 
ファミリーホームの
設置促進 

代替養育における「家庭と同様の養育環境」を推進するた
め、里親や施設職員など経験豊かな養育者によるファミリ
ーホームの設置を促進します。 

こども福祉課 

４ 
里親・ファミリーホ
ームへの委託の推進 

里親等に対し、虐待を受けたこどもとの関わり方など専門
的な心理相談支援を行うとともに、委託前のこどもとの交
流に要する経費を助成し、丁寧なマッチングを行うことに
より、里親・ファミリーホームへの委託を推進します。 
また、乳幼児期は、特に家庭的な環境で養育されることが
大切であることから、乳幼児に限定した里親を集中的に募
集するなど、乳幼児の里親委託を推進します。 

こども福祉課 

５ 
心理療法を活用した
里親家庭等への支援 

児童心理治療施設に心理療法担当職員を配置し、虐待を受
けたこどもや発達障がいがあるこどもの里親に対する相談
支援、委託児童本人に対する通所指導などを行います。 

こども福祉課 

６ 里親研修等の充実 

里親に対し、その役割と意義、こどもの養育に必要な知識
などに関する研修や施設等での実習、里親同士の交流会な
どを通して、社会的養育に対する理解と養育力の向上を図
ります。 

こども福祉課 

７ 

施設の小規模化・地
域分散化による良好
で家庭的な養育環境
の確保 

こどもにできる限り良好で家庭的な養育環境を提供するた
め、国の支援制度の活用等により、地域小規模児童養護施
設の設置や小規模グループケアの実施を推進します。 

こども福祉課 

８ 
児童養護施設等への
専門職等の配置の推
進 

児童入所施設等措置費制度に基づく心理療法担当職員や個
別対応職員の配置を進め、児童養護施設等の機能強化を図
ります。 

こども福祉課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

９ 
児童養護施設等の人
材確保に対する支援 

児童養護施設等における実習生の受入や、児童指導員の資
格取得を目指す職員の雇用、また医療機関との連携を担当
する職員や障がい等を有するこどもの受入調整を担当する
職員の配置などに対する支援を行い、施設の人材確保及び
高機能化を推進します。 

こども福祉課 

10 職員の専門性の向上 

児童虐待を受けたこどもの保護、養育及び自立のための支
援において、それぞれのこどものニーズに即した質の高い
支援が行われるよう、児童福祉施設の職員及び関係機関職
員に対する研修の充実に努めます。 

こども福祉課 

11 
一時保護施設におけ
る家庭的で開放的な
養育環境の確保 

一時保護においても、できる限り家庭的で、開放的な養育
環境を提供するため、児童養護施設等に一時保護専用施設
の設置を進めるとともに、一時保護委託が可能な里親の開
拓を推進します。 

こども福祉課 

12 
児童相談所一時保護
所における養育環境
や体制の充実 

こどもの個々の状況に応じた対応が可能となるよう、一時
保護所の居室の個室化などに取り組み、より家庭的で開放
的な環境整備に努めます。 
また、一時保護所への心理的ケア担当職員の配置や児童相
談所に配置されている保健師との連携等を進め、保護して
いるこどもに対して専門的ケアを行うことができる体制の
充実に努めます。 

こども福祉課 

13 
一時保護施設におけ
る学習環境の保障・
充実 

こどもの安全を確保できる場合は、一時保護施設や一時保
護を委託している里親家庭等から、在籍校へ通学できるよ
う支援します。 
また、一時保護施設から通学させることができないと判断
したこどもに対しては、十分な学習機会を提供できるよ
う、一時保護施設に学習指導員を配置するなど、学習環境
の充実に努めます。 

こども福祉課 
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③ こどもの自立支援の推進 

【現状と課題】 

○ 本県においては、約 1,800 人（2023(令和５)年度末）のこどもたちが児童相談所の委託又は措

置により里親家庭や児童養護施設等で生活しています。 

○ こうしたこどもたちの中には、これまで適切な学習環境を確保されてこなかったり、進学や就

職による自立を希望しても家族から援助を受けることができない場合が少なくありません。 

○ このような状況に置かれたこどもたちが、自身の考えや選択の下で希望する就学や就労を果た

し、安定した生活を継続できるよう、自立前の準備から自立後の生活基盤の形成まで、一貫した

支援を実施する必要があります。 

○ また、支援にあたっては、児童相談所や児童養護施設等、退所したこどもへの相談・援助事業を

行う児童自立生活援助事業所などが連携し、一体的な支援体制を構築することが重要です。 

 

【施策の方向】 

○ 里親や児童養護施設等において、こどもが自身の考えで希望する進路を選択できるよう、適切

な学習環境を提供するとともに、丁寧な進路相談や支援制度の説明を行います。 

○ できる限りこどもが自身の希望した進路に進めるよう、進学や就職時に必要な費用の支援を行

うとともに、住居の提供や生活費の支援、日常生活上の相談援助等を行う児童自立生活援助事業

の活用促進などに取り組みます。 

○ ＮＰＯ法人を活用し、児童福祉、法律や心理支援等の専門スキルを持つスタッフが、施設等に

入所中から退所後まで一貫した相談や生活支援、就業支援等を行うとともに、退所したこどもた

ちが集い、意見交換や情報交換等を行うことができる場を提供します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
施設等入所児童に対
する自立のための支
援 

児童養護施設等において、個々のこどもたちの状況に応じ
た「自立支援計画」を策定し、目標と目標達成のための道
筋を描きながら、こどもが社会性を獲得し、自立できるよ
うに支援に努めます。 

こども福祉課 

２ 
施設等における学習
環境の充実 

個々のこどもの適性・能力に応じて、適切な学習環境の提
供ができるよう、児童養護施設等における学習環境の充実
を図ります。 

こども福祉課 

３ 
施設等入所児童に対
する進学・就職の支
援 

施設入所児童や里親委託児童の高校・大学への進学及び就
職の支援を行うことで、施設等入所児童の自立を促進しま
す。 

こども福祉課 

  



 

  160 

 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

４ 
施設退所者等への自
立支援資金の貸付 

児童養護施設退所者等に対して、生活費や資格取得費など
の貸付けを行うことで、円滑な自立につながるよう支援し
ます。 

こども福祉課 

５ 
児童自立生活援助事
業の推進 

施設等を退所し、就職するこどもなどに対して、住居の提
供や生活費の支援、日常生活上の相談援助等を行う児童自
立生活援助事業を推進します。 

こども福祉課 

６ 
自立支援担当職員の
配置 

各児童養護施設に自立支援担当職員の配置を進めることに
より、自立支援に必要とするスキルの蓄積や自立したこど
もの実態把握、児童相談所やアフターケア機関との連携・
情報共有など、施設における自立支援機能の充実を図りま
す。 

こども福祉課 

７ 
社会的養護自立支援
拠点の設置 
【Ⅱ９②に再掲】 

児童福祉や法律などの専門スキルを持つスタッフが、施設
等に入所中から退所後まで一貫した相談支援、生活支援、
就業支援等を行うことにより、地域生活及び自立を支援す
るとともに、退所したこどもたちが集い、意見交換や情報
交換等を行うことができる場を提供します。 

こども福祉課 

８ 
自立支援推進会議の
開催による関係機関
の連携推進 

児童相談所、社会的養護自立支援拠点事業所、児童自立生
活援助事業所及び児童養護施設の自立支援担当職員などの
関係機関で、定期的に状況を共有し、自立支援が必要な施
設入所等児童に対し、自立前の準備から自立後のアフター
ケアまで切れ目のない支援の実施に必要な連携体制を確保
します。 

こども福祉課 

９ 
身元保証人の確保の
推進 

児童養護施設長等が、施設入所中または退所したこども等
の就職・住宅賃借のための保証人となった場合、損害賠償
や債務弁済の義務が生じた際に一定額を支払う保険に加入
し、県と国が保険料を負担します。 

こども福祉課 
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３ 貧困の状況にあるこどもへの支援 

■ 2024（令和６）年６月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が「こどもの貧困の解消に向

けた対策の推進に関する法律」に改正されました。改正法では、「貧困により、こどもがその権利

利益を害され及び社会から孤立することが深刻な問題である」とされています。 

■ 2022（令和４）年国民生活基礎調査によると、2022（令和４）年時点における「こどもの貧困率」

は 11.5％で、こどもの９人に１人が貧困状態に置かれています。 

■ こどもの将来がその生まれ育った環境に左右されることなく、また、貧困が世代を超えて連鎖

することなく、全てのこどもが夢と希望を持ち、たくさんの笑顔で暮らせる福岡県の実現に向け、

行政や民間団体等が連携して、こどもの貧困の解消に向けた対策を推進する必要があります。 

■ こどもの貧困が、経済的な面だけではなく、心身の健康や衣食住、進学機会や学習意欲、前向き

に生きる気持ちを含め、こどもの権利利益を侵害するものであることを踏まえながら、「こどもの

教育に関する支援」、「こどもの生活の安定のための支援」、「保護者の就労支援」、「経済的支援」を

推進します。 

 

① こどもの教育に関する支援 

【現状と課題】 

○ 本県における 17 歳以下の生活保護率及び小中学生の就学援助率は、ともに全国平均に比べて高

く、こどもの貧困の現状は、厳しいものとなっています。（生活保護率（2022(令和４)年度）: 全

国平均 0.89％、福岡県 1.49％ ／ 就学援助率（2022(令和４)年度）: 全国平均 13.9％、福岡

県 20.8％） 

○ 保護者の収入など家庭の状況がこどもの学力や体験の機会に影響を与えるなど、教育における

格差の問題が指摘されています。小学校・中学校・高校の各段階に応じた学習支援等により、全て

のこどもが、家庭の経済状況にかかわらず、質の高い教育を受け、能力や可能性を最大限に伸ば

してそれぞれの夢に挑戦できるようにする必要があります。 

○ 家庭の経済的な理由等により、教育を充分に受けられないということにならないよう、教育の

機会を確保する取組が必要です。 

○ 高校段階においては、経済的な理由で進学をあきらめることのないよう、進学時の経済的負担

を軽減することが求められます。また、高校中退により将来的な夢や希望をあきらめることのな

いよう、中退予防の取組みとして学習・生活面での適切な支援を行ったり、高校を中退した後も

復学・就学又は資格取得や安定した就業のための相談支援などによるサポートを行うことが求め

られています。 

○ また、2020（令和２）年４月から始まった高等教育の修学支援新制度などの各種支援により、貧

困の状況にある世帯や児童養護施設などのこどもたちが大学等への進学をあきらめることがない

よう、こどもの希望を尊重しながら取り組んでいくことが必要です。 

 

【施策の方向】 
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○ 貧困の状況にある家庭の小中学生のこどもを対象とした学習支援教室を開催し、学習支援と生

活習慣の改善を図るとともに、こどもの大学等への進学実現に向け、オンラインを活用した学力

向上の助言や保護者を含めた進学相談を行います。また、生活保護世帯のこどもが進学や就労な

ど多様な進路選択を行えるよう支援に取り組みます。 

○ スクールソーシャルワーカー等専門スタッフ及び警察・教育支援センター・福祉等関係機関と

連携し、生活環境や教育環境の改善に向けた支援等の充実を図ります。 

○ 家庭の経済状況にかかわらず、全てのこどもたちが将来的な夢や希望を諦めることなく、安心

して教育を受けることができるよう、教育費の負担軽減を図ります。 

○ 学ぶ意欲のあるこどもが経済的理由で修学を断念することがないよう、高等学校等就学支援金

事業、高等学校等奨学金助成事業及び高校生等奨学給付金事業等に取り組みます。 

○ 生活保護世帯のこどもに対し、大学等進学のための準備費用を支給します。また、県が設立し

ている三公立大学法人において、学ぶ意欲のある学生が経済的な理由で修学を断念することがな

いよう、授業料減免等の支援を行います。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
生活困窮世帯のこど
もの進学支援 

生活困窮世帯のこども（中学２年生～高校３年生）及びそ
の保護者を対象に、大学等への進学に向けた相談支援を家
庭訪問やオンライン等で行うとともに、こどもの進学実現
に資すると認められる場合は教材等を提供します。 

こども未来課 

２ 

生活困窮世帯のこど
もに対する学習・生
活支援 
【Ⅱ９②、Ⅲ３②に
再掲】 

生活困窮世帯のこども（小中学生）を対象に、大学生、教
員ＯＢなどの支援員が、町村の施設において、学習支援及
び生活習慣改善支援等を実施します。 

こども未来課 

３ 
こどもの進路選択支
援の強化 

生活保護世帯のこどもが進学や就労など多様な進路選択を
行えるよう相談支援の強化を検討します。 

保護・援護課 

４ 
進学準備給付金 
【Ⅳ４②に再掲】 

生活保護世帯のこどもに対し、大学等進学のための準備に
係る費用を支給します。 

保護・援護課 

５ 
高校生みらい支援事
業 
【Ⅱ７②に再掲】 

県立高等学校に進路支援コーディネーターを配置し、生活
困窮世帯等の高校生に対して、進学や就職の支援を行いま
す。 

高校教育課 

６ 
定時制及び通信制課
程修学奨励事業 
【Ⅳ４②に再掲】 

勤労青少年の高等学校定時制課程及び通信制課程への修学
を促進し、教育の機会均等を保障するため、修学奨励金を
貸与します。 

高校教育課 

７ 
要保護児童生徒援助
費補助金 
【Ⅳ４②に再掲】 

経済的な理由によって、就学が困難と認められる児童生徒
の保護者に対して必要な援助を与えた市町村（学校組合）
に対し、国がその経費の一部を補助します。 

義務教育課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

８ 
児童生徒を取り巻
く生活環境改善事
業 

市町村に対し、スクールソーシャルワーカーの配置に係る
経費の補助を行うとともに、教員以外の専門スタッフを配
置・派遣して不登校など教育課題解決のための支援体制の
整備を推進します。 

義務教育課 

９ 
夜間中学の設置促
進に係る指導助言 

国の方針を踏まえながら、設置意向のある市町村に対して
指導・助言を行います。 

義務教育課 

10 

福岡県立中学校等
要保護及び準要保
護生徒援助費（医
療費） 
【Ⅳ４②に再掲】 

要保護者及び要保護者に準ずる程度に困窮していると県教
育委員会が認める者に対して、学校保健安全法施行令第８
条に定める疾病治療のための医療に要する費用を援助しま
す。 

体育スポーツ健康
課 

11 

福岡県立中学校等
要保護及び準要保
護生徒援助費（学
校給食費） 
【Ⅳ４②に再掲】 

要保護者及び要保護者に準ずる程度に困窮していると県教
育委員会が認める者に対して、学校給食法第１１条第２項
に規定する経費を援助します。 

体育スポーツ健康
課 

12 

福岡県立高等学校
定時制課程夜食費
補助 
【Ⅳ４②に再掲】 

県が設置する高等学校の夜間定時制課程に在学する者で、
経済的理由により著しく修学が困難な有職生徒に対して、
夜食費の一部を補助します。 

体育スポーツ健康
課 

13 

県立三大学授業料
等減免事業 
【Ⅱ７③に掲載、
Ⅳ４②に再掲】 

学ぶ意欲のある学生が経済的理由により修学を断念するこ
とがないよう、県立三大学が行う住民税非課税世帯および
多子世帯の学生を対象とした授業料及び入学金の減免に対
して助成します。 

青少年政策課 
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② こどもの生活の安定のための支援 

【現状と課題】 

○ 貧困の状況にある子育て世帯は、就労や健康、住まい、家庭の問題等の課題を複数抱えている

ことが多く、その課題は複雑かつ多様化しており、早い段階での包括的な支援が求められていま

す。貧困の状況にある家庭の課題を早期に発見し、早期に支援ができるような体制を整えておく

ことが必要となります。 

○ 2023（令和５）年度において、こども支援オフィスへの相談者のうち約９％が、相談時点で「水

道料金の未払いがある」と回答しています。 

○ 県内では、食品関連企業等から寄贈された食料を、フードバンク団体を通じて、様々な民間支

援団体等が貧困の状況にある子育て世帯へ無償で提供する、フードバンク活動が実施されていま

す。また、こども食堂では、無償または安価でこどもへの食事の提供が行われています。貧困状況

にある子育て世帯への支援につながる、このような活動をさらに普及・促進する必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ 「こども支援オフィス」において、貧困の状況にある子育て世帯に対する電話や来所による相

談受付のほか、訪問相談支援を行い、貧困状態からの脱却と貧困の連鎖防止を図ります。 

○ 貧困の状況にある家庭に対し、家計の視点から専門的な助言等を行うとともに、住居確保の支

援を行い、生活の再生を支援します。 

○ 行政機関とフードバンク、民間支援団体等との連携を図り、貧困の状況にある子育て世帯に対

する支援につながるよう、県内におけるフードバンク活動やこども食堂の普及・促進を図ります。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
こども支援オフィス
での相談支援 

貧困の状況にある又は貧困の状況に陥るおそれのあるこど
も及び保護者に対するワンストップかつアウトリーチ型の
相談支援を行い、貧困状態の脱却と貧困の連鎖防止のた
め、関係機関と連携しながら包括的な支援を提供します。 

こども未来課 

２ 家計改善支援事業 
家計に問題を抱える生活困窮者からの相談に応じ、家計の
視点から必要な情報提供や専門的な助言・指導等を行うこ
とにより、早期に生活が再生されることを支援します。 

保護・援護課 

３ 
一時的住居の提供事
業 

住居のない生活困窮者であって、所得が一定水準以下の者
に対して一時的な住居を提供します。 

保護・援護課 

４ 
住居確保給付金事業 
【Ⅳ４②に再掲】 

離職等により住居を喪失し、またはそのおそれのある方に
対し、一定期間、家賃相当額を支給します。 

保護・援護課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

５ 
フードバンク活動の
普及・啓発 
【Ⅱ９①に再掲】 

市町村や関係機関、フードバンクと連携し、こども食堂な
どの民間支援団体が、企業から無償提供された食品等を生
活困窮世帯のこどもたちに提供するフードバンクの取組の
普及・啓発を図ります。 

こども未来課 
循環型社会推進課 

６ 
学習支援事業参加者
への食品の提供 
【Ⅱ９②に再掲】 

企業から無償提供された食品等を、地域の団体が運営する
学習支援事業等に参加するこどもたちに提供します。 

こども未来課 

７ 

生活困窮世帯のこど
もに対する学習・生
活支援 
【Ⅲ３①に掲載、Ⅱ
９②に再掲】 

生活困窮世帯のこども（小中学生）を対象に、大学生、教
員ＯＢなどの支援員が、町村の施設において、学習支援及
び生活習慣改善支援等を実施します。 

こども未来課 

８ 

こども食堂ネットワ
ーク支援 
【Ⅱ９①に掲載、Ⅳ
６①に再掲】 

こども食堂と市町村との関係づくりにより、支援が必要な
こどものセーフティネットを構築するとともに、こども食
堂が地域で安定して運営できるよう、こども食堂の地域レ
ベルのネットワーク化を促進します。 

こども未来課 
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③ 保護者の就労支援 

【現状と課題】 

○ 生活に困窮する家庭の保護者が抱えている就労に関する課題は、複合的な問題があるため、そ

れぞれの課題に応じた支援が必要となります。 

 

【施策の方向】 

○ 生活に困窮する家庭の保護者に対し、日常生活自立、社会生活自立、就労自立の３つの段階に

合わせた支援を行います。 

○ 民間職業カウンセラーの派遣により、生活保護を受給する若年者等の就労指導や就労支援策活

用の助言等を行い、その就労・自立を促進します。 

○ 安定した職業に就いたことなどにより生活保護を必要としなくなった方に対し、就労自立給付

金を支給します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
生活困窮者就労準備
支援事業 

就労に向けた準備が整っていない生活困窮者に対し、日常
生活自立、社会生活自立、就労自立の３つの段階に合わせ
た支援を行います。 

保護・援護課 

２ 
被保護者就労支援事
業 

民間職業カウンセラーの派遣により、生活保護を受給する
若年者等の就労指導や就労支援策活用の助言等を行い、そ
の就労・自立を促進します。 

保護・援護課 

３ 
就労自立給付金 
【Ⅳ４②に再掲】 

安定した職業に就いたことなどにより生活保護を必要とし
なくなった方に対し、就労自立給付金を支給します。 

保護・援護課 
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④ 経済的支援 

【現状と課題】 

○ 保護者の健康状態や就労状況にかかわらず、家庭での生活が日々安定したものになるために、

経済的な支援制度により生活の基礎を下支えしていく必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ 生活に困窮している子育て世帯等の生活を下支えするため、資金の貸付と必要な相談支援を行

います。 

○ 次代の社会を担うこどもの健やかな成長に資するため、18 歳に達する日以後の年度末までのこ

どもを養育している方に児童手当を支給します。 

○ ひとり親家庭等の生活の安定とこどもの福祉の向上のため、18 歳に達する日以後の年度末まで

のこどもを養育している方に児童扶養手当を支給します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
生活福祉資金の貸付 
【Ⅳ４②に再掲】 

生活に困窮している子育て世帯等の生活を下支えするた
め、生活福祉資金の貸付を行います。 

保護・援護課 

２ 
児童手当 
【Ⅳ４①に掲載】 

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社
会を担うこどもの健やかな成長に資するため、18 歳に達す
る日以後の年度末までのこどもを養育している方に児童手
当を支給します。 

こども未来課 

３ 
児童扶養手当 
【Ⅲ４④に掲載、Ⅳ
４②に再掲】 

ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与し、こど
もの福祉の増進を図るため、18 歳に達する日以後の年度末
までのこどもを養育している方に児童扶養手当を支給しま
す。 

こども未来課 
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４ ひとり親家庭への支援 

■ 「福岡県ひとり親世帯等実態調査」（2021（令和３）年度）によると、県内のひとり親家庭数は

減少しているものの、母子家庭が約 6 万 8 千世帯、父子家庭約 8 千世帯と、依然として多くのひ

とり親家庭が存在しています。 

■ ひとり親家庭の親は、子育てや家事と生計の維持という役割をひとりで担うこととなるため、

就業をはじめ、親子で過ごす時間の不足、こどもの養育や教育、住居等の問題など日常生活全般

にわたり、様々な困難を抱えています。 

■ こどもに不利益が生じることがないよう、こどもの最善の利益を考慮しながら、ひとり親家庭

が抱える様々な課題や個別ニーズに対応するため、各家庭の親子それぞれの状況に応じ、生活支

援、子育て支援、就業支援、手当等による経済的支援を、総合的に推進していく必要があります。 

① 生活と子育ての支援 

【現状と課題】 

○ 「福岡県ひとり親世帯等実態調査」（2021（令和３）年度）では、生活上の悩みや不安について、

母子家庭・父子家庭ともに「生活費」が最も高く、特に母子家庭では６割を占めており、母子家庭

の生活上の大きな不安要素となっています。 

○ また、母子家庭、父子家庭になった当時困ったことについて、母子家庭では「さしあたりの生活

費」が６割、父子家庭では「子どもの養育・しつけ・教育」が５割で最も高くなっています。 

○ 仕事や子育てで忙しく時間に制約のあるひとり親が、適切な支援につながることができるよう、

ひとり親に対し公的機関や支援制度の情報を提供していくことが必要です。 

○ 「福岡県ひとり親世帯等実態調査」（2021（令和３）年度）では、母子家庭のうち約６割が「子

どもの就学、通学のための費用」が不足していると回答しており、ひとり親家庭のこどもについ

て学習面や進路相談面などでの支援が必要です。 

 

【施策の方向】 

○ ひとり親が安心して、子育てと仕事の両立ができるよう、保健福祉（環境）事務所の母子父子自

立支援員や福岡県ひとり親サポートセンターの相談員がひとり親の様々な悩みに応じるとともに、

ひとり親が病気になったときの日常生活の支援や保育所等の優先入所、県営住宅への優先入居な

どの支援に取り組みます。 

○ ひとり親及び寡婦からの様々な相談に対して、情報提供や助言を行う保健福祉（環境）事務所

の母子・父子自立支援員に対し、研修等により資質の向上に取り組み、相談機能の充実を図りま

す。 

○ ひとり親が仕事や子育ての合間の時間に気軽に相談したり、情報収集できるよう、ＳＮＳなど

を活用した相談や情報提供を行います。 

○ ひとり親家庭のこどもを対象とした学習支援教室に大学生等のボランティアを派遣し、学習支

援を行います。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
母子・父子自立支援
員による相談、情報
提供 

保健福祉（環境）事務所に母子・父子自立支援員を配置
し、ひとり親家庭等からの相談に対応します。 

こども未来課 

２ 
母子生活支援施設の
一定期間の利用によ
る生活支援 

住まい・就業や生活上の悩みを持つ母子家庭に対し、母子
生活支援施設の利用による住まい・就業の支援や子育て、
生活一般に関する相談支援を行います。 

こども未来課 

３ 
母子・父子福祉団体
に対する支援 

地域において相談事業や情報提供等を行う母子・父子福祉
団体の活動に対する支援を行い、ひとり親家庭及び寡婦の
福祉の向上を図ります。 

こども未来課 

４ 日常生活の支援 

ひとり親家庭の親等が就職活動や技能習得のための通学、
疾病等のために、一時的に生活援助や保育などの支援が必
要なときに、市町村が家庭生活支援員を派遣し、介護・保
育等の支援を行う日常生活支援事業の実施を促進します。 

こども未来課 

５ 
母子生活支援施設へ
の入所 
【Ⅲ１③に再掲】 

様々な理由により家庭での養育が困難となった場合でも、
親子を分離することなく、母と子を一体的に支援するた
め、措置やショートステイ等により、母子生活支援施設を
活用します。 

こども福祉課 

６ 

保育所への優先入
所、放課後児童クラ
ブの優先利用の促進 
【Ⅱ２①に再掲】 

市町村におけるひとり親家庭のこどもの保育所への優先入
所や放課後児童クラブの優先利用の取組を支援します。ま
た、求職活動・職業訓練等を行っている場合にも、就労し
ている場合と同等の事情にあるとして、優先入所や優先利
用を促進します。 

こども未来課 
子育て支援課 

７ 

県営住宅におけるひ
とり親世帯、多子世
帯の入居決定に際し
ての優遇措置及び新
婚・子育て世帯の優
先入居 
【Ⅳ６③に再掲】 

県営住宅の入居決定の際、抽選方式では、ひとり親世帯や
多子世帯に対し抽選番号を 2 つ割り当て(連番)、倍率の優
遇を図るほか、新婚・子育て世帯に対しては優先枠を設定
します。 

県営住宅課 

８ 
ＳＮＳを活用した相
談と支援情報の提供 

時間に制約があるひとり親でも気軽に相談できるよう、Ｓ
ＮＳ相談窓口を開設して相談に応じるとともに、ＡＩチャ
ットボットによりひとり親からの質問に 24 時間 365 日対応
します。また、ひとり親サポートセンターによる支援情報
を効果的に発信するため SNS の活用を図ります。 

こども未来課 

９ 
ひとり親家庭のため
の学習支援ボランテ
ィアの派遣 

ひとり親家庭のこどもを対象に大学生等のボランティアを
派遣し、こどもの学習支援を行うとともに進学相談等に応
じます。 

こども未来課 
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② 就業支援 

【現状と課題】 

○ 母子家庭になった当時に母が就業していなかった割合は 35.0％であり、その後も 9％が就業し

ていない状況にあります。就業形態を見ると、父子家庭では、「正社員・正職員」が 72.6％に対し、

母子家庭では 50.5％にとどまり、「パート・アルバイト」（31.5％）、「派遣・契約社員」（10.0％）

の割合が父子家庭よりも高くなっています。 

○ 母子家庭の母は、母子家庭となるまでに就業経験が全くない方もおり、パートや派遣社員など

の非正規雇用の割合が高く、家計を支える安定した収入を得る仕事になかなか就けない現状があ

ることから、個々の事情に応じた就業支援、自立支援をきめ細かに行う必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ ひとり親家庭の親が安定的な収入を得ることにより、経済的な自立を図るため、福岡県ひとり

親サポートセンターにおいて、福岡県ママと女性の就業支援センターやハローワークなどと連携

し、就業相談、就業あっせん、就業に効果的な資格取得のための支援に取り組みます。 

○ ひとり親家庭の親の就業を促進するため、就職に有利な資格取得のための養成機関での修業や

能力開発のための受講に対し給付金を支給するとともに無利子の貸付を行います。 

 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
ひとり親サポートセ
ンターでのワンスト
ップ相談支援 

ひとり親サポートセンターにおいて、ひとり親家庭の親及
び寡婦・離婚を考えている方を対象に、アウトリーチの手
法も活用しながら、就業に関する相談から、自立支援プロ
グラムの策定、就業支援講習会の開催、ハローワーク等と
連携した求人情報の提供まで一貫した就業支援を行いま
す。 

こども未来課 

２ 
ひとり親の資格取得
に関する給付金 
【Ⅳ４②に再掲】 

ひとり親家庭の親に対して、対象講座の受講費用の一部を
助成する自立支援教育訓練給付金や、看護師・介護福祉士
などの就職に有利な資格を取得する際の生活の負担を軽減
するための高等職業訓練促進給付金を支給することによ
り、就職に結びつきやすい資格取得等の支援を行います。 

こども未来課 

３ 

修業中のひとり親へ
の受講費・就職準備
金・住宅費の貸付 
【Ⅳ４②に再掲】 

高等職業訓練促進給付金受給者に対して、入学準備金・就
職準備金の貸付を行います。また、母子・父子自立支援プ
ログラム策定者を対象に、住居費の貸付を行います。 

こども未来課 
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③ 養育費の確保支援 

【現状と課題】 

○ 国は 2023（令和５）年４月に定めた「養育費受領率の達成目標について」では、「まずは 2031

年に、全体の受領率(養育費の取り決めの有無にかかわらない受領率)を 40％とし、養育費の取り

決めをしている場合の受領率を 70％とすることを目指す」としています。 

○ 2021（令和３）年度福岡県ひとり親世帯等実態調査によると、県内の「現在養育費を受給してい

る世帯」は、母子家庭で 32.0％、父子家庭で 8.1％となっています。 

○ 離婚した元配偶者との間で「養育費の取り決めをしている世帯」は、母子世帯で 53.2％、父子

家庭で 36.2％、このうち、「裁判所または強制執行認諾条項付き公正証書」により取り決めしてい

るのは、母子家庭で 29.0％、父子家庭で 11.6％となっています。 

○ 2024（令和６）年５月の民法改正により、養育費債権への先取特権の付与や法定養育費制度の

導入などの養育費確保の強化が図られたところであり、法制度や養育費の取り決めの重要性を、

離婚する前から理解してもらうことが重要です。 

 

【施策の方向】 

○ ひとり親家庭のこどもが養育費を受け取れるよう、ひとり親や離婚を考えている方に対し、養

育費の確保に関する情報提供の充実を図ります。 

○ ひとり親サポートセンター等において、養育費の内容に関する相談を受けるとともに、支払い

に係る合意の取り決めを促進し、受領率の向上を図ります。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 養育費確保の支援 

ひとり親家庭のこどもに対する養育費が確保できるよう、
ひとり親サポートセンターにおいて、専門相談員による養
育費の取決めや養育費の確保策等の電話相談を行うととも
に、より専門的なアドバイスが必要な場合は、弁護士によ
る無料法律相談を実施します。ひとり親サポートセンター
への来所が困難な方に対しては、弁護士による無料電話相
談の開催や、県内 17 か所ある法律相談センターにおいて１
時間無料で相談できるクーポンを発行します。このような
センターによる支援情報を効果的に発信するためＳＮＳの
活用を図ります。 

こども未来課 

２ 
公正証書等作成費用
の支援 
【Ⅳ４②に再掲】 

公正証書等の作成や、保証会社との養育費保証契約の締結
を支援することにより、養育費に関する取決めを促すとと
もに、養育費の継続した履行確保を図ります。 

こども未来課 
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④ 経済的支援 

【現状と課題】 

○ 相対的に貧困の状態にあるこどもの割合は 11.5％となっており、特にひとり親家庭は 44.5％と

高くなっています。（厚生労働省「2022（令和４）年国民生活基礎調査」） 

○ ひとり親家庭の年間平均収入額は、母子家庭は 276 万円、父子家庭は 469 万円で、年収 300 万

円未満の割合は、母子家庭では 61.7％、父子家庭では 22.6％となっています。家計の状態につい

ては、母子家庭の 32.1％が、父子家庭の 23.3％が「とても足りない」と感じています。 

○ 収入が少なく経済的に困窮しているひとり親家庭等に対して、収入の安定を図る支援を行う必

要があります。 

 

【施策の方向】 

○ ひとり親家庭の生活の安定と自立を図るため、児童扶養手当の支給や母子父子寡婦福祉資金の

貸付を行うとともに、医療費負担の軽減を図ります。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
児童扶養手当 
【Ⅲ３④、Ⅳ４②に
再掲】 

ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与し、こど
もの福祉の増進を図るため、18 歳に達する日以後の年度末
までのこどもを養育している方に児童扶養手当を支給しま
す。 

こども未来課 

２ 
ひとり親家庭等医療
費支給制度 
【Ⅳ４②に再掲】 

ひとり親家庭の親及びその子、父母のない子の健康保持及
び福祉の増進を図るため、必要とする医療を受けることが
できるよう、医療保険による自己負担額の一部を公費で負
担します。 

こども未来課 

３ 
母子父子寡婦福祉資
金の貸付 
【Ⅳ４②に再掲】 

ひとり親家庭等の経済的自立や生活意欲の助長、そのこど
もの福祉の増進を図るため、各種資金の貸付を行います。 

こども未来課 
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５ 障がいのあるこどもへの支援 

■ 「こども基本法」や「障害者の権利に関する条約」の理念を踏まえ、障がいのあるこども、発達

に特性のあるこどもの地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進し、その発達や自立、

社会参加を支援するとともに、障がいの有無にかかわらず安心して共に暮らすことができる地域

づくりを進める必要があります。 

① 障がいのあるこどもの育成 

【現状と課題】 

○ 障がいのあるこどもに対しては、できるだけ早期に適切かつ効果的な支援や治療を行うことで、

基本的な生活能力の向上を図り、将来の社会参加につなげていくことが大切です。 

○ 健康診査等により障がいの早期発見を図るとともに、適切な療育を実施する体制の整備を図る

必要があります。 

○ こどもの障がいの重度・重複化や多様化により、適切な保健・医療、福祉サービスや教育を行う

ことが求められています。 

○ 発達障がい児に対する支援体制の充実を図る必要があります。 

○ また、発達障がいについての社会的理解が十分進んでいない状況です。 

○ 医療的ケア児に対する支援体制の充実を図る必要があります。 

○ 障がいを理由とする差別の解消や社会的障壁の除去の一層の推進を図る必要があります。 

○ こどもを含む障がいのある人の芸術及び文化活動への参加を通じて、障がいのある人の生活を

豊かにするとともに、県民の障がいへの理解と認識を深め、障がいのある人の自立と社会参加を

推進することが必要です。 

○ 障がいのあるこどもが社会的、経済的に自立するため、発達段階に応じた勤労観、職業観の育

成や就労支援等が必要です。 

○  障がいのある選手が将来、トップアスリートとなり、国際大会等で活躍することは、県民に大

きな感動をもたらし、夢や希望を与えてくれることから、パラアスリートの発掘・育成を推進す

る必要があります。 

○ 障がいのある選手が、仲間と共に競い合う場所や目標とする機会は限られているため、そのよ

うな機会を提供する必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ 保護者や障がいのあるこどもの意向や一人一人の障がいの特性に応じた適切な支援を行うとと

もに、家族に寄り添った支援を行うため、個別の支援計画及び個別の教育支援計画の作成・活用

を図ります。 

○ 障がいについて正しい理解を深めるための啓発や情報提供を行うとともに、健康診査等を通じ、

障がいの早期発見、早期療育を支援します。 

○ 在宅の障がいのある人のライフステージに応じた地域での生活を支援するため、障がい児施設

等の有する療育支援機能を活用し、身近な地域での療育体制の充実を図ります。 
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○ 障がい児入所施設における支援については、障がいに対する正確な理解と障がい特性に応じた

環境の提供を行うとともに、できる限り良好な家庭的環境の中で行う必要があるため、ケア単位

の小規模化の推進に努めます。 

○ 育成医療及び重度障がい者医療費支給制度の実施・普及に努めます。 

○ 県内４地域に設置した発達障がい者支援センターにおいて、身近な地域で発達障がいのあるこ

どもやその家族からの相談に応じるとともに、医療、保健、福祉、教育、労働等の関係機関との連

携強化により、地域の総合的・専門的な支援体制の整備を推進します。 

○ また、発達障がいのあるこどもやその家族が地域で安心して暮らせるよう、発達障がいに関す

る理解を深めるため啓発活動を推進します。 

○ こども療育センター新光園に設置した医療的ケア児支援センターにおいて、ワンストップで相

談に対応するとともに、医療、保健、福祉、教育、労働等の関係機関との連携強化により、地域の

総合的・専門的な支援体制の整備を推進します。 

○ 障がい者差別解消に関する相談体制の充実を図るとともに、学校等とも連携して差別的取扱い

の禁止や合理的配慮の提供の周知啓発に努めます。 

○ 「ふくおか県障がい児者美術展」の開催など、鑑賞の機会及び創造活動・発表機会の拡大に取り

組み、こどもを含む障がいのある人の文化芸術活動の促進を図ります。 

○ 福岡障害者職業能力開発校において計画的な職業訓練を実施するとともに、民間の教育訓練機

関等を活用した職業訓練を実施し、就職を支援します。 

○ パラスポーツの優れた素質や潜在的な能力を持つ方を発掘・育成し、福岡から世界で活躍する

パラアスリートを継続的に輩出するため、競技団体等と連携し、「フクオカ・パラスター・プロジ

ェクト」に取り組みます。 

○ 障がいの種別に関わらず、全ての選手が一堂に会する県内最大級の障がい者スポーツ大会を実

施します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
障がい児通所支援事
業等の充実 

日常生活における基本的な動作及び知識・技能の習得や生
活能力向上のための訓練、集団生活に適応することができ
るための必要な支援を行う障がい児通所支援事業所（児童
発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問支援・居
宅訪問型児童発達支援）や、支援内容の充実を図ります。
その中で、重症心身障がい児を支援する事業所の確保にも
努めます。また、適切な支援が行われるよう、障がいがあ
るこどもや保護者の希望する生活や課題の把握を行い、こ
どもの年齢や発達の度合いに応じた意見を尊重した上で、
個別の支援計画を定め、支援内容の充実を図ります。 

障がい福祉課 

２ 
障がい児相談支援事
業者の質の向上 

障がい児通所支援等（児童発達支援、放課後等デイサービ
スなど）を利用する障がい児に対し、適切に障がい児支援
利用計画を作成できるよう、相談支援専門員に対する研修
を実施し、相談支援専門員の養成・確保及び質の向上を図
ります。 

障がい福祉課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

３ 
新生児聴覚検査の体
制整備 
【Ⅱ１③に再掲】 

「福岡県乳幼児聴覚支援センター」および「新生児聴覚検
査体制整備検討会議」を設置し、先天性聴覚障がいの早期
発見・早期療育体制整備を図ります。 

子育て支援課 

４ 
障がい児等療育支援
の推進 

在宅の障がいのある児童等のライフステージに応じた地域
での生活を支援するため、障がい児（者）施設の有する療
育支援機能を活用し、身近な地域で療育指導等が受けられ
るよう、県全体の療育相談事業の充実を図ります。 

障がい福祉課 

５ 
障がい児保育等受入
体制支援 
【Ⅱ２①に掲載】 

保育所における障がい児等の円滑な受入れをすすめるた
め、障がい児保育等に係る標準モデルや市町村別の支援策
を示すとともに、障がい児保育に係る専門研修を実施する
など、受入体制の構築に係る支援を実施します。 

子育て支援課 

６ 
聴覚障がい児・家族
への支援 

乳幼児期から手話を学び、手話を使用しやすい環境を整備
することを目的として、きこえない・きこえにくい乳幼児
とその家族等が親子で手話を学ぶ親子手話教室等を開催し
ます。 

障がい福祉課 

７ 
心身障がい児療育キ
ャンプ等を通じた社
会参加の推進 

心身障がい児等が参加する各種療育キャンプや、専門医ト
レーナーによる早期訓練を実施します。 

障がい福祉課 

８ 
障害児福祉手当によ
る支援 

重度障がい児に対して、その障がいのため必要となる精神
的、物質的な特別の負担の軽減の一助として手当を支給す
ることにより、重度障がいのある人の福祉の向上を図りま
す。 

障がい福祉課 

９ 特別児童扶養手当 
こどもの福祉の増進を図るため、精神又は身体に障がいを
有する 20 歳未満のこどもを養育している方に特別児童扶養
手当を支給します。 

こども未来課 

10 
障がい児入所施設の
充実 

障がいがあるこどもや保護者の希望する生活や課題の把握
を行い、こどもの年齢や発達の度合いに応じた意見を尊重
した上で、日常生活における基本的な動作及び独立自活に
必要な知識技能を習得できるよう、個別の支援計画を定
め、支援内容や養育環境の充実を図ります。 

障がい福祉課 

11 

障がい児の医療費等
に係る自己負担額の
軽減 
【Ⅳ４②に再掲】 

障がい児の医療費や、日常生活を送るのに必要な用具等の
購入費の自己負担額の一部を公費で負担します。 

障がい福祉課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

12 
発達障がい者支援セ
ンターによる支援の
推進 

発達障がいに関する専門的な支援を行う拠点として、発達
障がい者支援センターを北九州・福岡・筑豊・筑後の県内
４地域に設置し、他の関係機関と連携を図りながら、発達
障がい児（者）及びその家族等からの相談対応、保護者や
地域の支援者に向けた発達障がいに関する知識を学べる研
修の開催を通じて支援を実施します。 

障がい福祉課 

13 
医療的ケア児支援の
推進 

医療的ケア児に関する専門的な支援を行う拠点として医療
的ケア児支援センターを設置し、医療的ケア児及びその家
族等からの相談対応や研修会を実施するとともに、医療的
ケア児を介助する家族の肉体的・精神的負担の軽減を図
り、身近な地域で家族のレスパイトケアや、医療的ケア児
支援に対応できる障がい福祉サービス事業所の人材や医療
的ケア児等コーディネーターを養成します。 

障がい福祉課 

14 
医療的ケア児保育受
入体制支援 
【Ⅱ２①に掲載】 

看護師等を配置する経費に対する助成や、医療的ケア児の
保育に係る研修を実施することにより、医療的ケア児の保
育受入体制構築のための支援を行います。 

私学振興課 
子育て支援課 

15 
障がい者差別解消の
推進 

障がい者差別の解消と合理的配慮の提供について、啓発動
画やガイドブックのホームページへの掲載、県の専門相談
員を講師とした出前講座の実施により、県民の理解を深め
るとともに、県の障がい者差別解消専門相談窓口におい
て、丁寧に相談に応じます。また、事業者団体、障がい者
団体、行政機関等で構成する「障がい者差別解消支援地域
協議会」において、合理的配慮の具体例や県・市町村の相
談窓口の情報共有を行い、啓発動画等やガイドブックを活
用した周知啓発や、県の専門相談員の研修派遣を実施しま
す。 

障がい福祉課 

16 
障がい者の文化芸術
活動の推進 

「ふくおか県障がい児者美術展」の開催をはじめ、市町村
とも連携し、障がいのある人の創作活動・発表機会の拡大
を図ります。 

文化振興課 

17 
障がい者博物館体験
促進事業 

障がいのある人が、文化財を十分に鑑賞し博物館を一層楽
しめるよう、環境を整備し、主に聴覚・視覚障がいのある
人向けのイベントを行います。 

文化振興課九州国
立博物館・世界遺
産室 

18 
障がいのある人の就
職に向けた訓練 

障がいのある人が働くために必要な技能を習得するための
職業訓練を実施します。 

職業能力開発課 

19 

福岡県パラスポーツ
タレント発掘・育成
事業 
【Ⅱ６③に再掲】 

パラスポーツの優れた素質や潜在的な能力を持つ方を発
掘・育成し、福岡から世界で活躍するパラアスリートの輩
出を目指します。 

スポーツ振興課 

20 
福岡県障がい者スポ
ーツ大会 

障がいの種別に関わらず、全ての選手が一堂に会し、とも
に競技に挑み、競い合い、スポーツの持つ楽しさ、素晴ら
しさを感じられる大会として、毎年開催しています。 

スポーツ振興課 
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② 特別支援教育推進体制の整備 

【現状と課題】 

○ 障害者の権利に関する条約に掲げられたインクルーシブ教育システムの理念を踏まえ、障がい

のあるこどもたちの自立と社会参加の推進が一層強く求められています。 

○ 本県における特別支援学校の在籍者数は、年々増加しており、障がいが重度・重複化、多様化、

複雑化しています。また、特別支援学級に在籍する子どもの数や通級による指導を受けているこ

どもの数も増加傾向にあります。 

 

【施策の方向】 

○ 共生社会の形成に向け、障がいのあるこどもと障がいのないこどもが可能な限り同じ場で共に

学び、充実した時間を過ごしつつ、生きる力を身に付けていくことのできる教育の推進とそのた

めの教職員の専門性の向上や教育環境の整備を進めます。 

○ 障がいのあるこどもの適切な就学先決定に向けた市町村教育委員会の取組を支援するとともに、

県立特別支援学校２校を新設する等、特別支援学校に入学する子どもの確実な受入れと質の高い

特別支援教育を提供できる教育環境の整備を推進します。 

○ 障がいのあるこどもが自立し、社会参加できるよう、就学前段階から学校卒業後までの長期的

な視点に立ち、一人一人の教育的ニーズに応じた一貫した継続性のある指導及び支援の充実を図

ります。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
高等学校インクルー
シブ教育システム構
築支援事業 

県立高校等に在籍する特別な支援を必要とする生徒に対し、
介助及び学習支援（合理的配慮・適切と思われる配慮を含
む）を行います。 

特別支援教育
課 

２ 
高等学校等通級指導
推進事業 

発達障がい等困難のある生徒に対し、障がいによる学習上又
は生活上の困難の改善・克服を図るため、通級指導教員を配
置し適切な指導や支援を行います。 

特別支援教育
課 

３ 
障がい児理解啓発推
進事業 

特別支援学校における交流及び共同学習を実施します。 
特別支援教育
課 

４ 
特別支援学校専門ス
タッフ強化事業 

特別支援学校において、医療・保健・心理等に関する専門ス
タッフを配置・活用することにより、専門性と組織力の強化
を図るとともに、地域内の小・中・高等学校等に在籍する障
がいのあるこどもに対する相談・支援機能の充実を図りま
す。 

特別支援教育
課 

５ 
特別支援学校設備充
実事業 

県立特別支援学校に、児童生徒の障がいの特性に応じたＩＣ
Ｔ機器を配備します。また、視覚特別支援学校における点字
情報ネットワークシステム等の充実を図ります。 

特別支援教育
課 

６ 
特別支援学校等芸術
鑑賞機会の提供 

県内の公立特別支援学校に劇団や室内楽団等公演団体を派遣
し、公演を行います。 

社会教育課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

７ 
県立特別支援学校生
徒希望進路実現支援
事業 

生徒や保護者を対象としたセミナーやガイダンスを実施し、
就職への意識向上を図るとともに、就職支援サポーターを配
置し、企業訪問による就職先の新規開拓や職場定着のための
アフターケア等を実施することで、生徒の希望進路の実現を
目指します。 

特別支援教育
課 

８ 
発達障がい児等教育
継続支援事業 

発達障がいを含む障がいのある幼児児童生徒が、一貫した教
育的支援を受けられるよう外部専門家による巡回相談や個別
の指導計画及び個別の教育支援計画の活用促進等を実施しま
す。 

特別支援教育
課 

９ 
県立学校等医療的ケ
ア体制整備事業 

医療的ケアを必要とする児童生徒等が在籍する県立学校に看
護職員を配置するとともに、研修等による市町村（教育委員
会及び学校）への支援や医療的ケアガイドラインの周知を通
して、医療的ケアが必要な児童生徒等が、安全に教育を受け
られる環境を整備します。 

特別支援教育
課 

10 
特別支援教育就学奨
励費負担金・補助金 

特別支援学校への就学奨励に関する法律の趣旨に基づき就学
を促進することを目的とし、教科用図書購入費、学校給食
費、交通費、寄宿舎居住費、修学旅行費、学用品購入費を支
弁します。 

特別支援教育
課 

11 
障がい者就業･生活支
援事業 

障害者就業・生活支援センターに生活支援担当者を配置し
て、就職や職場への定着が困難な障がいのある人及び就業経
験のない障がいのある人に対し、就業及びこれに伴う日常生
活又は社会生活に必要な支援を行います。 
また、特別支援学校生徒を対象とした就職準備講座や技能見
学会等による就職支援を行います。 

就業支援課 

12 
ＩＣＴを活用した教
育推進事業 
【Ⅱ３①に掲載】 

これまでの教育実践とＩＣＴを最適に組み合わせた「新しい
教育」の実現に向けて、ＩＣＴを活用した先進的教育モデル
の研究、プログラミング教育の充実に向けた取組や普及啓発
を行います。 

高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育
課 

13 

自立と社会参加に向
けた体験学習推進事
業 
【Ⅱ８①に掲載】 

県立特別支援学校に在籍する児童生徒に対し、障がいの種類
や状態等に応じた多様な体験学習を実施することで、各教科
における学習内容の理解を深めます。 

特別支援教育
課 

14 
ワンヘルス教育総合
推進事業 
【Ⅱ３④に掲載】 

児童生徒が生涯にわたって健康や環境を適切に管理・改善し
ていくための資質・能力を身に付けるため、義務教育段階か
ら高等学校段階まで系統性のある「ワンヘルス教育」の推進
を図ります。 

高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育
課 
体育スポーツ
健康課 
社会教育課 

 

  



 

  179 

 

６ 不登校やいじめ、ひきこもり等に対する取組の推進 

① 不登校等に対する取組の推進 

【現状と課題】 

○ 2023（令和５）年度の本県の不登校児童生徒数は、小・中学校が１万 8,148 人、高等学校が 3,587

人となっており、増加傾向にあります。また、本県の 1,000 人当たりの不登校児童生徒数は、小・

中学校が 43.4 人、高等学校が 29.2 人で、いずれも全国平均を上回っています。 

○ 教育機会確保法では、不登校は本人・家庭・学校に関わる様々な要因が複雑に関わっている場

合が多く、どのこどもにも起こり得るものであり、不登校というだけで問題行動ではないとされ

ています。その趣旨を踏まえ、全てのこどもが教育を受ける機会を確保できるよう取り組む必要

があります。 

 

【施策の方向】 

○ 不登校等の生徒指導上の問題について、早期発見・早期対応するために、スクールカウンセラ

ーやスクールソーシャルワーカー等の専門家を含む校内の全ての教職員で相談機能を充実させる

とともに情報共有を徹底し、関係機関と連携・協力する等、学校がチームとして組織的に対応す

る取組を推進します。 

○ 日々の授業や行事等において、全てのこどもが活躍できる場面を実現させる取組「絆づくり」

と、人間関係づくりのトレーニングや学級・学校をどのこどもにも落ち着ける場所にしていく取

組「居場所づくり」を充実させ、魅力ある学校づくりを推進します。 

○ 市町村と連携した不登校児童生徒や保護者への支援、社会的自立心を伸ばすための体験活動を

実施します。 

○ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家と連携し、不登校のこどもの

個々の状況に応じたきめ細かな支援を通じて学校復帰を図るとともに、教育支援センター（適応

指導教室）、フリースクール等の民間団体との情報共有などの連携やＩＣＴを活用した学習支援を

行う等、多様な教育機会を確保しながら社会的自立への支援の充実を図ります。 

○ 不登校児童生徒が学びたいと思った際に多様な学びにつながることができるよう、不登校児童

生徒の個々のニーズに応じた学びの場を整備します。 

○ 福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」における不登校・ひきこもりのこども、

保護者や学校関係者等に対する専門的な相談等の支援の充実について検討します。 

○ 大学生ボランティアによる不登校児童生徒への支援に取り組みます。 

○ 高等学校の不登校生徒等の学習継続を支援するため、学習支援センターの運営に対する支援を

行います。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
早期アプローチを重
視した不登校対策校
内支援充実 

小学校段階における不登校対策の充実を図るため、学習支
援・教育相談・校内連携を行う不登校児童支援員の配置を支
援します。 

義務教育課 

２ 学びの多様化の推進 

不登校経験のある生徒や不登校状態にある生徒が学びやすい
環境を整備するため、博多青松高校通信制教育を各地区の協
力校で実施するとともに、不登校生徒等の実態に配慮した学
びの多様化学校を設置します。 

高校教育課 

３ 

こどもの社会的自立
に向けた居場所づく
り 
【Ⅱ９②に再掲】 

不登校児童生徒が、豊かな自然環境の中でのびのびと過ごす
ことができる場所を整備し、こどもの社会的自立につなげる
ための支援に取り組みます。 

社会教育課 

４ 

不登校・ひきこもり
サポートセンター事
業 
【Ⅱ７④、Ⅱ９②、
Ⅲ６③に再掲】 

福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」にお
ける不登校・ひきこもりのこども、保護者や学校関係者等に
対する専門的な相談等の支援の充実について検討します。 

青少年政策課 

５ 
大学生ボランティア
による不登校支援 

心理・社会福祉・教育等を学んでいる大学生ボランティアに
よるオンラインを活用した不登校児童生徒への支援を検討し
ます。 

私学振興課 
義務教育課 

６ 
フリースクールへの
支援 
【Ⅱ９②に再掲】 

不登校児童生徒の受け皿となっているフリースクールの活動
を支援するため、一定の財政支援を行います。 

私学振興課 

７ 
学習支援センターへ
の支援 

高校の不登校・中途退学対策として、学業不振や学校不適応
に悩む生徒や、中途退学したが再度高校卒業にチャレンジす
る者に学習の場を提供し学業の継続を支援する、学習支援セ
ンターの運営に対して助成します。 

私学振興課 

８ 

若まど（若者自立相
談窓口）の設置 
【Ⅱ７④に掲載、Ⅱ
７②、Ⅲ６③、Ⅳ２
①に再掲】 

若者の様々な悩みや不安をワンストップで受け付け、その方
の状況に合わせて適切な支援機関につなぐ相談体制を充実し
ます。 

青少年育成課 

９ 
いじめ・不登校総合
対策事業 
【Ⅲ６②に掲載】 

楽しく学べる学校づくりを推進するため、教育相談体制の整
備・充実及びスクールカウンセラー等の専門家や関係機関等
との連携・協働により、いじめ・不登校の予防・解消を図り
ます。 

高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育
課 
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② いじめの防止 

【現状と課題】 

○ いじめは、こどもの心身に深刻な影響を及ぼす許されない行為です。そのため、学校は、家庭や

関係機関と連携して、いじめの未然防止、早期発見、早期対応に努めることが大切です。 

○ 本県のいじめの認知件数は、2023（令和５）年度 1万 7,183 件と、2018（平成 30）年度の１万

1,262 件と比べると、５年間で約 6,000 件増加しており、いじめの積極的認知が進んでいます。一

方、全国調査では、いじめの重大事態の約４割は、学校がいじめとして認知していなかったとい

う結果が出ています。 

○ いじめの深刻化を防止するために、学校外からのアプローチによる取組も含めて、いじめ問題

に取り組み、重大化・長期化するいじめを１件でも多く減らしていく必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ いじめ等の生徒指導上の問題について、未然防止・早期発見・早期対応するために、スクールカ

ウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家を含む校内の全ての教職員で相談機能を充

実させるとともに情報共有を徹底し、関係機関と連携・協力する等、学校がチームとして組織的

に対応する取組を推進します。 

○ 日々の授業や行事等において、全てのこどもが活躍できる場面を実現させる取組「絆づくり」

と、人間関係づくりのトレーニングや学級・学校をどのこどもにも落ち着ける場所にしていく取

組「居場所づくり」を充実させ、魅力ある学校づくりを推進します。 

○ 学校外の立場でいじめの相談から解消まで取り組む「福岡県いじめレスキューセンター」を設

置し、いじめに悩むこどもや保護者を支援します。 

○ 私立学校におけるいじめ重大事態等について対応への支援を行います。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
いじめ・不登校総合
対策事業 
【Ⅲ６①に再掲】 

楽しく学べる学校づくりを推進するため、教育相談体制の整
備・充実及びスクールカウンセラー等の専門家や関係機関等
との連携・協働により、いじめ・不登校の予防・解消を図り
ます。 

高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育
課 

２ 

学校外からのアプロ
ーチによるいじめ解
消に向けた支援 
【Ⅱ７④に再掲】 

いじめの相談窓口「福岡県いじめレスキューセンター」を設
置し、学校外の立場で、いじめに悩むこどもや保護者を支援
します。 

こども未来課 

３ 
県立学校におけるい
じめ重大事態の防止 

県立学校のいじめの重大事態化を防止するため、外部専門家
による学校支援体制を強化します。 

高校教育課 

４ 

スクールサポーター
制度を通じた非行・
犯罪被害の防止 
【Ⅱ４④に掲載】 

警察署管内の小学校・中学校・高等学校等に直接赴いて、学
校が抱えている非行問題等の解消や安全対策の支援、いじめ
問題への対応等、学校と警察のパイプ役となってこどもの非
行防止と犯罪被害防止を図るための活動を行います。 

少年課 
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③ ひきこもりに対する取組の推進 

【現状と課題】 

○ 福岡県のひきこもり地域支援センター、ひきこもり地域支援センター筑豊サテライトオフィス

及び筑後サテライトオフィスにて対応した、2023（令和５）年度のひきこもり相談件数（実件数）

は 1,052 件であり、うち 29 歳以下の相談件数（実件数）は 406 件となっています。 

○ ひきこもりの長期化や 8050 問題※などの課題があり、住民にとってより身近な市町村域におけ

るひきこもり支援施策の充実を図る必要があります。 

 ※子が長期間引きこもったまま親が 80 代、子が 50 代を迎えて発生する問題 

 

【施策の方向】 

○ 保健、医療、福祉、教育、労働等の関係機関と連携したひきこもり対策を推進します。 

○ 各市町村でのひきこもり支援の取組を支援する体制整備を行います。 

○ 福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」における不登校・ひきこもりのこども、

保護者や学校関係者等に対する専門的な相談等の支援の充実について検討します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 

ひきこもり対策推進
事業 
【Ⅱ７④、Ⅱ９②に
再掲】 

精神保健福祉センターに「ひきこもり地域支援センター」、
筑豊及び筑後地域に「ひきこもり地域支援センターサテライ
トオフィス」を設置し、ひきこもり支援のための核となる機
関として相談対応、関係者への研修及び連携会議等を行いま
す。 

健康増進課こころ
の健康づくり推進
室 

２ 
市町村におけるひき
こもり対策への支援 

市町村域の相談支援体制の整備に向け、必要な助言・協議を
進めます。 

健康増進課こころ
の健康づくり推進
室 

３ 

不登校・ひきこもり
サポートセンター事
業 
【Ⅲ６①に掲載、Ⅱ
７④、Ⅱ９②に再
掲】 

福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」にお
ける不登校・ひきこもりのこども、保護者や学校関係者等に
対する専門的な相談等の支援の充実について検討します。 

青少年政策課 

４ 

無業の若者に対する
職業的自立支援 
【Ⅳ２①に掲載、Ⅱ
７②、Ⅱ７④に再
掲】 

働くことに不安や悩みを抱える 15 歳から 49 歳までの方を対
象に、若者サポートステーションにおいて心理相談、グルー
プワーク、就労体験などを実施し、職業的自立を支援しま
す。また、ひきこもり等の長期無業者を対象に、メタバース
空間を活用した支援を推進することでより多くの長期無業者
の就職や社会参加を実現します。 

就業支援課 

５ 

若まど（若者自立相
談窓口）の設置 
【Ⅱ７④に掲載、Ⅱ
７②、Ⅲ６①、Ⅳ２
①に再掲】 

若者の様々な悩みや不安をワンストップで受け付け、その方
の状況に合わせて適切な支援機関につなぐ相談体制を充実し
ます。 

青少年育成課 
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④ 自殺対策 

【現状と課題】 

○ こどもの自殺者は、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大した 2020（令和２）年以降、全国

的に増加傾向にあり、本県も同様です。本県における 2023（令和５）年の 30 歳未満の自殺者数

は、153 人となっています。 

○ 関係機関・団体と一層の連携を図り、総合的に自殺対策を実施し、特に社会・生活環境の変化の

影響を受けやすい若年層に対して、つながりやすい相談窓口の整備や居場所づくりに取り組む必

要があります。 

 

【施策の方向】 

○ 保健、医療、福祉、教育、労働等の関係機関と連携した自殺対策を推進します。 

○ 自殺を考えている人の不安軽減や孤独・孤立感を解消するため、電話相談窓口や若年層が利用

しやすいＳＮＳ相談窓口を整備するとともに、インターネット上にメタバースを活用した居場所

を設置します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 自殺対策事業 

自殺予防週間、自殺対策強化月間における啓発活動や 24 時
間 365 日の相談窓口の設置等により、自殺防止を図ります。 
また、自殺未遂者の再企図を防ぐため、未遂に至った要因分
析やその解決に向けた支援機関との連携など、自殺未遂者支
援事業を実施します。 

健康増進課こころ
の健康づくり推進
室 

２ 
自殺予防ＳＮＳ相談
事業 
【Ⅱ９②に再掲】 

若年層及び女性の自殺者数の増加を抑制するため、自殺予防
ＳＮＳ相談を実施します。 

健康増進課こころ
の健康づくり推進
室 

３ 
メタバースを活用し
た居場所づくり事業 
【Ⅱ９②に再掲】 

インターネット上にメタバースを活用した居場所「おいでよ 
きもちかたりあう広場」を設置し、孤独・孤立の気持ちを抱
える若年層を対象としたレクリエーション等を実施します。 

健康増進課こころ
の健康づくり推進
室 

４ 自殺予防教育の推進 
ＳＯＳの出し方に関する教育を含む自殺予防教育を推進する
とともに、児童生徒の悩みや不安について多様な相談体制を
整備します。 

高校教育課 
義務教育課 
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７ ヤングケアラー、性的マイノリティ、外国人のこども等への支援 

① ヤングケアラーへの支援 

■ 2024（令和６）年６月に「子ども・若者育成支援法」が改正され、ヤングケアラーについて、

「家族の介護その他の日常生活の世話を過度に行っていると認められる子ども・若者」と定義さ

れました。 

■ ヤングケアラーは、ケアが日常化することで社会生活を円滑に営む上での困難を抱え、権利侵

害が発生している状態にあります。その意思を尊重しながら、必要な支援を行っていく必要があ

ります。 

■ 「青少年の意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）によると、「ヤングケアラー」の説明を掲

げたうえで、自分がヤングケアラーに当てはまると回答したのは、小学生 2.2％、中学生 1.8％、

高校生 1.6％となっています。 

 

【現状と課題】 

○ こども本人や家族に自覚がなく顕在化しづらい場合もあることから、 福祉、介護、医療、教育、

地域等の関係者が連携して早期の把握・支援につなげることが必要です。 

○ 家族のケアの負担が大きく、学業や友人関係などに支障が生じており、権利の重大な侵害が生

じている場合には、家族の世話などにかかる負担を軽減・解消し、こどもとしての時間を確保し

ていくことが必要です。 

○ 現時点で学業や友人関係などへの支障までは生じていないが、将来の心配事の不安やケアの心

理的負担が大きい場合においても、その負担の軽減を図ることが重要です。 

 

【施策の方向】 

○ ヤングケアラーの把握のため、関係機関の連携を構築するとともに、市町村のこども家庭セン

ターにおいて必要な支援につなげます。 

○ ヤングケアラーがいる世帯への家事・育児支援に対する市町村の支援を促進します。 

○ 将来の心配事の不安やケアの心理的負担が大きいヤングケアラーが悩みを相談・共有できる機

会の提供を進めます。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
ヤングケアラーの早
期発見と関係機関連
携による支援 

家庭内のことで表に出にくいヤングケアラーの早期発見のた
めに、学校や市町村、介護・障がい・医療等の関係機関の連
携体制の構築を進めるとともに、市町村のこども家庭センタ
ーによる円滑なアセスメントとサポートプランの作成によ
り、家事支援や介護保険サービス・障がいサービスの導入、
スクールソーシャルワーカーによる相談対応等、それぞれが
必要としている支援につなげます。 

こども未来課 
高校教育課 
義務教育課 
特別支援教育課 

２ 

ヤングケアラーがい
る世帯へ家事・育児
の支援 
【Ⅳ６①に掲載】 

市町村が実施する子育て世帯訪問支援事業について、ヤング
ケアラーがいる家庭等への活用を促進します。 

こども未来課 

３ 
ヤングケアラーへの
相談支援の強化 

将来への不安を抱えるヤングケアラーに対する相談支援を行
います。 

こども未来課 
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② 性的マイノリティのこどもへの支援 

【現状と課題】 

○ 性的少数者が、周囲の心ない好奇の目にさらされるなど、社会生活の中で、性的指向や性自認

を理由とした偏見や差別があります。これを踏まえ、性的指向及び性自認の多様性に関する理解

を深めるための取組が必要です。 

 

【施策の方向】 

○ 地域社会や職場において、性の多様性に関する正しい理解と認識を深めるため、庁内関係課や

企業、支援団体等と連携し、講演会や研修の開催、啓発資料の配布など様々な手法による啓発を

推進します。 

○ 双方又は一方が性的少数者であるカップルのための「パートナーシップ宣誓制度」を推進しま

す。 

○ ＬＧＢＴＱの方などすべての方が抱える、心、家族、暮らし、労働等、広範多岐な悩みについ

て、電話等による相談を実施します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 

性の多様性に関する
理解促進事業 
【Ⅱ８③に掲載、Ⅱ
３③に再掲】 

性の多様性に関する正しい理解と認識を深めるための啓発を
行います。 

人権・同和対策局
調整課 

２ 
パートナーシップ宣
誓制度 
【Ⅱ８③に掲載】 

双方又は一方が性的少数者のカップルが、日常生活において
相互に協力し合い、人生を共にすることを県に宣誓し、県が
「パートナーシップ宣誓書受領証カード」を交付します。 

人権・同和対策局
調整課 

３ 
あすばる相談支援事
業 
【Ⅱ７④に掲載】 

福岡県男女共同参画センター「あすばる」において、女性、
男性やＬＧＢＴＱの方などすべての方が抱える、心、家族、
暮らし等、広範多岐な悩みについて、電話等による相談を実
施し、相談者自身が問題解決に向けて自己選択、自己決定し
ていくよう支援します。 

男女共同参画推進
課 
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③ 外国人のこども等への支援 

【現状と課題】 

○ 県内の在留外国人の数は年々増加しており、2023（令和５）年 12 月末時点で９万 9,695 人とな

っています。このうち、29 歳以下の外国人数は５万 2,943 人となっています。 

○ 日本語指導が必要な児童生徒（日本国籍・外国籍とも）は、小学校 722 人、中学校 255 人（2023

（令和５）年度）であり、今後も増加が予想されることから、日本語指導担当教員の指導力向上や

組織的な日本語指導の支援体制の整備を一層進める必要があります。 

○ 働き手となる外国人の増加に伴い、帯同する家族が増えることが予想されます。そのため、こ

どもを含めた外国人の受け入れ環境の整備が求められています。 

○ 日本語指導、適応支援等個々の状況に応じた支援を推進する必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ 外国人子育て家庭や妊産婦が、言葉の心配をすることなく子育てに関する相談ができるよう県

や市町村における支援体制の整備を図ります。 

○ 日本語教室を通じて外国人の親やそのこどもが地域住民と交流しながら安心して子育てを行え

る居場所づくりにつなげます。 

○ 外国人のこども等日本語指導を必要とするこどもへの対応として、個に応じた指導を実施する

ための学校の指導体制や市町村の体制づくりを支援する取組を推進します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 

「FUKUOKA IS OPEN 
センター」における
相談対応（海外人材
活躍推進事業） 

「FUKUOKA IS OPEN センター」において、外国人子育て家庭
や妊産婦からの子育てに関する相談に多言語で対応し、相談
内容に応じて適切な専門機関へつなぐとともに、市町村の保
健・医療・福祉等担当窓口や医療機関、教育機関など、外国
人のこどもへの支援に関係する者からの、外国人のこどもに
関する相談についても、当センターにおいて通訳・相談支援
を行います。 

国際政策課 

２ 
在留外国人のこども
の保育に関する対応 
【Ⅱ２①に再掲】 

保育所等の利用を希望する外国人子育て家庭を支援するた
め、市町村による通訳配置や多言語音声翻訳システムの導入
等、多言語対応のための体制の整備を図ります。 

子育て支援課 

３ 
帰国・外国人児童生
徒への日本語指導の
体制を整備 

日本語指導が必要な児童生徒の教育支援のため、日本語指導
について専門性の高い教員を育成するとともに、外国人のこ
どもの就学機会確保の必要性について、市町村教育委員会に
周知を図ります。 

義務教育課 

４ 
日本語指導が必要な
生徒への支援 

日本語指導が必要な生徒の実態に応じて、学習指導やキャリ
ア教育等に関する支援の充実を図ります。 

高校教育課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

５ 
入学者選抜帰国生徒
等特例措置 

帰国生徒等について、特別学力検査などの必要な特例措置を
講じることにより、適切な受入れを図ります。 

高校教育課 

６ 

市町村等が運営する
日本語教室の支援
（日本語教育環境整
備事業） 
【Ⅱ９②に再掲】 

在留外国人の日本語学習の場にとどまらず、地域住民との交
流の場ともなる日本語教室への支援を行い、外国人の親等の
居場所づくりにつなげます。 

国際政策課 

７ 
ふくおか国際医療サ
ポートセンター 

医療通訳ボランティアの派遣や、多言語での電話通訳、県内
の医療機関の案内や日本の医療制度の案内により外国人患者
の円滑な受け入れを支援します。 

医療指導課 
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柱Ⅳ  結婚・子育ての希望をかなえ、こどもを安心して     

産み育てることができるための支援 
 

■ 2023（令和５）年の本県の出生数は３万 3,942 人、合計特殊出生率は 1.26 となり、「ふくおか

こども・子育て応援プラン」（第２期）の計画期間の始期の前年である 2018（平成 30）年の本県

の出生数４万 2,008 人から 8,066 人（19.2％）の減、同年の本県の合計特殊出生率 1.49 から 0.23

ポイントの減となっています。 

■ 少子化の進行に歯止めがかからない中、2023（令和５）年 12月、「こども大綱」と同日に閣議決

定された国の「こども未来戦略」では、「少子化は、我が国が直面する、最大の危機である」とし

た上で、若年人口が急激に減少する 2030 年までに少子化トレンドを反転させるため、2024（令和

６）年度から３年間の集中的な取組である「こども・子育て支援加速化プラン」を示しています。 

■ この「加速化プラン」では、「若い世代の所得向上に向けた取組」、「全てのこども・子育て世帯

を対象とする支援の拡充」、「共働き・共育ての推進」の３つの柱に沿って具体的な施策を実施す

るとしており、児童手当の拡充や出産育児一時金の引き上げなどが実施されています。 

■ 県では、2023（令和５）年度に、こどもを安心して産み育てることができる地域社会づくりを推

進するため、「福岡県出産・子育て安心基金」を設置しており、国が打ち出すこれらの施策を踏ま

えつつ、この基金も活用しながら、より県民ニーズに即し、効果的であると判断されるきめ細か

な施策の充実に取り組んでいくこととしています。 
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１ 次代の親の育成 

【現状と課題】 

○ 価値観や考え方が多様化する中で、若い世代が、仕事・結婚・出産・子育てなど自らの将来を主

体的かつ具体的に考えることができるよう、ライフプラン形成を支援する必要があります。 

○ 次代の親となる若者たちが、男女が協力して家庭を築くこと及びこどもを産み育てることの意

義について理解するとともに、妊娠・出産と、飲酒、喫煙等の生活習慣や年齢、体重との関係な

ど、妊娠・出産に関する正しい知識を習得することが大切です。 

○ 国立社会保障・人口問題研究所が 2021（令和３）年度に実施した「第 16 回出生動向基本調査」

によると、乳幼児とふれあう経験が多かった（多い）未婚者は、結婚意欲が高く、また、希望する

こども数が多い傾向がみられます。 

【施策の方向】 

○ 若い世代が結婚や子育てに対する理解を深めるため、ライフプラン教育を推進します。 

○ 学校等において、結婚や子育てについての正しい知識を習得し、理解を深める活動を促進しま

す。 

○ 若い世代がこどもを産み育てることや家族を持つことをイメージできるよう、市町村等におけ

る若い世代と乳幼児とのふれあい体験の推進を図ります。 

○ 家庭、地域、社会における自立した生活者として必要な力を育むため、学習指導要領に基づき、

発達段階に応じて、各ライフステージの特徴などを踏まえた生涯を見通した生活設計やこどもの

生活と保育等についての学習を行います。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
若い世代が結婚や子
育てについて理解を
深める活動の促進 

結婚や子育てについての理解を深めるため、教育現場と連携
し、こどもが自らの将来について明確なビジョンを描けるよ
う、ライフプラン教育の取組を推進します。 

こども未来課 

２ 
若い世代と乳幼児と
の直接的なふれあい
体験実施の促進 

次世代の親となる若い世代が将来の家庭や子育てについて考
える機会を提供するため、中高生を対象とした直接的な乳幼
児とのふれあい体験の実施を促進します。 

こども未来課 

３ 

「ふくおか・みんな
で家族月間」キャン
ペーン 
【Ⅳ６①に掲載】 

「家族の日」（11 月第３日曜日）がある 11 月を中心に、企
業・店舗・団体等と連携し、「家族・子育て」をテーマとし
た催し等を実施することにより、地域社会全体で子育てを応
援する気運を高めます。 

子育て支援課 

４ 

プレコンセプション
ケアの推進 
【Ⅱ１①に掲載、Ⅱ
３④、Ⅱ７④に再
掲】 

「福岡県プレコンセプションケアセンター」を設置し、思春
期からの人々を対象に性と健康に関する正しい知識の発信や
相談対応を行います。 

子育て支援課 

５ 
高校生×ジェンダー
平等ワークショップ 
【Ⅱ８③に掲載】 

若者のジェンダー平等への理解を促進するため、高校生等を
対象としたワークショップを開催し、その成果を福岡県ジェ
ンダー平等フォーラム等で発信します。 

男女共同参画
推進課 

６ 
金融リテラシー教育
の推進 
【Ⅱ７①に掲載】 

県立高校生が金融リテラシーを身に付けられるよう、教材の
開発や外部人材を活用した授業を実施します。 

高校教育課 
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２ 若い世代の生活の基盤の安定への支援 

① きめ細かな就職支援 

【現状と課題】 

○ 本県の 2024（令和６）年７月の有効求人倍率は 1.13 倍となり、県内で新型コロナウイルス感染

症が発生する前の 1.47 倍と比べると、0.34 ポイント低下しています。 

○ 2022（令和４）年就業構造基本調査によると、本県の若年無業者数は３万３千人と５年前に比

べ横ばいとなっています。 

○ 市町村やハローワーク等の関係機関と連携し、若年求職者へのきめ細かな支援を行い、就職活

動の促進を図る必要があります。 

○ 中高年求職者は、労働条件や職種のミスマッチにより離職期間が長期化する傾向にあり、求職

者一人一人の置かれた状況やニーズに応じた支援が必要です。 

○ 女性の就業率は上昇していますが、現在もなお出産・子育てを機に約３割が退職しています。

また、女性の多くは非正規雇用であり、女性の希望に応じて、安定した雇用に繋げる支援が必要

です。 

○ 新規学卒者等の円滑な就職を支援するため、地域ニーズに対応した職業訓練を実施する必要が

あります。 

○ 働く意欲のある子育て中の方が就職できるよう支援する必要があります。 

 

【施策の方向】 

○ 若者一人一人の置かれた状況やニーズに応じた、きめ細かな就職支援を市町村やハローワーク

等の関係機関と連携し行います。 

○ おおむね 40 歳から 64 歳までの中高年者を対象に、個別就職相談やハローワークとの連携によ

る職業紹介などを実施し、離職期間が長期化する傾向にある中高年者の早期再就職を支援します。 

○ 子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対し、将来のキャリアに関する相談や就職相談

から就職支援情報・保育情報の提供、就職あっせんまできめ細かな就職支援を行います。 

○ 高等技術専門校等において地域ニーズに対応した職業訓練を実施するとともに、民間の教育訓

練機関等を活用した職業訓練を実施し、就職を支援します。 

○ 子育て中の方も受講しやすい託児付訓練や短時間訓練等の職業訓練を実施し、就職を支援しま

す。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
若者就職支援センタ
ー事業 
【Ⅱ７②に再掲】 

おおむね 39 歳までの若者を対象に、個別就職相談をはじ
め、セミナーや合同会社説明会などを実施し、将来に向けた
進路選択や、その後の就職活動をきめ細かに支援することに
より、円滑な就職を促進します。 

就業支援課 

２ 
中高年就職支援セン
ター事業 

おおむね 40 歳から 64 歳までの中高年者を対象に、個別就職
相談やハローワークとの連携による職業紹介、中高年者の就
職が多く見込まれる分野のセミナーなどを実施し、離職期間
が長期化する傾向にある中高年者の早期再就職を支援しま
す。 

就業支援課 

３ 

ママと女性の就業支
援センター事業 
【Ⅳ２②、Ⅳ５①、
Ⅳ５②に再掲】 

子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対して、将来
のキャリアに関する相談・就職相談や保育情報の提供から、
子育てをしながら働きやすい企業の求人開拓、個別の就職あ
っせんまで総合的に支援します。 

就業支援課 

４ 

無業の若者に対する
職業的自立支援 
【Ⅱ７②、Ⅱ７④、
Ⅲ６③に再掲】 

働くことに不安や悩みを抱える 15 歳から 49 歳までの方を対
象に、若者サポートステーションにおいて心理相談、グルー
プワーク、就労体験などを実施し、職業的自立を支援しま
す。また、ひきこもり等の長期無業者を対象に、メタバース
空間を活用した支援を推進することでより多くの長期無業者
の就職や社会参加を実現します。 

就業支援課 

５ 
高等技術専門校等に
おける職業訓練・就
職支援 

新規学卒者や離転職者を対象に、高等技術専門校及び福岡障
害者職業能力開発校における施設内訓練や民間の教育訓練機
関等を活用した委託訓練を実施します。併せて、訓練生への
就職相談や就職指導、企業とのマッチング等を行い就職を支
援します。 

職業能力開発課 

６ 
子育て中の方の就職
に向けた訓練 

子育て中の方が受講しやすいよう託児サービス付きの職業訓
練を実施するほか、短時間の訓練やｅ-ラーニングで学べる
訓練を実施します。 

職業能力開発課 

７ 
看護職員復職研修事
業 

子育て等により離職した看護職員に対し、最新の知識及び看
護技術を再習得させることで職場復帰を促し、働き続けられ
るよう支援します。 

医療指導課 

８ 

若まど（若者自立相
談窓口）の設置 
【Ⅱ７④に掲載、Ⅱ
７②、Ⅲ６①、Ⅲ６
③に再掲】 

若者の様々な悩みや不安をワンストップで受け付け、その方
の状況に合わせて適切な支援機関につなぐ相談体制を充実し
ます。 

青少年育成課 
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② 所得向上に向けた支援 

【現状と課題】 

○ 国は少子化対策の方針を示した「こども未来戦略」において、「政府として、若者・子育て世代

の所得向上に全力で取り組む」とし、最低賃金の引き上げや、リスキリングによる能力向上支援

等の三位一体の労働市場改革を通じて、構造的な賃上げを実現するとしています。 

○ 県内雇用の８割を担う中小企業の持続的な賃上げ環境を整備するためには、取引の適正化を進

め、労務費などの価格転嫁の円滑化に向けた一層の取組が必要です。 

 

【施策の方向】 

○ 非正規雇用労働者の正規化に向けたリスキリングの支援に取り組みます。 

○ 中小企業の円滑な価格転嫁を進めるため、「価格転嫁の円滑化に関する協定」締結団体と連携し、

専門家の伴走支援や、価格交渉力向上の支援、街頭啓発活動などに取り組みます。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
非正規雇用労働者の正
規雇用化に向けたリス
キリング支援 

非正規雇用労働者の所得や雇用への不安を解消するた
め、非正規雇用労働者の正規化に向けた支援プログラム
を実施します。 

職業能力開発課 

２ 
中小企業の価格転嫁の
取組に対する支援 

中小企業の円滑な価格転嫁を進め、賃上げの原資を確保
できるよう、事業者向けのセミナーや専門家派遣、県民
向けの啓発活動を実施します。 

中小企業振興課 

３ 
地域における更なる雇
用の創出 

成長産業（半導体、自動車等）の拡大、企業誘致の強化
を通じ、更なる雇用の創出を図ります。 

商工政策課技術人
材育成室 
新産業振興課 
自動車・水素産業
振興課 
企業立地課 

４ 労働相談の実施 

県内４地域に労働者支援事務所を設置し、労働者・使用
者の双方から労働に関する相談を受け付けて労働関係法
令に関する情報提供や助言を行い、自主的な解決を支援
します。 

労働政策課 

５ 

ママと女性の就業支援
センター事業 
【Ⅳ２①に掲載、Ⅳ５
①、Ⅳ５②に再掲】 

子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対して、
将来のキャリアに関する相談・就職相談や保育情報の提
供から、子育てをしながら働きやすい企業の求人開拓、
個別の就職あっせんまで総合的に支援します。 

就業支援課 

６ 

建設産業魅力発信事業
（建設産業魅力発信・
女性活躍セミナー） 
【Ⅱ６④に掲載、Ⅱ８
③、Ⅳ５②に再掲】 

業界団体と連携し、若者に対して効果的に建設産業の魅
力を発信し、担い手確保を促進します。また、女性技術
者の様々な働き方、悩みを共有する場を設けることによ
り、女性技術者のキャリアアップや技術・技能の向上に
つなげます。 

建築指導課 
県土整備企画課 

７ 
就業前労働講座 
【Ⅱ７①に掲載】 

就業前の生徒（主に高等学校 3 年生）を対象に社会保険
労務士を派遣して、講座を実施し、労働法の基礎知識及
び働くことの権利・義務に関する知識についての教育や
情報提供を行います。 

労働政策課 
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３ 出会い・結婚応援の推進 

【現状と課題】 

○ 少子化の主な原因である未婚化や晩婚化の要因は複合的であり、若い世代の低い所得と不安定

な雇用環境のほか、出会いの機会自体の減少が考えられます。 

○ 本県の平均初婚年齢は、1970（昭和 45）年から 2023（令和５）年までの 53 年間で男性では 3.9

歳、女性では 5.2 歳上昇しています。また、1995（平成７）年までは、男女ともに 1 桁台であっ

た 50 歳時未婚率は、2020（令和２）年時点で男性では 26.7％、女性では 19.7％にまで上昇して

います。 

○ また、「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）によると、「一生結婚

するつもりはない」という回答は 16.5％となっており、前回調査時（2019（令和元）年度）より

6.5 ポイント増加しています。 

○ 一方、「できるだけ早く結婚したい」「いずれ結婚したい」が約５割という結果が出ています。結

婚の意向がある人が現在独身でいる理由は、「適当な相手にまだめぐり会わないから」が約５割で

一番多い回答となっています。 

○ 結婚は個人の意思に基づくものですが、誰もが住み慣れたところで働き、安心してこどもを産

み育てられるようにするためには、きめ細かな就職支援を行い、若者の経済的自立を促進すると

ともに、県内各地域において出会いの機会の提供や結婚したい人を応援する気運の醸成などに取

り組むことが重要です。 

 

【施策の方向】 

○ 独身者を対象に、出会いの機会を活かすためのコミュニケーション力を高めるための支援や個

別相談によるフォローアップの実施、出会い・結婚に関する様々な情報発信・啓発などにより、出

会いから結婚につなげるための支援を行います。 

○ 独身者の出会い・結婚を応援する企業・団体として県が登録する「出会い応援団体」の登録拡大

を図り、地域全体で結婚を応援する気運の醸成を図ります。 

○ 会員登録制コミュニティサイト「ふく♡こいコミュニティ」の活用により、ＡＩが相性診断した

グループ間のイベントや、「企業・団体間マッチング支援センター」による県内各地域での、異業

種間の交流や体験型のイベント等、独身者のニーズを踏まえた多様な出会いの場を提供します。

また、若い世代の意向やニーズに即した出会いの機会の提供を進めます。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
「出会い応援団体」
の登録拡大 

県内企業・事業所の代表者が、結婚を希望する独身者を応援
する具体的な取組を自主的に宣言・実施し、それを県が登録
する「出会い応援団体」の登録制度を推進します。 

こども未来課 

２ 
多様な出会いの場の
提供 

「ふく♡こいコミュニティ」に登録した独身者に対し、ＡＩ
を活用した出会いイベントを開催することでより交際に結び
つきやすい取組を推進します。また、「企業・団体間マッチ
ング支援センター」において、個別企業や様々な業界団体へ
働きかけを行い、異業種団体間での出会いイベントのマッチ
ングを実施します。出会いの場の提供にあたっては、地域の
特性を活かしたものや、若い世代の意向やニーズを踏まえた
参加しやすいイベントなど、多様な機会を提供します。 

こども未来課 
政策支援課 

３ 
出会いから結婚へつ
なげるための支援 

企業・団体と連携し、独身者を対象に、コミュニケーション
スキルアップ等の交際の発展をサポートするセミナーや、個
別相談によるフォローアップを実施します。また、将来結婚
したいとの希望を持つ、就職後間もない若い世代を対象に、
結婚・子育てなど将来のライフデザインを描けるセミナーを
開催する等の支援を実施します。 

こども未来課 

４ 

公式 LINE アカウント
「ふく♡こい」及びメ
ールマガジン「あか
い糸めーる」の登録
拡大 

出会いイベント情報を配信する公式 LINE アカウント「ふく♡
こい」及びメールマガジン「あかい糸めーる」の登録拡大を
図ります。 

こども未来課 

５ 

結婚・子育てに関す
る総合ポータルサイ
ト「にこポ」による
情報発信 

出会い、結婚、妊娠・出産、子育てに関する切れ目のない支
援を行うため、各ライフステージに応じた支援施策などを広
く情報発信します。 

子育て支援課 

６ 
「ウェディングギフ
トフラワー」プレゼ
ント 

県の「出会い・結婚応援事業」による出会いイベントで成婚
した方に対して、結婚特典を提供しており、その１つとし
て、花のある暮らしを提案するため、フラワーベースと県産
花きの定期便をプレゼントします。 

園芸振興課 
こども未来課 
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４ 子育て世帯の経済的負担の軽減 

① 全ての子育て家庭への経済的支援 

【現状と課題】 

○ 「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）によると、夫婦の育てられ

るこどもの数は、理想のこどもの数を下回っており、理想より現実にこどもの数が少ない理由と

しては、「こどもを育てるのにお金がかかる」という経済的理由が最も高くなっています。 

○ 安心して妊娠・出産・子育てできるよう、妊婦や子育て当事者が経済的な不安を抱えることな

く、こどもに向き合えるようにする取組が必要です。 

○ また、不妊や不育症に悩む方への精神的、経済的負担の軽減も求められています。 

○ 「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）によると、こどもを健やか

に産み育てるために期待する施策として「出産費用の援助や保育所・幼稚園等の費用負担の軽減

など子育てのための経済的支援の拡充」が最も高くなっています。 

○ 資材費や人件費の高騰により住宅価格は上昇傾向にあり、年収の低い若い世代が住宅を取得し

づらい状況です。 

 

【施策の方向】 

○ 次代の社会を担うこどもの健やかな成長に資するため、18 歳に達する日以後の年度末までのこ

どもを養育している方に、児童手当を支給します。 

○ 幼児教育・保育の無償化や病児保育の利用料無償化を実施することにより、全てのこどもが質

の高い幼児教育・保育を受ける機会の確保や子育て世帯の負担軽減を図ります。 

○ 高額な治療費が必要となる不妊症・不育症について、治療費の一部を助成することにより、治

療等に取り組む方の経済的負担の軽減を図ります。 

○ 出産・育児用品の購入費や産後ケア事業の利用料の一部を助成することにより、産前産後にお

ける経済的支援を実施します。 

○ 若年世帯・子育て世帯に対し、子育てしやすい中古住宅が取得できるよう、支援を行います。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
児童手当 
【Ⅲ３④に再掲】 

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会
を担うこどもの健やかな成長に資するため、18 歳に達する日
以後の年度末までのこどもを養育している方に児童手当を支
給します。 

こども未来課 

２ 
不妊・不育に悩む方
への経済的支援 
【Ⅱ１①に掲載】 

先進医療による不妊治療費、不育症検査・治療費の一部助成
により、不妊・不育に悩む方に対する経済的負担の軽減を図
ります。 

子育て支援課 

３ 
出産・子育て応援交
付金事業 
【Ⅱ１②に掲載】 

妊婦や子育て家庭に寄り添い、面接や情報発信により必要な
支援につなぐ伴走型相談支援や、出産・育児用品の購入費助
成のための経費的支援を行う市町村に対して、事業費の一部
を補助します。 

子育て支援課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

４ 
産後ケア事業の利用
促進 
【Ⅱ１②に掲載】 

市町村が実施する産後ケア事業の利用料減免に要する経費や
市町村の運営費の一部を補助することで、利用促進を図り、
産後の母子の健やかな生活を支援します。 

子育て支援課 

５ 
幼児教育・保育の無
償化の実施 
【Ⅱ２①に再掲】 

保護者の負担軽減を図るため、幼稚園、保育所、認定こども
園を利用する３歳から５歳までの全てのこどもたちの利用料
を無償化します。また、０歳から２歳までのこどもたちにつ
いては、住民税非課税世帯等を対象として利用料を無償化し
ます。 

私学振興課 
子育て支援課 
義務教育課 

６ 
病児保育の利用料無
償化 
【Ⅱ２①に再掲】 

病児保育の利用料を助成することにより、子育て世帯の経済
的負担を軽減し、子育て支援の充実を図ります。 

子育て支援課 

７ 
こども医療費支給制
度 
【Ⅱ１③に掲載】 

子育て世帯の経済的負担の軽減とこどもの健康保持及び福祉
の増進を図るため、必要とする医療を受けることができるよ
う、医療保険による自己負担額の一部を公費で負担します。 

こども未来課 

８ 
離島高校生等修学支
援金 

離島から福岡県の県立高等学校（専攻科を除く）、私立高等
学校、市（組合）立高等学校、県立中等教育学校後期課程、
県立特別支援学校高等部又は市立特別支援学校高等部へ進学
する生徒の通学に要する交通費及び居住費を支給することに
より、離島高校生等の修学支援を図ります。 

私学振興課 
高校教育課 

９ 

県民ニーズを踏まえ
た子育てしやすい既
存住宅の取得支援 
【Ⅳ６③に掲載】 

若年世帯・子育て世帯が中古住宅の売買時に行う建物状況調
査（住まいの健康診断）の実施や、購入した中古住宅や同居
する親世帯の持家に対する必要なリノベーション工事の支援
に取り組みます。 

住宅計画課 
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② きめ細かな対応が必要な家庭への経済的支援 

【現状と課題】 

○ すべてのこどもたちが生まれ育った環境に左右されることなく、本人の意欲と適性に応じて、

教育を受け、職業につくことで、地域社会を支える一員として活躍できるよう、こどもの成長段

階や家庭環境に応じたきめ細かな支援を行う必要があります。 

○ 本県は、全国と比較して就学援助や高校生等奨学給付金の受給割合が高く、厳しい就学環境の

中で学習するこどもたちへの支援が求められています。 

○ 本県における 17 歳以下の生活保護率及び小中学生の就学援助率は、ともに全国平均に比べて高

く、こどもの貧困の現状は、厳しいものとなっています。（生活保護率（2022(令和４)年度）: 全

国平均 0.89％、福岡県 1.49％／就学援助率（2022(令和４)年度）: 全国平均 13.9％、福岡県

20.8％） 

○ ひとり親家庭の年間平均収入額は、母子家庭は 276 万円、父子家庭は 469 万円で、年収 300 万

円未満の割合は、母子家庭では 61.7％、父子家庭では 22.6％となっています。家計の状態につい

ては、母子家庭の 32.1％が、父子家庭の 23.3％が「とても足りない」と感じています。 

○ がん治療によって主に卵巣、精巣等の機能に影響を及ぼし、妊孕
よう

性が低下することがあります。

妊孕
よう

性温存療法は、原疾患に対する費用に加えた高額な自費診療となり、特に若年のがん患者等

にとって経済的な負担となっています。また、人生の最終段階における療養場所として、自宅や

地域で過ごす希望がかなうよう、小児・ＡＹＡ世代のがん患者の在宅での療養環境の整備が求め

られています。 

○ 小児慢性特定疾病にかかっているこどもの健全育成の観点から、医療費の負担軽減が求められ

ています。 

 

【施策の方向】 

○ 家庭の経済状況にかかわらず、全てのこどもたちが将来的な夢や希望を諦めることなく、安心

して教育を受けることができるよう、教育費の負担軽減を図ります。 

○ 学ぶ意欲のあるこどもが経済的理由で修学を断念することがないよう、高等学校等奨学金助成

事業に取り組みます。 

○ 貧困の状況にある家庭のこどもが、心身の健康や衣食住、進学機会や学習意欲、前向きに生き

る気持ちを含め、その権利利益が侵害されないよう、貧困の状況にある家庭に対し、必要な経済

的支援を行います。 

○ ひとり親家庭の生活の安定と自立を図るため、児童扶養手当の支給や母子父子寡婦福祉資金の

貸付を行うとともに、医療費負担の軽減を図ります。 

○ 将来こどもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代のがん患者が、希望をもってがん治療に

取り組むことができるよう、関係者等と連携し、「小児・ＡＹＡ世代がん患者等妊孕
よう

性温存治療費

助成事業」の情報発信や指定医療機関の拡大等を行うことにより、事業の活用を選択する機会の

確保に努めます。在宅療養に係る財政支援等を通じた在宅療養環境等の体制整備を推進します。 

○ 小児慢性特定疾病にかかっているこどもに係る医療費を助成します。 
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○ 障がい児の医療費等に係る自己負担額の軽減を図ります。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
私立小中学校等授業
料軽減補助金 

入学後家計が急変し、急変後の所得が一定未満相当かつ資産
保有要件を満たす世帯に授業料の減免を行う学校法人に対
し、授業料軽減補助金を交付します。 

私学振興課 

２ 
福岡県立学校授業料
等減免事業（家計急
変世帯への支援） 

就学支援金の支給を受けることができない生徒が、保護者な
どの失職、倒産などの家計急変による経済的理由から授業料
の納付が困難となった場合に免除します。 

財務課 

３ 
高等学校等就学支援
金 

高等学校等に通う生徒の授業料に充てるため、年収約 910 万
円未満の生徒に対し、高等学校等就学支援金を支給します。
私立高等学校等に通う年収約 590 万円未満の世帯に対して
は、就学支援金を加算して支給します。 

私学振興課 
財務課 

４ 高校生等奨学給付金 
低所得世帯の授業料以外の教育費負担の軽減を図るため、福
岡県内在住の保護者等に返還の必要のない高校生等奨学給付
金を支給します。 

私学振興課 
財務課 

５ 
高等学校等専攻科修
学支援金 

低所得者等の教育費負担の軽減を図るため、高等学校等の専
攻科に通う生徒に対し、高等学校等専攻科修学支援金を支給
します。 

私学振興課 
財務課 

６ 
高等学校等学び直し
支援金 

高等学校などを中途退学した者が学び直す場合に、高等学校
等就学支援金支給期間の経過後も、卒業までの間（最長２年
間）、高等学校等学び直し支援金を支給することにより、授
業料の負担軽減を図ります。 

私学振興課 
財務課 

７ 
私立専門学校修学支
援事業 

私立専門学校が経済的理由により授業料減免を行った生徒に
対して助成します。 

私学振興課 

８ 
私立専門学校授業料
等減免補助金 

学ぶ意欲のある生徒が経済的理由により修学を断念すること
がないよう、私立専門学校が行う住民税非課税世帯等の生徒
を対象とした授業料及び入学金の減免に対して助成を行いま
す。 

私学振興課 

９ 
高等学校等奨学金助
成事業 

経済的理由により修学が困難な生徒に対して、奨学金を無利
子で貸与する福岡県教育文化奨学財団に助成を行います。 

社会教育課 

10 
私立高等学校等学校
納付金軽減補助金 

生活保護世帯等に対して学校納付金の軽減を行う学校設置者
に対し、学校納付金軽減補助金を交付します。 

私学振興課 

11 
進学準備給付金 
【Ⅲ３①に掲載】 

生活保護世帯のこどもに対し、大学等進学のための準備に係
る費用を支給します。 

保護・援護課 

12 
定時制及び通信制課
程修学奨励事業 
【Ⅲ３①に掲載】 

勤労青少年の高等学校定時制課程及び通信制課程への修学を
促進し、教育の機会均等を保障するため、修学奨励金を貸与
します。 

高校教育課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

13 
要保護児童生徒援助
費補助金 
【Ⅲ３①に掲載】 

経済的な理由によって、就学が困難と認められる児童又は生
徒の保護者に対して必要な援助を与えた市町村（学校組合）
に対し、国がその経費の一部を補助します。 

義務教育課 

14 

福岡県立中学校等要
保護及び準要保護生
徒援助費（医療費） 
【Ⅲ３①に掲載】 

要保護者及び要保護者に準ずる程度に困窮していると県教育
委員会が認める者に対して、学校保健安全法施行令第８条に
定める疾病治療のための医療に要する費用を援助します。 

体育スポーツ健康
課 

15 

福岡県立中学校等要
保護及び準要保護生
徒援助費（学校給食
費） 
【Ⅲ３①に掲載】 

要保護者及び要保護者に準ずる程度に困窮していると県教育
委員会が認める者に対して、学校給食法第１１条第２項に規
定する経費を援助します。 

体育スポーツ健康
課 

16 
福岡県立高等学校定
時制課程夜食費補助 
【Ⅲ３①に掲載】 

県が設置する高等学校の夜間定時制課程に在学する者で、経
済的理由により著しく修学が困難な有職生徒に対して、夜食
費の一部を補助します。 

体育スポーツ健康
課 

17 

県立三大学授業料等
減免事業 
【Ⅱ７③に掲載、Ⅲ
３①に再掲】 

学ぶ意欲のある学生が経済的理由により修学を断念すること
がないよう、県立三大学が行う住民税非課税世帯および多子
世帯の学生を対象とした授業料及び入学金の減免に対して助
成します。 

青少年政策課 

18 
住居確保給付金事業 
【Ⅲ３②に掲載】 

離職等により住居を喪失し、またはそのおそれのある方に対
し、一定期間、家賃相当額を支給します。 

保護・援護課 

19 
就労自立給付金 
【Ⅲ３③に掲載】 

安定した職業に就いたことなどにより生活保護を必要としな
くなった方に対し、就労自立給付金を支給します。 

保護・援護課 

20 
生活福祉資金の貸付 
【Ⅲ３④に掲載】 

生活に困窮している子育て世帯等の生活を下支えするため、
生活福祉資金の貸付を行います。 

保護・援護課 

21 
児童扶養手当 
【Ⅲ４④に掲載、Ⅲ
３④に再掲】 

ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与し、こども
の福祉の増進を図るため、18 歳に達する日以後の年度末まで
のこどもを養育している方に児童扶養手当を支給します。 

こども未来課 

22 
ひとり親家庭等医療
費支給制度 
【Ⅲ４④に掲載】 

ひとり親家庭の親及びその子、父母のない子の健康保持及び
福祉の増進を図るため、必要とする医療を受けることができ
るよう、医療保険による自己負担額の一部を公費で負担しま
す。 

こども未来課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

23 
ひとり親の資格取得
に関する給付金 
【Ⅲ４②に掲載】 

ひとり親家庭の親に対して、対象講座の受講費用の一部を助
成する自立支援教育訓練給付金や、看護師・介護福祉士など
の就職に有利な資格を取得する際の生活の負担を軽減するた
めの高等職業訓練促進給付金を支給することにより、就職に
結びつきやすい資格取得等の支援を行います。 

こども未来課 

24 

修業中のひとり親へ
の受講費・就職準備
金・住宅費の貸付 
【Ⅲ４②に掲載】 

高等職業訓練促進給付金受給者に対して、入学準備金・就職
準備金の貸付を行います。また、母子・父子自立支援プログ
ラム策定者を対象に、住居費の貸付を行います。 

こども未来課 

25 
公正証書等作成費用
の支援 
【Ⅲ４③に掲載】 

公正証書等の作成や、保証会社との養育費保証契約の締結を
支援することにより、養育費に関する取決めを促すととも
に、養育費の継続した履行確保を図ります。 

こども未来課 

26 
母子父子寡婦福祉資
金の貸付 
【Ⅲ４④に掲載】 

ひとり親家庭等の経済的自立や生活意欲の助長、そのこども
の福祉の増進を図るため、各種資金の貸付を行います。 

こども未来課 

27 
（独）日本スポーツ
振興センター共済掛
金保護者負担額補助 

県教育委員会が認める要保護者及び準要保護者に対して、学
校管理下における災害（負傷、疾病、障害又は死亡）に備え
た災害共済給付制度共済掛金のうち、保護者負担額を県と
（独）日本スポーツ振興センターが助成します。 

高校教育課 

28 

幼児教育・保育利用
に要する保護者負担
の軽減 
【Ⅱ２①に再掲】 

保護者の世帯所得の現状を勘案して、特定教育・保育施設等
に対して保護者が支払うべき日用品、文房具等の実費につい
て、その費用の一部を助成します。 

私学振興課 
子育て支援課 

29 

小児・ＡＹＡ世代の
がん患者等への妊孕

よう

性温存治療の支援 
【Ⅱ１④に掲載】 

将来、こどもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代のが
ん患者等が希望を持ってがん等の治療に取り組むことができ
るよう妊孕

よう

性温存治療費と温存後の生殖補助医療に係る費用
の一部を助成します。 

がん感染症疾病対
策課 

30 

小児・ＡＹＡ世代の
がん患者の在宅療養
の支援 
【Ⅱ１④に掲載】 

小児・ＡＹＡ世代のがん患者が住み慣れた自宅で安心して生
活を送ることができるよう、在宅介護サービスに係る利用料
の助成を行う市町村に対して経費を補助します。 

がん感染症疾病対
策課 

31 
小児慢性特定疾病医
療費の負担軽減 
【Ⅱ１④に掲載】 

小児慢性特定疾病に罹患している患児に係る医療費の自己負
担分（一部または全部）を助成します。 

がん感染症疾病対
策課 

32 

障がい児の医療費等
に係る自己負担額の
軽減 
【Ⅲ５①に掲載】 

障がい児の医療費や、日常生活を送るのに必要な用具等の購
入費の自己負担額の一部を公費で負担します。 

障がい福祉課 
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５ 男女ともに仕事と子育てを両立できる環境づくり 

① 働きながら子育てできる環境づくり 

【現状と課題】 

○ 2020（令和２）年の国勢調査によると、本県の女性の労働力率は 53％と、５割を超えています。 

○ いわゆる「М字カーブ」の問題は解消に向かっているものの、「Ｌ字カーブ」の課題を解消する

ためには、長時間労働を前提とした雇用慣行や女性への家事・育児等の偏りを是正することが必

要です。 

○ 女性の就業率は上昇していますが、現在もなお出産・子育てを機に約３割が退職しています。

また、女性の多くは非正規雇用であり、女性の希望に応じて、安定した雇用に繋げる支援が必要

です。 

○ 福岡県の「育児中の柔軟な働き方制度等に関する実態調査」（2024（令和６）年度）によると、

育児休業を取得した男性労働者は 54.6％であり、女性労働者の 94.7％と比べ、依然として低い水

準であることから、男性の育児休業の取得促進が必要です。 

○ 労働力人口の減少が見込まれる中、活力ある地域社会を維持するためには、働く意欲のある誰

もが安心して活躍できる環境を整えていくことが必要です。 

 

【施策の方向】 

○ 出産・育児期を通して子育てをしながら、引き続き職務能力を発揮することができるように、

県内企業における仕事と子育ての両立支援の取組の充実を図ります。 

○ 子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対し、将来のキャリアに関する相談や就職相談

から就職支援情報・保育情報の提供、就職あっせんまできめ細かな就職支援を行います。 

○ 産後パパ育休を育児の入り口の一つと位置付け、育児をしてみて育児の喜びや大変さを実感し、

その後の育児への関わり方や働き方の見直しにつなげるため、産後パパ育休制度の普及・啓発に

努めるとともに、男性の育児休業取得率の向上を図ります。 

○ 多様な人材が、それぞれの事情に応じた多様な働き方を選択し、活躍できる魅力ある職場環境

づくりを推進します。 
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【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
子育て応援宣言企業
の登録推進 

従業員の仕事と子育てが両立できる職場づくりを推進するた
め、企業の経営者が両立支援の取組を宣言する「子育て応援
宣言企業」登録制度について推進します。 

労働政策課 

２ 
中小企業従業員生活
資金等貸付制度 

中小企業に勤める労働者の方で、出産・育児にかかわる休暇
等により家計所得が減少された方に対し、出産・育児のため
に生ずる生計上必要な資金を低利・無担保で貸し付け、生活
の安定を支援します。 

労働政策課 

３ 
男性の育児休業の取
得促進 

先進的な企業の取組の紹介等により男性の育児休業の取得を
促進します。また、中小企業に対し、次世代育成支援対策推
進法に基づく一般事業主行動計画の策定を促し、男性の育児
休業取得率の向上を支援することにより、男女ともに気兼ね
なく育児休業を取得できる職場環境づくりを促進します。 

労働政策課 

４ 
育児中の柔軟な働き
方支援 

男女がともに望むキャリア形成を可能とする育児中の柔軟な
働き方ができる制度の導入を支援し、男女がともに仕事と育
児が両立できる魅力ある職場づくりを推進します。 

労働政策課 

５ 
企業における働き方
改革の推進 

働く人々がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択でき
る社会の実現に向けて、長時間労働の是正やワーク・ライ
フ・バランスの取れた魅力ある職場の構築など、企業の働き
方改革を支援します。 

労働政策課 

６ 
魅力ある職場づくり
に向けた相談支援強
化 

県内企業が働き方改革に取り組むインセンティブとなる「雇
用関係助成金」を活用できる環境を整え、県内企業が単なる
法令順守にとどまらない働き方改革に取り組むきっかけをつ
くります。 

労働政策課 

７ 
働き方改革地域実践
事業 

魅力ある職場づくりの実践に向けて、県内４地域で、職場内
でのコミュニケーションの活性化も含め働き方改革の進め方
等を企業が学べる機会を提供します。 

労働政策課 

８ 

働き方改革実行企業
（よかばい・かえる
ばい企業）の登録促
進 

「働き方改革実行企業（よかばい・かえるばい企業）」への
新規登録促進を図るとともに、登録企業に対して適切な支援
機関やメニューを紹介する等、働き方改革の実行へとつなげ
るフォローアップを実施します。 

労働政策課 

９ 

ママと女性の就業支
援センター事業 
【Ⅳ２①に掲載、Ⅳ
２②、Ⅳ５②に再
掲】 

子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対して、将来
のキャリアに関する相談・就職相談や保育情報の提供から、
子育てをしながら働きやすい企業の求人開拓、個別の就職あ
っせんまで総合的に支援します。 

就業支援課 
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② 職場・家庭における男女共同参画の推進 

【現状と課題】 

○ 男女がともに働き方・暮らし方の変革を進めていくうえで、固定的な性別役割分担意識や無意

識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）が大きな障壁となっています。 

○ 国の「社会生活基本調査」（2021（令和３）年）によると、本県の男性の家事・育児などの家事

関連時間は全国を下回っており、また男女差は依然として大きい状況です。 

○ 育児休業取得率・取得期間についても男女間で隔たりがあります。 

○ 女性の就業者数は増加し、就業者全体に占める女性の割合も半数近くとなっています。県・市

町村・民間事業所等における管理的業務に従事する女性の割合は、2022（令和４）年に本県は 17.9％

となっており、全国平均（15.3％）より高くなっていますが、男性と比べると低く、国が目標とし

て掲げる「指導的地位に占める女性の割合 30％」には及ばない状況です。 

 

【施策の方向】 

○ ジェンダー平等・男女共同参画について、ＳＤＧｓの考え方も示しながら、幅広い層への啓発

や研修を行います。 

○ 男女がともに家事・子育てを行うことの意義等について啓発するとともに、市町村による取組

を促進します。 

○ 女性が活躍しやすい職場づくりを進めるため、県内の経済団体や行政機関等と連携し、無意識

の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の認知と理解を促進するとともに、社会全体の気運の向

上や企業等への働きかけを行います。 

○ 女性の職域を広げ、各職場で個性や能力、リーダーシップを発揮し、管理職等としてキャリア

形成の機会を得ながら活躍できるよう、女性の人材育成を進めます。 

○ 女性が健康で長く働き、活躍できるよう、女性のヘルスリテラシーの向上を図るとともに、企

業における職場環境整備を促進します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
福岡県ジェンダー平
等フォーラム 

ジェンダー平等・男女共同参画社会の実現に向け、県民が
ジェンダー平等について考え、理解を深める「福岡県ジェ
ンダー平等フォーラム」を開催します。 

男女共同参画推
進課 

２ 
男女共同参画センタ
ー情報・調査事業 
（情報誌の発行） 

男女共同参画に関する情報及び啓発記事等を掲載する情報
誌を発行し、広く啓発します。 

男女共同参画推
進課 

３ 
共家事・共育ての推
進 

男女がともに家事・子育てを行うことの大切さや意義等に
ついて啓発します。また、市町村が行う家事・育児分担を
促進する取組や、男女がともに参加する子育て親子教室な
どの取組を支援します。 

男女共同参画推
進課 
こども未来課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

４ 男女共同参画表彰 

福岡県男女共同参画の日（11 月第４土曜日）に、男女共同参
画の推進に著しい功績があり、他の模範と認められる取組を
行っている企業、団体、県民を表彰し、優れた実践事例を広
く紹介します。 

男女共同参画推
進課 

５ 
トップリーダーへ
の啓発 

地域団体や教育団体のトップが集まる会議・研修会等へ、講
師を派遣し、男女共同参画の意識の醸成を図ります。 

男女共同参画推
進課 

６ 
働く場における女
性の活躍推進 

経済団体等と女性活躍に向けた課題や方策等について協議
し、官民一体となって企業における女性活躍を推進します。
アンコンシャス・バイアスや企業の取組事例の発信等を行う
とともに、企業の実情に応じた専門家を派遣し、女性活躍に
向けた企業の取組を支援します。 

女性活躍推進課 

７ 
女性活躍のための
企業人材育成研修 

管理職層の女性人材を育成するため、階層別の女性人材育成
研修を実施するとともに、経営層や人事担当者向けの研修を
実施します。 

女性活躍推進課 

８ 

ＩＴ分野における
女性人材育成、企
業におけるＩＴ活
用による女性活躍
推進 

出産や子育て等で離職した女性が、ＩＴ技術者として活躍で
きるよう、研修や就職支援等をパッケージ化して提供すると
ともに、女性ＩＴ技術者を雇用する企業に対し、ＩＴを活用
した就業環境の整備を支援します。 

女性活躍推進課 

９ 

女性人材育成のた
めのネットワーク
形成（福岡キャリ
ア・カフェ） 

県内の働く女性が、所属する企業等の垣根を越えて、様々な
分野で活躍するロールモデルと出会い、交流できる場「福岡
キャリア・カフェ」を開催します。 

女性活躍推進課 

10 

ママと女性の就業
支援センター事業 
【Ⅳ２①に掲載、
Ⅳ２②、Ⅳ５①に
再掲】 

子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対して、将来
のキャリアに関する相談・就職相談や保育情報の提供から、
子育てをしながら働きやすい企業の求人開拓、個別の就職あ
っせんまで総合的に支援します。 

就業支援課 

11 
女性の起業促進事
業（Bloom 福岡） 

起業したい女性や創業から間もない女性に対し、オンライン
の無料相談及び先輩起業家との交流の場を提供する「Bloom
福岡」において、女性の起業を支援します。 

女性活躍推進課 

12 
未来の女性医師発
掘事業 
【Ⅱ８③に再掲】 

県内高等学校に女性医師を講師として派遣する出前講座の実
施や女子高校生が女性医師と交流できる機会を提供すること
で、主に女子高校生の医学部への進学意欲を高め、医師を将
来の職業の選択肢としてもらい、医療施設における医師の確
保につなげます。 

医療指導課医
師・看護職員確
保対策室 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

13 

建設産業魅力発信事
業（建設産業魅力発
信・女性活躍セミナ
ー） 
【Ⅱ６④に掲載、Ⅱ
８③、Ⅳ２②に再
掲】 

業界団体と連携し、若者に対して効果的に建設産業の魅
力を発信し、担い手確保を促進します。また、女性技術
者の様々な働き方、悩みを共有する場を設けることによ
り、女性技術者のキャリアアップや技術・技能の向上に
つなげます。 

建築指導課 
県土整備企画課 

14 
働く女性の健康課題
への取組推進 

女性が健康で長く働き、活躍できるよう、女性のヘルス
リテラシーの向上を図るとともに、企業における職場環
境整備を促進します。 

女性活躍推進課 
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６ 地域、家庭でこどもを育む環境づくり 

① 地域全体でこどもを育てる取組の促進 

【現状と課題】 

○ 「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）によると、「こどもがかわい

くてたまらない」、「こどもを育てるのは楽しくて幸せなことだと思う」と考える人は、９割を超

えている一方、８割を超える人が「子育てについて悩みや不安がある（あった）」と回答していま

す。 

○ 核家族化、地域のつながりの希薄化等により、地域において子育てに関する助言や支援、協力

を得ることが難しい状況にあり、子育てが孤立化する傾向にあります。 

○ 地域の中で子育て家庭が支えられるよう、在宅で子育てをしている家庭を含めて全てのこども

と家庭を対象として、虐待予防の観点からも、地域のニーズに応じた様々な子育て支援を推進す

る必要があります。 

○ 子育てに関する悩みや不安を持つ親を支援するため、子育て支援関係者の連携やネットワーク

の構築、子育てグループや子育てに関するイベントなどの情報を提供できる環境づくりが必要で

す。 

○ 学校と地域が、めざすこどもの姿や学校教育目標等を共有できる「コミュニティ・スクール」

と、地域が学校のパートナーとして地域人材を生かした多様な活動を行う「地域学校協働活動」

を一体的に推進する必要があります。 

○ 福岡県スポーツ推進計画（Ｒ６～Ｒ10）に学校開放事業における目標利用者数を 10 万人と設定

しています。しかし、現状は 2023（令和５）年度現在で目標数の約半数であり、地域住民等への

更なる周知が必要となります。 

○ 少子化に伴いチームが組めない事例や、指導者不足により専門的な技術指導を受けることがで

きない事例が増加しています。こどもたちがスポーツ・文化芸術に継続して親しむことができる

機会を確保していく必要があります。 

○ 社会教育活動の充実を図るため、社会教育関係団体の支援、連携を推進する取組が必要です。 

 

【施策の方向】 

○ 地域社会、企業など様々な場で、全ての人がこどもや子育て中の方々を応援する取組を推進し、

こどもや子育て家庭を社会全体で応援する気運を高めます。 

○ 「子育て応援の店」の登録拡大、「子育て応援パスポートアプリ」や「子育て応援パスポート」

の利用促進を進めるとともに、「ふくおか・みんなで家族月間」キャンペーンを実施します。 

○ 妊娠期から子育て期まで、身近な場所で相談に応じ、多様なニーズに応じた支援や居場所につ

なぐとともに、地域子育て支援拠点やファミリー・サポート・センター、児童館、こども食堂など

の居場所の確保を推進します。 

○ 子育て支援員の養成や、高齢者による子育て支援（ふくおか子育てマイスター）を促進し、地域

で子育て支援に携わる担い手の確保、育成、専門性の向上を進めます。 
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○ 家庭・地域社会と連携し、幼児教育の振興、子育てに関する学習機会の充実を図ります。 

○ ウェブサイトを活用した子育てに関する情報提供や子育て支援関係者のネットワーク構築を行

い、子育て支援関係者が交流、学習できる場を提供します。 

○ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に進めるために、関係者を対象とした研

修会等を実施し、地域全体でこどもの学びや成長を支える教育環境の充実を図ります。 

○ 県立学校の体育施設を学校教育活動に支障のない範囲で開放することで、日常的に地域で利用

できる施設の確保に努めます。 

○ こどもたちがスポーツ・文化芸術に継続して親しむことができるよう、各市町村における新た

なスポーツ・文化芸術環境構築を補助事業等支援します。 

○ 学校部活動における指導体制の充実のため部活動指導員の配置及び活用を促進します。 

○ 社会教育関係団体への支援、連携を強化します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
「子育て応援の店」
推進事業 

社会全体で子育てを応援する気運を高めるため、18 歳未満の
子育て家庭を対象に、様々なサービスを提供する「子育て応
援の店」の登録拡大や「子育て応援パスポート」及び「子育
て応援パスポートアプリ」の利用促進を図ります。 

子育て支援課 

２ 

「ふくおか・みんな
で家族月間」キャン
ペーン 
【Ⅳ１に再掲】 

「家族の日」（11 月第３日曜日）がある 11 月を中心に、企
業・店舗・団体等と連携し、「家族・子育て」をテーマとし
た催し等を実施することにより、地域社会全体で子育てを応
援する気運を高めます。 

子育て支援課 

３ 利用者支援事業 

妊産婦や子育て家庭が、保育施設や地域の子育て支援事業、
保健・医療・福祉等の関係機関を円滑に利用できるように、
身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援を切れ目
なく行う市町村の取組を支援します。 

子育て支援課 

４ 
地域子育て支援拠点
事業 

市町村における子育て親子の交流等を促進する拠点の設置・
運営・整備を支援することにより、地域の子育て支援機能の
充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、こどもの健やかな
育ちを促進します。 

子育て支援課 

５ 
ファミリー・サポー
ト・センター事業 

こどもの預かり援助を受けたい方と提供したい方との相互援
助活動に関する連絡調整等を行うファミリー・サポート・セ
ンター事業について、市町村の取組を促進します。 

子育て支援課 

６ 
児童館・児童センタ
ー 
【Ⅱ９①に再掲】 

こどもに健全な遊びを提供して、その健康を増進し、情操を
豊かにするための児童館を整備する市町村等を支援します。 

子育て支援課 

７ 

こども食堂ネットワ
ーク支援 
【Ⅱ９①に掲載、Ⅲ
３②に再掲】 

こども食堂と市町村との関係づくりにより、支援が必要なこ
どものセーフティネットを構築するとともに、こども食堂が
地域で安定して運営できるよう、こども食堂の地域レベルの
ネットワーク化を促進します。 

こども未来課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

８ 子育て支援員の養成 
幅広い子育て支援分野において、経験豊かな地域の人材が幅
広く活躍できるよう、必要な知識・技術を習得するための子
育て支援員認定研修を行います。 

子育て支援課 

９ 
ふくおか子育てマイ
スターの活動の促進 

豊かな知識や経験を持つ高齢者を対象に、子育て支援に関す
る認定研修を実施し、地域の子育て支援現場等での活躍促進
を図ります。 

子育て支援課 

10 
子育て世帯訪問支援
事業 
【Ⅲ１③に掲載】 

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊
産婦、ヤングケアラー等がいる家庭を訪問し、不安や悩みを
傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を実施する市町村
の取組を促進します。 

子育て支援課 
こども未来課 

11 

地域学校協働活動の
推進 
【Ⅱ８①、Ⅱ９①に
再掲】 

学校と地域が連携・協働した地域学校協働活動（学校支援・
学習支援・体験活動）を推進し、地域人材の協力を得て、地
域ぐるみでこどもを育てる体制を整えるとともに、教師の働
き方改革を推進し、教師がこどもと向き合う時間を確保しま
す。また、放課後等における学習支援・体験活動の実施によ
る、安全安心な放課後の居場所づくりと子育て世代の働きや
すい環境づくりを推進します。 

社会教育課 

12 
県立高校におけるコ
ミュニティ・スクー
ルの導入促進 

県立高等学校にコミュニティ・スクール及び地域学校協働活
動推進本部を導入・整備し、地域と連携した教育活動を推進
します。 

高校教育課 
社会教育課 

13 
家庭教育・子育て支
援に関するフォーラ
ムの開催 

子育てに関する様々な情報を提供するホームページ「ふくお
か子育てパーク」を運営するとともに、子育てに関する学習
機会や情報を提供する「子ども育成支援フォーラム」を開催
し、関係者同士のネットワークを広げ、その活性化を図りま
す。 

社会教育課 

14 
青少年教育事業及び
社会教育関係団体育
成 

県子ども会育成連合会、日本ボーイスカウト福岡県連盟、県
ＰＴＡ連合会等、青少年の健全育成活動を行う団体に対して
の活動支援を行います。 

社会教育課 

15 

青少年教育指導者研
修事業 
（社会教育指導者等
研修事業） 

地域での少年団体活動の充実や指導者の育成・確保が求めら
れている中、子ども会活動等少年団体を育成・援助する指導
者を対象にオピニオンリーダーを発掘・養成し、その資質向
上を図ります。 

社会教育課 

16 

日常的にスポーツ活
動が行える施設の確
保と学校施設の有効
活用 

県立学校の体育施設を学校教育活動に支障のない範囲で開放
することで、日常的に地域で利用できる施設の確保に努めま
す。 

体育スポーツ健康
課 

  



 

  210 

 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

17 
部活動改革推進事業 
【Ⅱ３⑥に再掲】 

公立中学校における休日の部活動の地域移行等を推進するた
め、地域移行に向けた実証事業等を実施します。 

体育スポーツ健康
課 

18 

部活動指導員配置事
業 
【Ⅱ３⑥に掲載、Ⅱ
３④に再掲】 

学校部活動に係る技術的な指導に従事する指導員を配置し、
学校部活動の指導体制の充実及び教職員の負担軽減を図りま
す。 

体育スポーツ健康
課 

19 
民生委員・児童委員
活動の支援 

こどもたちを見守り、子育ての不安や妊娠中の心配ごとなど
の相談・支援等を行う「民生委員・児童委員」（児童に関す
ることを専門的に担当する「主任児童委員」を含む。）に対
し、資質向上のための研修の実施等により活動支援を行いま
す。 

福祉総務課 

20 
ふくおか教育月間の
推進 

11 月の「ふくおか教育月間」に、教育をテーマとした県教育
委員会主催のイベントを開催するとともに、広報活動を実施
します。また、市町村教育委員会や関係団体と連携し、期間
内に関連事業を推進するなど、県内全体で教育の充実・発展
に取り組む気運の醸成を図ります。 

総務企画課 

21 
地域におけるこども
の体験活動の支援 
【Ⅱ８①に掲載】 

こどもの生きる力を育むため、生活体験、社会体験、学習活
動などの地域活動の推進や、家庭・地域の教育力の向上を図
る地域活動指導員を配置する市町村を支援します。 

社会教育課 

 

  



 

  211 

 

② 家庭教育支援の充実 

【現状と課題】 

○  「青少年の意識・ニーズに関する調査」（2023(令和５)年度）によると、小・中・高校生保護者

の７割以上が青少年の健全育成のために、「家庭でのしつけや教育の充実」が必要と回答していま

す。 

○ 保護者が家庭においてこどもの基本的な生活習慣や自立心等を育む教育を行うための支援が必

要です。 

○ 少子化や核家族化の進行、地域のつながりの希薄化等により、子育てに不安や悩みを抱える家

庭が増加しており、家庭教育を行う上で困難な現状が指摘されています。 

○ 保護者が、家庭でのしつけや教育のため、こどもと向き合えるよう、保護者に寄り添う家庭教

育支援を推進する必要があります。 

○ 携帯電話、ゲームなどの普及や夜型生活への移行により、生活リズムが乱れたこどもが増えて

います。 

○ 社会教育活動の充実を図るために、社会教育関係団体の支援、連携を推進する取組が必要です。 

 

【施策の方向】 

○ 保護者や市町村に対して、家庭教育支援に関する情報や研修の機会を提供したり、子育ての悩

み、不安の解消を図る相談体制の充実を図ったりすることで、保護者が安心して子育てや家庭教

育を行う地域づくりを支援します。 

○ こどもが基本的な生活習慣や自立心等を育むことができるよう、就学前児童が小学校入学以降

の生活や学習の基盤づくりといった基本的生活習慣を習得するための取組を推進するとともに、

こどもの発達段階に応じた子育てに関する知識の普及啓発に努めます。 

○ 家庭における規則正しい生活習慣づくりの取組を推進します。 

○ 社会教育関係団体への支援、連携を強化します。 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
家庭教育に関する相
談・情報提供 

保護者等を対象に家庭教育・子育て全般にわたる相談に応じ
る家庭教育電話相談「親・おや電話」を実施します。また、
メール相談も実施しています。 

社会教育課 

２ 
家庭教育に関する支
援 

家庭における規則正しい生活習慣づくりの取組等を通して、
学力向上の基盤となるこどもの基本的生活習慣や学習習慣を
定着させ、家庭の教育力の向上を図ります。 

社会教育課 

３ 
社会教育関係団体へ
の助成 

公共性のある適切な活動を行う社会教育関係団体を支援する
ことにより、生涯学習・社会教育のより一層の振興を図りま
す。 

社会教育課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

４ 
基本的生活習慣習得
事業 

市町村が、幼児期のこどもや保護者などを対象に実施する基
本的生活習慣習得のための相談、研修、啓発等の事業を支援
します。 

子育て支援課 

５ 
子育てに関する知識
の普及啓発 
【Ⅱ１③に再掲】 

こどもの発達段階ごとの保護者の対応法を掲載した育児小冊
子を市町村等で実施する乳幼児健診等で保護者に配布し、家
庭での育児や保健師の育児支援に活用してもらいます。 

子育て支援課 

６ 
家庭と連携した食育 
【Ⅱ３⑤に掲載】 

関係団体と連携したＰＴＡ学校給食教室や学校給食フェアの
実施、朝食を食べる習慣の定着を促す取組み等、家庭と連携
した食育の推進を図ります。 

体育スポーツ健康
課 
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③ 子育てしやすい住環境づくり 

【現状と課題】 

○ 国の「こども未来戦略」において、理想のこども数を持てない理由の一つとして若い世代を中

心に「家が狭いから」が挙げられており、また、子育て支援の現場からも子育て世代の居住環境の

改善を求める声があるとされています。 

○ こどもや子育て当事者の目線に立ち、子育て世帯など若い世代が仕事と子育てを両立でき、安

心して出産、子育てができる住まい・居住環境づくりが求められています。 

○ 資材費や人件費の高騰により住宅価格は上昇傾向にあり、年収の低い若い世代が住宅を取得し

づらい状況です。また、人口減少に伴い、県内の空き家は増加傾向にあります。そのため、空き家

が若い世代へ資産として継承が進むよう、支援に取り組む必要があります。 

○ 子育て世帯などは、市場において自力で適正な水準の住まいを確保しにくい状況にあるため、

公営住宅等の住宅セーフティネットの充実が求められています。 

 

【施策の方向】 

○ 子育て世帯などに対し、子育てしやすい住まいを確保するための情報提供や相談対応を行いま

す。 

○ 若年世帯・子育て世帯に対し、子育てしやすい中古住宅が取得できるよう、支援を行います。 

○ 新婚・子育て世帯等が、こどもを安心して産み育てやすい住環境を確保するため、低廉な家賃

である県営住宅を活用した取組を実施します。 

 

 

【具体的な施策・事業】 

 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

１ 
バリアフリー化の促
進 
【Ⅱ４③に再掲】 

本県独自のモデル住宅「生涯あんしん住宅」の活用による
「段差の解消」「広い廊下」「手すりの設置」等の乳幼児や
妊産婦に配慮した住宅のバリアフリー化の普及促進に努めま
す。 

住宅計画課 

２ 
住宅情報提供推進事
業 

子育て世帯等の民間賃貸住宅への円滑な入居に関する情報提
供を行うとともに、住宅に関する相談を実施します。 

住宅計画課 

３ 

県民ニーズを踏まえ
た子育てしやすい既
存住宅の取得支援 
【Ⅳ４①に再掲】 

若年世帯・子育て世帯が中古住宅の売買時に行う建物状況調
査（住まいの健康診断）の実施や、購入した中古住宅や同居
する親世帯の持家に対する必要なリノベーション工事の支援
に取り組みます。 

住宅計画課 
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 施策・事業名 施策・事業の概要 担当課 

４ 
子育て支援型改善事
業 

県営住宅の建替時に子育て世帯のライフスタイルに合った整
備を進めています。既存団地においても、子育て世帯が安心
してこどもを育てることができる住環境を確保することを目
的として、既存住戸をリフォームすることにより子育て世帯
の支援に取り組みます。 

県営住宅課 

５ 
県営住宅の家賃負担
の軽減 

収入が著しく低く家賃納付が困難な方を対象に、県営住宅の
家賃負担を軽減します。 

県営住宅課 

６ 

県営住宅におけるひ
とり親世帯、多子世
帯の入居決定に際し
ての優遇措置及び新
婚・子育て世帯の優
先入居 
【Ⅲ４①に掲載】 

県営住宅の入居決定の際、抽選方式では、ひとり親世帯や多
子世帯に対し抽選番号を２つ割り当て(連番)、倍率の優遇を
図るほか、新婚・子育て世帯に対しては優先枠を設定しま
す。 

県営住宅課 
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県では、「子ども・子育て支援新制度」の実施主体である市町村の円滑な取組みを支援するた

め、広域調整や専門的な支援を行い、保育ニーズに対応した提供体制の確保により待機児童の

早期解消を図るとともに、教育や保育、地域の様々な子育て支援の充実及び質の向上を進めま

す。 

 

１ 教育・保育の提供体制 

（１）区域の設定 

「子ども・子育て支援新制度」において、県は教育・保育の量の見込みと提供体制を定める

単位として、区域を設定することとなっています。 

県では、認定こども園、幼稚園、保育所等の広域利用の状況等を踏まえ次のとおり設定しま

す。 

なお、各教育・保育施設の利用について、区域を越えた利用を妨げるものではありません。 

 

【区域一覧】 

区 域 構成市町村 

福   岡 福岡市、糸島市 

粕    屋 古賀市、宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久山町、粕屋町 

宗    像 宗像市、福津市 

筑    紫 筑紫野市、春日市、大野城市、太宰府市、那珂川市 

朝    倉 朝倉市、筑前町、東峰村 

久  留  米 久留米市、大川市、小郡市、うきは市、大刀洗町、大木町 

八女・筑後 八女市、筑後市、広川町 

有    明 大牟田市、柳川市、みやま市 

飯    塚 飯塚市、嘉麻市、桂川町 

直方・鞍手 直方市、宮若市、小竹町、鞍手町 

田    川 田川市、香春町、添田町、糸田町、川崎町、大任町、赤村、福智町 

北  九  州 北九州市、中間市、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町 

京    築 行橋市、豊前市、苅田町、みやこ町、吉富町、上毛町、築上町 
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（２）教育・保育の量の見込みと提供体制 

県全域及び県設定区域について、認定区分ごとの教育・保育の量の見込みと提供体制を定め

ます。 

各年度における教育・保育の量の見込み及び提供体制については、市町村子ども・子育て支

援事業計画における数値を、県の設定区域ごとに集計した数値を計上しています。 

 （各区域別の「教育・保育の量の見込みと提供体制」については第４章末に記載） 

 

※ 用語等について   

用 語 内    容 

量の見込み 就学前こどものうち、教育・保育を必要もしくは希望するこどもの人数 

提供体制 教育・保育を提供する認定こども園、幼稚園、保育所等の施設の定員数 

１号認定 満３歳以上のこどもで、教育標準時間認定を受けた場合 

２号認定 満３歳以上のこどもで、保育認定を受けた場合 

３号認定 満３歳未満のこどもで、保育認定を受けた場合 

特定教育・保育施設 子ども・子育て支援新制度に移行した認定こども園、幼稚園、保育所 

確認を受けない 

幼稚園 
子ども・子育て支援新制度に移行しない幼稚園 

幼稚園預かり保育 

（長時間・通年） 

幼稚園において、保育の受け皿の確保方策として、通常の就園時間を延長して

満３歳以上のこどもを受け入れるもの 

一時預かり事業 

（幼稚園Ⅱ型） 
幼稚園において、保育を必要とする２歳児を定期的に受け入れる事業 

届出保育施設 

保育所と同様の業務を目的とする施設であって、知事（指定都市及び中核市の

市長を含む。）から認可を受けていないもの（いわゆる認可外保育施設）。 

次ページの表の提供体制には、自治体が独自に運営費の補助をしている施設に

ついてのみ計上（下記の「企業主導型保育施設の地域枠」を除く）。 

企業主導型保育施設

の地域枠 
企業主導型保育施設が地域住民向けに定員の 50％以内で設定するもの 

特定地域型保育事業 
小規模保育事業所、家庭的保育所、地域枠を設ける事業所内保育事業所、居宅

訪問型保育事業所 

  

 



217 

 

【2025（令和７）年度】

教育ニーズ 保育ニーズ ０歳児 １・２歳児

35,939 9,358 70,196 12,581 45,391

特定教育・保育施設 71,699 12,692 41,292

確認を受けない幼稚園 16,331

幼稚園預かり保育（長時間・通年） 0

一時預かり事業（幼稚園Ⅱ型） 0 385

届出保育施設 629 64 331

企業主導型保育施設の地域枠 1,417 944 2,442

特定地域型保育 1,118 3,705

3,549 2,237 2,764

【2026（令和８）年度】

教育ニーズ 保育ニーズ ０歳児 １・２歳児

34,309 9,000 68,415 12,558 45,547

特定教育・保育施設 71,648 12,779 42,065

確認を受けない幼稚園 14,351

幼稚園預かり保育（長時間・通年） 0

一時預かり事業（幼稚園Ⅱ型） 0 385

届出保育施設 635 66 335

企業主導型保育施設の地域枠 1,417 944 2,442

特定地域型保育 1,118 3,706

5,285 2,349 3,386

【2027（令和９）年度】

教育ニーズ 保育ニーズ ０歳児 １・２歳児

32,690 8,597 66,524 12,586 46,410

特定教育・保育施設 71,341 12,871 42,996

確認を受けない幼稚園 12,680

幼稚園預かり保育（長時間・通年） 0

一時預かり事業（幼稚園Ⅱ型） 0 395

届出保育施設 635 66 335

企業主導型保育施設の地域枠 1,417 944 2,442

特定地域型保育 1,122 3,716

6,869 2,417 3,474

【2028（令和10）年度】

教育ニーズ 保育ニーズ ０歳児 １・２歳児

31,535 8,263 65,176 12,619 46,787

特定教育・保育施設 71,418 12,963 43,819

確認を受けない幼稚園 11,287

幼稚園預かり保育（長時間・通年） 0

一時預かり事業（幼稚園Ⅱ型） 0 395

届出保育施設 635 66 335

企業主導型保育施設の地域枠 1,417 944 2,442

特定地域型保育 1,127 3,716

8,294 2,481 3,920

【2029（令和11）年度】

教育ニーズ 保育ニーズ ０歳児 １・２歳児

31,091 8,125 65,096 12,614 47,273

特定教育・保育施設 71,541 13,004 44,587

確認を受けない幼稚園 10,092

幼稚園預かり保育（長時間・通年） 0

一時預かり事業（幼稚園Ⅱ型） 0 395

届出保育施設 635 66 335

企業主導型保育施設の地域枠 1,417 945 2,449

特定地域型保育 1,127 3,716

8,497 2,528 4,209

３号認定

１号認定
２号認定 ３号認定

量の見込み①

提
供
体
制
②

36,290

2,795

過不足（②－①） 10,119

１号認定
２号認定

量の見込み①

提
供
体
制
②

37,199

2,765

過不足（②－①） 11,006

３号認定

１号認定
２号認定 ３号認定

量の見込み①

提
供
体
制
②

37,985

2,876

過不足（②－①） 12,254

１号認定
２号認定

量の見込み①

提
供
体
制
②

38,790

2,855

過不足（②－①） 13,134

３号認定

量の見込み①

提
供
体
制
②

39,878

2,836

過不足（②－①） 13,590

１号認定
２号認定

 教育・保育の量の見込み及び提供体制【全県合計】           （単位：人） 
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（３）県の認可・認定に関する需給調整の考え方 

① 基本的な考え方 

県は、認定こども園の認可又は認定若しくは保育所の認可を申請した施設が適格性、認

可・認定の基準を満たす場合は認可・認定をします。 

ただし、当該認定こども園、保育所が所在する県設定区域における教育・保育施設の量

の見込みが、県計画で定める提供体制の総数に既に達しているか、または認可・認定によ

ってこれを超えることと認める場合には、需給調整を行います。 

なお、政令市（北九州市、福岡市）及び中核市（久留米市）の各市内の認定こども園の

認可又は認定若しくは保育所の認可については、それぞれの市が行います。 

 

② 幼稚園又は保育所が認定こども園に移行する場合の需給調整 

認定こども園は幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち、保護者の就労状況及びその変化等

に関わらず、柔軟にこどもを受け入れられる施設であり、地域の子育て支援を担うことか

ら、その普及を図ることが必要です。 

そのため、認定こども園の設置にあたっては、県計画で定める量の見込みが提供体制の

総数に既に達しているか、または認可・認定によって量の見込みを超えることとなる地域

においても、認可・認定基準を満たす限り、適切な需給状況が確保されるよう市町村と協

議の上、認可・認定を行います。 

なお、政令市（北九州市、福岡市）及び中核市（久留米市）については、それぞれの市

が認可・認定を行います。 

 

２ 教育・保育の一体的提供 

（１）認定こども園の普及 

認定こども園は、幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち、保護者の就労状況及びその変化等に

関わらず、柔軟にこどもを受け入れられる施設であり、地域の子育て支援の役割を担うことか

ら、認定こども園の普及を図ります。 

【認定こども園の設置数見込み】 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

344 か所 382 か所 416 か所 449 か所 481 か所 

 ※ 各市町村の教育・保育の提供体制における認定こども園設置数の合計 

 

（２）認定こども園への移行に対する支援 

① 認定こども園を目指す幼稚園や保育所に対し、必要となる施設整備に係る国庫補助制度

等の情報提供と利用促進に努めます。 

② 幼保連携型認定こども園で、こどもの教育・保育に従事するには、幼稚園教諭免許と保

育士資格の両方を持つ「保育教諭」であることが必要であるため、幼稚園教諭免許状及び

保育士資格の併有を促進します。 

③ 認定こども園、幼稚園、保育所の教職員を対象とした研修を充実させ、教育・保育を一

体的に提供する施設で従事する職員の育成を図ります。 
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（３）教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の連携 

 原則として満３歳未満の保育を必要とするこどもが利用する地域型保育事業については、満

３歳以降も引き続き適切に質の高い教育・保育を利用できるよう、認定こども園、幼稚園、保

育所と地域型保育事業を行う者との連携が必要です。 

 県では、教育・保育施設と地域型保育事業者の円滑な連携が可能となるよう、市町村に対し、

積極的な関与を促していきます。 

 

 

３ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施のための市町村

との連携 
  

実施主体である市町村による子育てのための施設等利用給付の円滑な実施が行われるよう、

特定子ども・子育て支援施設等の確認や公示、指導等の法に基づく市町村の事務の執行や権限

の行使に際し、施設等の所在、運営状況、監査状況等の情報共有、立入調査への同行、関係法

令に基づく是正指導等を行うなど、県と市町村が連携していきます。 
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事業名 事業概要

利用者支援事業
妊産婦や子育て家庭が、保育施設や地域の子育て支援事業、保健・医療・福祉等の関係機関を円滑に利用でき
るように、身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援を行う事業。

地域子育て支援拠点事業
家族や地域における子育て機能の低下や、子育て中の親の孤独感や不安感の増大等に対応するため、子育て支
援拠点を設置し、地域の子育て中の親子の交流促進や育児相談等を行う事業。

妊婦健康診査
妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、②検査計測、③保
健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業。

乳児家庭全戸訪問事業
すべての乳児のいる家庭を訪問することにより、子育てに関する情報の提供並びに乳児及びその保護者の心身
の状況及び養育環境の把握を行うほか、養育についての相談に応じ、助言や適切なサービス提供の検討を行う
事業。

産後ケア事業
産後も安心して子育てができる支援体制を確保するため、出産後１年以内の母子に対して、心身のケアや育児
サポート等を行う事業。

養育支援訪問事業
養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、当該
家庭の適切な養育の実施を確保する事業。

子育て世帯訪問支援事業
家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を訪問
し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を実施する事業。

児童育成支援拠点事業
養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のないこどもに対して、当該こどもの居場所となる場を開設
し、こどもとその家庭が抱える多様な課題に応じた支援を包括的に提供する事業。

親子関係形成支援事業
こどもとの関わり方や子育てに悩みを抱えている子育て家庭に対して、ペアレント・トレーニングの実施や同
じ悩みを抱える保護者同士が相互に情報の交換ができる場を設ける等の実施等により、健全な親子関係の形成
に向けた支援を行う事業。

子どもを守る地域
ネットワーク機能強化事業

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能を強化をするため、要保護児童対策調整
機関の職員や関係機関等の専門性強化及び連携強化を図る事業。

子育て短期支援事業
保護者の疾病その他の理由により家庭においてこどもを養育することが一時的に困難となった場合等に、児童
養護施設等において一定期間、養育・保護等の支援を行う事業。

子育て援助活動支援事業（ファミ
リー・サポート・センター事業）

乳幼児や小学生等のこどもを有する子育て中の労働者や主婦等を会員として、こどもの預かりの援助を受けた
い者と当該援助を行いたい者との相互援助活動に関する連絡、調整等を行う事業。

延長保育事業
保育認定を受けたこどもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、保育所、認定こど
も園等で引き続き保育を実施する事業。

一時預かり事業
一時的に家庭での保育が困難となった場合や、保護者の心理的・身体的負担を軽減するために支援が必要な場
合に、保育所等で乳幼児を一時的に預かり、必要な保護を行う事業。

病児保育事業
こどもが病気の際に自宅での保育が困難な場合に、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、一
時的に保育等を行う事業。

乳児等通園支援事業
保育所等に通っていない０歳６か月から満３歳未満の未就園児を対象に、月一定時間までの利用可能枠の中
で、就労要件を問わず柔軟に保育所等を利用できる事業。（※令和７年度のみ、令和８年度からは法律に基づ
く新たな給付制度として全市町村で実施）

放課後児童健全育成事業
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学しているこどもに対し、授業の終了後等に小学校の余裕
教室や児童館等において適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業。

実費徴収に係る補足給付
を行う事業

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具そ
の他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事業。

多様な事業者の参入促進
・能力活用事業

多様な事業者の新規参入を支援するほか、私立認定こども園における特別な支援が必要なこどもの受入体制を
構築するとともに、小学校就学前のこどもを対象とした多様な集団活動を利用する幼児の保護者の経済的負担
の軽減を図る事業。

４ 地域子ども・子育て支援事業 

市町村は、子ども・子育て家庭等を対象とする事業として地域の実情に応じ、市町村子ども・

子育て支援事業計画に従って「地域子ども・子育て支援事業」に取り組むこととなります。 

県では、これらの事業が円滑に実施できるよう、助言・援助等必要な支援を行います。 

なお、「地域子ども・子育て支援事業」は、以下の事業となっており、市町村は地域の実情を

踏まえて、事業の全部もしくは一部を実施します。 
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５ 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の従事者の確保

及び資質の向上 

 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供に当たって基本となるのは人材であり、

従事者の確保及び資質の向上は大変重要です。 

教育・保育に従事する人材として、保育所・認定こども園・地域型保育事業における保育士・

保育教諭は令和６年４月１日現在で約 26,800 人、幼稚園における幼稚園教諭は令和６年５月

１日現在で約 4,900 人が従事していますが、職員配置基準の改善やニーズに応じた教育・保育

及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制を充実させるため、人材の確保を図る必要があり

ます。 

県は、このための中心的な役割を担っていることから、従事する者の確保及び質の向上に取

り組みます。 

 

（１）特定教育・保育、地域型保育の従事者 

① 保育士養成施設の学生に対する修学資金の貸付や保育所等に勤務している保育士資格を

保有しない者の資格取得支援など、新たに保育士を目指す方への支援に取り組みます。 

② 保育士・保育所支援センター（ほいく福岡）における就業マッチング支援や保育所等に

就職する際の準備金の貸付など、保育現場を離れている保育士資格保有者を対象とした就

職支援を実施します。 

③ 高校生や保育士養成校学生など未来の保育士の担い手や保育士試験合格者など、ターゲ

ットに応じた保育士・保育所の魅力発信を行い、保育人材の確保に取り組みます。 

④ 保育士・保育所支援センターに「保育の相談窓口」を設置し、保育従事者の方が就労状

況やメンタルヘルスなどについて、外部人材に相談しやすい体制を整備します。 

⑤ 保育事業者に対して社会保険労務士等の専門家を派遣し、保育所等の業務負担軽減や保

育士確保に係る相談・助言を実施することで、職場環境の改善を図ります。 

⑥ 保育に係る周辺業務や保育士の補助を行う保育補助者等を保育所等に配置する費用を助

成することにより、保育士の業務負担軽減を図ります。 

⑦ 配置基準改善に伴う保育士確保を支援するため、短時間勤務保育士の雇用に応じた助成

を実施し、保育の質の維持・向上を図ります。 

⑧ 新任保育士から園長まで経験年数や役割に応じた階層別研修や保育現場が直面している

課題に応じた専門研修等、保育所、認定こども園、幼稚園等の職員に対する研修を実施し、

幼児教育・保育の質の向上を図ります。 

⑨ 保育士等の専門性向上を図るとともに、処遇改善加算の要件となる保育士等キャリアア

ップ研修を実施します。 
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（２）地域子ども・子育て支援事業の従事者 

① 放課後児童クラブを利用するこどもの健全な育成と遊び及び生活の支援を行うため、放

課後児童支援員として必要な知識・技能の習得を目的とした放課後児童支援員認定資格研

修を行うとともに、放課後児童支援員の資質向上を図るための研修を行います。 

② 豊かな経験や知識を持ち、子育て支援に意欲がある高齢者を「ふくおか子育てマイスタ

ー」に認定し、地域の様々な子育て支援分野での活躍を促進します。 

③ 幅広い子育て支援分野において、経験豊かな地域の人材が幅広く活躍できるよう、必要

な知識・技術を習得するための子育て支援員認定研修を行います。 
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）

年
度

2
0
2
9
（

令
和

1
1
）

年
度

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

過
不

足
（

②
－

①
）

5
0
8

5
1
9

5
3
0

5
4
2

5
3
8

2
0
2
5
（

令
和

７
）

年
度

2
0
2
6
（

令
和

８
）

年
度

2
0
2
7
（

令
和

９
）

年
度

2
0
2
8
（

令
和

1
0
）

年
度

2
0
2
9
（

令
和

1
1
）

年
度

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

量
の

見
込

み
①

提 供 体 制 ②

2
8
5

3
1
0

3
1
0

3
1
0

3
1
0

0
0

0
0

0

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

量
の

見
込

み
①

提 供 体 制 ②

5
1
0

5
1
0

5
1
0

5
1
0

5
1
0

0
0

0
0

0

過
不

足
（

②
－

①
）

3
0
9

1
2
8

1
5
7

1
8
2

1
8
1

2
0
2
5
（

令
和

７
）

年
度

2
0
2
6
（

令
和

８
）

年
度

2
0
2
7
（

令
和

９
）

年
度

2
0
2
8
（

令
和

1
0
）

年
度

2
0
2
9
（

令
和

1
1
）

年
度

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

過
不

足
（

②
－

①
）

1
3
0

1
3
4

1
3
8

1
4
2

1
4
5
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 【
朝

倉
地

域
】

〇
朝

倉
地

域
（

朝
倉

市
、

筑
前

町
、

東
峰

村
）

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

4
7
3

2
2
9

1
,
3
2
2

9
5
4

4
6
3

2
2
1

1
,
3
0
6

9
4
2

4
6
3

2
1
2

1
,
2
9
7

9
5
8

4
6
3

1
9
7

1
,
2
7
4

9
4
6

4
6
2

1
7
9

1
,
2
5
4

9
4
5

特
定

教
育

・
保

育
施

設
1
,
3
8
7

9
7
1

1
,
4
3
7

1
,
0
1
0

1
,
4
4
1

1
,
0
1
5

1
,
4
5
4

1
,
0
2
0

1
,
4
6
5

1
,
0
4
8

確
認

を
受

け
な

い
幼

稚
園

2
0
5

2
1
2

1
6
6

1
7
9

2
0
0

幼
稚

園
預

か
り

保
育

（
長

時
間

・
通

年
）

0
0

0
0

0

一
時

預
か

り
事

業
（

幼
稚

園
Ⅱ

型
）

0
0

0
0

0

届
出

保
育

施
設

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

企
業

主
導

型
保

育
施

設
の

地
域

枠
0

1
7

0
1
7

0
1
7

0
1
7

0
1
7

特
定

地
域

型
保

育
5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

6
5

8
4

1
3
1

1
3
5

1
4
4

1
2
4

1
8
0

1
4
1

2
1
1

1
7
0

〇
朝

倉
市

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

2
0
1

6
4

8
0
6

5
0
5

1
9
1

6
3

7
8
0

4
8
5

1
9
1

5
8

7
5
0

4
8
5

1
9
1

5
6

7
3
0

4
7
4

1
9
1

5
4

7
2
0

4
7
3

特
定

教
育

・
保

育
施

設
9
0
3

6
3
3

9
0
3

6
3
3

9
0
3

6
3
3

9
0
3

6
3
3

9
0
3

6
3
3

確
認

を
受

け
な

い
幼

稚
園

0
0

0
0

0

幼
稚

園
預

か
り

保
育

（
長

時
間

・
通

年
）

0
0

0
0

0

一
時

預
か

り
事

業
（

幼
稚

園
Ⅱ

型
）

0
0

0
0

0

届
出

保
育

施
設

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

企
業

主
導

型
保

育
施

設
の

地
域

枠
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

特
定

地
域

型
保

育
0

0
0

0
0

9
7

1
2
8

1
2
3

1
4
8

1
5
3

1
4
8

1
7
3

1
5
9

1
8
3

1
6
0

〇
筑

前
町

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

2
7
0

1
6
5

4
8
9

4
3
3

2
7
0

1
5
8

4
9
6

4
4
6

2
7
0

1
5
4

5
2
3

4
6
0

2
7
0

1
4
1

5
1
9

4
6
0

2
7
0

1
2
5

5
1
2

4
6
2

特
定

教
育

・
保

育
施

設
4
3
9

3
1
8

4
8
9

3
5
7

4
9
3

3
6
2

5
0
6

3
6
7

5
1
7

3
9
5

確
認

を
受

け
な

い
幼

稚
園

2
0
5

2
1
2

1
6
6

1
7
9

2
0
0

幼
稚

園
預

か
り

保
育

（
長

時
間

・
通

年
）

0
0

0
0

0

一
時

預
か

り
事

業
（

幼
稚

園
Ⅱ

型
）

0
0

0
0

0

届
出

保
育

施
設

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

企
業

主
導

型
保

育
施

設
の

地
域

枠
0

1
7

0
1
7

0
1
7

0
1
7

0
1
7

特
定

地
域

型
保

育
5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

△
 
5
0

△
 
4
8

△
 
7

△
 
2
2

△
 
3
0

△
 
3
1

△
 
1
3

△
 
2
6

5
0

4
4
9

4
4
2

4
8
8

4
7
5

4
5
8

1
6
5

1
5
8

1
5
4

1
4
1

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

量
の

見
込

み
①

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

2
0
2
5
（

令
和

７
）

年
度

2
0
2
6
（

令
和

８
）

年
度

2
0
2
7
（

令
和

９
）

年
度

2
0
2
8
（

令
和

1
0
）

年
度

2
0
2
9
（

令
和

1
1
）

年
度

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

2
0
2
5
（

令
和

７
）

年
度

2
0
2
6
（

令
和

８
）

年
度

2
0
2
7
（

令
和

９
）

年
度

2
0
2
8
（

令
和

1
0
）

年
度

2
0
2
9
（

令
和

1
1
）

年
度

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

1
2
5

過
不

足
（

②
－

①
）

1
1
7

1
2
8

1
3
3

1
3
5

1
4
2

提 供 体 制 ②

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

量
の

見
込

み
①

提 供 体 制 ②

3
8
2

3
8
2

3
8
2

3
8
2

3
8
2

0
0

0
0

0

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

量
の

見
込

み
①

提 供 体 制 ②

6
5

5
8

1
0
4

9
1

7
5

1
6
5

1
5
8

1
5
4

1
4
1

1
2
5

過
不

足
（

②
－

①
）

1
1
7

1
2
8

1
3
3

1
3
5

1
3
7

2
0
2
5
（

令
和

７
）

年
度

2
0
2
6
（

令
和

８
）

年
度

2
0
2
7
（

令
和

９
）

年
度

2
0
2
8
（

令
和

1
0
）

年
度

2
0
2
9
（

令
和

1
1
）

年
度

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

過
不

足
（

②
－

①
）

0
0

0
0

5



231 

 

   〇
東
峰
村

教
育
ニ
ー
ズ

保
育
ニ
ー
ズ

教
育
ニ
ー
ズ

保
育
ニ
ー
ズ

教
育
ニ
ー
ズ

保
育
ニ
ー
ズ

教
育
ニ
ー
ズ

保
育
ニ
ー
ズ

教
育
ニ
ー
ズ

保
育
ニ
ー
ズ

2
0

2
7

1
6

2
0

3
0

1
1

2
0

2
4

1
3

2
0

2
5

1
2

1
0

2
2

1
0

特
定
教
育
・
保
育
施
設

4
5

2
0

4
5

2
0

4
5

2
0

4
5

2
0

4
5

2
0

確
認
を
受
け
な
い
幼
稚
園

0
0

0
0

0

幼
稚
園
預
か
り
保
育
（
長
時
間
・
通
年
）

0
0

0
0

0

一
時
預
か
り
事
業
（
幼
稚
園
Ⅱ
型
）

0
0

0
0

0

届
出
保
育
施
設

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

企
業
主
導
型
保
育
施
設
の
地
域
枠

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

特
定
地
域
型
保
育

0
0

0
0

0

1
8

4
1
5

9
2
1

7
2
0

8
2
3

1
0

2
0
2
5
（
令
和
７
）
年
度

2
0
2
6
（
令
和
８
）
年
度

2
0
2
7
（
令
和
９
）
年
度

2
0
2
8
（
令
和
1
0
）
年
度

2
0
2
9
（
令
和
1
1
）
年
度

１
号
認
定

２
号
認
定

３
号
認
定

１
号
認
定

２
号
認
定

３
号
認
定

１
号
認
定

２
号
認
定

３
号
認
定

１
号
認
定

２
号
認
定

３
号
認
定

１
号
認
定

２
号
認
定

３
号
認
定

量
の
見
込
み
①

提 供 体 制 ②

2
2

2
2

1

0
0

0
0

0

過
不
足
（
②
－
①
）

0
0

0
0

0
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 【
久

留
米

地
域

】

〇
久

留
米

地
域

（
久

留
米

市
、

大
川

市
、

小
郡

市
、

う
き

は
市

、
大

刀
洗

町
、

大
木

町
）

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

2
,
1
2
9

9
5
4

7
,
2
8
8

5
,
9
6
6

2
,
0
5
4

9
2
3

7
,
0
1
2

5
,
6
9
8

1
,
9
8
8

9
0
5

6
,
8
2
1

5
,
5
9
6

1
,
8
9
5

8
7
4

6
,
3
9
6

5
,
5
2
5

1
,
8
4
2

8
5
3

6
,
1
3
4

5
,
4
4
2

特
定

教
育

・
保

育
施

設
7
,
9
3
1

5
,
7
9
5

7
,
9
2
8

5
,
8
8
8

7
,
9
0
2

5
,
8
9
3

7
,
9
0
2

5
,
9
4
5

7
,
9
0
2

5
,
9
4
5

確
認

を
受

け
な

い
幼

稚
園

6
0
3

6
0
4

6
0
1

6
0
1

6
0
0

幼
稚

園
預

か
り

保
育

（
長

時
間

・
通

年
）

0
0

0
0

0

一
時

預
か

り
事

業
（

幼
稚

園
Ⅱ

型
）

0
0

0
0

0

届
出

保
育

施
設

1
9
3

1
7
4

1
9
9

1
8
0

1
9
9

1
8
0

1
9
9

1
8
0

1
9
9

1
8
0

企
業

主
導

型
保

育
施

設
の

地
域

枠
6
9

2
9
0

6
9

2
9
0

6
9

2
9
0

6
9

2
9
0

6
9

2
9
7

特
定

地
域

型
保

育
1
2
8

1
2
8

1
2
8

1
3
2

1
3
1

9
0
5

4
2
1

1
,
1
8
4

7
8
8

1
,
3
4
9

8
9
5

1
,
7
7
4

1
,
0
2
2

2
,
0
3
6

1
,
1
1
1

〇
久

留
米

市

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

1
,
2
8
1

7
7
3

4
,
8
9
0

4
,
1
8
6

1
,
2
1
1

7
4
2

4
,
6
6
2

3
,
9
7
3

1
,
1
7
0

7
2
4

4
,
5
8
9

3
,
8
4
6

1
,
1
0
1

6
9
3

4
,
2
5
0

3
,
7
9
3

1
,
0
6
5

6
7
2

4
,
0
4
8

3
,
7
2
9

特
定

教
育

・
保

育
施

設
5
,
4
4
7

4
,
0
4
8

5
,
3
5
6

4
,
0
8
6

5
,
3
4
4

4
,
0
8
8

5
,
3
4
4

4
,
1
4
0

5
,
3
4
4

4
,
1
4
0

確
認

を
受

け
な

い
幼

稚
園

3
1
5

3
1
5

3
1
5

3
1
5

3
1
5

幼
稚

園
預

か
り

保
育

（
長

時
間

・
通

年
）

0
0

0
0

0

一
時

預
か

り
事

業
（

幼
稚

園
Ⅱ

型
）

0
0

0
0

0

届
出

保
育

施
設

1
8
7

1
5
4

1
9
3

1
6
0

1
9
3

1
6
0

1
9
3

1
6
0

1
9
3

1
6
0

企
業

主
導

型
保

育
施

設
の

地
域

枠
5
5

2
1
0

5
5

2
1
0

5
5

2
1
0

5
5

2
1
0

5
5

2
1
8

特
定

地
域

型
保

育
5
6

5
6

5
6

6
1

6
1

7
9
9

2
8
2

9
4
2

5
3
9

1
,
0
0
3

6
6
8
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ー
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教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

1
0

9
7

6
2

1
0

9
0

6
7

1
0

8
0

6
4

1
0

6
7

6
1

1
0

7
2

5
7

特
定

教
育

・
保

育
施

設
1
2
9

1
1
7

1
2
3

1
0
2

1
2
3

1
0
2

1
2
3

1
0
2

1
2
3

1
0
2

確
認

を
受

け
な

い
幼

稚
園

0
0

0
0

0

幼
稚

園
預

か
り

保
育

（
長

時
間

・
通

年
）

0
0

0
0

0

一
時

預
か

り
事

業
（

幼
稚

園
Ⅱ

型
）

0
0

0
0

0

届
出

保
育

施
設

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

企
業

主
導

型
保

育
施

設
の

地
域

枠
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

特
定

地
域

型
保

育
0

0
0

0
0

3
2

5
5

3
3

3
5

4
3

3
8

5
6

4
1

5
1

4
5

〇
糸

田
町

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

1
2

0
1
4
0

9
3

1
2

0
1
3
5

8
8

1
1

0
1
2
6

8
5

1
0

0
1
1
9

8
1

9
0

1
1
3

7
7

特
定

教
育

・
保

育
施

設
1
5
6

1
0
4

1
5
6

1
0
4

1
5
6

1
0
4

1
5
6

1
0
4

1
5
6

1
0
4

確
認

を
受

け
な

い
幼

稚
園

0
0

0
0

0

幼
稚

園
預

か
り

保
育

（
長

時
間

・
通

年
）

0
0

0
0

0

一
時

預
か

り
事

業
（

幼
稚

園
Ⅱ

型
）

0
0

0
0

0

届
出

保
育

施
設

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

企
業

主
導

型
保

育
施

設
の

地
域

枠
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

特
定

地
域

型
保

育
0

0
0

0
0

1
6

1
1

2
1

1
6

3
0

1
9

3
7

2
3

4
3

2
7

〇
川

崎
町

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

1
0

0
2
1
1

1
6
1

1
0

0
2
1
4

1
5
2

1
0

0
1
8
7

1
5
7

1
0

0
1
8
2

1
5
1

1
0

0
1
7
2

1
4
4

特
定

教
育

・
保

育
施

設
3
8
4

2
6
6

3
8
4

2
6
6

3
8
4

2
6
6

3
8
4

2
6
6

3
8
4

2
6
6

確
認

を
受

け
な

い
幼

稚
園

0
0

0
0

0

幼
稚

園
預

か
り

保
育

（
長

時
間

・
通

年
）

0
0

0
0

0

一
時

預
か

り
事

業
（

幼
稚

園
Ⅱ

型
）

0
0

0
0

0

届
出

保
育

施
設

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

企
業

主
導

型
保

育
施

設
の

地
域

枠
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

特
定

地
域

型
保

育
0

0
0

0
0

1
7
3

1
0
5

1
7
0

1
1
4

1
9
7

1
0
9

2
0
2

1
1
5

2
1
2

1
2
2

2
0
2
5
（

令
和

７
）

年
度

2
0
2
6
（

令
和

８
）

年
度

2
0
2
7
（

令
和

９
）

年
度

2
0
2
8
（

令
和

1
0
）

年
度

2
0
2
9
（

令
和

1
1
）

年
度

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

量
の

見
込

み
①

提 供 体 制 ②

0
1
5

1
5

1
5

1
5

0
0

0
0

0

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

量
の

見
込

み
①

提 供 体 制 ②

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0

過
不

足
（

②
－

①
）

△
 
1

1
4

1
4

1
4

1
4

2
0
2
5
（

令
和

７
）

年
度

2
0
2
6
（

令
和

８
）

年
度

2
0
2
7
（

令
和

９
）

年
度

2
0
2
8
（

令
和

1
0
）

年
度

2
0
2
9
（

令
和

1
1
）

年
度

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

過
不

足
（

②
－

①
）

△
 
1
2

△
 
1
2

△
 
1
1

△
 
1
0

△
 
9

2
0
2
5
（

令
和

７
）

年
度

2
0
2
6
（

令
和

８
）

年
度

2
0
2
7
（

令
和

９
）

年
度

2
0
2
8
（

令
和

1
0
）

年
度

2
0
2
9
（

令
和

1
1
）

年
度

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

量
の

見
込

み
①

提 供 体 制 ②

1
0

1
0

1
0

1
0

1
0

0
0

0
0

0

過
不

足
（

②
－

①
）

0
0

0
0

0
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 〇
大

任
町

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

3
6

1
4
5

1
0
5

4
7

1
5
0

9
3

3
6

1
4
0

9
9

3
6

1
3
5

9
7

3
5

1
2
5

9
8

特
定

教
育

・
保

育
施

設
1
4
5

1
0
5

1
5
0

9
3

1
4
0

9
9

1
3
5

9
7

1
2
5

9
8

確
認

を
受

け
な

い
幼

稚
園

1
1

1
1

1

幼
稚

園
預

か
り

保
育

（
長

時
間

・
通

年
）

0
0

0
0

0

一
時

預
か

り
事

業
（

幼
稚

園
Ⅱ

型
）

0
0

0
0

0

届
出

保
育

施
設

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

企
業

主
導

型
保

育
施

設
の

地
域

枠
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

特
定

地
域

型
保

育
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

〇
赤

村

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

0
0

3
9

3
7

0
0

4
2

3
2

0
0

4
2

3
1

0
0

4
6

3
1

0
0

4
3

3
0

特
定

教
育

・
保

育
施

設
7
4

4
6

7
4

4
6

7
4

4
6

7
4

4
6

7
4

4
6

確
認

を
受

け
な

い
幼

稚
園

0
0

0
0

0

幼
稚

園
預

か
り

保
育

（
長

時
間

・
通

年
）

0
0

0
0

0

一
時

預
か

り
事

業
（

幼
稚

園
Ⅱ

型
）

0
0

0
0

0

届
出

保
育

施
設

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

企
業

主
導

型
保

育
施

設
の

地
域

枠
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

特
定

地
域

型
保

育
0

0
0

0
0

3
5

9
3
2

1
4

3
2

1
5

2
8

1
5

3
1

1
6

〇
福

智
町

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

1
8

1
9

4
6
5

3
4
6

1
8

1
8

4
5
7

3
4
0

1
8

1
7

4
4
9

3
3
4

1
8

1
6

4
4
1

3
2
8

1
8

1
6

4
3
2

3
2
2

特
定

教
育

・
保

育
施

設
5
8
8

4
2
7

5
8
8

4
2
7

5
8
8

4
2
7

5
8
8

4
2
7

5
8
8

4
2
7

確
認

を
受

け
な

い
幼

稚
園

0
0

0
0

0

幼
稚

園
預

か
り

保
育

（
長

時
間

・
通

年
）

0
0

0
0

0

一
時

預
か

り
事

業
（

幼
稚

園
Ⅱ

型
）

0
0

0
0

0

届
出

保
育

施
設

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

企
業

主
導

型
保

育
施

設
の

地
域

枠
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

特
定

地
域

型
保

育
0

0
0

0
0

1
2
3

8
1

1
3
1

8
7

1
3
9

9
3

1
4
7

9
9

1
5
6

1
0
5

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

量
の

見
込

み
①

提 供 体 制 ②

8
1
0

8
8

7

0
0

0
0

0

2
0
2
5
（

令
和

７
）

年
度

2
0
2
6
（

令
和

８
）

年
度

2
0
2
7
（

令
和

９
）

年
度

2
0
2
8
（

令
和

1
0
）

年
度

2
0
2
9
（

令
和

1
1
）

年
度

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

過
不

足
（

②
－

①
）

0
0

0
0

0

2
0
2
5
（

令
和

７
）

年
度

2
0
2
6
（

令
和

８
）

年
度

2
0
2
7
（

令
和

９
）

年
度

2
0
2
8
（

令
和

1
0
）

年
度

2
0
2
9
（

令
和

1
1
）

年
度

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

量
の

見
込

み
①

提 供 体 制 ②

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

量
の

見
込

み
①

提 供 体 制 ②

1
0
5

1
0
5

1
0
5

1
0
5

1
0
5

0
0

0
0

0

過
不

足
（

②
－

①
）

0
0

0
0

0

2
0
2
5
（

令
和

７
）

年
度

2
0
2
6
（

令
和

８
）

年
度

2
0
2
7
（

令
和

９
）

年
度

2
0
2
8
（

令
和

1
0
）

年
度

2
0
2
9
（

令
和

1
1
）

年
度

１
号

認
定

２
号

認
定

３
号

認
定

１
号

認
定

２
号

認
定

過
不

足
（

②
－

①
）

6
8

6
9

7
0

7
1

7
1
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 【
北

九
州

地
域

】

〇
北

九
州

地
域

（
北

九
州

市
、

中
間

市
、

芦
屋

町
、

水
巻

町
、

岡
垣

町
、

遠
賀

町
）

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

7
,
0
1
1

4
,
1
6
0

1
0
,
3
6
5

9
,
7
5
7

6
,
6
9
6

3
,
9
9
8

1
0
,
0
6
3

9
,
8
7
6

6
,
3
4
9

3
,
7
8
8

9
,
7
0
4

1
0
,
1
3
5

6
,
0
8
1

3
,
6
2
4

9
,
5
0
5

1
0
,
2
5
7

5
,
9
5
5

3
,
5
6
2

9
,
4
7
4

1
0
,
3
4
8

特
定

教
育

・
保

育
施

設
1
1
,
1
3
2

9
,
3
4
8

1
0
,
9
6
0

9
,
5
3
6

1
0
,
7
3
9

9
,
8
5
3

1
0
,
7
0
4

1
0
,
0
9
8

1
0
,
7
1
5

1
0
,
2
4
1

確
認

を
受

け
な

い
幼

稚
園

3
,
3
0
3

3
,
2
1
6

3
,
0
9
5

2
,
8
9
7

2
,
6
0
8

幼
稚

園
預

か
り

保
育

（
長

時
間

・
通

年
）

0
0

0
0

0

一
時

預
か

り
事

業
（

幼
稚

園
Ⅱ

型
）

0
0

0
0

0

届
出

保
育

施
設

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

企
業

主
導

型
保

育
施

設
の

地
域

枠
0

3
8

0
3
8

0
3
8

0
3
8

0
3
8

特
定

地
域

型
保

育
1
,
1
6
7

1
,
1
6
7

1
,
1
6
7

1
,
1
6
7

1
,
1
6
7

7
6
7

7
9
6

8
9
7

8
6
5

1
,
0
3
5

9
2
3

1
,
1
9
9

1
,
0
4
6

1
,
2
4
1

1
,
0
9
8

〇
北

九
州

市

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

教
育

ニ
ー

ズ
保

育
ニ

ー
ズ

6
,
0
4
4

3
,
7
9
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■　数値目標

　　施策の充実・強化につなげるために、施策の目標に対する達成度を測る指標を設定します。

１　こどもが権利の主体であることの社会全体での理解促進

1 「こどもまんなか社会の実現に向かっている」と思う人の割合 新 15.7
※国調査数値

70.0以上 ％

２　こどもの意見表明とその尊重

1
再掲

「こどもまんなか社会の実現に向かっている」と思う人の割合 新 15.7
※国調査数値 70.0以上 ％

１　妊娠前・妊娠期からこどもの成長に合わせた切れ目のない保健・医療等の提供

2 妊産婦死亡率 新 5.4
（R4年）

0 —

3 産婦健康診査を実施する市町村数 新 17 60 市町村

２　幼児教育・保育の充実

4 保育所待機児童数 57
（R6年度）

0 人

5 病児保育施設の利用定員数 547
（R6年度）

667 人

6 保育士不足の施設数 新 73
（R6年度）

0 施設

7
幼稚園・保育所・認定こども園と合同で研修会を実施した小学校の
割合

69.8 100.0 ％

３　こどもの生きる力の育成

8

「授業で、自分の考えを発表する機会では、自分の考えがうまく伝
わるよう、資料や文章、話の組み立てなどを工夫して発表していた
か」について、肯定的な回答をしている児童の構成割合［公立小学
校］

新 56.6 70.0 ％

9

「授業で、自分の考えを発表する機会では、自分の考えがうまく伝
わるよう、資料や文章、話の組み立てなどを工夫して発表していた
か」について、肯定的な回答をしている生徒の構成割合［公立中学
校］

新 49.7 70.0 ％

10
「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自分から取り組ん
でいたか」について、肯定的な回答をしている児童の構成割合［公
立小学校］

新 75.9 85.0 ％

11
「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自分から取り組ん
でいたか」について、肯定的な回答をしている生徒の構成割合［公
立中学校］

新 77.9 85.0 ％

12 県立社会教育施設の利用団体数 1,562
（R3～5年度平均）

2,100 団体

13 高等学校におけるワンヘルス教育の実施率 新 62.5 100.0 ％

14
全国体力・運動能力、運動習慣等調査における体力中・上位層の割
合が全国の割合を上回る区分数（教育事務所、小・中学校、男女
別）

19 全24 区分

15 朝食を食べる習慣が定着している児童の割合［公立小学校］ 91.4
（R6年度）

95.7 ％

４　こどもの成長を支える環境の整備

16 災害時の児童生徒の引渡し手順・ルールの策定率［公立小中学校］ 80.3 100.0 ％

17 非行者率 3.1 2.4 人

18 再犯者数 269 220 人

Ⅰ
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柱 中項目 番号 数値目標名
新
規

当初値
（R5年度）

目標値
（R11年度）

単位

※10～19歳までの人口1,000人当たりに刑法犯少年が占める割合

※14歳以上の刑法犯少年における再犯者の数

※出産10万件当たりの妊産婦死亡者数
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柱 中項目 番号 数値目標名
新
規

当初値
（R5年度）

目標値
（R11年度）

単位

５　グローバル社会で活躍を目指すこどもの応援

19
中学校卒業段階でCEFR　A1レベル相当（英検3級程度）以上を達成
した生徒の割合［公立中学校］

54.8 65.0 ％

20
県立高等学校卒業段階でCEFR　A2レベル相当（英検準2級程度）以
上を達成した生徒の割合［県立高等学校］

50.9 62.0 ％

21 国際理解教室への参加者数 9,028 13,500 人

６　こどもの新たなチャレンジの応援

22
「地域や社会をよくするために何かしてみたいと思いますか」につ
いて、肯定的な回答をしている児童の構成割合［公立小学校］

新 76.1 85.0 ％

23
「地域や社会をよくするために何かしてみたいと思いますか」につ
いて、肯定的な回答をしている生徒の構成割合［公立中学校］

新 66.4 85.0 ％

24 「科学の甲子園」全国大会における総合成績順位 10位 4位以内
（毎年度）

順位

25
地域リーダー育成事業参加生徒のうちプログラムを通じて成長した
生徒の割合

新 81.3 100.0 ％

26 国民スポーツ大会における男女総合成績順位 13位
（R6年度）

8位以内
（毎年度）

順位

７　こどもの社会的自立を支える取組の推進

27 キャリア体験活動への参加率 98.3 100.0 ％

28 公立高等学校卒業生の就職決定率 新 98.9 100.0 ％

８　多様な遊びや体験活動、社会参画の推進

29
未来子どもチャレンジ応援事業者による体験活動を実施した圏域の
数

新 0 全15 圏域

９　居場所づくりの推進

30 児童育成支援拠点事業を実施する市町村数 新 7
（R6年度）

60 市町村

31 放課後児童クラブ待機児童数 新 473
（R6年）

0 人

１　児童虐待の予防・防止

32 親子のきずな再生事業による親子関係改善率 新 78.6 85.6 ％

２　社会的養護の充実

33 県児童相談所が関与した特別養子縁組成立件数(政令市除く) 7 14 件

34 要保護児童の里親等への委託率（政令市を除く）（３歳未満） 31.5 75.0 ％

35 要保護児童の里親等への委託率（政令市を除く）（就学前） 30.6 75.0 ％

36 要保護児童の里親等への委託率（政令市を除く）（就学期以降） 28.8 50.0 ％

37
地域小規模児童養護施設及び分園型小規模グループケアへ入所して
いるこどもの割合（政令市を除く）

22.4 49.0 ％

38 児童養護施設等のこどもの高等学校等進学率 97.0
（R6年度）

98.1 ％

39 児童養護施設等のこどもの大学等進学率 46.5
（R6年度）

80.3 ％
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柱 中項目 番号 数値目標名
新
規

当初値
（R5年度）

目標値
（R11年度）

単位

３　貧困の状況にあるこどもへの支援

40 こどもの貧困対策推進計画の策定市町村数 31 60 市町村

41 生活保護世帯の属するこどもの高等学校等進学率 90.1 98.1 ％

42 生活保護世帯の属するこどもの高等学校等中退率 5.0 1.2 ％

43 生活保護世帯の属するこどもの大学等進学率 34.7 80.3 ％

44
生活困窮者就労準備支援事業利用者のうち就労支援または就労に結
び付いた割合

89.3 100.0 ％

４　ひとり親家庭への支援

45 ひとり親サポートセンターにおける自立支援プログラムの策定数 103 450 件

46 ひとり親家庭のうち、養育費を受領している割合（母子家庭） 32.0
（R3年）

40.2
（R8年）

％

５　障がいのあるこどもへの支援

47 福岡障害者職業能力開発校の就職率 87.7 90.0 ％

48 民間教育訓練機関等に委託して行う障がい者委託訓練の就職率 54.5
（R4年度）

60.0 ％

49
個別の教育支援計画等による学校間の引継ぎの実施割合［公立学校
（園）］

89.9 100.0 ％

６　不登校やいじめ、ひきこもり等に対する取組の推進

50
学校内外の機関等で専門的な相談・指導等を受けていない不登校児
童生徒の割合［公立小中学校］

39.4 33.0 ％

51
学校内外の機関等で専門的な相談・指導等を受けていない不登校生
徒の割合［県立高等学校］

54.3 49.0 ％

52
いじめの認知件数のうち当該年度内に解消した件数の割合[公立小
中学校]

新
小：93.7
中：95.2

100.0 ％

53
いじめの認知件数のうち当該年度内に解消した件数の割合[県立高
等学校]

新 89.1 100.0 ％

54
県が相談を受けたいじめの件数のうち解消した件数の割合［私立小
中学校］

新 75.0 100.0 ％

55
県が相談を受けたいじめの件数のうち解消した件数の割合［私立高
等学校］

新 75.0 100.0 ％

56 30歳未満の自殺者数 新 153 122以下 人

７　ヤングケアラー、性的マイノリティ、外国人のこども等への支援

57 子育て世帯訪問支援事業の実施市町村数 新 36
（R6年度）

60 市町村
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柱 中項目 番号 数値目標名
新
規

当初値
（R5年度）

目標値
（R11年度）

単位

58 合計特殊出生率 1.26
（R5年）

上昇 －

共
通

59 「理想のこどもの数」と「実際に持つつもりのこどもの数」

理想：2.34
実際：1.96
差：0.38
（R5年）

数の増加
差の縮小

人

60 平均初婚年齢
夫：30.8
妻：29.7
（R5年）

上昇の
抑制

歳

１　次代の親の育成

61
自らのライフプランをセミナー受講前より具体的に描けるように
なった割合

新 81.0 100.0 ％

２　若い世代の生活の基盤の安定への支援

62 若者就職支援センター就職率 76.7 80.0 ％

63 若者就職支援センター就職者の正規雇用率 91.3 93.0 ％

64 高等技術専門校の就職率 88.2 95.0 ％

65 民間教育訓練機関等に委託して行う委託訓練の就職率 80.9
（R4年度）

85.0 ％

３　出会い・結婚応援の推進

66 「出会い応援団体」登録数 2,650 4,250 団体

67 出会い応援イベント参加者数 7,307 10,000 人

68 出会い応援イベントにおけるカップル成立率 42.1 45.0 ％

４　子育て世帯の経済的負担の軽減

59
再掲

「理想のこどもの数」と「実際に持つつもりのこどもの数」

理想：2.34
実際：1.96
差：0.38
（R5年）

数の増加
差の縮小

人

５　男女ともに仕事と子育てを両立できる環境づくり

69 子育て応援宣言企業の従業員の育児休業取得率（男性） 48.2 80.0 ％

70 ママと女性の就業支援センターによる就職者数（累計） ー 5,000 人

６　地域、家庭でこどもを育む環境づくり

71 子育て応援パスポート登録者数 92,326 157,000 人

72 ふくおか子育てマイスターの活動実績 831 1,050 人

73 基本的生活習慣習得事業の実施市町村数 新 21 60 市町村

74 県営住宅の新婚・子育て世帯優先戸数（累計） ー 900 戸
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